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序章	 環境犯罪の問題所在	 
	 
	 地球は私たちの唯一の家である。人類はその生存本能に駆り立てられ、生存と発展に
必要な資源を環境から収奪し、環境を不可逆的に破壊し続けてきた。しかし今なお、
人々は厳しさを増す環境問題に十分注目できていない。環境の汚染は日増しに深刻にな
っており、抑止する必要がある。人類全体の長期的利益に密接に関わっているので、環
境保護にはグローバルな視点からの取り組みが必要である。	 
	 環境は人間が生存する上での基盤であり、これを利用するとともに、保護していかな
ければならない。中国と日本は環境に対し共同の利益関心を有している。現在の中国に
おいて、環境問題はますます深刻になっているが、刑法による対応が十分になされてい
るとは言い難い。これは環境犯罪の処罰範囲の不明確さに原因がある。日本では、大規
模公害の段階は過ぎたものの、新しい環境問題が次々と生じ、環境権をめぐる議論など
が民法・環境法の領域においても激しく行われている。これまで示されてきた見解によ
れば、刑法が規制対象とする環境犯罪の処罰範囲は、人の健康に対する侵害又は危険を
与える行為に限られるべきであるとするものが多い。しかし、現在新しく生じている環
境問題に対応するためには、人の健康に直接関連しない環境に対する侵害も、環境刑法
の処罰対象とすべきではなかろうか。本論文はこのような問題意識を持って、刑法にお
ける環境犯罪の処罰範囲を改めて検討するものである。	 
	 
一	 環境犯罪の研究範囲	 
（一）環境と環境犯罪	 
	 環境犯罪を研究する場合、環境犯罪の定義と範囲をまず確定しなければならない。	 国
際的に一般的な定義によれば、「環境とは、地球のすべての構成物、すなわち生物と非
生物を意味し、空気、大気圏、水体、土地（土壌と鉱物、植物群と動物群を含む）中の
すべての付着物、及びこれらの構成物間の相互的生態関係を含む」1。「環境」には自然
環境と社会環境が含まれるが、刑法上の環境犯罪における「環境」は自然環境だけであ
る。自然環境は環境媒体と環境要素を含む。環境媒体はだいたい大気（気体環境媒体）、
水域（液体環境媒体）及び土壌（固体環境媒体）に分けられる。環境要素は環境に生き
る生物や資源や能源など、及びそれらは組み合わせる生態系統を含む。広義の環境犯罪
は環境媒体と環境要素を侵害するすべての環境犯罪を指すが、本論文で検討する環境犯
罪は、狭義の環境犯罪にとどまるのである。つまり、環境媒体を侵害する環境犯罪であ
る。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1これは、1994年９月10日にリオ・デ・ジャネイロで開かれた第15回国際刑法会議で採択され
た	 "Crimes	 	 against	 the	 environment.	 Application	 of	 the	 general	 part"	 における定義
である（FIFTEENTH	 INTERNATIONAL	 CONGRESS	 OF	 PENAL	 LAW(Rio	 de	 Janeiro,	 4	 –	 10	 
September	 1994),	 Resolutions	 of	 the	 Congresses	 of	 the	 International	 Association	 of	 
Penal	 Law	 (1926	 –	 2004),	 eres,2009,p150.）	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 環境犯罪が環境媒体を「経由」する公共危険犯であるという見解が存在する2。この見
解は環境犯罪と環境媒体との関連性に言及するが、環境媒体を「経由」することは環境
媒体を侵害することと等しくはない。従って、環境媒体を経由しても環境媒体を侵害し
ない場合、環境犯罪として取り扱うことは適切ではない。犯罪行為が環境媒体を侵害し
ない場合、環境媒体は単に他の法益侵害の手段にすぎず、他の法益侵害の手段と区別し、
特に「環境」犯罪として取り扱う必要性はない。そうすると、環境犯罪は環境媒体を侵
害したことを結果とする犯罪類型であると理解するほうが適切である。環境犯罪の範囲
を限定する要素は、「環境」という行為客体である。本論文の検討対象としての環境犯
罪も環境媒体を行為客体として環境媒体を侵害したことを結果とする犯罪である。環境
犯罪の法益侵害は、環境媒体を侵害することによって引き起こしうるすべての法益侵害
を含む。以下の図を参照してほしい。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 環境媒体を侵害したことによって伝統的な法益（例えば、個人の生命・身体・財産等）
を侵害するのは可能であるものの、問題となるのは、伝統的な法益のほか、別個な法益
を侵害する可能性があるか、ということである。もし可能であれば、この別個な法益が
何か、環境犯罪の処罰範囲にどのような影響を与えるか、ということも検討しなければ
ならないのである。	 
	 
（二）環境犯罪と公害犯罪	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
2伊藤司「環境刑法総論・再論ー公害刑法から環境刑法へ？」吉田敏雄・宮澤節生・丸山治編
『小暮得雄先生古稀記念論文集	 罪と罰・非情にして人間的なるもの』（信山社、2005 年）
２—３頁。	 
行為	 環境媒体侵害	 法益侵害	 
別個な法益侵害
（？）	 
伝統法益侵害	 
不特定多数人
の生命・身体	 
個人の生命・
身体・財産等	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 環境犯罪と公害犯罪は一般に混同されて議論されることがあるが、後述するように3保
護法益を異にする犯罪類型であるので、区別して論述する必要がある。	 
	 公害は、公共利益という公益に対する侵害である。公害を引き起こす行為が、「いつ
のまにかジワジワ人の健康を損ない、被害者が気づいたときにはとり返しのつかない生
命・健康に対する実害・脅威が起こるというようなタイプの加害行為である4」ことから、
公害の共通性は、行為対象ではなく、法益としての公益に対する侵害というところに求
められる。したがって、公害は、広範な領域に及び、公共に関係するすべての領域にお
いて、公益を侵害する公害問題は生じうる。例えば、食品公害や環境公害などである。
公害犯罪の一部である、環境媒体によって不特定多数人の生命等を侵害する公害犯罪は
環境犯罪に属する5。例えば、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染などによって引き起こされ
た人の健康の侵害である。	 	 
	 本論文において検討対象とする環境犯罪は、環境媒体に対する犯罪に限定される。つ
まり、本論文が検討対象とする「環境犯罪」は、その侵害法益の種類は問わないが、そ
の行為対象に関して限定がある。すなわち、行為対象が「環境媒体」である、という一
点において共通性を持っている一連の犯罪を、ここでは検討対象として措定する。環境
犯罪が公益を侵害する可能性は排除できず、公害犯罪が環境媒体を行為対象とする可能
性も排除できない以上、環境犯罪と公害犯罪とが競合する可能性も排除できない。	 
しかし、公害犯罪と環境犯罪の着目点は異なる。有害物質が環境媒体に作用し、大気、
水質、土壌という環境媒体を汚染した場合、環境犯罪が侵害結果としての環境媒体の損
害に着目するのに対して、公害犯罪が、環境媒体を汚染したことによって、公衆の生命、
健康などに対してどのような侵害を与えるかという法益侵害に着目するのである。環境
犯罪の規定においては、公衆の生命、健康などに対する侵害を与えるかどうかというこ
とも考慮されているものの、公衆の生命、健康などに対する侵害は、環境媒体を汚染し
たことによって引き起こされた複数の法益侵害におけるただ一つの法益侵害にすぎない。
公害犯罪においては、環境媒体の侵害も考慮されているものの、公衆の生命、健康とい
った法益に対する侵害の原因として見られるにすぎない。したがって、公害犯罪と環境
犯罪とは競合する部分が存在しているものの、本質的には異なる犯罪である。以下の表
をみてみよう。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
3環境犯罪と公害犯罪の区別の必要性については第２章第２節において論じる。	 
4藤木英雄『公害犯罪	 第３版』（東京大学出版会、1979 年）２頁。	 
5長井圓「環境刑法の基礎・未来時代法益」神奈川法学 35 巻２号（2002 年）434 頁。	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 実は、公害罪法において定められる「公害」は人の健康に関係する公害だけであるが、
「公害」は人の健康に関する公害にとどまらないのである。日本の環境基本法第２条第
３項によると、「公害」が「人の健康又は生活環境に係る被害」6と定められているので
ある。つまり、環境犯罪と公害犯罪を同一視しても、環境犯罪の処罰範囲が公害罪法の
ような人の健康の侵害又はその危険にとどまるという結論を出すわけではない。なぜな
らば、公害罪法の「公害」は公害の一部にすぎないからである。公害は人の健康の被害
だけではなく、生活環境に係る被害も含むものである。公害罪法の処罰範囲は公害犯罪
の処罰範囲であると言えない。公害罪法と公害犯罪とは常に混同されてしまうので、本
論文は、用語上の混乱を避けるため、公害をもたらす犯罪の処罰範囲を検討せず、直接
に環境犯罪の処罰範囲を検討することにする。	 
	 
（三）環境犯罪と自然資源犯罪	 
	 自然資源とは、動物資源、植物資源と他の資源（たとえば、鉱物資源）を包括する概
念である7。自然資源も環境の一部であるので、自然資源を破壊する犯罪も広義には環境
犯罪に属する。中国刑法第 6 章第 6 節も、環境媒体を侵害する犯罪と自然資源を破壊す
る犯罪という二つの類型を、それぞれ環境破壊犯罪と自然資源破壊犯罪とし、併せて
「破壊環境資源保護罪」と命名し、規制している。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
6	 環境基本法第２条第３項において、「この法律において「公害」とは、環境の保全上の支
障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の
汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。第二十一条第一項第一号
において同じ。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削
によるものを除く。以下同じ。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密
接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以
下同じ。）に係る被害が生ずることをいう」と定められる。	 
7李希慧・董文輝・李冠煜『環境犯罪研究』（知識産権出版社、2013 年）209 頁。	 
	 	 
	 
行為客体	 
	 
	 
保護法益	 
	 
	 
公害犯罪	 
	 
	 
環境媒体を含むすべての公衆に
及びうる客体	 
	 
	 
不特定多数人の生命・身体	 
	 
	 
	 
環境犯罪	 
	 
	 
	 
環境媒体	 
①伝統的な法益	 
ア）不特定多数人の生命・身体（＝公
害犯罪の法益）	 
イ）個人の生命・身体・財産等（＝殺
害罪、傷害罪、財産犯罪等の法益）	 
	 
②新たな法益に基づく環境法益	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 しかし、環境破壊犯罪と自然資源破壊犯罪とは、保護目的と対象行為において、全く
異なるのである。環境破壊犯罪を規制する目的は、人間の生活環境を保護し、人間に日
常生活で環境からの恩恵を享受させることができるということである。自然資源破壊犯
罪を規制する目的は、自然資源の合理的な利用の規制によって、自然資源の経済価値を
最大化させる一方、生態環境の破壊を最小化させるということである。つまり、自然資
源破壊犯罪は、環境媒体に及ぶものの、主に生態環境に影響するのである。生活環境と
生態環境とは、人間に対して、異なる機能を果たしているので、両罪の保護目的や保護
方法などが一致しないのである。	 
	 環境破壊犯罪と自然資源破壊犯罪とはいずれも人間の生存と発展に影響を与えるもの
の、影響を与える方式と経路は異なる。環境破壊犯罪は、環境に有害物質を放出する行
為によって、環境の化学性質または物理形状を改変し、環境媒体の本来の機能を退化さ
せ、人間の日常生活に十分に適さなくなり、よって人間の生存と発展を脅かすものであ
る。これに対して、自然資源破壊犯罪は、環境に存在している自然資源を不合理に開発
し、使用する行為によって、自然資源の自己更新機制をかき乱し、自然資源が自己更新
できない状態に陥るようにし、生態のバランスを破壊し、よって人間の生存と発展を脅
かすものである。そうすると、環境破壊犯罪は、人間の生活環境を破壊する犯罪であっ
て、人間の生存と発展に対する影響がより急速であり、顕著である。環境に放出した有
害物質それ自体が、直接に人間の生命又は健康を侵害するおそれがあるからである。こ
れに対して、自然資源破壊犯罪が人間の生存と発展に対して与える影響は、より遅緩で
長期的であり、直接に人の生命又は健康を侵害する可能性は低い。それは主に、全体的
な人間の生存と発展に対する影響だといえよう。	 
	 環境破壊犯罪と自然資源破壊犯罪との間には、以上で挙げられていた相違点が存在し
ているので、環境破壊犯罪を検討対象とする本論文は、自然資源破壊犯罪を検討の対象
外においておくことにする。	 
	 
二	 環境犯罪の問題所在	 
（一）日本の環境犯罪の問題	 
	 日本において、従来、環境犯罪について論じる際に、「公害犯罪」という概念を用い
る場合が多かった。しかし、日本の環境行政法の保護目的は、人の健康の保護のほか、
「生活環境の保全」も含む8。これに対して、日本の公害罪法の対象である「公害」は、
人の健康の保護を目的とするものに限られ、環境基本法における公害の一部にすぎない。
この規定上の齟齬は、日本の公害犯罪概念の使用上の混乱をもたらしている。環境犯罪
と公害犯罪の関係はかなり不明確である。	 
	 「公害」という語が、広義、狭義のいずれの意味でも使用されているのである。例え
ば、「公害犯罪」又は「公害事犯」はかならず人の生命・身体・健康を侵害する行為で
なければならず、「公害刑法」は人の健康に関する行為を規制対象とするのに対して、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
8「土壌汚染対策法」の保護目的は「国民の健康」だけである。具体的な内容は「土壌汚染対
策法」第１条を参照。	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「環境刑法」の規制対象は人の健康に関するかどうかを問わず、環境汚染行為それ自体
である、という形で「公害刑法」と「環境刑法」とを分別する見解があるが9、この見解
においては、「公害刑法」及び「公害犯罪」、「公害事犯」にいう「公害」が狭義の意
味で使用されており、それは特に「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律」の中
で規定された犯罪類型だけを指している。しかし、ほかの多くの論者においては、「人
の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律」における罰則と、環境基本法における七種
の公害を規制する環境行政法における罰則が、両方とも公害犯罪の規制と見なされてお
り、例えば排出基準違反罪も人の健康に対する抽象的危険犯として、公害犯罪の一種と
見なされている10。	 
	 そこで、日本の公害犯罪の概念の外延は明確ではなく、公害犯罪と「人の健康に係る
公害犯罪の処罰に関する法律」における犯罪とは常に混同される。環境汚染行為を公害
犯罪に帰属させる場合もあれば、環境犯罪に帰属させる場合もある。本論文は、用語上
の混乱をさけるため、そして、国際的に通用している概念との調和を図るため、環境汚
染行為を規制する環境行政法の罰則のことを環境刑法と呼ぶことにする。	 
	 日本における最広義の公害の概念は本論文の検討対象となる環境媒体犯罪の概念とほ
ぼ一致する。つまり、公害規制からすると、各種行政取締罰則、公害罪法及び公共危険
犯を処罰する刑法典の一部はすべて公害刑法の役割を果たしている11。公害犯罪概念は
三つに分けられる。具体的な内容は以下の通りである。すなわち、第一は、公害現象の
発生によって人の生命、身体、健康などに実害又は具体的な危険を与えるという狭義の
公害である。例えば、「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律」の公害犯罪の規
定と刑法典上の飲料水に関する罪がこれである。第二は、狭義の公害のほか、汚染物排
出基準を超え、行政取締規制に違反し、現実に公害現象を発生させるという行為も含む
広義の公害である。例えば、「水質汚濁防止法」における排出基準に違反する行為の罰
則がこれである。第三は、広義の公害のほか、公害防止に関する各種の行政取締規制に
おける形式的手続きの規範に違反するという形式犯も含む最広義の公害である。例えば、
各種公害防止に関する行政取締における施設の設置、変更の届出規定なども、ここには
含まれることになる12。この第三の最広義の公害犯罪の範囲が、本論文で環境犯罪とし
て検討対象とする犯罪の範囲にほぼ相当する。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
9京藤哲久「環境犯罪の構成要件」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）
322 頁。	 
10町野朔「環境倫理、環境法、環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、
2003 年）36—37 頁、浅田和茂「環境刑法の体系」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂
編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）36 頁、中山研一「公害犯罪—企業活動と刑事責任—」
中山研一・西原春夫・藤木英雄・宮澤浩一編『現代刑法講座第５巻	 現代社会と犯罪』（成
文堂、1982 年）89 頁。	 
11丸山雅夫「公害の処罰から環境の保護へー刑法の役割—」南山法学 28 巻３号（2005 年）72—
73 頁。	 
12西原春夫『犯罪各論	 訂補準備版』（成文堂、1991 年）56—57 頁。	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 上述の狭義の公害犯罪について、本論文では公害罪法の規定と刑法典上の飲料水に関
する罪に分けて検討していくことにする。というのは、公害罪法の公害規定は、それが
人の健康を侵害する環境犯罪に属することについて異論の余地がないのに対して、刑法
典上の飲料水に関する罪は、それがどのような性質の環境犯罪であるかについて議論の
余地があるからである。人の健康を侵害する環境犯罪以外の部分は、ほぼ環境行政罰則
の規定であるので、このような部分は併せて環境行政罰則の部分で検討していくことに
する。そこでまず、以下では、１公害罪法の規定、２刑法典の飲料水の規定、３環境行
政罰則の規定という順で、検討対象とする規定について触れておく。	 
	 
１公害罪法	 
	 環境汚染行為に対して規制を強めるため、1970 年第 64 回国会において、「人の健康
に係る公害犯罪の処罰に関する法律」が制定された。同法は深刻な公害問題を対応する
ため、応急的に制定された単行法として13、政府の公害を重視する姿勢を明らかにし、
公害規制において刑罰の威嚇を用いようとするものである。この法律は人の生命・健康
を侵害した行為のみならず、人の生命・健康を侵害する「具体的な危険がある行為」
（危険犯）をも対象とするようになったので、それまで公害問題において事後的な損害
賠償のみを用いていたことと比べて、事前防止の性質を有し、公害規制の進歩と言えよ
う。	 
	 公害罪法に関する二つの著名な事件は「日本アエロジル工場塩素ガス流出事故」と
「大東鉄線工場塩素ガス噴出事故」である。二つの事件においては、いずれも「事業活
動に伴つて」「排出」という構成要件の該当性如何が問題となった。いずれの事件の第
一審14と控訴審15も、「事業活動に伴って」「排出」するという要件を広く解して、偶発
事故型の「排出」「噴出」行為が公害罪法の処罰対象になることを示した。しかし、い
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
13	 町野朔「序説	 概観—日本の環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003
年）３頁、町野・前掲注（10）17 頁、長井圓「日本の公害刑法から環境刑法への展開」町野
朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）180 頁。	 
14日本アエロジル工場塩素ガス流出事故第一審判決：津地方裁判所昭和５４年３月７日昭和
４９年判決（わ）第２４４号（刑事裁判月報１１巻３号１１９頁判例時報９２２号１５頁判
例タイムズ３８２号７５頁）。大東鉄線工場塩素ガス噴出事故第一審判決：大阪地方裁判所
昭和５４年４月１７日昭和５１年（わ）第４４４１号（刑事裁判月報１１巻４号３４２頁判
例時報９４０号１７頁判例タイムズ３９４号５３頁・高等裁判所刑事判例集３３巻４号３３
０頁）。	 
15日本アエロジル工場塩素ガス流出事故控訴審判決：名古屋高等裁判所昭和５９年１月２４
日昭和５４年（う）第１５０号（高等裁判所刑事判例集３７巻１号１頁高等裁判所刑事裁判
速報集（昭５９）号４３９頁判例時報１１０６号３３頁判例タイムズ５２０号１１６頁）。
大東鉄線工場塩素ガス噴出事故控訴審判決：大阪高等裁判所昭和５５年１１月６日昭和５４
年（う）第１３８２号（高等裁判所刑事判例集３３巻４号３２０頁判例時報９８７号２２
頁）。	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ずれの事件の上告審16も、「事業活動の一環として」行われた行為に属しないとして、
偶発事故型の「排出」「噴出」行為に対する公害罪法の適用を否定したのである。その
後、公害罪法は事業活動の一環としての排出行為が引き起こす公害という構造型公害に
対してしか適用されないようになり、その適用範囲はかなり狭く、実際に適用された例
はあまりないのである17。	 
	 この法律が規制する行為は事業者の生産活動に伴う排出行為であるが、実際上事業者
の生産活動に伴う排出行為はすでに環境行政法における排出基準によって規制されてい
る18。そこで、公害規制に対して実際上機能を果たしているのは、公害に関する行政規
制法であると指摘される19。公害罪法は司法実務においてあまり適用されないが、環境
犯罪を規制する特別法であり、また環境行政罰則に違反する場合、理論上公害罪法との
競合の可能性も考慮する必要があるので、環境犯罪を規制する体系の一環として言及す
る必要がある。	 	 
	 
２刑法典における飲料水犯罪の規定	 
	 日本刑法典第 15 章における飲料水に関する犯罪は、公衆の生命・身体の安全を脅かす
という公共危険罪の一種であり、保護法益は公衆の健康であるという見解が通説の地位
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
16日本アエロジル工場塩素ガス流出事故上告審判決：最高裁判所第一小法廷昭和６３年１０
月２７日昭和５９年（あ）第２３８号最高裁判所刑事判例集４２巻８号１１０９頁、裁判所
時報９９２号１頁、判例時報１２９６号２８頁法曹新聞９０２号６頁、判例タイムズ６８４
号１８２頁、最高裁判所裁判集刑事２５０号８６５頁。大東鉄線工場塩素ガス噴出事故上告
審判決：最高裁判所第三小法廷昭和６２年９月２２日昭和５５年（あ）第２０１４号最高裁
判所刑事判例集４１巻６号２５５頁、裁判所時報９７４号１頁、判例タイムズ６６６号２７
４頁、判例時報１２７４号６２頁、最高裁判所裁判集刑事２４７号５５頁。また、大東鉄線
工場塩素ガス噴出事故上告審判決において裁判官長島敦は、「工場従業員の過失によりタン
クへの注入口を誤つて多量の塩素ガスを発生・排出させた場合には、右従業員の行為は、有
害な工場廃水の中和処理・排出という基本的な事業活動の遂行上、不可欠かつ密接な準備的
事業活動に伴つて、つまり、『工場における事業活動に伴つて』有害物質を排出したという
客観的犯罪構成要件を充足するというべきこととなるわけである」という反対意見を提出し、
原判決を支持するという意見を述べたのである。	 
17浅田和茂「日本における環境刑法学の生成と発展」松本博之・西谷敏・佐藤岩夫編『環境
保護と法ー日独シンポジウムー』（信山社、1999 年）549—550 頁、丸山・前掲注（11）77—78
頁、佐久間修「環境刑法の役割とその限界」新美育文・松村弓彦・大塚直編『環境法大系』
（商事法務、2012 年）335 頁。	 
18東雪見「環境犯罪」佐伯仁志・金光旭編『日本経済刑法の比較研究』（成文堂、2011 年）
278 頁、中山・前掲注（10）91 頁。	 
19平野龍一「日本における自然環境の刑罰的保護」刑法雑誌 23 巻１＝２号（1979 年）186 頁。	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を占めている20。そこで、刑法典上の公害犯罪と呼ばれている21。飲料水に関する犯罪は
環境媒体、つまり浄水の侵害を通じて人の利益を侵害する犯罪であるので、筆者が主張
する環境犯罪の一種でもある。	 
	 飲料水に関する罪における公共の危険において、一般的に主張されるのは、飲料水の
利用を害するならば、公衆の健康を脅かすことになるということである22。しかし、同
じく一般的に主張されるのは、刑法142条の浄水汚染罪、143条の水道汚染罪において、
処罰に値する行為は、水の清浄な状態を失わせ、公衆の物理的、心理的に飲料水として
利用不能な結果を引き起こした程度にさえ達すれば足り、必ずしもそれ自体が直接的に
公衆の健康に害がある行為を必要としないということである23。公衆の健康を保護法益
とし、公衆の健康に対する危険を与える行為を処罰対象とする浄水汚染罪と水道汚染罪
が、なぜ公衆の健康に害がなく単に心理的に浄水の利用を不能にさせる行為までも処罰
するのであろうか。	 
	 この問題に対して、以下のような解釈がありうる。すなわち、飲料水は「人々の健康
な生活に欠かせない」ものであるので、飲料水を利用不能な状態に置かせた行為はもは
や公衆の健康な生活を侵害する行為になり、公衆の健康に対する罪に属するといえる、
というのである24。しかし、「公衆の健康」と「公衆の健康な生活」とはもともと完全
に異なる概念であるので、公衆の健康な生活に対する侵害は「公衆の健康」に対する侵
害と同一視できない。また、以下のような解釈もありうる。すなわち、「飲料水は、人
間の生存にとって不可欠なもの」25であるので、飲料水を害する行為は、公衆の生存を
脅かす意味で、公衆の健康を脅かすといえる、というのである。しかし、「人間の生存
にとって不可欠なもの」が必ずしも人の健康につながるものではない。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
20西田典之『刑法各論〔第六版〕』（弘文堂、2012 年）289 頁、324 頁、大谷實『刑法各論
〔第 4版〕』（成文堂、2014 年）260 頁、前田雅英『刑法各論講義〔第５版〕』（東京大学
出版会、2011 年）480 頁、曽根威彦『刑法各論〔第五版〕』（弘文堂、2012 年）233 頁、須
之内克彦『刑法概説各論〔第２版〕』（成文堂、2014 年）276—277 頁、斎藤信治『刑法各論
〔第四版〕』（有斐閣、2014 年）235 頁、山口厚『刑法各論〔第２版〕』（有斐閣、2010 年）
413 頁、415 頁、伊東研祐『刑法講義各論』（日本評論社、2011 年）296 頁、松宮孝明『刑法
各論講義〔第３版〕』（成文堂、2012 年）360 頁、今井猛嘉・小林憲太郎・島田聡一郎・橋
爪隆『刑法各論〔第２版〕』（有斐閣、2013 年）321 頁〔島田聡一郎執筆〕。	 
21西原・前掲注（12）56 頁、76—77 頁。	 
22西田・前掲注（20）324 頁、須之内・前掲注（20）277 頁、山口・前掲注（20）415 頁。	 
23西田・前掲注（20）324 頁、大谷・前掲注（20）261 頁、前田・前掲注（20）480 頁、曽
根・前掲注（20）233 頁、須之内・前掲注（20）277 頁、斎藤・前掲注（20）235 頁、山口・
前掲注（20）416 頁、伊東・前掲注（20）296 頁、松宮・前掲注（20）360 頁、今井ほか・前
掲注（20）321 頁〔島田聡一郎執筆〕。	 
24今井ほか・前掲注（20）321 頁〔島田聡一郎執筆〕。	 
25前田・前掲注（20）480 頁。	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 刑法142条の浄水汚染罪に関する事件の控訴審26において、「投入した異物が本来不潔
物でなくても、これを投入することによって浄水を汚穢させ、人をして不快の感を抱か
せることによりその使用を不能ならしめる場合には、刑法142条にいわゆる『浄水ヲ汚穢
シ因テ之ヲ用フルコトヲ能ワサルニ至ラシメタル』場合に該当するものといわなければ
ならない」と判示され、上告審27では、「人の飲料に供する井戸水の中に食用紅を溶か
した水を注ぎ込み、一見して異物の混入したことを認識し得る程度に薄赤色に混濁させ、
飲料浄水として一般に使用することを心理的に不能ならしめた」と判示されている。い
ずれも飲料浄水の使用不能に着目するが、健康侵害との関係には言及していない。	 
	 そうすると、すべての浄水汚染行為と水道汚染行為の法益を公衆の健康に限定するの
ではなく、ほかの法益も包含するという可能性を認めるべきである。そもそも、142条、
143条の法文には「使用することができない」とだけ定められているので、人の生命また
は健康への侵害又はその危険の発生を要求しておらず、もともと公衆の健康の侵害行為
に限るという解釈は必然のものではない。人の生命または健康への侵害又は侵害の危険
を引き起こした結果は、加重の状況として、他の条項（つまり、144条、146条、145条）
に規定されている。	 	 
	 
３環境行政罰則	 
	 最も検討に値する、かつ最も実践的な意味を持っているのは環境行政罰則の規定であ
る。なぜならば、日本において、環境犯罪あるいは公害犯罪は主に環境行政罰則によっ
て規制されているからである28。環境行政罰則は環境規制において最も機能を果たす、
最も多用される規定であるとされる29。そこで、日本の環境保全における刑法の役割は、
主に環境行政の実効性の担保を通じて果たされることになるとされる30。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
26井戸水に食用紅を混入する事件控訴審判決：大阪高等裁判所昭和３３年６月１３日昭和３
３年（う）第３９５号（最高裁判所刑事判例集１５巻８号１３１５頁、判例時報１５９号６
０頁、高等裁判所刑事裁判特報５巻７号２８１頁）。	 
27	 井戸水に食用紅を混入する事件上告審：最高裁判所第二小法廷昭和３６年９月８日昭和３
３年（あ）第１５０３号（最高裁判所刑事判例集１５巻８号１３０９頁、最高裁判所裁判集
刑事１３９号１４９頁）。	 
28平成 17 年から平成 26 年までの日本の警察白書と環境白書からみて、十年間、環境犯罪と
して追訴された犯罪の中で、最も多いのは「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づい
て廃棄物処理に関する犯罪であった。廃棄物処理に関する犯罪の次は鳥獣の違法捕獲等に係
る犯罪である。鳥獣の違法捕獲等に係る犯罪は自然環境保全の犯罪に属し、本論文が論及す
る環境犯罪に属しない。その次に多いのは「水質汚染防止法」などの水質に関する環境行政
法律に基づいて水質汚濁及び海洋汚染に係る犯罪であった。公害罪法と刑法典飲料水犯罪の
適用はなかった。	 
29丸山・前掲注（11）86 頁。	 
30立石雅彦「環境保全法の罰則について」『中山研一先生古稀祝賀論文集（第二巻）経済と
刑法』（成文堂、1997 年）136 頁。	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 現在、日本においては、環境行政罰則が氾濫していると言われる状況にある。その原
因について、以下の指摘がある。すなわち、法律の規制機能が十分に役割を果たすこと
ができない場合、民事的、行政的対応も含めた総合的な規制手段を整備することが望ま
しいが、時間の制約のために、応急的な措置として罰則の強化という方策を採用するよ
うになってしまうとされる31。また、戦前は行政義務担保の手段として様々な強制執行
手段が定められ適用されたが、戦後において人権尊重という観点から裁判所を介した手
段が推奨されたため、行政強制執行手段としては代執行しか残らず、行政義務を担保す
るために、間接的心理強制手段を多用するようになった。間接的心理強制手段として、
刑罰の威嚇力は過料のそれと比べて強いので、行政義務担保において刑罰が多用される
現状になってしまうと指摘される32。	 
	 	 威嚇力を強調し、応急的に行政義務担保の手段として用いられる環境行政罰則の現状
に対しては、さまざまな批判が展開されている。このような環境行政罰則は、処罰に値
する行為と処罰に値しない行為を区別せず、あまり悪質ではない行為さえ処罰すること
になる33。もともと行政義務違反に対する罰則の規定目的は、義務違反に対する抑止効
果を高めるということであるが、行政罰則の規定が多ければ多いほど、個々の罰則に関
する執行リソースは少なくなるので、かえって行政刑罰の威嚇力を低下させ、抑止効果
も減少することが指摘される34。すなわち、環境侵害行為に対する「立法による積極的
犯罪化にもかかわらず、環境犯罪は実質的に非犯罪化されてきた」35と言える。また、
処罰に値しない行為に対してまで罰則を設けると、国民の環境犯罪に対する犯罪意識を
希薄なものにし、警察の対応意欲も低下させ、行政官庁は、規制対象との関係の悪化を
望まないこと、刑事手続が行政側にとって負担が重く、時間がかかるということから、
刑事告発があまりなされないという現実も指摘されている36。	 	 
	 行政義務違反に罰則を科することに対して、国民の抵抗感は少ない。また、公害の悲
惨さゆえに、このような罰則規定が、刑法上における問題点、環境刑法の理論、役割と
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
31北村喜宣「行政罰・強制金」磯部力・小早川光郎・芝池義一編『行政法の新構想Ⅱ	 行政
作用・行政手続・行政情報法』（有斐閣、2008 年）144—145 頁。	 
32田中利幸「行政と刑事制裁」雄川一郎・塩野宏・園部逸夫編『現代行政法大系	 第２巻』
（有斐閣、1984 年）270—271 頁、北村・前掲注（31）133—134 頁、阿部泰隆『行政の法シス
テム（下）〔新版〕』（有斐閣、1997 年）445 頁。	 
33阿部・前掲注（32）455 頁。	 
34大越義久「行政と環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）102
頁、北村喜宣『環境法（第３版）』（弘文堂、2015 年）185—186 頁、三枝有「環境刑法の新
展開ー環境保護政策と法規制のあり方」法政論叢 45 巻１号（2008 年）16 頁。	 
35齋野彦弥「環境刑法の保護法益」現代刑事法 34 号（2002 年）29 頁。	 
36阿部泰隆・淡路剛久編『環境法（第４版）』（有斐閣、2011 年）51 頁〔阿部泰隆執筆〕。	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限界について立法の前後を問わずあまり検討されることなく環境規制に導入された37。
行政罰則があまり適用されないという現状に鑑みると、産業公害の時期に主に産業公害
を念頭において制定された環境罰則の処罰範囲の適正性を再び検討する必要があり、盲
目的に行政罰則の適用範囲を拡大するべきではないと指摘される38。	 すなわち、大部分
の公害規制法規は、当時の深刻な公害問題に対応するための「緊急対策案」にすぎず、
その規定の合理性は当時の国民の処罰感情などを考慮して、十分に検討されなかった。
現在、環境行政罰則の正当性や合理性などを再び検討し、環境犯罪の適切な処罰範囲を
確定する必要性があるといえよう。	 
	 
（二）中国の環境犯罪の問題	 
	 中国の環境侵害に関する罰則は、日本のように、刑法典、公害罪法や環境行政罰則と
いう特別刑法により環境犯罪を規定する方式と異なり、一貫して刑法典にこれを規定す
るという方式を採用し、すべての環境犯罪の罰則が刑法典の中で定められている。本論
文が検討対象とする中国の環境犯罪の罰則規定も、これら中国刑法典に規定された諸規
定である。	 
	 
①中国における環境立法の状況	 
	 中国では経済発展の過程において、その速度のみを追求し、環境破壊を看過してきた。
環境汚染は、中国経済と社会の持続的な発展の制約要素になってきたと指摘される39。
中国政府は環境汚染問題をますます重視するようになっている40。	 
	 環境領域の基本法として、1979 年９月 13 日、第５回全国人民代表大会第 11 回会議に
おいて、環境保護法草案が通過し、「試行」という形式で公布され、施行された。「環
境保護法（試行）」は中国における環境保護法律体系の構築の開始を意味した。「環境
保護法（試行）」を基礎として、1989 年 12 月 26 日、全国人民代表大会常務委員会は
「環境保護法」を通過させた。1993 年３月第８回全国人民代表大会において「環境保護
法」の改正が提案され、2014 年４月 24 日第 12 回全国人民代表大会第４回全体会議にお
いて通過した。改正された「環境保護法」は 2015 年１月１日から施行された。	 
	 中国において、環境犯罪に関する刑事規定は、1979 年に制定された中国最初の刑法典
から始まった41。しかし、そこでは、環境それ自体の保護は注目されず、環境汚染によ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
37神山敏雄「『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』における犯罪と刑罰」中山研一・神山
敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）205 頁、三枝・前掲注
（34）17 頁。	 
38北村・前掲注（31）142 頁、齋藤彦弥「公害刑法と環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的
研究』（信山社、2003 年）76—77 頁。	 
39張素英「対汚染環境犯罪立法完善的思考」時代法学５号（2002 年）81 頁。	 
40汪勁「中国環境法治三十年：回顧与反思」中国地質大学学報（社会科学版）９巻５号
（2009 年）５頁、呂忠梅「『環境保護法』的前世今生」政法論叢５号（2014 年）54—58 頁。	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って引き起こされた人の利益の損失しか注目されなかった。それゆえ、1979 年の刑法典
の中では、独立の章節で環境保護に関する規制は規定されなかった。体系的な環境処罰
規定として、1997 年に改正された刑法は第６章第６節において環境と資源保護の破壊の
罪を規定した。こうして、中国の環境保護の罰則体系は形成されてきた。2011 年全国人
民代表大会常務委員会を通過した「刑法修正案（八）」において、第６章第６節 338 条
の重大環境汚染事故罪が汚染環境罪に改正された42。改正後の刑法 338 条の処罰範囲を
明確にするために、2013 年「関与辦理環境汚染刑事案件応用法律若干問題的解釈」とい
う司法解釈43が出された。	 
	 
②中国における環境司法実務の状況	 
	 1989 年武漢市が管轄する基層人民法院は、中国の最初の環境保護法廷を試行的に設置
した44。その後、瀋陽市が管轄する基層人民法院も環境保護法廷を設置した45。環境保護
法廷の設置は、実際の環境保護にかなり有効であったが、基層人民法院において環境保
護法廷を設置したことは、法律の根拠を欠き、管轄権も明らかでなく、行政職能と司法
職能の混同という問題があったので46、結局、環境保護法廷は相続いで取り消された。
2007 年 11 月、1989 年武漢市が管轄する基層人民法院が設置していた環境保護法廷が取
り消されてから 17 年ぶりに、最高人民法院の承認を受けて、貴州省貴陽市が管轄する基
層人民法院は再び環境保護法廷を設置した。2014 年までの間に、全国で、高級人民法院、
中級人民法院及び基層人民法院を含めて、設置された環境保護法廷は 130 あまりにのぼ
った。2014 年６月、最高人民法院も環境資源裁判法廷を設置した47。	 
	 
③中国における環境問題の現状	 
ア）大気汚染の状況	 
	 現在中国の環境媒体汚染はかなり深刻である。最も著しい例は大気汚染問題である。
現在、北京等中国北部を中心として、中国各地で深刻な大気汚染が発生している。特に
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
41呉献萍『環境犯罪与環境刑法』（知識産権出版社、2010 年）18 頁、付立忠「論我国環境刑
法的最新発展」中国人民公安大学学報 102 号（2003 年）58 頁、劉仁文「我国環境犯罪初歩研
究」法学研究 92 号（1994 年）68—69 頁。	 
42中国の環境犯罪の体系と具体的な規定の内実は、第１章第２節中国環境罰則の議論状況の
部分の論述を参考してほしい。	 
43本論文に関係する具体的な内実は「表２中国環境罰則表と司法解釈」を参照。	 
44中国の裁判所は、審級の高低の順によって、最高人民法院、高級人民法院、中級人民法院
と基層人民法院に分けられる。「環境保護法廷」や「環境資源裁判法廷」は各級裁判所に従
属する、専ら環境犯罪及び環境違法行為を裁判する組織である。	 
45汪勁『環境法学（第三版）』（北京大学出版社、2014 年）51 頁。	 
46最高人民裁判所より公布された「全国民事審判工作座談会紀要」（1993 年 37 号）。	 
47汪勁・前掲注（45）52 頁。	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問題となっているのは「粒子状物質（PM10，PM2.5）」48である。	 2013 年には49、北京・
天津・河北地域における 13 の地級市の大気の状況について、国家最低環境標準を満たし
た日数の比率は 10.4％〜79.2％であり、平均値は 37.5％である。国家最低環境標準を満
たさないもののうち、重度汚染以上の日数の比率は 20.7％である。その中での 10 の市
が国家最低環境標準を満たした日数の比率は 50％にさえ達しなかった。国家最低環境標
準を満たさない日数の中で、汚染物 PM2.5 が主要汚染物となる日数は一番多く、66.6％
を占めた。次に PM10 と O3	 であり、これがそれぞれ 25.2％と 7.6％を占めている。北
京・天津・河北地域の PM2.5 の濃度の平均値は立方メートルごと 106 ミクログラムであ
り、PM10 の濃度の平均値は立方メートルごと 181 ミクログラムである。すべての市の
PM2.5 と PM10 の濃度は国家基準濃度を超えている。2013 年１月と 12 月において、中国
の中東部地区において PM2.5 が主要汚染物となる重度汚染状況50が広範囲にわたって二
度生じた。2013 年１月には、重度汚染状況が 74 の市に波及し 17 日間にわたり、同年 12
月には、重度汚染状況が 74 の市に波及し９日間にわたった。	 
	 中国のこのような大気に対する長期的且つ深刻な汚染は、たとえ人の生命、健康を脅
かす程度に達しているということが現在証明されえないとしても、すでに人間の清浄な
大気環境での生活を深刻に侵害したことは言うまでもない。しかし、このような深刻な
大気環境の汚染に対して、刑法による対応は行われていない。これは刑法における環境
汚染犯罪の処罰範囲の規定の不明確性に起因するものと考えられる。すなわち、中国刑
法 338 条は人の生命、健康を侵害してはじめて適用することができるか、それとも環境
媒体それ自体を侵害しさえすれば適用することができるようになるか、ということは明
確ではない。そのことが司法実務における適用の困難性をもたらし、大気汚染に対する
刑法による対応が行われていないという現状を導いているといえる。	 
	 中国には、環境を規制し管理する環境行政法も存在しているが、日本と異なり、中国
の環境行政法の中で、環境汚染及び環境媒体の破壊行為に対する刑事責任の追及規定を
定めているものの、行政規定に違反する行為に対して具体的な刑を定めておらず、漠然
に「犯罪になる場合、法によって刑事責任を追及する」という文言しか定めていないの
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
48粒子状物質には、工場のばい煙、自動車の排気ガスなどの人為由来、黄砂、森林火災など
自然由来のものがある。また、粒子として排出される一次粒子とガス状物質が大気中で粒子
化する二次生成粒子がある。粒子状物質は、PM10（直径 10 ミクロン以下）、さらには PM2.5
（直径 2.5 ミクロン以下）と、粒子の直径が小さくなるほど、肺の奥、さらには血管へと侵
入し易くなる。現在問題になっている「PM2.5」は、直径が人の髪の毛の約 40 分の１という
微粒子で、肺の奥、さらには血管まで侵入し、ぜんそく、気管支炎、肺がんや心臓疾患など
を発症・悪化させ、死亡リスクも増加させるといわれている。	 
49以下の統計はすべて中華人民共和国環境保護部「2013 年中国環境状況公報」（2014 年６月
４日）20—23 頁による。	 
50中国において、このような重度汚染状況は「灰霾」と呼ばれる。	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である51。そこで、環境行政法の規定に違反し環境犯罪になる場合、刑法典の対応する
条項を引用し処罰されなければならない。しかし、刑法典の環境犯罪に関する条項にお
いても、具体的にどのような行政規定に違反すれば当該刑法条文を適用することができ
るようになるかは定められていないのである52。	 
	 このような行政規定と刑罰規定が切り離されて規定されている規制形式は、行政違反
と刑罰の対応関係の不明確性をもたらし、結局、どのような環境侵害行為を刑罰によっ
て処罰すべきであるかということも不明確になる。2011 年刑法修正案（八）によって、
環境犯罪の成立条件は、「重大な環境汚染事故を生じさせ、公私の財産に重大な損失を
与え又は人を死傷させる重大な結果を発生させた」ことから「環境を著しく汚染した」
ことへ変更された。改正後の環境犯罪の成立の基準が下げられ、処罰範囲が拡大される
ようになり、刑事訴追の力が強化されるようになると一般的に認められる53ものの、改
正後の環境犯罪の文言は一層曖昧になり、処罰範囲の確定は一層困難になると言わざる
を得ない。上述の司法解釈も、ただ環境汚染行為の一部が例示されるにすぎず、環境犯
罪の処罰範囲を確定する実質的な基準は依然として曖昧である。実際、中国環境犯罪の
処罰範囲についての判断が環境犯罪の司法実務において最も主要な問題となってきたと
言われるのである54。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
51例えば、中国「大気汚染防治法」第 61 条は、「重大な大気汚染事故を生じさせ、公私の財
産に重大な損失を与え又は人を死傷させる重大な結果を発生させ、犯罪になるとき、法律に
よって刑事責任を追究する」と定める。	 
52例えば、中国刑法 338 条は、「国家規定に違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含
有する廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄し、又は処分した者が、環境
を著しく汚染したときは、３年以下の有期懲役又は拘役に処し、罰金を併科又は単科する。
結果が特に重いときは、３年以上７年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。」と定める
（本論文において、中国 1997 年刑法の日本語訳は特に断りのない限り、甲斐克則・劉建利編
訳『中華人民共和国刑法』（成文堂、2011 年）による）。	 
53高銘暄・陳璐『「中華人民共和国刑法修正案（八）」解読与思考』（中国人民大学出版社、
2011 年）124 頁、王作富『刑法分則実務研究（下）〔第五版〕』（中国方正出版社、2013 年）
1389 頁、張軍『「刑法修正案（八）」条文及配套司法解釈理解与適用』（人民法院出版社、
2011 年）318 頁、陳君「対『刑法修正案（八）』関於汚染環境罪規定的理解与探討」北京理
工大学学報（社会科学版）14 巻６号（2012 年）110 頁、馮恵敏「汚染環境罪若干問題探討」
山東警察学院学報 136 号（2014 年）73 頁、郭世傑「従重大環境汚染事故罪到汚染環境罪的理
念嬗递」中国刑事法雑誌８号（2013 年）47 頁、呉偉華・李素娟「汚染環境罪司法適用問題研
究—以両高『関与辦理環境汚染刑事案件応用法律若干問題的解釈』為視角」河北法学 32 巻６
号（2014 年）196 頁、汪維才「汚染環境罪主客観要件問題研究」法学雑誌８号（2011 年）73
頁、龍燕「懲治破壊環境資源犯罪立法問題芻議—兼評『刑法修正案（八）及其相関司法解釈』」
人民論壇 413 号（2013 年）145 頁。	 
54焦艶鵬「法益解釈機能的司法実現—以汚染環境罪的司法判定為線索」現代法学 36 巻１号
（2014 年）109—110 頁。	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イ）土壌汚染の状況	 
	 中国の土壌環境状況も楽観的とは言えない。中国環境行政官庁の調査報告55によれば、
一部の土壌の汚染状況は深刻であり、耕地土壌の質についても懸念が持たれる状況にあ
る。さらに工場及び鉱業場の跡地の土壌汚染の現状にも厳しいものがある。これら工業、
鉱業と農業活動が、土壌汚染を引き起こす主な原因である。また同報告書は、土壌汚染
の汚染源は管理困難であるため、汚染源から汚染を防止することは難しく、土壌汚染規
制の重点は汚染の除去と土壌の浄化に置かれることを指摘している56。しかし、現在の
中国においては、土壌汚染除去と土壌浄化に対する規制は存在せず、規制違反の刑罰規
定もない。立法論上中国の環境犯罪の処罰範囲をどの程度拡張するかということも中国
の環境犯罪の処罰範囲の問題点である。	 
	 
（三）小括	 
以上で見てきたような日本において環境行政罰則が氾濫している問題や、中国の大気
汚染において刑法による対応がなされていない問題は、いずれも環境犯罪の処罰範囲の
確定が十分になされていないことに起因する問題であるといえる。	 
	 この点について、刑法の基本原則を維持するため、市民の不安感が刑法という手段を
用いる理由になってはならず57、刑罰権の行使は決して「非合理的な情緒」に左右され
てはならず、刑法の一般的な原理を貫き、「情緒的処罰要求」に対抗し、処罰対象をま
さに処罰に値する行為に限定しなければならないと指摘される58。環境犯罪においては、
前述したような環境行政罰則の氾濫という問題が生じていることから、このような点が
特に強調される。問題となるのは、どのように刑罰の必要な範囲を確定するかというこ
とである。	 
	 私見によれば、法益保護原則を基礎として、処罰範囲の合理性・適正性を検討するこ
とが必要である。つまり、処罰範囲を確定する際に、基礎となるのは法益侵害の有無と
程度である。そこで、環境犯罪の保護法益が明らかにされなければならない。法益の明
確性は、質的明確性と量的明確性の両方を含む。つまり、環境犯罪の保護法益はどのよ
うな性質のものであるかという質的側面と、どのような侵害の程度に達すれば刑罰を発
動することできるようになるかという量的側面をすべて明確にしなければならない。	 	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
55環境保護部・国土資源部「全国土壌汚染状況調査公報」（2014 年４月 17 日）
（http://www.zhb.gov.cn/gkml/hbb/qt/201404/W020140417558995804588.pdf	 	 2015/１
/23）。	 
56日本の土壌汚染に関する法律が「土壌汚染対策法」であり、「土壌汚染防止法」ではない
ことも同様の理由に基づくと考えられる。	 
57浅田・前掲注（17）559 頁。	 
58米田泰邦「公害・環境侵害と刑罰—公害刑法と環境刑法」石原一彦・佐々木史朗・西原春
夫・松尾浩也編『現代刑罰法大系	 第２巻	 経済活動と刑罰』（日本評論社、1983 年）195
頁。	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 法益を確定する上で、刑法の謙抑性、最終手段性の問題も考慮するべきである。すな
わち、環境犯罪は殺人罪等の一般的な犯罪と異なり、環境侵害行為に対して、刑罰以外
の多様な手段を併用することが有効である。したがって、あらゆる環境法益侵害行為に
ただちに刑罰が適用されるべきことにはならない。そこでは、環境犯罪の処罰範囲を確
定する際に、行政命令前置の処罰方式を重視するべきである。	 	 
一言で言えば、刑罰がまさに必要とされるのは、法益侵害が刑罰によって処罰に値す
る程度に達し、かつ他の非刑罰手段が十分に対応することができないという範囲におい
てである。本論文は、このような考えに基づいて、日本と中国における環境罰則の処罰
範囲について検討を加え、処罰に値しない行為を非犯罪化する一方、現行の環境罰則に
定められていないものでも、実質的に見て処罰に値する行為については、これを新たに
処罰対象とするような立法論上の提案を行うものである。	 
	 
三	 論文構成	 
	 以上の問題意識と考え方に基づいて、本論文の構成と流れは以下のようになる。	 
	 序章	 環境媒体を侵害する犯罪は、公害犯罪及び自然資源を侵害する犯罪と異なり、
環境媒体を汚染したという行為結果に限定される犯罪である。本論文の検討の射程は、
環境媒体を侵害する犯罪とそれに関する罰則規定の処罰範囲である。検討の射程を確定
する上で、日本と中国の環境犯罪の問題の所在を示す。	 
	 第１章	 日本と中国において、現行の環境罰則の処罰範囲に関する議論状況を検討し、
日本と中国における環境罰則の処罰範囲に関する具体的な問題点をまとめる。	 
	 第２章	 処罰範囲の基礎としての環境犯罪の保護法益を検討する。まず具体的な法益
に関する学説を検討し、生態系的か人間的か、という保護法益の方向性を確定する。そ
の上で、環境犯罪の保護法益についての自説を展開する。	 
	 第３章	 第２章で示した法益の質的側面の理解に基づいて、法益の量的側面、つまり、
どの程度の法益侵害に達すれば刑罰を適用できるかを検討する。さらに行政規制と刑法
規制との関係を明らかにすることで、環境媒体の刑法による保護範囲を確定する。	 
	 第４章	 第２章で確定した保護法益の内実と第３章で確定した法益侵害の程度の理解
に基づいて、日本と中国における環境罰則の処罰範囲を検討し、合理的な環境犯罪の処
罰範囲を確定する。	 
	 終章	 日本の環境犯罪の規定方式と中国の環境犯罪の規定方式を比較し、より適切な
環境犯罪の規定方式を確定する。	 
	 
	 また、検討の便宜のため、日本と中国の環境罰則を後掲の「表１日本罰則表」と「表
２中国罰則表と司法解釈」にまとめる。表１は本論文の検討対象である「大気汚染防止
法」、「水質汚濁防止法」、「土壌汚染対策法」及び「廃棄物の処理及び清掃に関する
法律」における罰則を含む。表２は、刑罰規定のほか、日本の環境行政罰則と比較する
ため、「大気汚染防治法」、「水汚染防治法」と「固体廃物汚染環境防治法」という三
	   18	  
つの環境行政法59における一部の行政制裁も含む。また、中国の環境犯罪に関する司法
解釈の一部も掲載した。
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
59中国には、日本の「土壌汚染対策法」に対応する法律は存在しない。	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第１章	 環境犯罪の罰則を巡る議論状況	 
	 
第 1 節	 日本環境罰則の議論状況	 
	 
	 現在日本において、公害罪法と飲料水に関する犯罪についての議論はあまりない。公
害罪法は実務上あまり適用されず、検討される必要性が低いのに対して、飲料水に関す
る犯罪の保護法益及び処罰範囲は、ほかの環境犯罪の保護法益と処罰範囲を確定するの
に重要な示唆を与えることができるものである。そこで、環境犯罪の保護法益の部分と
日本環境罰則の検討の部分で飲料水に関する犯罪の保護法益と処罰範囲を検討していく
ことにする。日本の環境罰則についての議論は、最も一番多用され、処罰範囲の問題点
が一番多い環境行政罰則に集中しているのである。そこで、本節の検討対象は日本の環
境行政罰則の規定である。	 
	 
一	 環境行政罰則の種類と形成	 
（一）環境行政罰則の種類	 
	 環境に与える負荷には二つの種類が存在している。一つは、「今後に加えられる負荷」
というフロー型環境負荷であり、もう一つは、「既に加えられた負荷」というストック
型環境負荷である1。もしすべての汚染物を生成・排出の段階で十分に規制することがで
きると、ストック型環境負荷は最初から形成しないのである。しかし、すべての汚染物
を生成・排出の段階で十分に規制するのは、不可能である。そこで、環境汚染の規制は、
フロー型環境負荷に対する規制とストック型環境負荷に対する規制の両方が必要とされ
る。	 
	 フロー型環境負荷を規制する目的は環境汚染の発生を防止することであるのに対して、
ストック型環境負荷を規制する目的は汚染された環境媒体が人の健康又は生活環境を侵
害することを防止することであるとされる2。ストック型汚染は蓄積的であり、汚染を発
見しにくく、浄化措置を取らなければ汚染を継続しているということである3。そこで、
フロー型環境負荷の規制重点が排出行為であるのに対して、ストック型環境負荷の規制
重点は処理行為に置かれる。環境行政罰則も、汚染物排出行為を規制するか汚染物処理
行為を規制するかということによって、二つの種類に分けられる。大気汚染防止法や水
質汚濁防止法における規定は主にフロー型環境負荷に対する規制であって、排出行為の
規制であるのに対して、土壌汚染防止法における規定は主にストック型環境負荷に対す
る処理行為の規制である。	 
	 すべての汚染物を生成・排出の段階で十分に規制することができないということから、
生じるもう一つの結果は、廃棄物の産出である。そこで、環境媒体を十分に保護するた
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1北村喜宣『環境法（第３版）』（弘文堂、2015 年）11 頁。	 
2北村・前掲注（1）12 頁、401 頁、406—407 頁。	 
3牛嶋仁「土壌対策法制の現状と課題」高橋信隆・亘理格・北村喜宣編著『環境保全の法と理
論』（北海道大学出版社、2014 年）247 頁。	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め、廃棄物の適正な処理も必要とされる。廃棄物の処理は環境媒体の観点ではなく、汚
染物質の観点から、環境の保全を図るという規制である。廃棄物の処理は、すべての環
境媒体に及びうるのである。廃棄物は環境媒体を汚染する最も主要な汚染物であり、廃
棄物を適切に処理することができるかどうかということは、環境媒体を十分に保護する
ことができるかどうかということに直接繋がる。また、廃棄物の処理に関する犯罪は現
在の日本において最も多発している環境犯罪であるので4、検討する必要性は高い。	 
	 そうすると、以下でフロー型環境負荷の規制の代表例としての「大気汚染防止法」、
「水質汚濁防止法」とストック型環境負荷の規制の代表例としての「土壌汚染対策法」5、
及びすべての環境媒体に密接に関係する「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に絞っ
て検討していくことにする。	 	 
	 
（二）環境行政罰則の形成	 
①大気汚染防止法の立法経緯	 
	 大気汚染に対し、1962 年大気汚染防止法の前身として「ばい煙の排出の規制等に関す
る法律」が制定された。この法律は、指定地域を規制対象として、ばい煙発生施設の設
置の届出、排出基準などの規定を設けていた。この法律に取って代わった 1968 年に制定
された「大気汚染防止法」は、より合理的な排出基準を設定し、汚染状況の緊急時の規
制を強化したものの、依然として汚染した地域だけを指定地域として保護し、直罰制を
採用せず、命令前置の罰則を保留したので、指定地域の大気汚染状況は改善されたが、
全国範囲の大気環境は一層悪化してきた。そこで、1970 年の第 64 回国会において、
「大気汚染防止法」に対して、汚染物質の規制種類を拡張し、排出基準を一層合理化し、
排出基準の違反に対する直罰制を導入し、汚染状況の緊急時の規制を一層強化し、指定
地域の規定を廃止し、規制範囲を全国範囲まで及ぶ、という改正がなされた。その後、
現在に至るまで、大気汚染防止法に関して数次の法改正が行われてきたが、それは主に、
汚染物質の規制種類の拡充、汚染物質の排出基準の整備を重点としてなされたものであ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
4平成 17 年から平成 26 年までの日本の警察白書と環境白書からみて、十年間、環境犯罪とし
て追訴された犯罪の中で、最も多いのは「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づいて
廃棄物処理に関する犯罪であった。廃棄物処理に関する犯罪の次は鳥獣の違法捕獲等に係る
犯罪である。	 
5	 「土壌汚染防止法」を名乗る法律は存在しないが、土壌汚染の防止に関する規制が存在しな
いを意味しない。土壌汚染は常に水質の汚濁などによって引きされるので、現在日本におい
て、土壌汚染の防止について、「水質汚濁防止法」における地下浸透規定と「廃棄物の清掃
及び処理に関する法律」における不法投棄などの規定によって規制される（西川俊幸「水質
汚濁防止法」金沢良雄監修『注釈公害法大系	 第二巻	 公害規制法（１）—水—』（日本評論
社、1972 年）19 頁、土壌環境法令研究会編『逐条解説	 土壌汚染対策法』（新日本法規、
2003 年）７頁、24 頁、北村・前掲注（1）406 頁）。	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る。最も重要な改正は、1974 年の総量規制基準及びそれに違反する行為への罰則の導入
である6。	 
	 
②水質汚濁防止法の立法経緯	 
	 水質汚濁に関しては、1958 年に「公共用水域の水質の保全に関する法律」と「工場排
水等の規制に関する法律」（水質二法）が制定された。この二つの法律はすべでの水域
を保護するわけではなく、汚染が生じてはじめて、汚染した水域を「指定水域」として
指定するようになり、直罰規定もなかった。1970 年に入ってから、公害事件が相次いで、
住民の反対運動も盛んでいたという背景で、1970 年の第 64 回国会において、排出基準
を一層改良し、排出基準の違反に対する直罰制を導入し、指定地域の規定を廃止し、す
べての公共水域を規制対象とする「水質汚濁防止法」が上記の水質二法に取って代わっ
た。その後、水質汚濁防止法の一部は数回改正されたが、最も重要なのは、1978 年の水
質汚染防止法の第４次改正によって、総量規制基準及びそれに違反する行為への罰則が
導入されたということである7。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
6伊藤孝夫「環境法制」山中永之佑・藤原明久・中尾敏充・伊藤孝夫編『日本現代法史論——近
代から現代へ——』（法律文化社、2010 年）250—251 頁、256—257 頁、259 頁、吉村良一「環境
法の歴史——どのようにして法が形成されたか」法学セミナー658 号（2009 年）10—11 頁、長
井圓「日本の公害刑法から環境刑法への展開」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、
2003 年）178—180 頁、黒木武弘ほか「大気汚染防止法」金沢良雄監修『注釈公害法大系	 第
三巻	 公害規制法（２）—大気—』（日本評論社、1972 年）３ー34 頁、大塚直『環境法（第３
版）』（有斐閣、2010 年）５−６頁、８—11 頁、333—334 頁、北村・前掲注（1）372—374 頁、
阿部泰隆・淡路剛久編『環境法（第４版）』（有斐閣、2011 年）189—194 頁〔北村喜宣執
筆〕、山本宜正「大気汚染防止対策を拡充	 大気汚染防止法の一部を改正する法律」商事法
務研究会編『新公害 14 法の解説』（商事法務研究会、1971 年）123—149 頁、鎌形浩史・伊奈
川秀和・池田幸士「大気汚染防止法」帝国地方行政学会編『公害関係法令・解説集	 平成２
年版』（帝国地方行政学会、1990 年）171—176 頁、平本喜禄「大気汚染防止法」平野龍一・
佐々木史朗・藤永幸治編『注解特別刑法３公害編Ⅲ』（青林書院、1985 年）１−４頁、渡部
正和「大気汚染防止法」伊藤栄樹・小野慶二・荘子邦雄編『注釈特別刑法（第七巻）：公害
法・危険物法編』（立花書房、1987 年）71—72 頁。	 	 
7西川・前掲注（5）８−９頁、伊藤・前掲注（6）251—252 頁、256—257 頁、吉村・前掲注（6）
10—11 頁、長井・前掲注（6）178—180 頁、大塚・前掲注（6）５−６頁、８—11 頁、352 頁、北
村・前掲注（1）339—341 頁、阿部ほか・前掲注（6）205—206 頁〔北村喜宣執筆〕、角智就・
西村泉「水質汚濁防止法」帝国地方行政学会編『公害関係法令・解説集	 平成２年版』（帝
国地方行政学会、1990 年）551—552 頁、白井和徳「水質の汚濁・汚染の防止	 水質汚濁防止
法」商事法務研究会編『新公害 14 法の解説』（商事法務研究会、1971 年）165—166 頁、花井
哲也「水質汚濁防止法」伊藤栄樹・小野慶二・荘子邦雄編『注釈特別刑法（第七巻）：公害
法・危険物法編』（立花書房、1987 年）143—145 頁。	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③土壌汚染対策法の立法経緯	 
	 日本の土壌汚染の危害は、最初に重金属が土壌を汚染したことよって農作物を損害し
たという形で現れた。そこで、最も早く制定された土壌汚染に関する法律は「農用地の
土壌の汚染防止等に関する法律」であった。1970 年、土壌汚染は新たな公害として「公
害対策基本法」に追加された。その後、都市の地下水汚染事件が多発したため、地下水
汚染の前提としての土壌汚染が重視されるようになった。廃棄物処分場と化学工場の跡
地における土壌の汚染問題も深刻になってきた。2002 年に、市街地を対象として、有害
物質が引き起こした土壌汚染の処理対策を内容として、「土壌汚染対策法」が制定され、
処理基準に違反した汚染土壌の処理行為に対して罰則が定められた。2009 年改正によっ
て「土壌汚染対策法」は整えられた8。	 
	 
④廃棄物の処理及び清掃に関する法律の立法経緯	 
	 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の前身は 1954 年制定された清掃法であった。
清掃法は主に家庭からの排出物を規制した法律であった。生活廃棄物の排出量の急激的
な増加、及び産業廃棄物の不法投棄・不当保管の深刻化とともに、1970 年の国会は、清
掃法を全面的に検討し、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、廃棄物処理法
と略記する。）を制定した9。廃棄物処理法の制定過程からすると、同法律の制定の目的
は清潔的な生活環境を維持することであり、必ずしも人の健康に関連性があると限らな
い。廃棄物処理法は 1976 年、1991 年、1997 年、2000 年、2003 年、2004 年、2005 年、
2006 年、2010 年と、頻繁に改正されている。廃棄物処理法の各回の改正によって、処理
行為の規制が強化されることになった。例えば、処理基準を一層合理化・明確化し、処
理行為の監視としての管理票制度を整備するようになった。同時に、適切ではない処理
行為としての廃棄物不法投棄、不法焼却、無確認輸出に対する罰則が強化され、ひいて
はそれらの未遂行為、不法焼却を目的とする予備的な性質の運搬行為も処罰対象にする
ようになった10。	 	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
8大塚・前掲注（6）395—398 頁、北村・前掲注（1）401—404 頁、阿部ほか・前掲注（6）237—
238 頁〔柳憲一郎執筆〕、牛嶋・前掲注（3）248—249 頁。	 
9江利川毅「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」金沢良雄監修『注釈公害法大系	 第二巻	 
公害規制法（１）—水—』（日本評論社、1972 年）203ー205 頁、藤沢孝栄「都市・産業廃棄物
による汚染の防止	 廃棄物の処理及び清掃に関する法律」商事法務研究会編『新公害 14 法の
解説』（商事法務研究会、1971 年）299—307 頁、土本武司「廃棄物の処理及び清掃に関する
法律」平野龍一・佐々木史朗・藤永幸治編『注解特別刑法３公害編Ⅱ』（青林書院、1985 年）
１−２頁、古田佑紀「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」伊藤栄樹・小野慶二・荘子邦雄編
『注釈特別刑法（第七巻）：公害法・危険物法編』（立花書房、1987 年）225—226 頁。	 
10改正内容の具体的な紹介と評価は、廃棄物処理法編集委員会編著『廃棄物処理法の解説	 
平成 24 年度版』（日本環境衛生センター、2012 年）１—10 頁、大塚・前掲注（6）451 頁、
454 頁、北村・前掲注（1）439—440 頁を参照。	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二	 環境行政罰則の性質に関する議論状況	 
	 以上での立法経緯の概要からすると、日本の環境媒体への侵害を規制する法律は、最
初から、罰則の規定を多用するものである。また、何度にもわたる法律の改正によって、
罰則をますます強化する傾向を見出すことができる。これは最も厳しい制裁によって深
刻な公害問題に対応しようという考慮があると思われる。しかし、刑法の見地からする
と、環境汚染行為に対する罰則規定の多用と強化は適切かが問われなければならない。
環境行政罰則の正当性や合理性を検討する前提として、どのような環境行政罰則が実質
犯の規定であるか、どのような環境行政罰則が形式犯の規定にすぎないか、という罰則
の性質を確定しなければならない。しからば、以下で今まで存在する環境罰則に関する
学説を述べて検討していく。現在の環境行政罰則の性質については、一般的に、具体的
な危険の発生を必要とせず、抽象的な危険犯または形式犯に属するとみなされる。具体
的な学説は以下の通りである。	 
	 
（一）形式犯一元論	 
	 神山教授は、環境行政罰則は行政目的を実現する手段であり、人の伝統的な利益を侵
害する犯罪とは異なっている、基準に違反する行為、行政命令に違反する行為に対する
罰則は形式的な違反行為に対する罰則であり、健康を侵害し又はその侵害の具体的な危
険の発生を必要とせず、形式犯である、説明する11。	 
	 この見解は、一見すれば、すべての環境罰則を形式犯と見なしているようにも見える
が、ここで主張されている形式犯とは、具体的な危険の発生を必要としないという意味
での形式犯であり、抽象的な危険が必要であるかどうかという点については何ら言及が
ない。つまり、この説明も、環境行政罰則のある程度の実質性を一切否定しているわけ
ではない。	 
	 
（二）二元論	 
	 多数の見解は、環境行政罰則の性質について、二分説を採っている。つまり、環境行
政罰則は、抽象的な危険犯と形式犯という二つのカテゴリーに分けられるとされる12。
罰則の類型に基づいて、排出基準違反及び排出基準違反行為に対する行政命令違反の罰
則は、人の健康などを侵害する抽象的な危険犯を定めた規定とみなされ、環境に作用し
ないその他の義務の違反、例えば届出義務違反、報告義務違反、検査忌避・妨害に対す
る罰則は、形式犯を定めた規定とみなされる。	 
	 
１西原春夫説	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
11神山敏雄「環境刑法の概念」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概
説』（成文堂、2003 年）３頁、６頁。	 
12	 丸山雅夫「環境媒体汚染—大気・水」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003
年）428 頁。	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 西原説は次のように主張する。届出義務違反行為それ自体は必ずしも公害現象を生じ
させる行為ではなく、単に公害予防のための形式的手続的な側面に違反する行為にすぎ
ず、形式犯である。排出基準違反行為は実害又は具体的な危険の発生を必要としないが、
現実の公害現象の発生を必要とするので、人の健康などに対する実害の発生を防止する
ことを目的とし、形式犯としての届出義務違反行為と異なり、抽象的な危険犯であると
される13。	 
	 西原教授は、「公害現象」の規制の目的が人の健康に対する実害の防止であると主張
される一方、「公害現象」が、実害又は具体的な危険の発生を必要としないと主張され
る。そうすると、公害現象と人との具体的な関連性を問われなければならない。	 
	 また、届出義務違反などの形式犯は、「形式」と言っても、公害現象の発生につなが
るものであると言えよう。さもなければ、これを規制することを通じて「公害防止」の
役割を果たすこともできないはずである。そこで、届出義務違反などの形式犯について
も、これを単純に「形式犯」として片づけて、その背後に実質的な法益侵害性を何も想
定しない、という姿勢で臨むべきではなく、その背後にある何らかの「実質性」を探る
ことが必要であるように思われる。	 
	 
２立石雅彦説	 
	 立石説は次のように主張する。環境行政罰則に服する行為の一部は、環境利益保全の
ための制限・禁止に違反する行為であるので、環境利益保全に対する阻害行為に属し、
危険犯であるのに対して、一部の行為は環境行政活動を阻害する行為であり、環境刑法
の見地からすると、形式犯に属する。具体的に言えば、排出基準違反罪は抽象的な危険
犯である。排出基準に違反するおそれがある場合に出される改善命令などの行政命令が
遵守されなければ、排出基準に適合しない状態が継続し、環境に対する危険がもたらさ
れることになるので、改善命令などの行政命令に対する違反の罪も抽象的危険犯である。
無許可行為は、「それ自体が環境危険行為とはいえず」形式犯である。届出義務違反罪
も形式犯である14。	 
	 この見解によれば、環境利益保全の阻害であるか、それとも環境行政活動の阻害であ
るか、という区別によって、環境行政罰則は抽象的危険犯の規定と形式犯の規定とに分
けられることになる。しかし、このような理解に対しては、行為「それ自体が環境危険
行為」とは言えなくても、つまりそれ自体が環境利益保全の阻害ではなくても、環境利
益保全に関係する環境行政活動の阻害である以上、環境に対する危険行為に全く関係が
ないと断言できるのか、という疑問を差し挟まなければならない。環境行政活動を阻害
する行為というのは、それ自体が直接に環境に対して危険をもたらす行為を構成するも
のではない。しかし、環境に対して直接危険をもたらす行為との間に何らかの密接な関
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
13西原春夫『犯罪各論	 訂補準備版』（成文堂、1991 年）	 56—57 頁、61—62 頁、西原春夫
「公害関係行政刑法」藤木英雄編『公害犯罪と企業責任』（弘文堂、1975 年）156—157 頁。	 	 
14立石雅彦「環境保全法の罰則について」『中山研一先生古稀祝賀論文集（第二巻）経済と
刑法』（成文堂、1997 年）	 138 頁、140 頁、141 頁、145 頁、146 頁。	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係性を有しているという場合には、この種の環境行政活動を阻害する行為にも、一定の
（法益侵害という）「実質性」が認められる余地があるのではないだろうか。	 
	 
３山中敬一説	 
	 山中説は次のように主張している。届出義務違反や報告義務違反の罰則は、法益保護
を直接的な目的とせず、行政取締目的の達成を側面的に援護する規定であり、形式犯規
定としての性格を持つものである。そしてまた、排出基準違反行為も、法益侵害ないし
結果無価値の発生から遠く離れた抽象的危険犯ないし形式犯であるとされる15。	 
	 この見解は、行政取締目的の援護と位置付けられるべき規定であるか、それとも法益
保護の目的を持った規定であるか、という区別基準に基づいて、環境行政罰則を分別す
るものである。しかし、行政的な取締の最終的な目的が、法益を保護する点にあるので
はないかということを問わなければならない。つまり、行政取締の目的と法益保護の目
的とは排斥の関係ではなく、むしろ直接目的と最終目的の関係である。行政取締目的の
援護であるか、それとも法益保護の目的であるか、という区別基準に重点を置くことそ
れ自体に問題があるように思われる。また、排出基準違反罪は抽象的危険犯であるのか、
それとも形式犯であるのか、また、なぜ排出基準違反罪が抽象的危険犯と形式犯との両
方になりうるか、という点についても言及がなされていない。	 
	 
４米田泰邦説	 
	 米田説は、行政上の基準違反、および、基準適合を担保する行政改善命令などの違反
は、抽象的危険犯であるとする。そして、無許可操業行為は、「行政上の管理の障害」
を超え、行為が危険性を有するがゆえに抽象的危険犯に属する。これに対して、届出、
報告義務違反、検査忌避は形式犯である、とされる16。	 
	 この見解によれば、形式犯と抽象的な危険犯の区別基準は「行政上の管理の障害」を
超えるかどうかということである。すなわち、形式犯は、単なる「行政上の管理の障害」
をもたらす行為であるのに対して、抽象的な危険犯は「行政上の管理の障害」をもたら
すだけではなく、人の健康などへの危険性も有する行為である。しかし、「行政上の管
理」の目的は行政の手段によって一定の利益を保護するということである以上、行政上
の管理を阻害する行為は、多かれ少なかれ人の健康などへの危険性を有する行為である
といえよう。	 
	 
５大塚直説	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
15山中敬一「環境刑法」ジュリスト 1015 号（1993 年）125 頁、山中敬一「環境刑法の現代的
課題」奥貫清編『ジュリスト増刊〈新世紀の展望２〉環境問題の行方』（有斐閣、1999 年）
83 頁、85 頁。	 
16米田泰邦「公害・環境侵害と刑罰—公害刑法と環境刑法」石原一彦・佐々木史朗・西原春
夫・松尾浩也編『現代刑罰法大系	 第２巻	 経済活動と刑罰』（日本評論社、1983 年）177—
178 頁。	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 環境法学者の大塚教授も二分説を主張する。具体的に言えば、廃棄物処理法における
廃棄物の不法投棄行為は、生活環境の保全を法益とした抽象的危険犯である。また、大
気汚染防止法におけるばい煙排出基準は、被害発生の可能性という抽象的な危険に基づ
いて設定された基準であるので、その基準違反は抽象的危険犯である。これに対し、届
出義務違反の罰則は、行政目的の援護のための規定であり、形式犯の規定にすぎないと
される17。	 
	 この見解によれば、法益侵害の危険を持った行為に対する罰則は、抽象的危険犯の規
定であるのに対して、行政目的実現のための罰則は形式犯である。そこで、この見解は
山中説と同様の問題点を有するといえる。すなわち、行政目的の援護と刑法上の法益の
保護とは対立するものではない。行政目的を援助することによって、刑法上の法益を保
護することができるようになるということは十分可能である。したがって、行政目的の
援護か法益の保護かという二者択一が、形式犯と抽象的危険犯との区別基準となっては
ならないと考える。	 
	 
（三）実質犯一元論	 
	 実質犯一元論とは、すべての環境行政罰則規定は法益侵害に対する危険を有する行為
であり、形式上からすると行政義務違反への制裁であるものの、形式犯に属すると言え
ず、実質上法益侵害に関係する犯罪に属する、とする見解である。つまり、現在の日本
の環境行政罰則の発動は、人の生命・健康に対する侵害の発生を必要としないし、人の
生命・健康への具体的な危険の発生も必要とせず、むしろ、一般的な危険行為を実施し
さえすれば罰則を発動することができるという抽象的危険犯の規定にすぎない。つまり、
現在の日本の環境刑法は、行政刑法の規定形式を採用する一方、抽象的危険犯という実
質的な内実を有するという傾向を持っているとされる18。具体的な学説は以下の通りで
ある。	 
	 
１浅田和茂説	 
	 浅田説は、環境行政罰則において、排出基準違反罪は抽象的危険犯であり、改善命令
などの行政命令違反罪は抽象的危険犯と形式犯との中間形態であるとする。ほかの環境
行政罰則は、法益保護と直接には関係せず、行政機関の調査、取締に資するいわば形式
犯であるが、例えば届出義務違反罪について、届出において排出基準に違反する内実が
ある場合、通常は行政改善命令が発せられ、その改善命令に違反すれば、刑罰が科され
ることになるということから、届出義務違反罪は、排出基準に違反しうる抽象的危険犯
と理解することも無理ではないとされる19。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
17大塚・前掲注（6）721 頁。	 
18阿部ほか・前掲注（6）292 頁〔川口浩一執筆〕。	 
19浅田和茂「環境刑法の体系」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概
説』（成文堂、2003 年）	 34 頁、37 頁、浅田和茂「大気汚染・悪臭」中山研一・神山敏雄・
斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）121 頁—122 頁、浅田和茂「日
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 この見解によれば、届出義務違反などのいわば形式犯は人の健康への抽象的危険犯と
しての排出基準違反罪への抽象的危険犯になる。しかし、「抽象的危険」の「抽象的危
険」とは、あまりにも曖昧すぎる概念であり、処罰範囲が無限定すぎるようになる。ま
た、ここでの「中間形態」は具体的に何かということについて論者は言明していない。
「中間形態」は抽象的危険犯の一種であるか、形式犯の一種であるか、それとも、独立
な第三種形態であるか、という疑問を差し挟まなければならない。	 
	 
２中山研一説	 
	 中山説は、行政基準は環境危険を表すものであるので、行政基準に違反する行為は抽
象的危険犯である、とする。同様に、環境に危険を及ぼす行為に対して発せられる行政
命令への違反は、環境に対する抽象的危険犯であるとされる。許可規定違反や届出義務
違反などに対する罰則規定は、一見すれば形式犯のように見えるが、許可・届出なしに
「排出」「処理」をする行為を処罰対象とすべきである。このような行為は、環境に対
する実質犯であるとされる20。	 
	 この見解は、縮小的解釈によって、許可規定違反や届出義務違反の処罰対象となる行
為を、無許可・無届出の状態の下での処理行為、排出行為と解される。しかし、無許可、
無届出状態の下での処理行為、排出行為は必ずしも行政基準に違反する行為とは限らな
い。もし無許可、無届出状態の下での処理行為、排出行為が行政基準に違反していない、
ということが証明された場合でも、それらの行為を抽象的危険犯として処罰することが
できるのか（そのような処罰に値する実質が伴っているのか）、という点が問題となる。	 
	 
３齋野彦弥説	 
	 齋野説によれば、排出基準違反罪は人の健康に対する抽象的危険犯である。「純粋な
取り締り」それ自体を目的とするいわば形式犯規定に刑罰を設けることには問題がある
ので、それらの罰則が正当化されるためには、常に個人の生命・身体・財産に対する、
場合によってはかなり希薄な危険に処罰の根拠を求めるほかないとされる21。	 
	 この見解に関して言えば、純粋な形式犯に対して刑罰を設けるべきではないという指
摘は積極的に評価されるべきであるが、処罰の正当化のために希薄な危険を持ちだす点
については賛成しがたい。なぜ形式犯が、希薄とはいえ個人の生命・身体・財産に対す
る危険を有するといえるのか、ということについて、論者は明言していない。	 	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
本における環境刑法学の生成と発展」松本博之・西谷敏・佐藤岩夫編『環境保護と法ー日独
シンポジウムー』（信山社、1999 年）	 547—548 頁。	 
20中山研一「環境刑法の役割ー行政規制との関連を中心にー」中山研一・神山敏雄・斉藤豊
治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）26 頁。	 
21齋野彦弥「公害刑法と環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）
85—87 頁、齋野彦弥「侵害犯と危険犯」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003
年）337 頁、344 頁。	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４長井圓説	 
	 長井説は次のように主張する。環境犯罪は「人の生命」に対する「危険的適性犯」で
ある一方、「特定環境要素」に対する「侵害犯」である。報告義務違反のようないわば
「形式犯」についても、問題の処罰対象行為が法益保護に関係があることを刑罰適用の
必要条件とするべきである。つまり、「届出・報告義務違反・検査忌避」などの罰則は、
「形式的論理」から解放されるべきである。例えば、検査忌避の処罰は、実質的には公
務執行妨害罪に近い。届出義務違反の処罰の場合には「法益危殆化」を処罰の要件とす
る必要がないが、届出義務に違反しさえすれば処罰されるわけではなく、	 むしろ、無届
出の状態の下で「排出・操業」を継続してはじめて、抽象的危険犯として処罰できるよ
うになる、とされる22。	 
	 この見解において、疑問として残るのは、中山教授の見解におけるのと同様、なぜ無
届出の状態の下での「排出・操業」行為が常に抽象的危険を有しているといえるのか、
仮に反証があれば処罰範囲から除かれることになるのか、という点である。また、この
見解においても、形式犯の法益保護の関連性とは具体的に何なのか、という点が明言さ
れていない。	 
	 
（四）小括	 
	 以上でみたように、日本の学説においては、環境行政罰則の性質をめぐって、形式犯
一元論、二元論と実質犯一元論という理解の対立が存在している。しかし、以上の学説
に見られたように、諸説の間で、形式犯というものに対する理解が異なっているのであ
る23。一部の理解によれば、抽象的危険犯は形式犯として取り扱われるのに対して、ま
た別の理解によれば、抽象的危険犯と形式犯とは相互に別個独立の犯罪類型として取り
扱われている。ただ、これらの論者に共通して見られる認識は、環境行政罰則は人の健
康などに対する具体的危険の発生を必要としない、ということである。そこで、議論さ
れるべき実質的な問題点は、環境に直接作用する行為（例えば、排出基準違反の排出行
為）と環境に直接作用しない行為（例えば届出義務違反行為、検査忌避行為）とは、同
じ性質の行為であるといえるのか、処罰の根拠が両者において同じであるか、というこ
とである。	 
	 この点をめぐっては、次のような見解の対立が見られた。環境に直接作用する行為は
おおよそ抽象的危険犯と解されるのに対して、環境に直接作用しない義務違反行為の性
質は何かという点をめぐって、第一に、このような義務違反行為は通常の意味にいう法
益とは関係性を持たない、従って、これは純粋な形式犯にすぎないという見解（二元論
の主張）が主張されている。これに対して、純粋な形式犯に対して刑罰を設けることは
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
22長井・前掲注（6）191 頁、200 頁、202 頁。	 
23抽象的な危険犯の性質について、伝統的な通説によれば、抽象的な危険は危険の擬制にす
ぎず、形式犯に属するとされるということに対して、現在の有力説によれば、抽象的な危険
犯も一定の危険の発生を必要とし、実質犯であるとされる（今井猛嘉・小林憲太郎・島田聡
一郎・橋爪隆『刑法総論〔第２版〕』（有斐閣、2012 年）52 頁〔小林憲太郎執筆〕）。	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適切ではないという考慮に基づき、一見「形式犯」と認められそうな違反行為のうち、
何らかの法益侵害性をその行為の中に認めることができるものに限って刑事罰の対象と
すべきだとする見解（実質犯一元論の主張）が、他方において存在している状況である。
後者の実質犯一元論は、刑事罰の対象とされるべき行為に要求する法益侵害性（または
その危険性）の程度を、一定の限度で緩和すことを主張する。また、このような要求の
「引き下げ」をもってしても、問題の種類の行為がおよそ環境に関連性を持った法益侵
害性（危険性）を伴っていないと考えられる場合には、この見解は、場合によって、環
境侵害それ自体とは違う種類の法益侵害性をその処罰根拠として持ち出してくることが
ある。例えば、長井教授が主張されるように、検査忌避行為は公務執行妨害の性質を持
っているゆえに刑事罰の対象とするに値する、といった理解が示されることになるので
ある。	 
	 そこで、問題となるのは、①環境に直接作用しないような行為は、通常の意味にいう
環境犯罪固有の保護法益との関連性を持っているか、②持っていない場合、行政手段の
担保ということだけを理由として、その種の行為に刑罰を科することが許されるのか、
③実質的一元論が採るような考え方によって、行為の持つ法益侵害性（危険性）の要請
のレベルを引き下げることも考えられるが、このような引き下げに合理的な根拠がある
のか、④（例えば検査忌避行為に対する罰則のような）一部の環境行政罰則に関して、
そこで処罰対象となっている行為について、環境犯罪固有の法益侵害との関連性を考慮
せず、別の種類の法益侵害との関連性を援用することによって、その処罰を正当化する
ことができるのか、といった諸点である。以上のほか、一般的に抽象的危険犯と認めら
れる罰則、例えば排出基準違反、排出基準遵守を担保する行政改善命令違反、不法投棄
などの罰則について、このような行政取締規定上の義務違反行為はまさに人の健康に対
する抽象的危険犯であるのか否か、行政取締規定上の義務違反に当たるすべての行為を
刑事罰の対象とすることは適切であるのか否か、一定の場合に限って刑事罰の対象とす
べきだ、と考えるのであれば、その場合に、実質的に見て合理的な処罰範囲をどのよう
にして確定すべきなのか、といったことも問題となる。以下では、「環境に直接作用す
る行為」に対する罰則と、「環境に直接作用しない義務違反行為」に関する罰則とを対
象として、その類型ごとに、それぞれの罰則の性質、あるべき処罰範囲について検討し
ていくことにする24。	 
	 	 	 
三	 環境行政罰則の類型化と検討	 
（一）環境行政罰則規定の仕組み	 
	 環境行政罰則をいくつかの種類に分別し類型化する前提として、環境行政罰則の仕組
み全体を明確にしておかなければならない。	 
	 
①大気汚染防止法・水質汚濁防止法の枠組み	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
24判例状況については、現在廃棄物不法投棄の事案が圧倒的な多数であるので、廃棄物不法
投棄罪の罰則を検討する際に、関係する判例を挙げる。	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 日本では、大気汚染、水質汚濁などのフロー型環境汚染に対する行政規制については、
関連法規の制定時からだいたい以下のような仕組みが採用されている。すなわち、行為
又は事業の開始前に、施設設置の届出義務を課し、排出計画に対する変更命令を下すこ
となどを通じて、行為又は事業を行政の監視の下に置く。それから、排出基準に違反す
るおそれがある場合には、改善・停止命令を通じて行為又は事業の遂行をコントロール
する。行為又は事業の遂行をコントロールするために、報告、記録義務や、立入検査の
権限を規定する。さらに、排出基準に違反して排出行為がなされた場合には刑事罰を科
す、というものである25。	 
	 
②土壌汚染対策法の枠組み	 
	 「土壌汚染対策法」は汚染された土壌の汚染状況を把握し、汚染を除去する措置を規
定する法律であり、事後の対策である。汚染状況の把握は、汚染状況の調査、指定地域
の指定及び指定地域台帳の調製・保管という措置を含む。汚染除去は、汚染除去措置命
令と土地形質変更の届出及び行為計画変更命令を含む。そのほか、汚染土壌の運搬基準
も定められ、これに違反した場合は刑事罰の対象となる26。	 
	 
③廃棄物処理法の枠組み	 
	 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」はすでに生じた廃棄物に対する法律であり、
大気汚染防止法、水質汚濁法のような規制法の性質が弱く、完備しない廃棄物の処理体
制の整備を促進するという性質が強く、「処理法」に属し、主に廃棄物の処理の責務と
処理基準を内実とする法律である27。一部の汚染物は排出段階での排出基準によっては
十分に規制することができず、事後の適切な処理行為によることが必要とされる28。廃
棄物の適切な処理を担保するため、同法は三つの側面からの規制を予定している。一つ
目は、廃棄物の処理基準の設定である。二つ目は、処理業者の許可や帳簿の記載要請な
どの営業規制である。三つ目は、不法投棄などの禁止である29。	 
	 
（二）環境行政罰則の類型	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
25柳憲一郎「大気・水環境管理における規制的手法」高橋信隆・亘理格・北村喜宣編著『環
境保全の法と理論』（北海道大学出版社、2014 年）233—240 頁、米田雅宏「『水質汚濁防止
法』の適用」法学教室 408 号（2014 年）20 頁、西川・前掲注（5）14−15 頁、原田國男「水
質汚濁防止法」平野龍一・佐々木史朗・藤永幸治編『注解特別刑法３：公害編Ⅳ』（青林書
院、1985 年）１−２頁、立石・前掲注（14）137—138 頁、藤木英雄『行政刑法』（学陽書房、
1976 年）247—248 頁。	 
26牛嶋・前掲注（3）252—257 頁、土壌環境法令研究会・前掲注（5）７頁、18 頁。	 
27藤沢・前掲注（9）307—309 頁、廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）１頁、土本・前掲
注（9）２頁。	 
28江利川・前掲注（9）205 頁。	 
29古田・前掲注（9）227 頁。	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 以上で挙げられた環境罰則の仕組みからすると、「環境に直接作用する行為」の規制
は、常に環境規制の中心と根幹をなしている。例えば、大気汚染や水質汚濁の規制にお
ける排出行為に対する排出基準規制、汚染土壌の規制における汚染除去や運搬基準の規
制、廃棄物処理の規制における処理行為に対する処理行為基準規制は、それぞれの規制
法の中心であり根幹である。これらの「環境に直接作用する行為」は、それが実質犯に
属するという点において異論はなく、刑事罰の対象とするだけの実質がある行為だと認
められる。問題となるのは、処罰の範囲と、刑罰の発動時期である。これに対して、
「環境に直接作用しない行為」については、まずもってその行為に、刑事罰の対象とす
るべき内実・基礎が存在するかどうか、ということを問わなければならない。つまり、
まずこのような（環境法益の侵害との関係で）間接的な行為が、環境犯罪としての実質
を備えるかどうかということが検討されるべきであり、その上で（刑事罰の対象となる
ものについては）、その処罰の範囲や、刑罰の発動時期などの問題が検討されることに
なる。	 
	 以上で挙げられた環境罰則の仕組みに基づいて、以下では、環境罰則の問題点の検討
をいくつかの種類ごとに行う。まず大きく、「環境媒体に直接作用する行為」（①）と
「環境媒体に直接作用しない行為」（②）とが分けられる。	 
	 それから、①の行為に対する規制は、さらに二つの種類に分けられる。一つは、行政
基準や行政規定に違反しさえすれば刑罰を発動するという直接罰規定が置かれている場
合である（①−１）。例えば、排出基準違反の排出行為、総量規制基準違反行為、有害廃
棄物処理基準違反行為、汚染土壌の運搬基準規定違反行為、廃棄物不法投棄行為、廃棄
物不法焼却行為等に対する罰則規定がこれに当たる。もう一つは、行政取締規定に対す
る違反があった場合に、まず行政命令を下し、その行政命令に違反する行為があっては
じめて刑事罰が発動されるという、間接罰の規制である（①—２）。例えば、行政改善命
令違反行為、燃料基準違反時措置命令違反、汚染土壌の生活環境保全に対する支障の除
去措置違反行為、廃棄物処理に関する生活環境保全支障の除去措置違反行為等に対する
罰則規定がこれに当たる。	 
	 次に、②の行為に関する規制は、①の行為との関係に基づいて、さらに以下のいくつ
かの種類に分けられる。	 
	 第一は、①の行為（つまり、環境に直接影響が及ぶような局面における行為）が適正
に行われることを物的に保障する行為に関わる規制である（②—１）。例えば、汚染物質
排出施設又は廃棄物処理施設の情況についての届出などの義務規定、特別措置が必要と
する区域において土壌形質変更計画や汚染土壌の運搬計画への改正命令規定などである。
このような行政規定や行政命令は、「環境に作用する行為」が行われる前の段階におい
て一定の規制を行うものである。	 
	 第二は、①の行為の情況の監視、記録を求める規制であり、①の行為が適正に行われ
たかどうかということを判断する際に重要な意味を持つ証拠資料を残しておくための義
務規定である（②−２）。例えば、汚染物質の排出状況の記録、排出状況の報告、行政官
庁の検査、廃棄物処理又は土壌処理に関する管理票の記録・保存、などに関する諸規定
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は、排出行為又は処理行為の合否を判断する際に重要な資料を残しておくためのもので
ある。	 
	 第三は、汚染された環境媒体（例えば汚染した土壌）又は廃棄物の処理を担当する者
の資格を保障するという、人的な保障の義務規定である（②—３）。このような規制は大
体三つの側面を含む。一つは、処理者の資格に関する直接的な規定である（②—３−１）。
二つは、資格を有する処理者の名義貸しの禁止の規定である（②−３−２）。三つは、資
格のない処理者に対する委託の禁止、資格のない処理者による受託の禁止に関わる規定
である（②−３−３）。	 
	 以下では、以上で確認された類型に基づいて検討を進めることにする。検討対象とす
る環境罰則の具体的な内実については、後掲の「表１	 日本罰則表」を参照されたい。	 
	 
（三）類型ごとの環境行政罰則の問題点の検討	 
	 ①環境に直接作用する行為	 
	 ①−１環境に直接作用する行為への直罰規定	 
	 ①—１−１排出基準違反	 	 
	 日本において、排出行為に関する基準は排出基準と総量規制基準に分けられる。排出
基準は汚染物質の排出を規制するという一般的に用いられる基準であるのに対して、総
量規制基準は大気汚染防止法におけるばい煙の排出と水質汚濁防止法における排水に対
して、排出基準に加わるもう一つの規制である。総量規制基準は排出基準の補充規定で
あり、汚染が厳しくなっているという特別な状況の下での局部的な規制であるので、普
遍性を持たない。「大気汚染防止法」第 13 条の２におけるばい煙総量規制基準の規定は、
同法 13 条における排出基準と実質上差異がなく、排出基準の検討を総量規制基準にも適
用できるので、以下では総量規定基準について特別に検討することはしない。また、汚
染土壌を運搬する場合の汚染した土壌は、大気や水質を汚染する物質と同様の性質を持
ち、汚染物質と同一視できるので、汚染土壌の運搬基準も、大気汚染防止法における排
出基準や水質汚濁防止法における排水基準と、その性質において実質上一致するものだ
といえる。したがって以下では、これについても特別に取り上げて検討することはしな
い。大気汚染防止法と水質汚濁防止法において、最も重要であり根幹的と目される規定
は、排出基準及びそれに違反する場合の罰則規定である30ので、以下では排出基準を代
表例として検討することにする。	 
	 
（ⅰ）排出基準違反直罰制度への学説上の評価	 
	 環境犯罪の立証を容易にさせ、行政取締の便宜を図るため、基準違反行為を徹底的に
処罰対象にする、という趣旨で設けられている基準違反の直罰制度は、大気汚染防止法
や水質汚濁法等の環境法規において多用されている31。排出基準違反罪の処罰において
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
30山本・前掲注（6）137—138 頁、白井・前掲注（7）170 頁、原田・前掲注（25）23 頁、花
井・前掲注（7）145—146 頁。	 
31花井・前掲注（7）189 頁。	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は、実害の発生或いは被害の発生という具体的な法益の侵害は要件とされず、汚染物の
排出による被害発生の可能性という抽象的な公共の危険があれば足りる、とされる32。
基準違反の罰則規定について、このような規制の方法を支持する態度を示す見解は少な
くない。支持の理由として、例えば、まず排出基準を設定し、排出基準に違反してはじ
めて刑罰を科するのは、禁止行為を明確にすることができる、とされる33。また、行政
基準の設定は法適用を容易にし、被適用者の予測可能性も担保することができる、とさ
れる34。さらに、このような直罰制度を採ることで、環境への影響がより小さいときで
も警察の介入によって違法行為を停止させることができる、とされる35。要するに、排
出基準が処罰行為の内実を明確に表すことになるので、処罰範囲が形式的に明らかにな
る、というのである。しかし、基準違反行為を刑事罰の対象とすることについて、その
実質的・合理的な処罰根拠と、その適正な処罰範囲という点をめぐっては問題が残され
ている。排出基準直罰制に対しては、次のような批判もなされている。	 
	 まず、直罰規定の適用の前提となっている排水基準は「技術的・政策的要素が濃厚」
で、その結果「単なるルール違反」が犯罪となるかのような実態が生じるが、それは
「犯罪の希薄化」を招き、「違法行為の内容や限界の不明確化や責任主義の空洞化等を
導く危険性」がある、と指摘される36。	 
	 また、基準違反に対する直罰制度には、処罰範囲が広がりすぎるというおそれも伴う。
排出基準が定められ、検出された有害物質が排出基準に違反するときには、排出基準違
反罪の処罰対象となるが、排出基準違反だけでもって直ちに公衆の生命・身体に対する
危険が生じるとはいえない37。排出基準にわずかであれ違反しさえすれば、直ちに犯罪
として処罰しようとするのであれば、それは行き過ぎである。このような立法形式に対
しては、条文上	 「処罰範囲を合理的な範囲に限定するような何らかの限定要件」が何も
用意されていないような形式は「立法として正しくない」、との批判38も見られるとこ
ろである。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
32花井・前掲注（7）188 頁、荒川雅行「水質汚濁・海洋汚染」中山研一・神山敏雄・斉藤豊
治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）159 頁。	 
33平野龍一「環境の刑法的保護ー第 10 回国際比較法学会大会での一般報告ー」刑法雑誌 23
巻１＝２号（1979 年）169 頁、佐久間修「環境刑法の役割とその限界」新美育文・松村弓
彦・大塚直編『環境法大系』（商事法務、2012 年）344 頁。	 	 
34立石・前掲注（14）144 頁。	 
35北村喜宣「環境刑法の制度と運用」法学セミナー531 号（1999 年）59 頁。	 
36花井・前掲注（7）189 頁。	 
37沼野輝彦「公害罪法における危険の意義」藤木英雄編『公害犯罪と企業責任』（弘文堂、
1975 年）44 頁、藤木英雄「公害犯罪の問題点（一）」警察研究 42 巻７号（1971 年）16—17
頁。	 
38山口裕之「最近における公害規制立法について——罰則規定を中心として——」判例タイムズ
699 号（1989 年）39 頁。	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 さらに、排出基準は通常の場合を考慮して設定されるものであるので、排出基準違反
に対して刑罰を科すという仕組みにおいて、基準を遵守しても依然として危険が発生す
る、又は基準に違反してもなんらの危害が生じない、という不都合は現われうる39。そ
のため、排出基準違反の有無によって刑事罰の限界を画するような規制方式は、規制の
必要がない行為をも処罰するという帰結を導き出す一方、規制の必要がある行為が処罰
範囲から漏れてしまうという帰結も導き出すおそれがある、と指摘されるのである40。	 
	 	 
（ⅱ）小括と問題点	 
	 排出基準の「明確性」という側面は否定することができないが、問題となるのは、排
出基準の実質的な意義、そして、排出基準と環境媒体への侵害との間に実質的な関連性
が（どの程度）あるのか、という点である。	 	 
	 排出基準と環境媒体への侵害との実質的な関連性を検討する際に、排出基準違反行為
は何を侵害するのか、つまり、排出基準違反行為を処罰することによってどのような法
益を保護することになるのか、という点を検討しなければならない。すなわち、環境犯
罪の保護法益を明確にしなければならない。その上で、排出基準違反に対する刑事罰の
正当性を、法益侵害ということによって説明することができるか、という点を明確にし
なければならない。もし排出基準違反が法益侵害性と完全に連動すると言えるのであれ
ば、排出基準に違反しさえすれば刑罰を科すことができる、と言っても、それはあなが
ち不合理ではないと言えるのに対して、排出基準違反と法益侵害性との間には無視でき
ないずれがあるというのであれば、一定の付加的な要件を要求することによって、排出
基準違反の処罰範囲を合理的な範囲に限定する、という方向を目指すべきである。	 
	 一般的に、排出基準違反罪の法益は、人の生命・身体・健康であるということが認め
られている。すなわち、排出基準違反行為は、仮にそこから人の生命・身体・健康に実
害や具体的危険が生じていない場合であっても、一定の許容限度を越えて特定物質を排
出することそれ自体が健康保護・生活環境保全を危殆化させるという行政法的な意味で、
公害現象を生じさせるものである。このような公害現象は、人の生命・身体・健康に対
する抽象的危険であるので、排出基準違反罪は抽象的危険犯だと位置付けられるのであ
る41。しかし、行政基準違反罪の法益は不明確であるので、行政基準違反行為と法益侵
害との関係も不明確になり、行政基準違反罪において「高度な違法性を帯びたものと軽
微なものが混在する」ことになってしまうと指摘される42。	 	 
	 実際、もともとは、ばい煙排出に対する改善命令の発動要件は（大気汚染防止法 14 条
１項、３項）「排出基準に適合しないばい煙を継続して排出するおそれがある」と「そ
の継続的な排出により人の健康又は生活環境に係る被害を生ずると認められる」という
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
39平野・前掲注（33）169—170 頁。	 
40立石・前掲注（14）144 頁。	 
41渡部・前掲注（6）100—101 頁、平本・前掲注（6）5 頁、黒木ほか・前掲注（6）113 頁、
226 頁、山中・前掲注（15）125 頁、佐久間・前掲注（33）336 頁。	 
42立石・前掲注（14）144 頁、147 頁—148 頁。	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二つのものであった。しかしその後、地方自治体が共通する標準に従って機動的に対応
することを可能にするため43、2010 年の「大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の一部を
改正する法律（平成 22 年法律第 31 号）」によって、「その継続的な排出により人の健
康又は生活環境に係る被害を生ずると認められる」という要件が削除されるに至った。
その改正理由は、排出基準を超える排出行為と人の健康に危害を与えるということとの
関係は証明が困難であり、その関係の証明を必要条件とすると改善命令の発動が不可能
になって、大気環境の持続的な悪化を抑制することができなくなるという点にあるとさ
れる44。この改正規定からみると、排出基準に違反した排出行為が必ずしも人の健康に
係る被害を生じさせる行為であるとは限られないことになる。排出基準違反と健康被害
が常に一致するというのであれば、初めから「排出基準に適合しない」という要件と
「人の健康又は生活環境に係る被害を生ずる」という要件を二つ並べて設ける必要はな
いし、改正によってわざわざ削除することも必要ないはずである。	 
	 また、環境基本法 16 条１項によると、環境基準とは、「大気の汚染、水質の汚濁、土
壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生
活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」を意味する。つまり環境基準と
いうものは、人の健康の保護に関係するのみならず、生活環境の保全にも関係する。そ
うすると、環境基準に基づいて制定される排出基準も、人の健康保護に関係するだけで
はなく、生活環境の保全にも関係するべきものであることになる。	 	 
	 さて、排出基準の一種である「排水基準」（水質汚濁防止法）に関しては、「有害物質
に係る」基準と「生活環境項目に係る」基準の区別がある45。「有害物質に係る」排水基
準は人の健康という法益を保護するため設定されるものと言えるが、「生活環境項目に係
る」排水基準の保護法益は必ずしも人の健康とは限らない。「生活環境項目に係る」排水
基準の保護法益はもとより生活環境であると指摘される46が、生活環境の具体的な内実
が何か、生活環境が人にとってどのような有用性があるか、ということを検討しなけれ
ばならない。	 
	 このように、水質基準に関して見られた区別に照らしてみると、排出基準違反罪の保
護法益が必ずしも人の生命、身体、健康とは限らないといえる。そうだとすると、それ
では一体どのような法益がそこに含まれるのか、という点を検討しなければならない。
また、排出基準は必ずしも、人の生命、身体、健康の保護に連動するとは限らない。排
出基準違反罪の保護法益については、法益論の部分（本論文第二章）で詳しく検討し、
排出基準の性質及び排出基準違反と法益との連動性については、以下、日本の罰則の検
討部分において論述していくことにする。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
43平成 22 年１月 29 日	 中央環境審議会「今後の効果的な公害防止の取組促進方策の在り方に
ついて	 （答申）」10—11 頁（http://www.env.go.jp/press/files/jp/14950.pdf	 	 
2015/8/20）。	 
44大塚・前掲注（6）340 頁。	 
45排水基準の具体内容は昭和 46 年総理府令 35 号を参照。	 
46花井・前掲注（7）188 頁。	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 ①—１−２廃棄物不法投棄	 
（ⅰ）廃棄物不法投棄行為の性質	 
	 日本の廃棄物の処理行為の規制は、だいたい二つの種類に分けられる。一つは、処理
行為それ自体についての規定である。例えば、処理基準、処理施設の条件、処理担当者
の資格、処理行為の監視としての管理票の記録、保存などの規定である。これらの規定
は、正面から、どのような行為が適切な処理行為であるか、どのようにすれば適切な処
理行為を確保できるか、ということを明示するものである。もう一つは、違法な処理行
為の禁止規定である。例えば、廃棄物の不法投棄や不法焼却の禁止、無確認の廃棄物の
輸出行為の禁止、無許可の廃棄物の輸入行為の禁止などの規定がこれである。これらの
規定は、どのような行為が許されない処理行為であるか、どのような行為をやってはな
らないかということを明示し、適切ではない行為を禁止することによって、反面から適
切な処理行為を促進するものである。	 
	 廃棄物の不法投棄は、廃棄物処理法における規制の重点をなしている。廃棄物処理法
について繰り返し行われてきた改正の重点は、廃棄物の不法投棄の規制強化であった。
規制強化は、直接的な強化と間接的な強化という二つの側面において現れる。直接的な
強化は、不法投棄の罰則の強化、不法投棄の未遂の処罰の創設などを含む。これに対し、
間接的な強化は、以下で挙げられるような事柄を含む。すなわち、①産業廃棄物の処理
行為の監督制度として管理票制度が導入され、その適用範囲の拡大が図られている。こ
の拡大により、現在ではその適用範囲が（当初の特別管理産業廃棄物から）すべての産
業廃棄物に及ぶようになった。また、存在している管理票に対する罰則も強化される一
方、管理票保存義務に違反する罰則も加えるようになる。②廃棄物の処理施設の設置が
届出制から許可制に変わり、許可の条件が厳格化された。③廃棄物処理の委託基準が設
定され、不法委託の取締りが強化された。④廃棄物の輸入の管制が強化された。⑤処理
困難時の通知義務と義務違反の罰則が導入された47。	 
	 更に、廃棄物の不法投棄に関して、既遂行為だけではなく、未遂行為も処罰対象に加
えられた。廃棄物の不法投棄は、警察の監視によりその実行が未遂に終わった場合でも、
一回遂行できなかった不法投棄は再度試みられる蓋然性が高いことから、廃棄物不法投
棄の再発を防止するため、平成 15 年の法律改正によって、廃棄物不法投棄の未遂の処罰
が導入されるに至ったのである48。	 
	 しかしながら、これらの措置を取っても、廃棄物の不法投棄は依然として無くなって
いない。現在の環境犯罪の事案の中で、廃棄物の不法投棄は依然として最も件数が多い
犯罪類型である49。そこで、廃棄物不法投棄罪の処罰範囲を明確にし、廃棄物不法投棄
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
47改正内容の具体的な紹介と評価は、廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）１—10 頁、大塚
・前掲注（6）451 頁、454 頁、北村・前掲注（1）439—440 頁に見ることができる。	 
48廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）448 頁。	 
49平成 17 年から平成 26 年までの日本の警察白書と環境白書からみて、十年間、環境犯罪と
して追訴された犯罪の中で、最も多いのは廃棄物処理に関する犯罪であった。廃棄物処理に
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行為に対して有効な刑事訴追を可能するような規制を整備することが必要であると考え
られる。すなわち、廃棄物不法投棄のうち、真に刑事罰に値する行為を選別し、そのよ
うな行為のみを刑事罰によって規制し、他方で、その他の、刑事罰に値しない廃棄物不
法投棄行為に対しては、行政手段や民事手段にこれを委ねる。このようにすることで、
「廃棄物不法投棄の真に刑罰に値する行為」に対して、刑事訴追のリソースを集中し、
ためらわずに刑事訴追を行うことができるようにして、廃棄物不法投棄行為に対する効
果的な抑制を図ることが必要であるように思われる。	 
	 廃棄物の不法焼却行為の処罰規定は、廃棄物の不法投棄行為の処罰規定と同様、適切
な廃棄物の処理行為をその反面から規定した類の規定だということができる。廃棄物の
不法焼却行為と廃棄物の不法投棄行為とでは、法益侵害の具体的な経路においてやや差
異が存在しているが、両者の行為の処罰規定においては、その法益侵害の判断の方法や、
規定の趣旨に大きな違いはなく、処罰範囲の確定をめぐる問題に関しても両者の間にあ
まり差異が認められないので、以下では、廃棄物不法投棄を代表例として取り上げ、こ
れについて検討することにしたい。	 
	 
（ⅱ）廃棄物不法投棄罪の限定の必要性	 
	 廃棄物処理法の規制対象は、廃棄物の処理行為である。注釈書の説明によれば、規制
目的としての生活環境の保全は、適切な「処理体系の確立によって」達成される、とい
うのが本法の「理念」であり、廃棄物の不法投棄はこの理念を破壊する行為と言える。
そこで、廃棄物不法投棄の規制は「裏側から」処理体系の適正な運行を保障するもので
あり、「生活環境の清潔さを破壊する行為」が現実に生じることを防止する規定である、
と説明される50。すなわち、廃棄物の不法投棄行為は、その性質上、清潔な生活環境を
破壊する行為という自然犯的な性格を有するとともに、不法投棄の禁止が有効に働いて
はじめて廃棄物の処理に関する各種の行政規制が実効性を備えるようになることから、
不法投棄罪の処罰規定は、廃棄物処理の行政規定を補完する行政罰則としての性格も持
っているとされる51。そうすると、廃棄物の不法投棄罪には実質的な法益侵害性が認め
られ、刑事罰に値する何らかの実質を備えているという点については、これを否定する
ことはできない。それでは、廃棄物の不法投棄罪の実質的な処罰範囲とは、より精確に
言えば何なのか、それは具体的にどの範囲において認められるか。この点について、以
下検討していく。	 
	 廃棄物の不法投棄行為が刑事罰の対象とされるための必要条件は、一般的な犯罪と異
ならず、法益侵害の存在である。法益侵害がない行為は、たとえそれが多発しても刑罰
を科することによって抑止することは許されない。犯罪の実質を備えない行為に対して
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
関する犯罪は一般廃棄物と産業廃棄物を含み、すべての環境犯罪の 80%以上を占めた。廃棄
物処理に関する犯罪において、最も多いのは廃棄物の不法投棄犯罪、特に産業廃棄物の不法
投棄犯罪である。	 
50土本・前掲注（9）32 頁、42 頁、廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）355—356 頁。	 
51古田・前掲注（9）227 頁。	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は刑罰を科してはならない。犯罪行為と、具体的な利益の侵害がない行政秩序違反行為
との間には、もともと質的な相違が存在すると考えられるからである。	 
	 廃棄物不法投棄の罰則規定は、大気汚染防止法や水質汚濁防止法における基準違反罪
とは違って、具体的な行政基準を提示していない。本罪の構成要件は簡潔な記述にとど
まっているので、軽微なものから公衆の健康や生態系に影響を及ぼすおそれの強いもの
まで、様々な投棄行為が広く含まれうるとされる52。そこで、この広範な構成要件には、
「可罰性のある」行為と「可罰性のない」行為の両方が含まれてしまっているとも指摘
される53。そこで、もしみだりに廃棄物を捨てる行為をすべて処罰するならば、それは
刑法の謙抑性に反し、処罰範囲が広きに失するものと思われる。	 
	 
（ⅲ）学説と判例における廃棄物不法投棄罪の限定	 
	 1970 年の立法時には、廃棄物不法投棄に関しては詳細な構成要件が用意されており、
廃棄物の種類と投棄場所とによって異なる処罰規定が存在していた。1976 年の「廃棄物
の処理及び清掃に関する法律及び産業廃棄物処理施設整備緊急措置法の一部を改正する
法律」（昭和 51 年法律第 68 号）は、有害廃棄物を特に加えるなどの改正を行ったが、
基本的な仕組みは変えなかった。しかし、このような詳細な規定方式に対しては、適用
が困難であるという批判が投げかけられていた54。そして、1991 年の「廃棄物の処理及
び清掃に関する法律及び産業廃棄物処理施設整備緊急措置法の一部を改正する法律」
（平成３年法律第 95 号）によって、構成要件が簡素化され、現在の規定方式になったの
である。	 
	 廃棄物処理法第 16 条１項の規定においては、「みだりに」廃棄物を捨てる行為が廃棄
物不法投棄罪の処罰対象とされている。廃棄物不法投棄におけるこの「みだりに」とは、
「社会通念上許容されないことを意味し、廃棄物処理の趣旨・目的に照らし、公衆衛生
及び生活環境の保全に支障が生じると認められる行為を指す」、とされている55。すな
わち、みだりに廃棄物を投棄するとは、「生活環境保全や公衆衛生向上という法目的の
見地から社会通念上許されない方法で」の投棄を指す、と説明される56。そこで、廃棄
物不法投棄行為に該当するかどうかを判断する際には、「生活環境の保全」という法目
的と、廃棄物の適正な処分を確保するという「法の精神および社会通念」に基づいて、
投棄行為が「社会的相当性」を有する行為であるかどうかということを個別的に判断し
なければならない、と説明される57。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
52立石・前掲注（14）148 頁。	 
53土本・前掲注（9）36 頁。	 
54土本・前掲注（9）32 頁、古田・前掲注（9）262 頁。	 
55	 廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）355 頁。	 
56北村・前掲注（1）493 頁。	 
57土本・前掲注（9）36 頁、古田・前掲注（9）263 頁。	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 判例の判示58によれば、「みだりに」とは「生活環境の保全及び公衆衛生の向上の見
地から社会通念上許容されないこと」を意味する。これに該当するかどうかは、その廃
棄物の性質、形状、数量、管理の状況、地理的条件、行為の態様、廃棄物を置いていた
時間、環境への具体的な悪影響などを総合し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図
るという廃棄物処理法の目的と社会通念に照らして、個別具体的に決せられている。い
ずれの事件においても、「みだりに」ということを判断する際に、生活環境の清潔を害
するかどうかという要素が重視されたのである。	 
	 
（ⅳ）廃棄物不法投棄の限定をめぐる問題点	 
	 以上の学説と判例の立場を見ると、処罰範囲に一定の限定を加える趣旨のものである
ようにも思われる。しかし、「社会相当性」というものの具体的な判断基準の検討はい
まだ十分ではなく59、このような判断方法では抽象的に過ぎ、また漠然とし過ぎている
として、実践の適用における困難も指摘されている60。すなわち、「社会通念」は何で
あるか、「社会通念」はどのような基準に基づいてその存在・内容が確認されるか、
「社会通念上許されない方法」とは一体どのような方法であるか、その確定基準が何か
という疑問を差し挟まなければならない。実のところ、「社会通念上許されない方法」
とされるものは、環境法益に重大な侵害を引き起こす方法のことなのではないかと思わ
れる。生活環境の清潔に対する害も、一つの法益の侵害を意味するのである。「社会通
念」上許される行為とは、環境法益を侵害しない行為、またはその侵害の程度が低い行
為という意味において、許容されるべき行為ということにほかならない。	 
	 したがって、廃棄物不法投棄罪の処罰範囲の確定は、環境犯罪の法益の確定を前提と
する。廃棄物不法投棄の処罰範囲は、実質的な法益侵害行為に限定されるべきなのであ
る。しかし、今まで廃棄物不法投棄罪の法益は必ずしも明確にされてこなかった。すな
わち、廃棄物の不法投棄は、法規定の有無にかかわらず、誰の目から見ても「悪い」行
為と思われ、人に不快感を与え、自然犯に近い性質を持った行為だということができる
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
58代表例として、福島地方裁判所会津若松支部第一審判決平成１５年１２月３日平成１４年
（わ）第１５８号（最高裁判所刑事判例集６０巻２号１９３頁）、福島地方裁判所会津若松
支部第一審判決平成１６年２月２日平成１４年（わ）第１２４号（判例時報１８６０号１５
７頁）、仙台高等裁判所控訴審判決平成１６年７月６日平成１６年（う）第５号（最高裁判
所刑事判例集６０巻２号２０４頁）、福岡地方裁判所第一審判決平成１６年１０月２８日平
成１５年（わ）第１０５７号平成１５年（わ）第１１８４号（最高裁判所刑事判例集６０巻
２号３１３頁）、広島高等裁判所控訴審判決平成１年７月１１日平成１年（う）第４８号
（高等裁判所刑事裁判速報集（平１）号２３１頁）が挙げられる。	 
59今井ほか・前掲注（23）189 頁〔橋爪隆執筆〕。	 
60城祐一郎『実践志向捜査実務講座	 特別刑事法犯の理論と捜査［２］』（立花書房、2014
年）195 頁。	 
	   40	  
のであるが、「すべての類型の不法投棄に共通する具体的法益が何であるかは必ずしも
明確でない」との批判的な指摘がある61。	 
	 廃棄物不法投棄罪の法益の具体的内実については、ただ単に行政義務履行の担保とい
った抽象的なものとして理解されるべきではなく、侵害される具体的な生活利益を探求
しなければならない、そして、具体的な生活利益の侵害を伴わない投棄行為は非犯罪化
されるべきであり、行政義務に違反する場合に限って行政処分によってこれに対処され
るべきである、と指摘されている62。この見解は、廃棄物不法投棄が行政義務履行の担
保だけを理由として処罰されるべきでなく、具体的な法益侵害を伴わない限り非犯罪化
されるべきである、と主張する点において、確かに積極的に評価されるべきものである
が、ここに登場する「具体的な生活利益」という表現の意味するところはかなり曖昧で
ある。また、廃棄物の不法投棄罪は、公衆の健康または生活環境の保全を保護法益とす
る抽象的危険犯である、と解する見解も存在している63。しかし、抽象的危険が認めら
れる範囲が不明確であるとともに、生活環境の保全という保護法益の具体的な内実も明
らかにしなければならない。以上のように、現状では、廃棄物不法投棄罪が具体的にど
のような法益を侵害するかという点をより一層明確する必要があると思われるが、その
詳しい検討は法益論の部分（本論文第二章）において行うことにする。	 
	 
	 ①—１−３緊急時・事故時の行政命令	 	 
	 	 通常の状況に基づいて設定される排出基準は、通常の「希釈程度」を考慮するもので
ある。しかし、ある特殊な状況の下では、排出された汚染物が十分に希釈されないこと
があり、通常の排出基準を遵守しても、依然として環境媒体への汚染が引き起こされる
ことになる。そこで、複雑な経過をたどって異常な状況が生じたために、通常の排出基
準又は処理基準を遵守しても環境媒体が汚染され、又は、今後さらに汚染されるおそれ
が高いと考えられる場合には、汚染物を十分に希釈し、被害を最小限の範囲で食い止め
るため、通常の排出基準又は処理基準を無効にし、特殊な状況に対する対応策として、
緊急状態又は事故に応じて、排出量を減少させるなどの緊急時・事故時の行政命令を定
めることになる64。	 
	 このような行政命令は、一般的な行政命令とは異なる。一般的な行政命令は、行政法
規の違反を前提として発せられ、行政法規を担保するものであり、第二次的な行為是正
規範である。これに対して、ここで問題にしているような類型の行政命令は、施設の事
故又は環境汚染及び人間被害が生じるような緊急状況を規制するための独立的なもので
あり、行政法規の違反とは関係がなく、行政法規違反の是正規範ではない。この類型の
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
61神山敏雄「『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』における犯罪と刑罰」中山研一・神山
敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）237—238 頁。	 
62神山・前掲注（61）238 頁。	 
63山中・前掲注（15）125 頁、立石・前掲注（14）148 頁。	 
64西川・前掲注（5）73ー74 頁、渡部・前掲注（6）125 頁、136 頁、花井・前掲注（7）203
頁、廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）409—410 頁、黒木ほか・前掲注（6）168ー169 頁。	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行政命令は、排出基準などの行政法規と類似し、第一次的な行為基準設定規範である。
そこで、このような行政命令は、実質上、排出基準などの行政規定と同様の性質を有す
るのである。ただ、排出基準などの行政規定は通常の状況に対する一般的な規制である
のに対して、緊急時・事故時の行政命令は、特定の状況に対する具体的な規制だという
ことである。そこで、緊急時・事故時の行政命令は一般的な状況での排出基準を補充す
るものであり、緊急時・事故時の行政命令違反への罰則は、直罰規定と実質的に同じ位
置づけにあると考えることができる。	 
	 緊急時・事故時の行政命令違反の処罰範囲を判断する際にも、緊急時・事故時の行政
命令の性質、及び緊急時・事故時の行政命令の違反と保護法益との関係を明確にしなけ
ればならない。前述したように、緊急時・事故時の行政命令の性質は排出基準の性質と
同じと考えられるので、排出基準の性質を検討する際にこれも併せて検討していくこと
にする。	 
	 
	 ①−１罰則類型の問題点の小括	 
	 直罰制の罰則において最も問題となるのは、あるべき処罰範囲を確定するという課題
である。直罰制の規制による場合、違法性の軽重が異なる行為が処罰対象の中に混在す
ることになる、という問題は、「行政法上の義務違反と犯罪の構成要件を連動させる」と
いう点にその根源があると指摘される65。	 
	 具体的に言えば、排出基準違反の場合、違法行為の内容は明確であるが、排出基準の
性質、つまり、排出基準違反と法益侵害との関係は明確ではない。そこで、すべての排
出基準違反行為に対して刑事罰でもって臨む、ということの正当性が問われなければな
らない。この問題を解決する際に、まず、排出基準違反罪を含む環境犯罪の法益を明確
にし、それから排出基準違反と法益侵害との関係を問うべきである。緊急時・事故時の
行政命令は、特殊な状況下での排出基準といえるので、排出基準に類似する問題がここ
でも存在している。これに対し、廃棄物不法投棄の場合には、規定が簡潔であるため、
環境犯罪の法益を明確する上で、法益侵害行為を選別し、解釈によって実質的に正当な
処罰範囲を限定するべきことになる。	 
	 
	 ①−２環境に作用する行為に対する間接罰規定	 
	 ①—２−１環境を汚染するおそれがある場合の行政命令	 
（ⅰ）排出基準違反のおそれがある場合	 
	 環境を汚染するおそれがある場合に出される行政命令としては、排出基準違反のおそ
れがある場合に出される行政命令のほか、水質汚濁の総量規制基準違反のおそれがある
場合に出される行政命令（「水質汚濁防止法」13 条３項）を挙げることができる。また、
大気汚染において、季節燃料使用基準違反のおそれがある場合にも行政措置（「大気汚
染防止法」15 条２項）をとることができる。以上のうち総量規定基準違反に関する行政
命令と、季節燃料使用基準違反に関する行政措置は、排出基準違反の場合の行政命令と
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
65立石・前掲注（14）148 頁—150 頁。	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の間でその性質上実質的な違いがないので、以下では、排出基準違反のおそれがある場
合に出される行政命令のみをとり上げて検討対象とする。	 
	 大気汚染防止法と水質汚濁防止法においては、排出基準に対する違反があった場合に
は直接に処罰対象となるのに対して、排出基準に違反するおそれがある場合には、まず
行政停止・改善命令が出されることになる。ここでは、刑事罰と行政命令との役割が明
確に分けられており、行政命令が持つ環境保全のための予防的な性格が表面に現れてい
る、とされる66。つまり、排出基準を遵守しない汚染物の排出に対する停止命令や、施
設の構造、使用方法に対する改善命令などは、排出基準を遵守した排出行為を確保する
ための予防的な措置であり、排出基準に違反する排出行為を現実化させないようにする
ための規定だとされる67。	 
	 具体的な適用においては、排出基準違反の排出行為に対する直罰規定が、主に「操作、
ミス等の単発的違反」の場合に適用されるのに対して、改善命令などは、現実に排出基
準に違反する排出行為が発生しなくても、施設に構造的、技術的な欠陥が存在すること
から排出基準に違反する排出行為が発生するおそれがある、という場合に適用されるも
のであって、改善命令の発動は、排出基準に違反する行為がすでに発生したかどうかと
いう点には関係がない。もとより、排出基準に違反する排出行為が発生した場合、違法
な排出行為に対して刑罰を科した上で、施設に対して改善命令を出すこともできる。ま
た、実際上、改善命令などは排出基準の違反の状態を継続している場合に出されること
が多いとされる68。	 
	 以上で述べた、直罰規定と行政命令との適用上の違いからすると、排出基準違反のお
それがある場合、行政命令を出すことができるという点には問題がない。問題となるの
は、行政命令に違反して施設構造を改善しなかった、または排出方法を改善しなかった
ものの、排出行為が実際には排出基準に違反していないという場合に、刑罰を発動する
ことができるか、それとも、行政命令に違反し、かつ排出基準に違反してはじめて、刑
罰を発動することができるようになるか、ということである。この問題に関して直接論
述したものは見られないが、排出基準罪と行政命令違反罪との関係について述べられた
見解等をもとにして、解決のための若干の糸口を見出すことができる。	 
	 改善命令違反行為も、人の健康又は生活環境の被害、又はその具体的な危険の発生を
内実とする抽象的危険犯である。しかし、排出基準違反罪の罰則が、排出基準に違反し
たという状態が生じた後の事後的な制裁措置であるのに対して、改善命令違反罪の罰則
は、排出基準違反の状態を現実に発生させないようにするための、事前予防措置と言え
るものである。排出基準違反罪と改善命令違反罪は、構成要件及び立法目的が異なって
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
66立石・前掲注（14）145 頁、146 頁。	 
67西川・前掲注（5）60 頁、白井・前掲注（7）177 頁、原田・前掲注（25）７頁。西原『刑
法各論	 訂補準備版』・前掲注（13）64 頁、黒木ほか・前掲注（6）112 頁。	 
68以上について、西川・前掲注（5）61 頁、角ほか・前掲注（7）557 頁、黒木ほか・前掲注
（6）120 頁、原田・前掲注（25）11—12 頁、花井・前掲注（7）176 頁、山本・前掲注（6）
142 頁、143 頁、渡部・前掲注（6）117—118 頁。	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おり、併合罪の関係に立つ。例えば、改善・停止命令を履行せず改善期限を経過した後
に、又は、停止命令期間中において、排出基準に違反して汚染物を排出したとすれば、
排出基準違反罪と行政命令違反罪の両方が成立し、両者は併合罪となる、と説明されて
いる69。	 	 	 
	 この考え方によれば、排出基準違反の罰則は、排出基準に違反した行為に対する制裁
であるのに対して、改善命令違反の罰則は、改善命令違反という行為それ自体に対する
制裁であるので、現実に排出基準違反という行為が生じなくても、改善命令に違反しさ
えすれば、それに対して刑罰を科すことができるのである。	 
	 しかし、排出基準違反に対する行政命令の違反の罪と、排出基準違反罪の保護法益は
同じものである以上、現実に排出基準違反という行為が生じない場合には、法益侵害行
為が存在していないのではないか、という疑問を差し挟まなければならない。そこで、
改善命令違反の法益侵害が生じる時点は一体どの時点か、つまり刑罰の発動時期という
点が、検討すべき問題だということになる。この問題については第４章第１節日本の環
境罰則の検討の部分で詳しく論述することにする。	 
	 
（ⅱ）その他の命令違反の場合	 
	 以上で検討した以外の命令違反としては、大体、以下のような具体的な命令違反の場
合が挙げられる。すなわち、①廃棄物・汚染土壌の処理基準に違反した場合、処理方法
に対する改善・措置命令を出すことができる（「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第
19 条の３、「土壌汚染対策法」第 24 条）。②汚染土壌を搬出する場合、運搬方法に対す
る改善・措置命令を出すことができる（「土壌汚染対策法」第 19 条）。③廃棄物の処分基
準に違反し、生活環境保全上の支障を生じさせた、または生じさせるおそれがある場合、
支障除去などの行政措置命令を出すことができる（「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」
第 19 条の４、第 19 条の４の２、第 19 条の５、第 19 条の６）。④指定地域の汚染土地の
汚染土壌を「人が摂取する可能性」があり、「人の健康被害を生ずるおそれ」が生じる場
合、汚染原因者などに汚染除去措置命令を出すことができる（「土壌汚染対策法」第７条
第４項）。これらの行政命令に違反する場合、刑罰が科されるのである。	 
	 廃棄物処理基準違反の改善命令は、違法な処理行為を止め、処理基準に適合させ、生
活環境保全上の支障を生じさせないようにするための事前防止措置であるとされる70。
土壌汚染処理基準の設定趣旨も、廃棄物の処理基準の設定趣旨と同様であると思われる。
土壌汚染対策法は「人の健康に係る被害の防止に関する措置」を定める法律である以上、
処理基準違反への改善命令は人の健康被害を生じさせないような事前防止措置であると
いえる。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
69渡部・前掲注（6）109−110 頁、117 頁、119 頁、平本・前掲注（6）46 頁、55 頁、花井・前
掲注（7）172 頁、187 頁、203 頁、原田・前掲注（25）22 頁、59 頁、黒木ほか・前掲注（6）
116 頁。	 
70古田・前掲注（9）254 頁、廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）374 頁。	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 汚染土壌の搬出に対する措置命令（上記②）の発動時期は、「汚染土壌の特定有害物質
による汚染の拡散の防止のため必要があると認める」71場合である。すなわち汚染土壌
の搬出に対する措置命令は、汚染土壌の特定有害物質による汚染の拡散のおそれがある
場合に出されるのである。	 
	 廃棄物処理に関する生活環境保全上の支障の除去命令（上記③）の目的は、処分基準
に違反し、生活環境保全上の支障が生じた、または生じるおそれがある場合に、速やか
に、違法処分行為が引き起こした環境汚染又は引き起こしうる環境汚染の具体的危険を
除去し、又は防止するということである。生活環境保全上の支障とは、人の健康被害に
限らないものとされる72。	 
	 指定地域汚染土壌に対する汚染除去措置命令（上記④）は、「人が汚染土壌を摂取する」
という事態の現実の発生を防止する措置である73。汚染除去命令の対象は、「汚染土壌に
対する人の暴露の可能性がある土地」である74。そこで、支障・汚染除去命令は、抽象
的危険犯としての改善・措置命令と異なり、具体的危険犯の規定であると言える。	 
	 問題となるのは、刑罰発動の時期である。つまり、改善命令や措置命令に違反しさえ
すれば刑事罰を発動できるのか、それとも、改善命令や措置命令に違反し、かつ生活環
境保全上の支障や人の健康の被害が生じてはじめて、汚染土壌の特定有害物質による汚
染が拡散してはじめて、生活環境保全上の支障が生じてはじめて、又は人の健康被害を
生じてはじめて、刑事罰を発動できるようになるのか、という点である。	 
	 また、生活環境保全上の支障、というものの具体的な内実が何かということも問題と
なる。「生活環境保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがある」とは、「人の生活に密接
な関係がある環境に何らかの支障が現に生じ、又は社会通念上そのおそれがあると思料
するに相当な状態が生ずることをいう」、とする解説75はあるが、この説明はトートロジ
ーに止まっているように思われる。私見によれば、この概念は環境犯罪の法益侵害に関
係がある。この問題については、第４章第１節日本の環境罰則の検討の部分で詳しく論
述することにする。	 
	 
	 ①−２−２基準に違反してはじめて出される行政命令	 
	 この場合、行政命令の発動要件は排出基準違反の事実であり、この行政命令は「基準
違反に対するペナルティー」という位置づけになる76。つまり、この場合の行政命令は、
環境を侵害した行為に対する是正命令である。法益侵害が生じた後、刑罰を直接に科す
のではなく、その法益侵害行為に対してまず行政命令を出すということである。下にあ
げるような行政義務の違反のおそれがあるにとどまる場合、行政命令を出すことはでき
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
71「土壌汚染対策法」第 19 条を参照。	 
72土本・前掲注（9）66—67 頁、68 頁、廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）377 頁。	 
73土壌環境法令研究会・前掲注（5）10 頁、99 頁。	 
74土壌環境法令研究会・前掲注（5）102 頁。	 
75廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）378 頁。	 
76花井・前掲注（7）176 頁。	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ない。例えば、揮発性化合物の排出基準に適合しない継続的な排出がなされた場合の改
善・変更・使用停止命令（「大気汚染防止法」17 条の 11）、特定粉じんの敷地境界基準に
適合しない継続的な排出がなされた場合の改善・変更・使用停止命令（「大気汚染防止法」
18 条の 11）、指定地域燃料使用基準違反の行政措置（「大気汚染防止法」15 条の２の２
項）は、基準に適合しない排出行為がなされた場合にはじめて下されるものであり、基
準に違反するおそれがあるにとどまる場合には、これを下すことができない。もとより、
この場合の罰則の発動時期も基準違反の後である。したがって、この場合、罰則の発動
時間①—２−１のような問題は生じない。	 
	 このような行政命令違反の規定方式による場合、行政基準に違反して重大な法益侵害
を引き起こす行為がなされた場合であっても、まずは行政改善命令が出さなければなら
ず、直接に刑罰を用いて法益侵害行為を抑止することができない。そこで、このような
行政命令違反の規定方式は法益保護の遅延問題をもたらすのではないか、という疑問を
差し挟まなければならない。この問題についても日本の環境罰則の検討の部分で詳しく
論述することにする。	 
	 
	 ②環境に直接作用しない行為	 
	 環境行政罰則において、最も問題となるのは、②の「環境媒体に直接作用しない行為」
の可罰性の問題である。つまり、環境に直接に作用しない行為は形式犯であるか環境侵
害を内実とした実質犯であるか、そして、もし形式犯であるとすればこれは非犯罪化さ
れるべきであるか、それとも、ほかの処罰根拠を援用することによって犯罪化を維持す
るべきであるか、という点が問題となるのである。	 
	 
	 ②—１行為が適正に行われることを物的に保障する義務	 
	 この種類の義務としては、大体、施設届出義務、施設許可、実施制限および行為計画
への変更命令等がある。例えば、大気、水域に汚染物を排出する施設の届出と変更義務、
廃棄物処理施設設置の許可義務、施設届出・許可手続き中の実施制限、指定地域土地形
質変更の届出義務と計画変更命令である。	 
	 
（ⅰ）義務の性質	 
	 届出義務とは、大気汚染又は水質汚濁に関する施設を設置しようとするとき、環境省
令で定める事項を都道府県知事に届け出なければならないという義務である77。都道府
県知事は、届出の計画によって排出基準の遵守が確保されないと認めるとき、施設構造
や排出方法に対して、60 日内計画変更命令または廃止命令を出すことができる78。	 
	 特定施設の届出規定は、変更命令と実施制限とがあわさって、施設の設置などについ
て事前のチェックをすることを可能にし、排出基準違反による環境汚染の悪化を未然に
防止することを可能とする。都道府県知事は、届出を通じて、規制対象となる施設を把
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
77「大気汚染防止法」第６条、「水質汚濁防止法」第５条を参照。	 
78「大気汚染防止法」第９条、「水質汚濁防止法」第８条を参照。	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握し、届出事項をチェックし、届出がなされた計画から見て基準が遵守されないという
見込みがある場合、変更・廃止命令を出すことができるので、届出制度は汚染の事前的
な防止、及び行政基準の確保に対して重要な役割を演じるとされる79。	 
	 廃棄物処理施設の設置については、もともと届出制が採用されていた。廃棄物処理施
設の届出制度の趣旨は、行政官庁が施設の実態を把握し、指導することが可能にし、生
活環境保全の物的側面の保障と提供するということである、とされていた80。その後、
施設の安全性や信頼性を確保するため、平成３年の「廃棄物の処理及び清掃に関する法
律及び廃棄物処理施設整備緊急措置法の一部を改正する法律」（平成三年法律第九十五号）
によって、許可制へと改正された。廃棄物処理施設の許可制も、廃棄物の適切な処理行
為を確保し、かつ施設それ自体が生活環境保全上の支障を生じないようにするために設
けられた制度である81。廃棄物処理施設の許可制度は、届出制度と同様の趣旨に発した
ものであり、その同様の機能を果たすべく、より厳格な制度を設けたものと言うことが
できる。	 
	 この他に、指定地域土地形質変更の届出義務と計画変更命令、といった例もここで挙
げることができる。土壌が汚染された土地において、汚染土壌の搬出や不適切な改変、
例えば施工によって土壌を露出させること、汚染土壌を地下水に近づかせることなどに
よって、土壌汚染の範囲が拡大することがあり得る。そこで、汚染の拡大を防止するた
めに、土地の形質変更の前に、届出と行為計画変更命令によって土地の形質変更行為が
適正に行われることを保障する必要がある、とされる82。そこで、指定地域土地形質変
更の届出義務と計画変更命令は、土地形質変更行為が適正に行われることを事前に保障
するための措置として、施設設置の届出制度又は許可制度と同じ性質と機能を有するも
のと言えるのである。	 
	 以上、要するに、各種行政取締法規における形式的な手続きに関する規定、例えば、
施設の届出又は許可に関する規定、計画変更の行政命令に関する規定は、排出基準の遵
守を確保するための事前規制に関わる規定である。そして、このような事前規制違反に
対する罰則は事前的な抑制効果の実現を確保するためのものであり83、「刑罰の予防的
使用法」である、とされるのである84。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
79以上につき、西川・前掲注（5）43ー44 頁、50 頁、52 頁、鎌形ほか・前掲注（6）180 頁、
白井・前掲注（7）176 頁、花井・前掲注（7）207—208 頁、平本・前掲注（6）17—18 頁、渡
部・前掲注（6）80 頁、91 頁、94 頁、古田・前掲注（9）260—261 頁、黒木ほか・前掲注（6）
98 頁、105ー106 頁、108 頁、水質法令研究会編『水質汚濁防止法の解説（改訂版）』（中央
法規出版、1988 年）193 頁、立石・前掲注（14）141 頁。	 
80江利川・前掲注（9）230ー231 頁、土本・前掲注（9）54 頁。	 
81廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）104 頁。	 
82土壌環境法令研究会・前掲注（5）11—12 頁、135—136 頁。	 
83西原『刑法各論	 訂補準備版』・前掲注（13）61 頁、63—64 頁。	 
84平野龍一「日本における自然環境の刑罰的保護」刑法雑誌 23 巻１＝２号（1979 年）187 頁。	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 以上で見た、このような義務の性質に関する説明からすると、これらの義務違反とし
ての行為は、環境に直接作用する行為ではないと言えるものの、すくなくとも、環境に
直接作用する行為が適切になされるという事態の確保に関わるものである以上、これを
全く環境犯罪の検討対象から排除するべきではなく、簡単に非犯罪化すべきではない。
以下では、論述の便宜のため、この種類の義務を事前保障義務と呼び、主に届出義務を
その代表例として検討対象とすることにする。	 
	 
（ⅱ）可罰性	 
	 事前保障義務違反に対する刑事罰の適否については、以下であげられるような、相異
なる意見が存在している。	 
	 第一に、届出義務違反罪に反対する見解によれば、届出は行政指導のための根拠にな
っているにすぎないので、その義務に対する違反が処罰に値するかどうかという疑問を
投げかけなければならない、とされる85。また、多くの法規に見られる届出義務違反行
為は、これを抽象的危険犯とみるのは困難であり、単なる形式犯にすぎない。このよう
な形式犯の類型について刑事規制は必要ではない、と指摘されるのである86。	 
	 仮に、届出義務違反は純粋的な形式犯であると断言することができれば、以上のよう
な非犯罪化の主張は肯定されるべきであろうが、前述したように、届出義務違反行為が
環境侵害行為に全く関係しないものであるわけではないので、おそらく、これを純粋な
形式犯と断言することはできない。また、大気汚染防止法や水質汚濁防止法においては
過料を科す義務違反規定があり、このような義務違反行為は純粋な形式犯であるのに対
して、刑罰が科される義務違反行為は純粋的な形式犯ではない、とも指摘される87。つ
まり、過料を科される義務違反行為が、行政目的を直接に侵害するものでなく、単なる
行政義務懈怠行為であり、純粋な形式犯にすぎないのに対して、その違反に対して刑罰
を科すことを予定しているような義務規定は、その目的とするところが国民の健康の保
護と生活環境の保全にあり、純粋に行政法の実効性の実現を目的とするものではないの
で、このような義務に違反する行為は純粋な形式犯には属さない、というのである。す
なわち、刑罰を科されるような義務違反行為は行政目的を直接に侵害し、かつ行政法規
が維持する法益をも侵害する行為であるのに対して、過料を科される行政義務懈怠行為
は行政秩序だけを侵害し、間接的に行政目的の達成に障害をもたらす行為にすぎないの
で、両者の違法性の程度は異なっている、と指摘される88。	 
	 第二に、届出義務違反に対して刑事罰でもって臨むことを支持する見解からは、環境
保全を図るために、届出義務違反を形式犯として処罰し、刑罰を間接的な行政目的達成
の援護として用いることは許される、と主張される89。公害現象が生ずる前の段階で、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
85阿部泰隆『行政の法システム（上）〔新版〕』（有斐閣、1997 年）80 頁。	 
86川口浩一「環境刑法の基礎理論（一）」奈良法学会雑誌６巻２号（1993 年）13 頁。	 
87花井・前掲注（7）160 頁、222 頁。荒川・前掲注（32）157 頁、164—165 頁。	 
88花井・前掲注（7）221—222 頁。	 
89山中・前掲注（15）125 頁。	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その発生を伴いやすい特定の行為を禁止し、又は公害現象を防止するための特定の行為
を命令し、その違反に対して刑罰を科すことは適切であって、このような形式犯のうち、
特に重要な届出義務違反行為に対して刑事罰を予定することは許されないわけではない、
と指摘さいうのである90。具体的に言えば、施設の届出は、実施制限や計画変更命令を
出す際の前提であり、すべての環境行政規制の実施を可能にするための基礎である。届
出を懈怠すること、又は、虚偽の届出の行為は、規制対象の真の状態を把握することを
困難にし、法律施行上の重大な支障となり、ひいては事前規制体系を無に帰してしまう
ような帰結をもたらしかねない。つまり、事実上、届出義務は単なる情報収集の役割を
果たしているのみならず、事前規制の実効性を確保するという重要な役割を担っている
のである。届出義務のこのような重要性に鑑みると、届出義務違反行為を一概に刑罰の
対象から除くのは適切ではなく、届出義務を刑罰によって担保すべきであるとされるの
である91。	 
	 この見解は、刑罰の必要性を判断する際に、届出義務の行政管理上の重要性を重視し
ているように思われる。つまり、届出義務が行政規制の遂行、行政秩序の維持に対して
重要な制度であるから、という理由で、刑罰によって担保するべきであるという結論が
主張されることになる。しかし、届出制度などの行政事前規制体系が重要な意味を持っ
ていることは否定できないが、刑罰を科することができるかどうかを判断する際には、
やはり法益保護原則を堅持するべきであり、事前保護義務違反行為が環境犯罪の保護法
益を侵害するか、またはその危険を与えるか、ということを実質的に検討しなければな
らないと考える。行政規制の遂行と行政秩序の維持にとって重要であるからといって、
直ちに刑事罰でもって臨むべきであることにはならない。行政罰則の場合にも、刑法の
法益保護原則は堅持されなければならない。	 
	 届出義務違反などの行為は、環境に作用する前の段階の行為であるので、それ自体が
環境を直接に侵害する可能性はないが、前述したように、ここで問題となっているよう
な義務は、環境に作用する行為による侵害が生じないことを事前に保障するという意味
を持つ限りで、環境侵害との間になお一定の関係を有するのである。すべての事前保障
義務が尽くされれば基準遵守が保障され、汚染を事前に防止することができるのである
から、これらの事前保障義務は、環境に直接作用する行為又は環境法益侵害行為と密接
な関係を有するといえよう。この事前保障義務の違反行為の処罰範囲について、第４章
第１節日本の環境罰則の検討の部分で詳しく論述することにする。	 
	 
	 ②−２行為を実施する状況の監視、記録義務	 
	 この種類の義務は、主に排出汚染物の測定、記録義務、廃棄物や汚染土壌の処理状況
の記録義務、廃棄物処理に関する管理票の記録、交付義務、事業または行為状況の報告
義務、行政官庁の検査を協力する義務などを含む。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
90西原「公害関係行政刑法」・前掲注（13）172—173 頁。	 
91西川・前掲注（5）53 頁、原田・前掲注（25）62—63 頁、花井・前掲注（7）207—208 頁、
210 頁、立石・前掲注（14）140—142 頁。	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（ⅰ）義務の性質	 
	 報告、立入検査などの規定は、法律を実施するための行政調査権限に関わる規定であ
り、それらの規定に対する罰則は、相手方の真実応答義務と受忍義務等の行政義務を強
制するものである92。報告徴収、測定・記録、立入検査、帳簿備付、施設状況の記録・
閲覧提供のなど規定は、基準遵守への自らチェックすることを可能にする一方、排出行
為・処理行為に対する行政措置の実施を可能にするための「基礎資料を収集」する、ま
たは「実施状況を把握する」行為として、行政官庁に環境に作用する行為や事態を把握
させ、適切的な監督、指導を可能にする93。例えば、	 廃棄物処理施設への立入検査によ
って、施設の不良状況が生活環境保全上の支障を引き起こすことを未然に防止でき、周
辺住民の施設状況への不安を解消し、施設維持管理の透明性を確保することもできると
される94。廃棄物の管理票制度、つまりマニフェスト制度は、排出事業者が廃棄物処理
業者に委託することによって、産業廃棄物の移動が生じる場合の規制であり、排出事業
者に廃棄物の処理状況を把握させる一方、廃棄物の不法投棄などの廃棄物の不適切な処
理を未然に防止することも可能にする、とされる95。	 
	 そうすると、行為を実施する状況の監視、記録義務は環境に作用する行為の適切な実
施との関係で、これを監督し又は促進するという重要な役割を果たしている義務である
と言えるのであり、環境犯罪の検討から外すべきではなく、一概に非犯罪化されるべき
であると断言することはできない。	 
	 
（ⅱ）可罰性	 	 
	 行為を実施する状況の監視、記録義務において、最も注目されるのは、測定・記録義
務違反の罰則である。	 	 
	 この罰則は、排出基準違反行為に対して未だ直罰規定が定められていなかったときに、
間接的に排出基準の遵守を確保するという考慮に基づいて規定されたものである96。排
出基準違反の直罰規定が導入されるとともに、もともと定められていた排出物の測定・
記録の義務違反の罰則は廃止された。というのは、排出基準の違反に対する直罰規定を
設ける以上、事業者は必ず排出物を測定・記録するということを想定したからであった。
つまり、排出基準違反に対する直罰規定を置く以上、排出状態を測定・記録するのは当
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
92渡部・前掲注（6）138 頁。	 
93平成 22 年１月 29 日答申・前掲注（43）５頁、花井・前掲注（7）216 頁、白井・前掲注（7）
181 頁、原田・前掲注（25）77 頁、古田・前掲注（9）271 頁、廃棄物処理法編集委員会・前
掲注（10）366 頁、369 頁、土壌環境法令研究会・前掲注（5）191 頁、黒木ほか・前掲注（6）
128 頁、201 頁。	 
94廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）115 頁、120 頁。	 
95廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）15 頁、221 頁、228 頁。	 
96西川・前掲注（5）66 頁。	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然の義務であるとされる97。測定・記録義務違反の罰則が削除された理由は、「罰則で
強制しても違反事実が記録されることは期待できない」、法理論上適切ではない、直罰
規定への関連性上実効性がない、といった点である98。また、刑罰によって記録義務を
担保すれば、刑罰によって自分の違法行為を自ら記録するのを強制することに等しく、
憲法 38 条に定められる「自己負罪拒否特権」に違反する、との指摘もなされた99。当時
は、測定・記録義務については訓示規定を置くことが適切とされたのである100。	 
	 しかし、測定・記録義務に違反し、測定・記録しない、又は虚偽記録、記録改ざんを
行う例がよく見られるようになった101。もし測定データを保存しない、又は改ざんする
ということがあると、地方自治体は排出基準違反の事実が把握することができず、改善
命令を出すことができない102。排出物の測定・記録データは、企業の自主管理にとって
も、行政官庁の報告徴収にとっても重要な資料といえるので、測定データを改ざんする
行為を抑止し、測定データの確実な収集・管理を確保するため、測定・記録義務に違反
した行為を処罰する必要があると考えられ、結局、2010 年「大気汚染防止法及び水質汚
濁防止法の一部を改正する法律（平成 22 年法律第 31 号）」によって、測定・記録違反
の罰則が再び導入され、義務違反行為に対して、直接に刑罰を科すことになった103。	 
	 以上であげられた罰則導入の理由に対して、記録改ざん行為に刑罰を科すことには確
かに一定の抑止効果が期待されるものの、より有効な方法は自治体の立入検査または第
三者機関のチェックであると指摘される104。実際上、立入検査を通じて違法行為の発見
は、事業者の測定記録をチェックすることによって行われるわけではなく、実際的な採
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
97以上につき、平成 22 年１月 29 日	 答申・前掲注（43）５頁、白井・前掲注（7）180 頁、大
塚・前掲注（6）318—319 頁、北村・前掲注（1）177 頁。	 
98山本・前掲注（6）142 頁、黒木ほか・前掲注（6）130 頁。	 
99平本・前掲注（6）62 頁、田中利幸「行政と刑事制裁」雄川一郎・塩野宏・園部逸夫編『現
代行政法大系	 第２巻』（有斐閣、1984 年）278 頁。	 
100白井・前掲注（7）180 頁。	 
101平成 22 年１月 29 日	 答申・前掲注（43）１頁、４頁。	 
102平成 22 年１月 29 日答申・前掲注（43）５頁。	 
103平成 22 年１月 29 日	 答申・前掲注（43）５頁、大塚・前掲注（6）331 頁、349—351 頁、
367 頁、北村・前掲注（1）178 頁、360—361 頁。また、憲法 38 条に定められる「自己負罪拒
否特権」に違反するという指摘に対して、立入検査は刑事責任を追及するための資料収集行
為ではなく、報告行為は犯罪事実についての報告でもないので、これらの義務に罰則を規定
しても、憲法 38 条に定められる「自己負罪拒否特権」に違反するといえないという反論がな
されている（原田・前掲注（25）81 頁、82 頁）。	 
104	 天池恭子「効果的な公害防止の取組促進に向けて〜大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の
改正案〜」立法と調査 303 号（2010 年）95 頁。	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水行為によって行われるのである。事業者の測定記録においては違法事実の記録がほと
んどないことから、記録の不実性を見出すことはできないとも指摘される105。	 
	 司法実務からみると、汚染物排出・処理行為の監視としての行政義務規定及びその罰
則は重要である。現在環境犯罪の検挙数が少ないのは、環境犯罪の証拠の収集が困難だ
からである。測定・記録義務、報告義務および検査協力義務の規定は、違法行為の発見
にとって重要な役割を果たしているのである。水質汚染の違法行為の大半は、行政検査
によって発見されている106。特に、設置時許可制が採られていない廃棄物の中間処理施
設を営む業者の又は施設の処理能力を超えて、大量廃棄物の違法受託処理行為が、立入
検査または帳簿調査によってのみ発見され得るということ107からすると、立入検査の妨
害行為や帳簿の不正記録行為、記録を保存しない行為に対する規制の必要性は確かに高
い。しかし、以上の反論が指摘したように、規制の必要性から直接に刑罰導入の結論を
導き出すのは軽率すぎると言わざるを得ない。行為の監視について、刑罰以外の方法を
積極的に探すべきであり、例えば立入検査について、自動測定のような被規制者の協力
を要しない方式を採用するべきであるという見解108も傾聴に値する。	 
	 また、検査忌避罪の成立には、現実に検査行為を妨害したということは必要とされず、
手段上の暴行、脅迫も必要とされない。もっとも、暴行、脅迫の手段によって検査を妨
害する場合、公務執行妨害罪になること109からすれば、検査忌避行為は公務妨害行為の
性質をも有すると言える。検査忌避罪の保護法益は公務であり、同罪の規定は、行政目
的を達成するために、公務執行妨害罪の成立には至らないような公務の妨害行為に対す
る刑罰規定を設けたものである、とする見解もある110。そこで、検査忌避罪の処罰根拠
と処罰範囲を検討する際に、環境法益を侵害するかどうかということだけではなく、そ
れとは別個の法益を侵害するかどうか、そのような法益侵害も刑事罰を設ける正当化根
拠としてどの程度まで考慮に入れることができるか、という点についても検討しなけれ
ばならない。	 
	 記録、報告義務や検査協力義務などは、環境に作用する行為に直接関わるものではな
く、このような義務の違反は、環境侵害との間に直接の関連性を持たない。すなわち、
記録するかしないか、報告するかしないか、また検査を受けるか受けないかということ
は、環境を侵害するかどうかということとの間に、必然的な対応関係を持ってはいない。
しかし、これらの義務は、環境を侵害する行為を行わせないようにするために、重要な
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
105北村喜宣「環境行政法と環境刑法の交錯（一）—水質汚濁防止法の執行における行政と警察」
自治研究 67 巻７号（1991 年）115 頁。	 
106	 以上につき、安村勉「環境刑法の執行—行政調査と犯罪捜査」町野朔編『環境刑法の総合
的研究』（信山社、2003 年）105—107 頁、北村・前掲注（105）114 頁を参照。	 
107大塚・前掲注（6）489 頁。	 
108阿部泰隆『行政の法システム（下）〔新版〕』（有斐閣、1997 年）461 頁。	 
109花井・前掲注（7）217—218 頁、渡部・前掲注（6）140 頁、平本・前掲注（6）84 頁、原
田・前掲注（25）86 頁。	 
110花井・前掲注（7）217 頁、古田・前掲注（9）272 頁。	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監督・促進の働きを持っている。そこで、記録、報告義務や検査協力義務は、単に行政
的なコントロールの実現のための義務にすぎないか、それとも、その義務に対する違反
が何らかの「実質的な法益侵害行為」と見なされるべきものか、また、その義務違反は
非犯罪化されるべきであるか、それとも罰則を設ける余地も残しておくべきであるか、
更に罰則を設けるのであれば、その罰則の適用範囲に一定の限定を加えるべきであるか、
といった諸点が検討されなければならない。また、このような義務違反の可罰性を検討
する際には、環境に作用する行為との関連性を検討するほか、環境法益とは別の種類の
法益を侵害するという点を刑事罰の正当化根拠と見る可能性も考えなければならない。
この問題についても、日本の環境罰則の検討の部分で詳しく論述することにする。	 
	 
	 ②—３汚染物処理の担当者の資格を保障する義務	 
	 汚染物の処理は、主として廃棄物の処理と汚染された土壌の処理であるので、汚染物
処理の担当者も主として廃棄物処理者と汚染土壌処理者を指す。汚染物処理の担当者の
資格を保障する義務との関係では、許可制度のような処理資格それ自体の規定、処理資
格がある者の名義貸しの禁止規定、及び無処理資格者の委託・受託禁止などの規定が、
ここで考察すべき領域に入ってくる。廃棄物処理者と汚染土壌処理者とでは、資格保障
義務の規定の性質や、処罰範囲の確定に関して生ずる問題はほぼ同じであると考えられ、
また廃棄物処理の事案の方がより多発するということから、以下では専ら廃棄物処理者
の資格保障義務を例として検討することにする。	 	 
	 
（ⅰ）義務の性質	 
	 廃棄物処理者に対する許可制の趣旨は、廃棄物処理の実態を把握し、許可にあたって
審査や立入検査などの行政監督の手段及び事前の変更命令を通じて、適正ではない処理
者を排除することによって、廃棄物処理者が廃棄物処理に必要とされる能力を有してい
ることを確保する、という点にある。廃棄物処理者に対する許可は、生活環境保全の人
的側面における措置である。無許可の廃棄物処理者による処理行為は、処理計画を乱し、
廃棄物を適正に処理することをできなくして、環境保全に重大な影響を与え、	 廃棄物処
理法の目的の達成に著しい支障をもたらすおそれがある111。廃棄物処理法の数次の改正
の背景にも、もし廃棄物処理者の資質と責任とを強化しなければ、国民の廃棄物処理者
への信頼を損ない、廃棄物処理場の建設困難などを招き、廃棄物不法投棄などの行為が
一層助長されるようになる、という問題意識があったことが指摘されている112。	 
	 また、廃棄物処理業者の名義貸し行為は、無許可営業を助長し、廃棄物処理業の許可
制度への信頼を失わせる結果につながるので、名義貸し行為者は無許可営業者と同様、
刑事罰の対象とされるべきと説明される113。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
111以上につき、江利川・前掲注（9）241 頁、土本・前掲注（7）42 頁、44—45 頁、54 頁、古
田・前掲注（9）238 頁、269 頁、廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）86 頁。	 
112大塚・前掲注（6）487—488 頁。	 
113廃棄物処理法編集委員会・前掲注（10）100 頁。	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 処理資質がない処理者への廃棄物処理の委託の禁止も、処理資質がない廃棄物処理者
は不法投棄を実施する可能性が高いことを理由に、不法投棄を防止するという観点から、
その意義が説明される114。また、無許可処理者が委託を受けた後、自ら運搬、処分を行
わず、再委託によって第三者に運搬、処分させる場合、すなわち「ブローカー行為」
（無許可処理者による再委託行為）も処罰対象とされているが、これは、このような行
為には無許可処理者の運搬・処分の禁止規定を適用することができないので、この処罰
のすき間を埋めるために規定されたものと説明されている115。そして、廃棄物処理業者
による再委託も禁止されているが、その趣旨については、再委託が廃棄物処理の責任者
を不明確にさせ、不法投棄などの廃棄物の不適切な処理行為を誘発するおそれがあるか
らだ、と説明される116。	 
	 
（ⅱ）可罰性	 
	 廃棄物処理を担当する者の資格に関する義務違反について、それに対する罰則規定の
当否を判断する際には、廃棄物処理担当者の資格と、環境に作用する行為との関係性を
確定しなければならない。以上で確認した罰則規定の理由に関する諸々の説明からする
と、廃棄物処理者の資格は廃棄物の適正な処理と密接な関係がある。廃棄物処理者の資
格の不備又は処理責任者の不明確さが廃棄物の不適正な処理につながる可能性は高く、
廃棄物の不法投棄を誘発しやすい、という点は否定できないのである。廃棄物の処理の
適正を最初の段階から保障することにつながるため、廃棄物処理者の資格に関する規制
は有効かつ必要である。このような観点からすれば、廃棄物処理者の資格に関する義務
違反の罰則を純粋な形式犯であると見るのは短絡的であり、廃棄物処理者の資格に関す
る義務違反に対して、刑事罰を科すことが許されないものであるとは断言することがで
きない。具体的な検討については、これも日本の環境罰則の検討の部分で展開していく
ことにしたい。	 
	 
四	 日本環境罰則の問題点	 
	 以上の検討に基づいて、日本における環境罰則について、以下のように問題点をまと
めることができる。	 
	 日本の環境罰則の現状を見ると、①環境に直接作用する行為、例えば排出基準違反や
不法投棄などのような行為に関する処罰規定においては、すべての違反行為が処罰され
るべきであるか、それとも、可罰的な程度に達しているといえる範囲に、その処罰範囲
を限定すべきであるか、刑罰の発動時期をどの段階に求めるべきであるか、②環境に直
接作用しない行為に対する罰則は、これを直ちに純粋な形式犯の規定と考えて、非犯罪
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
114古田・前掲注（9）255 頁、城・前掲注（60）192 頁。	 
115城・前掲注（60）193 頁。	 
116城・前掲注（60）194 頁。	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化の方向が目指されるべきなのか、といった問題が、検討課題として残されているよう
に思われる。	 
	 現在、日本の環境行政法における罰則の氾濫という問題について、刑事罰が投じられ
る範囲を限定すべきである、というコンセンサスがすでに形成されているようにも見受
けられる。問題となるのは、刑事罰の限定の基準である。私見によれば、法益を明確に
しなければ、実質的な根拠を伴った限定を行うことは不可能である。つまり、環境行政
罰則の処罰範囲の判断が法益の検討を切り離してはならず、法益侵害を当罰性の必要条
件として、刑罰権の限界を画定すべきであるという見解117を支持したい。具体的にいえ
ば、①の問題点に対しては、環境罰則規定を法益侵害に基づいて実質的に解釈すること
によって、解決することが考えられる。②の問題点に対しては、まず解釈論において、
環境に直接作用しない行為にも環境犯罪の実質が伴っているのではないかを追究する。
いかに解釈しようとも、その義務違反行為に環境犯罪の実質が認められないという場合
には、立法論として、非犯罪化という解決を求めるよりほかにない。	 
	 そのほか、日本の環境犯罪においては、もう一つの問題点がある。つまり、③一般的
規定が欠けているという問題点である。	 
	 この問題点について、「環境基本法」は「公害対策法」に取って代わったが、「公害
刑法」に対応する「環境刑法」は日本において存在しない。各種の環境行政罰則は環境
刑法としての共通性を持っているものの、このような環境規制の方式は、日本の環境保
護の非体系性と断片性をもたらし、一般的な環境財ではなく、個別的な環境財しか保護
することができないという結果につながるように思われる。すなわち、ある環境侵害行
為が刑事罰に値するにもかかわらず、現存している罰則規定によってそれをカバーする
ことができない、という問題が生じ得るのであり、立法論上「環境刑法」を制定すると
いうことを考慮する必要性があるということがすでに指摘されている118。すなわち、公
害罪法以外の日本の環境刑法は、環境行政法における各種の罰則の集合体にすぎない。
環境犯罪を規制する上位の基本的規定は存在しない。そこで、実質上いかなる行為が処
罰に値する環境犯罪の行為に属するか、という問題について、統一的な基準は存在せず、
今まで存在している環境行政法の罰則を体系化することは極めて難しいとされる119。環
境犯罪に関する上位の基本的規定は、環境法益を侵害する行為に対して一般的に向けら
れる規定である。環境罰則の保護法益を明確にしてはじめて、実質上処罰に値する行為
を確定することができるようになり、処罰の限界に線引きをすることができるようにな
る。上位の基本的規定が欠けているがゆえに、	 環境行政罰則に定めのないが実質上処罰
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
117齋野「公害刑法と環境刑法」・前掲注（21）76—77 頁。	 
118丸山雅夫「我が国における環境媒体の刑法的保護—水と大気を中心としてー」現代刑事法４
巻２号（2002 年）52—53 頁、丸山雅夫「公害の処罰から環境の保護へー刑法の役割—」南山法
学 28 巻３号（2005 年）73—74 頁、80 頁、丸山雅夫「環境刑法」ジュリスト 1270 号（2004 年）
108 頁。	 
119京藤哲久「環境犯罪の構成要件」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）
322—323 頁。	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に値する環境破壊・汚染行為が処罰されないままに止まることになってしまう。この問
題については立法論による解決を図るよりほかにない。
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第２節中国環境罰則の議論状況	 
	 
	 中国の環境罰則はもっぱら刑法典における環境犯罪に関する規定であるので、おのず
と本節の検討対象は刑法典における環境犯罪に関する規定となる。	 
	 
一	 中国環境罰則の形成	 
（一）1997 年以前の罰則と特徴	 
１1997 年以前の罰則の形成	 
	 古くから、中国には、「天人合一」（環境と人とは一体的である）という思想が存在
していた。環境は人間が征服する対象ではなかった。環境はすべてのものを含むもので
あって、人間も環境の一部として存在していた。しかし、1949 年に成立した中華人民共
和国は、古代中国の思想と制度を相続しなかった。中華人民共和国の環境保護法制の確
立には、随分長い期間、痛ましい代価が支払われたとされる1。	 
	 1950 年代から、中国中央政府は社会主義計画経済という政策を実施し、大量の中堅工
業企業が建設された。1950 年代末までに、中国は工業化の基礎を一応固めたものの、工
業の発展を促進し経済水準を高める必要に迫られていたことから、環境保護には手が回
らなかった。1950 年代末、中国に「大躍進」と呼ばれた動きが生じた。その動きの中で、
各地の群衆は、最も遅れた技術と施設を利用し、最も環境を汚染する方法によって、精
一杯鋼を作るようになった。そのような製鋼運動とともに、糧食の産量を高めるため、
森林を破壊して農地を作り出し、農作物を植えるようになった。「大躍進」という動き
は、中華人民共和国が成立した後の、自然資源と自然環境に対する最初の大規模な破壊
事件であった。その時、中国において、環境と資源保護に関する「規範性文件」2は環境
保護の主要な領域に及んだものの、環境資源規制はばらばらに散在しており、体系性の
ある環境保護思想はまだ完成を見ておらず、専門的な環境保護立法も存在しなかったと
される3。もとより、環境罰則も存在しなかったのである。	 
	 中国の環境保護事務は、外交事務とともに展開した。1972 年６月５日、中国は代表団
を派遣し、ストックホルムで開催していた国連人間環境会議に出席した。その会議にお
いて、会議の資料及び大会の報告から、中国の出席者が地球環境汚染問題の深刻性を認
識するようになった。また、他の国において存在していた環境問題に照らし、中国にお
いても同様な環境問題、更にはより深刻な環境問題が存在していたという現実を見極め
るようになった4。環境汚染が引き起こした経済損失は、当時のほかのすべての刑事犯罪
の引き起こした損失の総和よりもなお大きかった。そして、環境破壊が引き起こした水
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1袁清林編著「中国環境保護史話」（中国環境科学出版社、1990 年）170 頁。	 
2行政機関による公布され、一定の禁止事項又は命令事項を規定している書類である。	 
3汪勁『環境法学（第三版）』（北京大学出版社、2014 年）46—47 頁。呂忠梅「『環境保護法』
的前世今生」政法論叢５号（2014 年）51—52 頁。	 
4汪勁「中国環境法治三十年：回顧与反思」中国地質大学学報（社会科学版）９巻５号（2009
年）３頁、汪勁・前掲注（3）47—48 頁、呂忠梅・前掲注（3）52 頁。	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土流失、土壌砂漠化、資源枯渇などの問題は、民衆の生活に対して金銭では計算できな
いような悪影響を与えたとされる5。	 
	 中国の環境問題が厳しくなってきたという背景の下、1979 年「環境保護法（試行）」
が公布されてから、1989 年の同法の改正に至るまでの十年間、中国において環境と資源
保護の立法が急速に発展してきた6。中国の環境汚染に関する刑事罰規定も、1979 年制
定された中国の最初の刑法典において生まれたのである7。しかし、そのとき、環境それ
自体の保護は注目されておらず、環境汚染によって引き起こされた公共の危険や財産の
損失に焦点が定められていた。それゆえ、1979 年の刑法典の中では、独立の章節で環境
保護に関する規制を定めるという規定仕組みは採用されず、侵害法益と行為様態に基づ
いて、異なる章節の中で、環境破壊に関係する犯罪が散在的に存在していたのである。
ここで「関係する」と言ったのは、それらの条文の規制目的が環境保護にあるわけでは
ないものの、当該条文の保護対象が環境侵害行為によって侵害されうる、ということを
意味する。1979 年当時の刑法典において、環境保護に関係する条文は以下の通りである。	 
	 
	 公共の安全に危害を与える罪	 
	 第 105 条8	 放火・溢水・爆破またはその他の危険な方法で工場・鉱山・油田・港湾・
河川・水源・倉庫・住宅・森林・農場・脱穀場・牧場・重要なパイプライン・公共建築
物、またはその他の公私の財産を破壊し、公共安全に危害を与えながら、重大な結果を
もたらさなかった者は、３年以上 10 年以下の有期懲役に処する。	 
	 
	 第 106 条	 放火・溢水・爆破・毒物混入またはその他の危険な方法で人を重傷・死亡
に至らしめ、または公私の財産に重大な損害を与えた者は、10 年以上の有期懲役・無期
懲役または死刑に処する。	 
	 過失により前項の罪を犯した者は、７年以下の有期懲役または拘留に処する。	 
	 
	 第 115 条	 爆発性・可燃性・放射性・有毒性・腐蝕性物品の管理規定に違反して、生
産・貯蔵・運送・使用の過程で重大な事故を生じせしめ、重大な結果をもたらした者は、
３年以下の有期懲役または拘留に処する。結果が特に重大な者は、３年以上７年以下の
有期懲役に処する。	 
	 	 	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
5劉仁文「我国環境犯罪初歩研究」法学研究 92 号（1994 年）68 頁。	 
6汪勁・前掲注（4）４頁、汪勁・前掲注（3）48—50 頁、呂忠梅・前掲注（3）52—53 頁。	 
7呉献萍『環境犯罪与環境刑法』（知識産権出版社、2010 年）18 頁、付立忠「論我国環境刑
法的最新発展」中国人民公安大学学報 102 号（2003 年）58 頁、劉仁文・前掲注（5）68—69
頁。	 
8本論文において、中国 1979 年刑法の日本語訳は特に断りのない限り、江英居『中国刑法——
原文讀解と注釈——』（公論社、1985 年）による。	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 以上の罰則規定のほか、必要があれば、最高人民裁判所の認可を受けた上で、刑法第
79 条9の規定によって類推適用が許されていた。	 
	 そのほか、当時制定された環境行政法規の中で、環境犯罪の提示規定10も定めていた
のである。例えば、1979 年の「環境保護法（試行）」第 32 条２項11、1984 年の「水汚
染防治法」第 43 条12、1987 年の「大気汚染防治法」第 38 条13、1995 年の「固体廃物汚
染環境防止法」第 72 条14等の規定がそれである。このような環境行政規定における罰則
についての提示規定は、現実に生じた新しい状況、新しい問題を対応するために、一定
の程度において 1979 年刑法の不足を埋め合わせていたのである。	 
	 1979 年の「環境保護法（試行）」第 32 条２項の規定は、中華人民共和国成立後、環
境汚染に対する刑事責任を追及しなければならないという趣旨を明示した最初の法律規
定であった。1979 年の刑法典においては、環境汚染または環境破壊を特に対象として定
められた刑罰規定が存在しないので、当時、多数の中国の学者は、「法律によって刑事
責任を追及する」という文言を持った規定を適用する際に、刑法各則において最も類似
している条文を類推適用すべきである、と主張した。例えば、刑法典に規定された自然
資源破壊罪、公共安全を危害する罪及び職務懈怠罪等を適用すべきだとしたのである。
類推適用が最高人民裁判所による審査と批准を受けなければならないという手続上の複
雑性を回避するため、1984 年の「水汚染防治法」、1987 年の「大気汚染防治法」と
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
9第 79 条：「本法の各論に明文の規定がない犯罪については、本法各論の最も類似した条文
に照らして罪を認定し刑を言い渡すことができる。但し最高人民裁判所に報告して、その認
可を得なければならない。」	 
10「提示規定」は、環境違法行為が重大な結果を引き起こした場合、犯罪になるかどうかが
考えられるべきという提示性の規定である。具体例は注 11、注 12、注 13、注 14 を参照。	 
111979 年の「環境保護法（試行）」第 32 条第２項：「環境を厳しく汚染しまたは破壊し、よ
って人の死傷または農業、林業、牧業、副業、漁業に対する重大な損失を引き起こした組織
体のリーダー、直接責任者またはその他の国民に対して、行政責任、経済責任さらに刑事責
任を追及しなければならない。」	 
121984 年の「水汚染防治法」第 43 条：「本法の規定に違反し、重大な水汚染の事故を引き起
こし、よって公私財産に対する重大な損失または人の死傷の重大な結果をもたらした場合、
それに関係がある責任者に対して、中華人民共和国刑法第 115 条または第 187 条の規定を照
らして、刑事責任を追及することができる。」	 
131987 年の「大気汚染防治法」第 38 条：「本法の規定に違反して、重大な大気汚染の事故を
引き起こし、よって公私財産に対する重大な損失または人の死傷の重大な結果をもたらした
場合、それに関係がある責任者に対して、中華人民共和国刑法第 115 条または第 187 条の規
定を照らして、刑事責任を追及することができる。」	 
141995 年の「固体廃物汚染環境防止法」第 72 条：「本法の規定に違反して、危険廃棄物を収
集し、貯蔵し又は処分した者が、重大な汚染の事故を引き起こし、よって公私財産に対する
重大な損失または人の死傷の重大な結果をもたらした場合、中華人民共和国刑法第 115 条ま
たは第 187 条の規定を照らして、刑事責任を追及することができる。」	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1995 年の「固体廃物汚染環境防治法」において、立法類推の方式15で、環境破壊行為に
対して適用しうる刑法の具体的な条文が直接に定められるようになった16。	 
	 
２1997 年以前の罰則の特徴	 
	 1997 年以前には、環境保護に対する刑事立法はまだ完備していなかった。刑法におい
て、環境と資源を保護する規定は散在しており、かつ、その内容も簡潔にすぎたと言え
る。当時の規定から、中国の環境規制に、以下の特徴を見出すことができる。	 
	 第一に、刑法上の環境・資源の保護規定は、環境保護の見地から規定されたわけでは
なく、公共安全を侵害するという角度から規定されたものだったということである。そ
こで、中国の環境犯罪は、最初から公共危険犯の一種として取り扱われた。これは、日
本の状況とも類似するものである。つまり、中国においても、日本においても、最初の
環境規制は、環境媒体を保護するということを目的とせず、環境汚染を人の健康などに
対する公害の一種と捉えて、その規制がなされたのである。この特徴は、1997 年の新刑
法における環境犯罪の規定方式にも一定の影響を与えたと思われる。つまり、1997 年の
新刑法の環境犯罪において、「公私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷させる重大
な結果」が環境犯罪の侵害結果とされたのは、中国の環境犯罪が、当初から公共危険犯
の一種として取り扱われていたという事情に影響されたからである。	 
	 第二に、当時の環境に関する罰則規定は公共危険罪の規定であって、行政独立性を持
つ規定であった。環境違法行為を確定する際に、行政規定の違反を考慮する必要はなか
った。このような立法精神は、現行刑法 338 条の環境汚染罪を適用する際に、人の健康
などに対する侵害がある場合には、具体的にどの行政規定に違反するかということを考
慮する必要はないのではないか、という問題関心との関係でも、一定の示唆を与えてく
れるのである。	 
	 第三に、当時の「水汚染防治法」や「大気汚染防治法」などの法律における罰則の提
示規定は、類推規定の形式を採用したものの、具体的な刑法の条文を明示した以上、一
定の明確性を持つことになったということである。現行の環境行政規制は、これと比べ
ると、具体的な刑法の条文を明示していない。このような変化は、条文の適用上、一定
の柔軟性をもたらすものの、適用に一層の曖昧さを招き入れることになる。	 
	 
（二）1997 年刑法の罰則体系	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
15「立法類推」は法律によって明確に類推が許されると定められるものである。注 12、注 13、
注 14 において「中華人民共和国刑法第 115 条または第 187 条の規定を照らして」は「立法類
推」の規定である。	 
16汪勁「従刑罰適用看我国危害環境犯罪立法思想的沿革与発展」『経済発展方式転変与環境、
資源与能源法律実践会議論文集』中国重要会議論文＠CPCD	 (China	 Proceeding	 of	 
Conference	 database)	 （2010年）107頁。	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 1997 年制定された現行刑法は、中国の環境保護法の体系に合わせて、その各則第 6 章
「社会管理の秩序を妨害する罪」において、第 6 節として「環境資源の保護を侵害する
罪」を定めている。1997 年新刑法施行後も、中国の立法機関は、環境資源の保護に関連
する犯罪に対して、数回にわたって必要な改正を行った。2001 年８月 31 日に可決され
た「刑法修正案（二）」、2002 年 12 月８日に可決された「刑法修正案（四）」と 2011
年２月 25 日可決された「刑法修正案（八）」は、いずれも、環境と資源保護に関する犯
罪規定を含んだものである。	 
	 「刑法修正案（二）」と「刑法修正案（四）」における刑法の改正は、資源の破壊に
関する犯罪と廃棄物の無断輸入罪に関して行われたものだった。環境媒体を破壊する罪
に直接関係する規定は置かれなかったものの、この改正の中に、国の環境保護に対する
態度を見ることができる。まず、環境と資源保護に関する犯罪の処罰対象は、ますます
拡大している。例えば、耕地から農用地へと、貴重な樹木から貴重な樹木又はその他の
国家がとくに保護する植物・同製品へと、保護対象は拡大してきた。次に、環境と資源
保護に関する犯罪の処罰行為も拡張されている。例えば、植物に対する直接的な破壊行
為としての伐採・毀損行為から、運搬、購入、加工及び販売行為へと、処罰対象行為が
拡大したのである。さらに、環境と資源保護に関する犯罪の処罰に対する限界付けは後
退した。例えば、特定の行政法規の違反を明示する規定方式から、漠然と国家規定違反
という規定方式へと変わたし17、行為場所の制限も取り消されたのである。	 
	 環境と資源保護に関する犯罪を厳しく処罰しなければならないという、最も確固たる
態度を表し出すのは、2011 年の「刑法修正案（八）」である。「刑法修正案（八）」の
改正によって、刑法 338 条は「重大環境汚染事故罪」から「環境汚染罪」に変わった。
それにより、中国刑法における環境犯罪の体系は以下のようになった。すなわち、環境
犯罪は、大別して、①環境に危害を加える罪、②自然資源を破壊する罪、③環境に危害
を加える行為と直接に関連するその他の罪、という三つの種類の犯罪を包摂するものと
なったのである。	 
	 ①環境に危害を加える罪とは、環境汚染罪、輸入固体廃棄物不法処置罪、固体廃棄物
不法輸入罪の三つの犯罪をさす。②自然資源を破壊する罪には、水産物不法捕獲罪、稀
少野生動物不法捕殺罪、稀少野生動物製品の販売・購入・輸送罪、不法狩猟罪、農用地
の不法占用罪、鉱産物の不法採掘罪、鉱産物の破壊的採掘罪、国家重点保護植物の不法
伐採罪、林木盗伐罪、国家重点保護植物製品の販売・購入・輸送罪、林木盗伐罪、林木
濫伐罪、盗伐・濫伐林木の不法購入・輸送罪の 12 種類の犯罪が含まれる。③環境に危害
を加える行為と直接に関連するその他の罪には、廃棄物密輸罪、林木採伐許可証の不法
発行罪、環境監督者・管理者による職務怠慢罪、土地収用・占用の不法批准罪の４つの
罪が含まれる。その中で、環境に直接作用する行為を規制する規定に当たるのは、中国
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
17このような変化は、環境と資源保護に関する犯罪の処罰範囲を拡大しようにするという国
家態度を表したが、漠然な「国家規定に違反して」という文言は、具体的にどのような国家
規定に適用するべきであるかという条文適用上の難局をもたらすと言わなければならない。	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刑法典第六章第六節に定められた、①環境に危害を加える罪と、②自然資源を破壊する
罪である。	 
	 中国刑法典第六章第六節は、環境破壊と資源破壊の両方について定めを置き、「破壊
環境資源保護罪」というタイトルをつける。中国の「環境犯罪の規定」という場合、広
義と狭義に分けることができる。狭義の環境犯罪の規定は、環境汚染行為又は環境媒体
の破壊行為に対する処罰規定であり、つまり、刑法典 338 条と 339 条１項及び２項の規
定である。広義の環境犯罪の規定とは、刑法典第六章第六節におけるすべての規定を含
み、環境媒体を破壊する行為だけではなく、自然資源及び生態系統の侵害行為もここに
含まれる。この広義の環境規制には、環境汚染、環境媒体の破壊に対する規制のほか、
自然資源の合理的利用や生態バランスの維持などの規定も含まれる。	 
	 私見によれば、序章で述べたように、環境汚染、環境媒体破壊の規制と、自然資源の
規制は、その性質上異なったものであり、刑法典第六章第六節は性質が異なる二つの犯
罪類型を併せて規定しているにすぎないと考えられる。論理上、環境汚染、環境媒体破
壊の規制と、自然資源の規制とを混同すべきではない。それゆえ、「環境犯罪と環境刑
法」を検討対象とする本論文では、自然資源に対する犯罪はその検討の対象外に置くこ
とにする。そうすると、本論文の検討対象となる中国の環境犯罪規定は、主に①の環境
に危害を加える罪である。また、環境犯罪を特に念頭に置いた規定のほか、刑法典中の、
環境媒体侵害に及びうる各種行為に関する条文についても触れることにする。以下は、
刑法典において、環境媒体の侵害に及びうる行為に関する各条文である。	 
	 
	 338 条「汚染環境罪」18	 :	 国家規定に違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含
有する廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄し、又は処分した者が、
環境を著しく汚染したときは、３年以下の有期懲役又は拘役に処し、罰金を併科又は単
科する。結果が特に重いときは、３年以上７年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。	 
	 
	 第 339 条「輸入固体廃棄物不法処理罪、廃棄物無断輸入罪」	 :	 ①国家規定に違反して、
境外の固体廃棄物を境内において投棄し、放置し又は処分した者は、５年以下の有期懲
役又は拘役に処し、罰金を併科する。重大な環境汚染事故を引き起こし、公私の財産に
重大な損失を与え、又は人の健康に重大な危害を及ぼした者は、５年以上 10 年以下の有
期懲役に処し、罰金を併科する。その結果が特に重いときは、10 年以上の有期懲役に処
し、罰金を併科する。	 
②国務院関係主管部門の許可を得ずに、無断で固体廃棄物を輸入して原材料として使
用して、重大な環境汚染事故を引き起こし、公私の財産に重大な損失を与え、又は人の
健康に重大な危害を及ぼした者は、５年以下の有期懲役又は拘役に処し、罰金を併科す
る。その結果が特に重いときは、５年以上 10 年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
18本論文において、中国 1997 年刑法の日本語訳は特に断りのない限り、甲斐克則・劉建利編
訳『中華人民共和国刑法』（成文堂、2011 年）による。	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 第 114 条「放火罪、出水罪、爆発罪、危険物投放罪、危険な方法による公共安全危害
罪」:放火、出水、爆発、毒性物、放射性物、伝染病の病原体その他の物質を投放又はそ
の他の危険な方法により、公共の安全に危害を及ぼした者が、思い結果を生じさせなか
ったときは、３年以上 10 年以下の有期懲役に処する。	 
	 
	 第 115 条「放火罪、出水罪、爆発罪、危険物投放罪、危険な方法による公共安全危害
罪、失火罪、過失出水罪、過失爆発罪、過失危険物投放罪、危険な方法による過失公共
安全危害罪」	 :	 ①放火、出水、爆発、毒性物、放射性物、伝染病の病原体その他の物質
の投放又はその他の危険な方法により、人に重傷害を負わせ若しくは人を死亡させ、又
は公私の財産に重大な損害を生じさせた者は、10 年以上の有期懲役、無期懲役又は死刑
に処する。	 
②過失により前項の罪を犯したときは、３年以上７年以下の有期懲役に処する。その
情状が比較的軽いときは、３年以下の有期懲役又は拘役に処する。	 
	 
	 また、環境行政法上に罰則の提示規定もある。例えば、「大気汚染防治法」第 61 条19、
「水汚染防治法」第 90 条20、「固体廃物汚染環境防治法」第 83 条21において、環境汚染
行為が犯罪になるとき、刑事責任を追及しなければならないということが定められてい
る。	 
	 
（三）各罰則の性質・関係	 
	 中国において環境媒体への侵害行為を規制する最も重要な規定は、刑法 338 条である。
同条の行為客体は環境媒体に限定されているものの、その保護法益には限定がないので、
その保護範囲は広範にわたることになる。	 
	 他方、中国刑法 339 条第１項は、境外の固体廃棄物の境内での処理に関する規定であ
る。刑法 338 条は、「境内」の「固体」廃棄物の環境汚染問題だけを規定対象とする、
といった限定を設けていない以上、境内でも境外でも、また、固体廃棄物でも、液体廃
棄物及び気体廃棄物でも、環境汚染に関係があればその全てを規制することができる。
つまり、刑法 338 条と 339 条とは、境内か境外かいうレベルでその規制対象を分けるよ
うな関係に立っているわけではなく、刑法 339 条の規定は 338 条の環境犯罪規定が補足
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
19「大気汚染防治法」第 61 条に、「重大な大気汚染事故を生じさせ、公私の財産に重大な損
失を与え又は人を死傷させる重大な結果を発生させ、犯罪になるとき、法律によって刑事責
任を追究する」と定められる。	 
20「水汚染防治法」第 90 条に、「犯罪になるとき、法律によって刑事責任を追究する」と定
められる。	 
21「固体廃物汚染環境防治法」第 83 条に、「本法の規定に違反して、危険廃棄物を収集し、
貯蔵し、利用し又は処分することによって重大な環境汚染事故を生じさせ、犯罪になるとき、
法律によって刑事責任を追究する」と定められる。	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しうる範囲の一部を規制している規定である。そこで本論文は、一般的な環境犯罪の処
罰規定に当たる 338 条を中心として、検討を進めることにする。	 
	 次に、中国刑法 114 条と 115 条は、人の生命・健康や財産などの法益を着目し、危険
な方法によって公共の安全を侵害する犯罪に関わる規定である。改正前の 338 条は、も
ともと人の生命・健康や財産などの法益を着目する規定であったため、中国においては、
つねに 338 条と 114 条・115 条との適用関係が検討対象とされていた。改正後の 338 条
の文言は、もはや人の生命・健康や財産といった法益に着目していないので、この改正
後の 338 条と 114 条・115 条との適用関係がどのように変わるか、という点は検討に値
する問題である。本論文では、中国の環境犯罪の処罰範囲を確定する上で、338 条と 114
条、115 条との適用関係についても明確化にする。	 
	 最後に、中国の環境行政法における罰則の提示規定は、いずれも注意規定にすぎない。
つまり、環境汚染行為が犯罪になる場合、刑事責任を追及すべきである、ということを
提示するにすぎず、これは具体的な犯罪構成要件を規定しているわけではないのである。
したがって、犯罪成立の判断は、依然として刑法上の構成要件に基づいて行われるべき
ことに変わりはない。つまり中国の環境罰則は、日本のような行政従属性を持たないの
である。また、環境行政法における罰則の提示規定は、犯罪成立の可能な例示の一つを
提示するにすぎず、犯罪成立に関わる他の可能な情状を排除するということを意味しな
い。例えば、「大気汚染防治法」第 61 条における「重大な大気汚染事故を生じさせ、公
私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷させる重大な結果を発生させ」るという規定
と「固体廃物汚染環境防治法」第 83 条における「重大な環境汚染事故を生じさせ」ると
いう規定は、重大な環境汚染事故の発生が犯罪成立の一つの例示であるということを提
示しているにとどまり、重大な環境汚染事故が生じない場合には犯罪が成立しない、と
いうことまでは意味していない。したがって、このような罰則の提示規定は、改正後の
刑法 338 条の規定とも矛盾しない。環境行政法における規定は、刑法 338 条における
「国家規定に違反して」という文言の内実や範囲を確定するのに際して重要な意味を持
っているので、以下、環境行政法の規定についても、必要な限度で検討していくことに
する。	 
	 
二	 刑法 338 条の環境汚染罪の処罰範囲に関する議論状況	 
	 2011 年の刑法修正案（八）によって、刑法 338 条は大幅に改正された。改正後の 338
条22は、文言からすると、①「土地、水域又は大気」という環境媒体の制限を削除した
ものの、実際上、環境媒体はこの三種類に尽きるので、この改正は形式的な文言の変更
にすぎない。この改正に認められる実質的な意義の一点目は、②汚染物質が「危険廃物」
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
22旧 338 条：「国家規定に違反して、土地、水域又は大気に放射性廃棄物、伝染病の病原体
を含有する廃棄物、毒性物質又はその他の危険な廃棄物を排出し、投棄し、又は処分した者
が、重大な環境汚染事故を生じさせ、公私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷させる重
大な結果を発生させたときは、３年以下の有期懲役又は拘役に処し、罰金を併科し又は単科
する。その結果が特に重いときは、３年以上７年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。」	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から「有害物質」に拡大されたという点である。実際の汚染事件からすると、環境媒体
を汚染した物質は常に危険廃棄物と限らないので、「危険廃物」という文言が環境犯罪
として刑事責任を追及する際に障害となるようになった23。改正後の「有害物質」は、
環境を汚染しうるすべての物質を含む文言である。改正の実質的な意義の二点目は、③
侵害結果に当たる、「重大な環境汚染事故を生じさせ、公私の財産に重大な損失を与え
又は人を死傷させる重大な結果を発生させた」24という文言を、「環境を著しく汚染し
た」という文言に変えたことである。	 
	 本罪の構成要件は、国家規定に違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する
廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄し、又は処分し、環境を著しく
汚染した、ことである。この構成要件は三つの要素から成っている。第一に、国家規定
への違反である。第二に、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質
又はその他の有害物質25を排出し、投棄し、又は処分した行為である。第三に、環境を
著しく汚染したという結果である。構成要件の解釈上、「放射性廃棄物、伝染病の病原
体を含有する廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄し、又は処分した」
という汚染物質と行為については、処罰範囲との関係で争いがないので、本論文におい
ては検討しない。処罰範囲との関係で検討に値するのは、「環境を著しく汚染した」と、
「国家規定に違反して」という要件である。	 
	 
（一）「環境を著しく汚染した」	 
	 「重大な環境汚染事故を生じさせ、公私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷させ
る重大な結果を発生させた」という文言から、「環境を著しく汚染した」という文言へ
の改正は、高い評価を受けている。改正前の 338 条が、公私財産と人身権利を直接的な
保護対象としていたのに対して、改正後の 338 条は、大気、水域、土壌などの環境媒体
を直接的な保護対象とするようになったとされる26。改正前の 338 条の侵害結果が人の
身体や財産への損害であるのに対して、改正後の 338 条の侵害結果は環境媒体への損害
であり、侵害の客体がもはや人の生命、健康又は公私財産に限られず、人の生命、健康
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
23劉彩靈・李亜紅『環境刑法的理論与実践』（中国環境科学出版社、2012 年）65 頁。	 
24「重大な環境汚染事故を発生させ、公私の財産に重大な損失を与えた」に関する司法解釈
として、2006 年 7 月 21 日付の最高人民法院「環境汚染の刑事事件の審理における法律適用
に係る若干の問題に関する解釈」が存在する。	 
25	 ここでの「放射性廃棄物」とは、国家規定による上限に超える放射性核素を含む固体、液
体及び気体廃棄物である。「伝染病の病原体を含有する廃棄物」とは、伝染病を引き起こす
可能性が高く、人間の健康或いは環境に害を与える廃棄物をいう。「毒性物質とその他の有
害物質」とは、「国家危険廃物名録」において記録されている物質、または国家の有害物質
鑑別標準と鑑別方法によって認定された危険性を持っている物質をいう（李希慧・董文輝・
李冠煜『環境犯罪研究』（知識産権出版社、2013 年）189 頁、劉彩靈ほか・前掲注（23）66
ー67 頁、呉献萍・前掲注（7）167ー168 頁）。	 
26栗相恩「汚染環境罪探析」蘭州学刊４号（2012 年）151 頁。	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又は公私財産を侵害しなくても、環境汚染罪になりうるとされる27。そこで、改正後の
338 条は、人の身体や財産の保護を通じて環境を保護するという規制方式をもはや採用
しておらず、短期利益と人身利益だけを保護することを克服し、環境それ自体の生態効
能と生態価値という長期的な生態利益を重視するようになった、と評価されているので
ある28。	 
	 また、改正後 338 条においては以前よりも犯罪成立の基準が下げられ、処罰範囲が拡
大したことになり、これによって刑事訴追の力が強化されたと一般的に認められている
29。改正後の 338 条は、「事故」という文言を削除したことにより、重大な環境汚染事
故を生じさせなくても、国家規定に違反し、排出基準を超え、長期にわたって有害物質
を排出し、投棄し、又は処分したことによって環境を著しく汚染した、というような、
長期的累積的な環境への重大な汚染行為も環境汚染罪の処罰対象とすることができる。
また、人の生命、身体または公私財産への重大な損害を引き起こす行為だけではなく、
人の生命、身体または公私財産への重大な損害を引き起こさなくても、環境への重大な
汚染結果を引き起こす行為であれば、それもまた環境犯罪として処罰することができる
30。	 
	 
１学説上の展開	 
	 改正後の 338 条の環境汚染罪における「環境を著しく汚染した」という文言の具体的
な意味については、学説上、盛んに議論がなされている。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
27陳君「対『刑法修正案（八）』関於汚染環境罪規定的理解与探討」北京理工大学学報（社
会科学版）14 巻６号（2012 年）109—110 頁、112 頁。	 
28李希慧・董文輝「重大環境汚染事故罪的立法修改研究」法学雑誌９号（2014 年）10 頁。陳
君・前掲注（27）109 頁。	 
29高銘暄・陳璐『「中華人民共和国刑法修正案（八）」解読与思考』（中国人民大学出版社、
2011 年）124 頁、王作富『刑法分則実務研究（下）〔第五版〕』（中国方正出版社、2013 年）
1389 頁、張軍『「刑法修正案（八）」条文及配套司法解釈理解与適用』（人民法院出版社、
2011 年）318 頁、陳君・前掲注（27）110 頁、馮恵敏「汚染環境罪若干問題探討」山東警察
学院学報 136 号（2014 年）73 頁、郭世傑「従重大環境汚染事故罪到汚染環境罪的理念嬗递」
中国刑事法雑誌８号（2013 年）47 頁、呉偉華・李素娟「汚染環境罪司法適用問題研究—以両
高『関与辦理環境汚染刑事案件応用法律若干問題的解釈』為視角」河北法学 32 巻６号（2014
年）196 頁、汪維才「汚染環境罪主客観要件問題研究」法学雑誌８号（2011 年）73 頁、龍燕
「懲治破壊環境資源犯罪立法問題芻議—兼評『刑法修正案（八）及其相関司法解釈』」人民論
壇 413 号（2013 年）145 頁。	 	 
30李希慧ほか・前掲注（28）10 頁、陳慶・孫力「有関汚染環境罪的法律思考—兼論『刑法修正
案（八）』対重大環境汚染事故罪的修改」理論探索 189 号（2011 年）137 頁、肖愛・呉正鼎
「論『刑法修正案（八）	 』第 46 条之完善」時代法学９巻２号（2011 年）81 頁、張勇「整体
環保観念下汚染環境罪的理解与適用」新疆社会科学６号（2011 年）89 頁、劉彩靈ほか・前掲
注（23）67 頁。	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（１）実害説	 
	 環境汚染罪は実害犯である。改正後の 338 条は、改正前と同様に「…に足りる危険」
とか「重大な危険を引き起こす」といった文言を用いていないので、この犯罪が危険犯
になったとは言えない。「環境を著しく汚染した」という文言は、刑法各則の慣例的な
用法に従えば、環境汚染罪の結果犯の性格を示したものであり、「環境を著しく汚染し
た」という実害結果を生じさせてはじめて、環境汚染罪が成立しうるのである。改正前
と比較すると、実害結果の要件が「事故」という文言上の制約から解放されたことによ
って、重大な事故とまでは言えなくても、累積性のある環境汚染が生じたならば、その
ような事態もまた実害結果に含まれうることになり、「公私の財産に重大な損失を与え
又は人を死傷させる重大な結果」のほか、環境媒体それ自体への実害結果もここに含ま
れるようになる、と主張されている31。環境媒体それ自体に生ずる実害結果とは、環境
を汚染した、という事態である。すなわち、有害物質を排出し、投棄し、処分すること
によって、水域、土壌、空気という環境媒体に物理的又は化学的な変化を発生させたと
いうことである32。	 
	 	 
（２）危険説	 
	 これに対し、「公私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷させる重大な結果を発生
させた」という文言が削除されたので、338 条は危険犯の規定になった、とする見解も
ある33。338 条が通常の「…に足りる危険」とか「重大な危険を引き起こす」とかという
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
31陳君・前掲注（27）111 頁、劉清生「論汚染環境罪的司法解釈」福州大学学報（哲学社会科
学版）117 号（2013 年）68 頁、姜俊山「論汚染環境罪之立法完善」法学雑誌３号（2014 年）
95 頁、張飛飛「汚染環境罪立法完善問題研究」重慶理工大学学報（社会科学）27 巻５号
（2013 年）51 頁、馮恵敏・前掲注（29）76 頁、曽粤興・周兆進「汚染環境罪危険犯研究」
中国人民公安大学学報（社会科学版）174 号（2015 年）71 頁、郭世傑・前掲注（29）49 頁、
林芳恵「汚染環境罪立法的反思と重構」福建農林大学学報（哲学社会科学版）17 巻６号
（2014 年）97 頁、馮軍「汚染環境罪若干問題探討」河北大学学報（哲学社会科学版）４号
（2011 年）21 頁、馮軍・李永偉ほか『破壊環境資源保護罪研究』（科学出版社、2012 年）
25 頁、李希慧ほか・前掲注（25）191—192 頁、肖愛ほか・前掲注（30）81 頁、栗相恩・前掲
注（26）154 頁、汪維才・前掲注（29）73 頁、蘇永生「刑法解釈的限度到底是什麼—由一個司
法解釈引發的思考」河南大学学報（社会科学版）54 巻１号（2014 年）70ー71 頁、張勇・前
掲注（30）92 頁、張洪成・蘇恩明「風険社会下汚染環境罪之処罰拡張問題研究」太原理工大
学学報（社会科学版）33 巻３号（2015 年）34 頁、龍燕「懲治破壊環境資源犯罪立法問題芻
議—兼評『刑法修正案（八）及其相関司法解釈』」人民論壇 413 号（2013 年）146 頁。	 
32栗相恩・前掲注（26）155 頁。	 
33邢飛龍「刑事司法中公害犯罪因果関係的認定—以汚染環境罪為切入点」四川理工学院学報
（社会科学版）28 巻４号（2013 年）85 頁、孟慶華・王法「重大環境汚染事故罪修改若干問
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文言を用いていないのは、「環境を著しく汚染した」という文言に実害結果と危険結果
の両方の意味を含ませることができるからである。すなわち、「環境を著しく汚染した」
という文言は、実害結果だけではなく、危険状態も含むことができる、とされる34。
「実害結果」は人の生命、健康への重大な侵害又は公私財産の重大な損失を指す。これ
に対し、「危険状態」の存否は、実害結果が発生したか否かを問わない。排出行為が基
準を超えたこと、排出行為の持続した期間、及び排出した汚染物の数量などを総合的に
考慮し、危険状態が生じたと言えるかどうかが判断されるべきだ、と主張されるのであ
る35。	 
	 
（３）情節説	 
	 以上に対し、次のような見解も主張されている。環境犯罪を危険犯とした場合、「危
険」の程度を判断するのは困難である。また、実害犯とすれば保護が遅くなりすぎてし
まう。そこで、環境犯罪というのは、これを「情節犯」と解するのが適切であるという。
すなわち、環境犯罪の成立には、違法行為と具体的な情状の両方が必要だとされる。
「環境を著しく汚染した」という文言は、汚染行為の情状に対する限定である一方、汚
染結果への程度の限定でもある。そこで、「環境を著しく汚染した」ということは、汚
染行為の情状の重大性、又は汚染結果の重大性を表すものである、とされる36。	 
	 行為の情状の重大性は、行為手段、行為の時間条件と空間条件、行為対象に関係する。
例えば、時間又は空間において確認しにくい汚染物の排出行為は行政官庁の環境監視管
理活動から逃れやすいので、この種の排出行為は行為の情状の重大性を備える行為に属
する。危険性が高い工具を使用し、又はコントロールし難い方法によって、汚染物を排
出する行為も、行為の情状の重大性を備える行為である。行為の繰り返しも行為の情状
の重大性を認める際の一つの要素である。他方、重大性を備える結果は、土地、水域、
大気に物理的又は化学的な性質の重大な変化を生じさせるという直接的結果、人の健康
や公私財産に重大な損害を生じさせるという間接的結果、環境汚染が一定地域の供水を
停止させるという社会的な影響としての結果を含む、と主張される37。	 
	 
（４）行為説	 
	 また、改正後の 338 条の環境汚染罪は「行為犯」になる、という理解も見られる。
「環境を著しく汚染した」という文言は、排出・投棄・処分行為の対象に及ぶ有害性の
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
題探討」江蘇技術師範学院学報 16 巻 11 号（2010 年）17 頁、欧陽本祺「論刑法上的具体危険
的判断」環球法律評論６号（2012 年）70 頁。	 
34陳慶ほか・前掲注（30）138 頁。	 
35皮勇・劉俊「汚染環境罪の犯罪客体及其危害結果問題」『生態文明的法制保障—2013 年全国
環境資源法学検討会論文集』中国重要会議論文＠CPCD	 (China	 Proceeding	 of	 Conference	 
database)（2013 年）563—564 頁。	 	 
36劉清生・前掲注（31）70 頁。	 
37劉清生・前掲注（31）71 頁。	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程度についての限定である一方、不法に排出し、投棄し、又は処分するという行為それ
自体の程度に関する限定でもある38。すなわち、環境を著しく汚染するという行為を行
いさえすれば、それは必然的に環境犯罪の保護法益への侵害をもたらすのであり、環境
汚染罪が成立することになる、と主張される39。	 
	 
（５）小括と問題点	 
	 ①「情節」概念の分解	 
	 中国において、「情節犯」とは、一般的に言えば、犯罪の成立に量的事実を必要とす
る犯罪を指すとされる40。例えば、「情節厳重」、「情節劣悪」「数額が比較的大きい」
などの要素がこれであり、旧 338 条における「公私の財産に重大な損失を与え又は人を
死傷させる重大な結果を発生させた」などの文言も情節犯の「情節」に当たるものと見
なされる41。	 	 
	 情節犯における「情節」は、犯罪成立のための総合的な判断要素であり、実害結果、
危険状態、行為自体の危険とは異なる次元の概念である。つまり、情節だけに言及して
も、環境汚染罪の成立には実害結果が必要とされるか、危険状態が必要とされるか、そ
れとも行為自体の危険だけがあれば足りるのか、という問題については、依然として解
決を与えることができない。以上の情節説の論者によれば、実際上、「環境を著しく汚
染した」という環境汚染罪の成立の「情節」は、「行為」の情節と「結果」の情節とに
分けられるようになる。そうすると、「情節説」の主張が持つ枠組み自体は、行為説と
実害説のいずれの立場との関係でも中立的である、と理解することができる。	 
	 
	 ②危険説と行為説の同質性	 
	 行為説に対しては、さまざまな批判が投げかけられている。「環境を汚染する」とい
うことは、環境が汚染されたという結果を指すこともできるし、環境を汚染している行
為を指すと解することもできるものの、「環境を著しく汚染した」という文言は、明ら
かに「環境が汚染された」という結果の規定であるので、環境を汚染する「行為」しか
認められない場合には環境犯罪に当たらない。「環境を著しく汚染した」という文言が
仮に汚染行為に関する限定と見なされるのであれば、すべての犯罪が何らかの侵害結果
を引き起こしうる「行為犯」ということになってしまうので、環境汚染罪を「行為犯」
として理解するのは適切ではない、と指摘される42。また、環境汚染行為と汚染結果と
の間には、常に一定の時間的な間隔があるので、汚染行為が終わった時点では環境汚染
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
38陳洪兵「解釈論視野下的汚染環境罪」政治与法律７号（2015 年）30 頁。	 
39李岸曰「新『重大環境汚染罪』属結果犯、危険犯還是行為犯」環境保護 11 号（2011 年）52
頁。	 
40劉艶紅「情節犯新論」現代法学 24 巻５号（2002 年）81 頁。	 
41王瑩「情節犯之情節的犯罪論体系性定位」法学研究３号（2012 年）126 頁、劉艶紅・前掲
注（40）80ー81 頁。	 
42劉清生・前掲注（31）68 頁。	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の潜在的な可能性があるに過ぎず、犯罪の成立に必要である法益侵害又はその危険を生
じさせた（つまり、著しく汚染したという結果が生じた）とまでは言えないため、単な
る汚染行為を行っただけでは環境犯罪になるわけではない、とも指摘される43。汚染行
為を行いさえすれば環境犯罪になるというのでは、正常な生産活動が過度に阻害される
ようになるとの懸念も表明されている44。	 
	 しかし、以上の学説の概観からすると、行為説の論者は、単なる汚染行為だけがあれ
ば足りると主張しているわけではなく、そこでは一定程度の危険を持った行為が必要と
されている。したがって、上述のような批判が行為説に対して直ちに妥当するわけでは
ない。実際上、環境汚染罪について、立法論として「行為犯」化を提唱する見解も存在
している。すなわち、環境汚染は長時間経て初めて表面化するということ、汚染の範囲
をコントロールすることができないということ、及び汚染行為の複合性、こういった事
情から、環境汚染と侵害結果との間の因果関係を証明することは難しいので、環境汚染
行為を放任しないためにも、立法上「環境を著しく汚染した」という文言を削除し、犯
罪成立における因果関係の証明という要請を回避し、環境犯罪成立の基準を下げ、行為
犯を設けるという方策をとる方がより適切であると主張されるのである45。前のところ
で確認した「行為説」に対する数々の批判は、このような立法論上の行為犯提唱説、つ
まり「環境を著しく汚染した」という文言を削除するべきであるという見解との関係で
は、的を射た批判であると言えるように思われる。	 
	 さて、行為犯の論者が「一定程度の危険を持った行為」を要求するということになる
と、そのような行為説の見解と、危険説の見解との間には、実は実質的な相違点がなく、
せいぜい「危険の程度」に対する要請に関して差異があるにすぎないように思われる。
そこで、以下では、この二つの学説をまとめて「危険説」と称することにしたい。	 
	 
	 ③危険説と実害説との関係	 
	 以上で確認したところによると、実害説が問題とする「実害」の中には、改正前の
338 条にも定められていた人の健康、財産への侵害と、改正後の 338 条に新設された環
境媒体それ自体への侵害の両方が含まれることになる。危険説によれば、環境犯罪の成
立には、「公私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷させる重大な結果を発生させた」
という結果は必要でなく、その危険があれば足りると主張される。そうすると、実害説
は、行為結果の見地からその主張を展開しているのに対して、危険説は、侵害法益の見
地からその主張を展開しているのであって、二つの見解は異なる次元で主張を行うもの
であり、必ずしも相互に対立する立場ではない。すなわち、行為結果の観点からすると、
環境犯罪は「環境を著しく汚染した」という状態の発生を必要とする「実害犯」であり、
侵害法益の観点からすると、環境犯罪には法益侵害の危険が引き起こされることが要求
される。また、環境媒体を汚染し、よって公私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
43張飛飛・前掲注（31）52—53 頁。	 
44曽粤興ほか・前掲注（31）75 頁。	 
45姜俊山・前掲注（31）96—97 頁、李岸曰・前掲注（39）52 頁。	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させる重大な結果を発生させる危険を生じさせた場合、環境犯罪が成立するという点に
ついては、危険説と実害説との間で結論に差異はない。	 
	 
	 ④問題点	 
	 中国刑法典 338 条における「環境を著しく汚染した」という文言は、一見すると、行
為結果だけを表した文言であるように見える。しかし、「環境を著しく汚染した」とい
う文言は、行為結果だけではなく、法益侵害の程度も示しているのである。具体的に言
えば、「環境を汚染した」ということは環境犯罪の行為結果を表し、「著しく」という
ことは法益侵害の程度を表している。環境犯罪の成立には、一定の法益侵害の程度に達
する結果を生じさせたことが必要とされるのである。「環境を汚染した」という行為結
果は、汚染物を排出する行為それ自体と同じものではない。汚染物を排出する行為は、
環境媒体を汚染したという結果を常にもたらすものの、汚染物を排出する行為と環境媒
体を汚染した結果は、論理上独立した概念である。汚染物を排出していても、環境媒体
に達する前、例えば汚染物がなお排出パイプにある時点では、環境媒体を汚染したとは
言えない。環境犯罪の規定は、すべての「環境を汚染した」行為を処罰するわけではな
く、一定の法益侵害の程度に達する「環境を汚染した」行為だけを処罰する。この法益
侵害の程度を提示するのが「著しく」という文言であり、ここでの課題は、この「著し
く」に表現された法益侵害の程度を確定する、ということである。この法益侵害の程度
の確定は、法益の内実の確定と、侵害程度の確定という両方の課題を含んでいる。	 
	 上述の検討からすると、現在の中国においても、刑法 338 条の環境汚染罪の処罰範囲
をめぐって、「環境を著しく汚染した」という行為結果をもたらし、よって公私の財産
に重大な損失を与え又は人を死傷させるという法益侵害を引き起こす行為又はその危険
を引き起こす行為、という両方の要素がともに環境犯罪の要素をなしているという点に
関しては、コンセンサスが形成されうるように思われる。しかし、環境を汚染する行為
を行う場合、例えば排出基準に違反する汚染物を排出する行為や、一定数量の廃棄物を
投棄する行為などを行う場合、その行為がいまだ、公私の財産に重大な損失を与え、又
は人を死傷させる重大な結果を発生させる危険をもたらすまでには至らない、と認めら
れる場合に、このような行為をどのように扱うかという点については、すべての学説が
沈黙を守っているのである。この問題に答えるための前提として、刑法 338 条の環境汚
染罪は、修正前に問題とされていた伝統的な個人法益のほか、それとは別の種類の法益
も保護する可能性があるか、もしあればこの別の種類の法益とは何か、どの程度の侵害
に達すれば処罰可能と言えるか、といった、法益の内実と、法益侵害の程度に関する問
題点を解決しなければならない。これについては、法益論の部分で検討していくことに
する。	 
	 
２司法解釈の規定	 
	 「環境を著しく汚染した」という文言の意味に関しては、司法解釈も存在している。
環境犯罪に関する司法解釈は、2013年6月19日最高人民法院、最高人民検察院により発せ
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られた「関与辦理環境汚染刑事案件応用法律若干問題的解釈」である。ここでは、本論
文に最も関係する司法解釈第１条の規定を挙げることにしたい46。	 
	 この司法解釈の第１条によれば、以下で挙げられる状況は「環境を著しく汚染した」
場合に含まれる。すなわち、	 
（一）飲料水水源一級保護地域又は自然保護核心区域において、放射性廃棄物、伝染病
の病原体を含有する廃棄物、毒性物質を排出し、投棄し、又は処分した行為；	 
（二）３トン以上の危険廃棄物を不法に排出し、投棄し、又は処分した行為；	 
（三）汚染物排出基準の３倍を超えて、不法に重金属を含有する汚染物、残留性有機汚
染物等の環境又は人の健康に重大な損害を引き起こす汚染物を排出した行為；	 
（四）無断で地下パイプを設置し、又は排水用の井、排水用の竪穴、裂け目、石灰洞を
利用して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質を排出し、投棄
し、又は処分した行為；	 
（五）国家規定に違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物
質を排出し、投棄し、又は処分した行為を行ったことを理由に二次以上の行政処分を受
けた者が、二年以内に再び以上の行為を行ったこと；	 
（六）郷鎮ランク以上の行政区域における集中的に供水する水道の水源からの取水を12
時間以上中断させた行為；	 
（七）５畝以上の基本農用地、保安林地、特殊用途林地に	 、10畝以上の他の農用地に	 、
20畝以上の他の土地について	 、それらの基本的な機能を喪失させ、または永久的に破壊
させた行為；	 
（八）森林又は他の林木を50立方メートル以上枯死させ、又は幼い樹木を2500株以上枯
死させた行為；	 
（九）公私財産を30万元以上損失させた行為；	 
（十）群衆を5000人以上分散し移動させた行為；	 
（十一）30人以上を中毒させた行為；	 
（十二）３人以上に軽い傷害或いは軽い障害を与えた行為、又は器官組織の損害によっ
て一般的な機能障害を引き起こした行為；	 
（十三）１人以上に重い傷害或いは中級程度の傷害を与えた行為、又は器官組織の損害
によって重大な機能障害を引き起こした行為；	 
（十四）その他の環境を著しく汚染した行為。	 
	 「環境を著しく汚染した」という意味を確定する際には、以上で挙げられた環境犯罪
に関する司法解釈を考慮しなければならない。この司法解釈は、旧司法解釈（「表２中
国罰則表と司法解釈」参照）と比較して、新たに五つの行為類型（第１条第１号から第
５号）を付け加えることで、その処罰範囲を拡大した。司法解釈の第２条47によれば、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
46司法解釈のほかの条項は後掲「表２中国罰則表と司法解釈」を参照。	 
47司法解釈第２条：刑法 339 条、408 条において定められる行為を行って、よって本解釈１条
６号から 13 号にかけて定められる結果を引き起こした場合、「公私の財産に重大な損失を与
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第１条で挙げられた（六）から（十三）にかけての規定は「公私の財産に重大な損失を
与え、又は人の健康に重大な危害を及ぼした」に関わる。そうすると、司法解釈におけ
る「環境を著しく汚染した」に関する規定は、以下の二つの状況を含むと考えることが
できる。すなわち、①「環境を著しく汚染した」という結果の具体的な内実を提示する
規定（司法解釈（６）—（13））と、②環境を汚染する行為というものにだけ関わる規定
（司法解釈（１）—（５））である。この司法解釈の規定の性質については、さまざまな
見解が存在している。	 
	 
	 ①行為程度限定説	 
	 司法解釈１条１号から５号にかけての規定は、一定の場所、一定の数量又は一定の行
為態様に関わるものであり、行為それ自体への限定、又は行為対象の有害性の程度に対
する限定に関わる。そして、司法解釈１条６号から13号にかけての規定は、人身又は財
産の損害程度への限定を通じて、排出・投棄・処分行為のうち刑事罰に値する程度のも
のを提示した規定である。このように主張する見解がある48。	 
	 
	 ②二分説	 
	 次に挙げられるのが、司法解釈の各号に定められた各種行為を、二種類の犯罪類型へ
と分けて考える見解である。まず、司法解釈１条１号から５号にかけての規定は、環境
汚染罪の危険犯の規定であり、これらは「環境を著しく汚染した」という結果の発生を
必要としない。これらの行為は、環境を侵害する、又は侵害する危険がある程度に達し
た行為であるので、これらの行為を行い、環境を著しく汚染する危険を生じさせさえす
れば、環境犯罪が成立する。これに対して、司法解釈１条６号から13号にかけての諸規
定は、環境汚染罪の実害犯の規定であり、「環境を著しく汚染した」という実害結果を
生じさせてはじめて、犯罪が成立する、と主張される49。	 
	 
	 ③結果提示説	 
	 この見解によれば、司法解釈１条６号から13号にかけての規定が、「結果」を表現し
た規定であることはもとより、司法解釈１条１号から５号にかけての規定もやはり「結
果」を表す規定である。司法解釈１条１号から５号にかけての規定は、直接には汚染結
果の内実を提示していないものの、特定の区域で、又は一定数量の汚染物を排出し、投
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
え、又は人の健康に重大な危害を及ぼした」又は「公私の財物に重大な損失を与え、又は人
を死傷させた」と認められるべきである。	 
48陳洪兵・前掲注（38）30 頁。	 
49張洪成ほか・前掲注（31）34 頁、蘇永生・前掲注（31）70 頁、温建輝「汚染環境罪論要」
公民と法１号（2015 年）31 頁、曽粤興ほか・前掲注（31）74 頁、曽粤興「論我国環境刑法
与環境行政法之間的協調与銜接」河南財経政法大学学報６号（2013 年）43 頁、李尭「如何界
定汚染環境罪中的『処置』行為」中国検察官 194 号（2014 年）76 頁、呉偉華ほか・前掲注
（29）196 頁。	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棄し、処分するという行為を規定している。このような行為は、環境を汚染する危険を
はらんだものであるので、司法解釈１条１号から５号にかけての規定は、類型的な抽象
的危険犯の規定であり、抽象的な危険の発生を危険結果としての規定であると主張され
る50。	 
	 
	 ④小括と問題点	 
	 司法解釈規定において、①の諸規定（司法解釈（６）—（13））は、行為の結果から環
境犯罪の成立を限定していることから、これらが刑法338条における「環境を著しく汚染
した」という「結果」に関わる具体的な解釈例であることについて異論の余地はない。
これに対して、②の諸規定（司法解釈（１）—（５））の場合、一見すると何らかの「結
果」の発生を問わず、「行為」それ自体との関係で犯罪の成立範囲を限定しているよう
に見える。そこで、②の諸規定が、338条における「環境を著しく汚染した」という「結
果」を表す性質の文言と矛盾しないか、という疑問を投げかけなければならない。	 
	 以上で述べた学説の争点は、司法解釈が、行為結果の見地から、338条における「環境
を著しく汚染した」という文言の意味を解明したものなのか、それとも、法益侵害の見
地から、その文言に当たる場合を例示したものなのか、そのどちらなのか、という点で
ある。行為結果の見地から見れば、338条の条文の規定は実害犯の規定とみるべきもので
あるから、司法解釈の規定が「危険犯」を含んでいるところからすると、司法解釈は解
釈の権限を逸脱し、実際上の立法になってしまっている、と指摘される51。このように、
司法解釈に関しては、その規定の性質それ自体が論争含みであると言わなければならな
い。	 
	 また、司法解釈においては、「３トン以上の危険廃棄物」、「汚染物排出基準の３倍
を超えて」などに見られるように、画一的な数量規定方式がとられているが、この点に
も問題はある。すなわち、このような規定方式は、具体的な状況に即して、環境犯罪に
おける法益が侵害されたと言えるか否かを個別事例ごとに検討することを不可能にする。
そうすると、具体的な状況を考慮せず、画一的な数量によって処罰範囲を画定するこの
ような規定の方式は、はたして、環境法益侵害に対するあるべき処罰範囲と一致するの
だろうか。つまり、このような規定は、日本の環境行政罰則の一部と同様に、刑法の法
益保護原則に違反するのではないか、という疑義を拭いきれない。	 
	 さらに、司法解釈１条９号によると、公私財産に与える損失は、環境犯罪の成立にと
っても一つの重要な考慮要素である。司法解釈第９条52によると、公私財産に与える損
失には、環境実際価値の減少、及び、汚染の拡大を防止する又は汚染を取り除くための
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
50林芳恵・前掲注（31）97 頁、焦艶鵬「実体法与程序法双重約束下的汚染環境罪司法証明—以
2013 年第 15 号司法解釈的司法実践為切入」政治与法律７号（2015 年）17ー18 頁。	 
51蘇永生・前掲注（31）70—71 頁、張洪成ほか・前掲注（31）34 頁。	 
52司法解釈第９条：公私財産に与える損失は、環境汚染行為が直接に引き起こした財産の損
壊、実際価値の減少、及び汚染の拡大を防止する又は汚染を取り除くために採取した措置か
ら生じた費用を含む。	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措置から生じた費用を含む。この規定からみると、環境の実際価値を減少させるという
ことと、整備費用を多額にさせるということは、ともに環境法益侵害の表現の一種であ
ることになる。このような「侵害結果」から見て想定される保護法益は、人の健康では
ないことが明らかであろう。そうであれば、ここで想定されている「環境法益」、つま
り「公私財産」によって表現されている「環境法益」とは、具体的にどのような法益で
あるのかという点を検討しなければならない。	 
	 他方、中国の環境犯罪に関する司法解釈においては、「その他の環境を著しく汚染し
た行為」という一般的な概括条項が定められるので（第（十四）号を参照）、環境犯罪
の処罰範囲は、この司法解釈において具体的に列挙されている行為には限られないこと
になる。司法解釈において具体的に列挙されている行為のほか、いかなる行為が環境を
著しく汚染した行為に属するのか、という点も検討しなければならない。この問題は、
中国においてはほとんど検討されないままにおかれているのである。	 
	 「環境を著しく汚染した」という文言の適用範囲が明確にされなければ、それは司法
実務上適用が困難となり、不適正な適用状況をもたらしかねない53。「環境を著しく汚
染した」ということを判断する際には、排出し、投棄し又は処分した汚染物の種類、数
量、濃度、汚染された環境媒体の面積、汚染程度、環境の質への影響、周辺住民の健康
と生活の質への影響程度、動物と農作物への損害程度、公私財産の損失額などの要素を
考慮するべきである、とされているが54、これらの要素と法益侵害との関連性を考慮す
るべきである。ここでもやはり、まずもって確定すべきなのは環境犯罪の法益である。
法益論に基づいて、環境犯罪の実質的な処罰範囲を画定する必要がある。その（法益論
に基づいて画定された）実質的な処罰範囲を根拠にして、司法解釈の規定の合理性を検
討し、司法解釈に例示されていないが処罰に値する環境汚染行為とはどのようなものか、
という点を確定するべきである。	 
	 
３中国の判決の状況	 
	 	 中国の司法判決55は、ほぼ司法解釈の規定を根拠として下されている。2013 年 6 月
19 日に最高人民法院、最高人民検察院により「関与辦理環境汚染刑事案件応用法律若干
問題的解釈」が公布された後、司法判決は、この司法解釈（新司法解釈）に基づいて下
されることになった。この司法解釈の配布以前も、司法判決は「関与審理環境汚染刑事
案件具体応用法律若干問題的解釈」56という旧司法解釈に基づいて下されていた。	 
	 具体的に言えば、司法判決は既に、新司法解釈の以下で挙げる条項に及んでいる。す
なわち、第１条第２号「３トン以上の危険廃棄物を不法に排出し、投棄し、又は処分し
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
53肖愛ほか・前掲注（30）82—83 頁。	 
54陳君・前掲注（27）110 頁。	 
55	 データベース「Westlaw	 China」2015 年６月 24 日までの「汚染環境罪」の裁判データを素
材とする。	 
56	 この司法解釈における本論文に関係する規定の詳細は「表２中国罰則表と司法解釈」を参
照。	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た行為」57、第１条第３号「汚染物排出基準の３倍を超えて、不法に重金属を含有する
汚染物、残留性有機汚染物等の環境又は人の健康に重大な損害を引き起こす汚染物を排
出した行為」58、第１条第４号「無断で地下パイプを設置し、又は排水用の井、排水用
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
57	 例えば、（2014）金刑初字第 131 号 2014/２/13 上海市金山区人民法院
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000014640c4b7c8e48308fc&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=6&epos=6&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
58	 例えば、（2014）杭桐刑初字第 290 号 2014/７/21 浙江省桐廬県人民法院	 	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000014821bc4abcf79ed4a5&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=2&epos=2&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2014）杭桐刑初字第 228 号 2014/５/27 浙江省桐廬県人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000014821bc4af9f79ed597&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=4&epos=4&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2014）浙金刑一終字第 343 号 2014/１/２浙江省金華市中級人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad100000148d4cd4f314e429e45&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=7&epos=7&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2013）合刑終字第 00360 号 2013/11/26 安徽省合肥市中級人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad100000148f8d9d8f40369baa5&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=8&epos=8&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2013）金蘭刑初字第 509 号 2013/11/６浙江省蘭渓市人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000014821bc5015f79ee9dd&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=11&epos=11&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2013）杭桐刑初字第 387 号 2013/11/４浙江省桐廬県人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000014821bc4addf79ed527&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=12&epos=12&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	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の竪穴、裂け目、石灰洞を利用して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、
毒性物質を排出し、投棄し、又は処分した行為」59、第１条第９号「公私財産を 30 万以
上損失させる行為」60及び第３条第 10 号61「１人以上に死亡させまたは高級程度の障害
を与える行為」62の各規定である。	 	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
59	 例えば、（2014）陵刑初字第 37 号 2014/６/26	 山東省陵県人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000014821bc4467f79ebb75&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=3&epos=3&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 	 2015/９/20）。	 
（2014）奉刑初字第 173 号 2014/２/14	 上海市奉賢区人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad1000001456da00c02494ad29d&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=5&epos=5&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2013）奉刑初字第 1442 号 2013/11/12	 上海市奉賢区人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad1000001436aa446438b27b39d&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=10&epos=10&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
60	 例えば、（2013）奉刑初字第 1440 号 2013/11/18	 上海市奉賢区人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad100000146b736efb0db84e881&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=9&epos=9&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2013）青刑初字第 844 号 2013/９/22	 上海市青浦区人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad1000001437a174e6e87e9c0f9&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=13&epos=13&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2013）青刑初字第 703 号 2013/８/19	 上海市青浦区人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000014471487323025c194e&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=14&epos=14&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2013）金刑初字第 178 号 2013/４/８	 上海市金山区人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad10000013e539706738ad98df0&srguid=i0ad82a410000014f
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（二）「国家規定に違反して」	 
	 「国家規定に違反して」にいう「国家規定」には、一般的に、主として「大気汚染防
治法」「水汚染防治法」「固体廃物汚染環境防治法」「海洋環境保護法」「環境保護法」
等の法律及び国務院より出された実施細則が含まれる、と解されている63。	 
	 司法解釈においては、「国家規定」の具体的な意味は説明されていない。中国の環境
犯罪に関する司法判決64を見ると、司法実務においては、具体的にどのような行政規定、
行政命令に違反するかということは考慮されておらず、司法解釈のどの条項に該当する
か、という点だけが考慮されている。学説上、この問題についての検討もあまりないの
が現状である。	 
	 「国家規定に違反して」という制限を設けた理由については、次のように説明される。
放射性廃棄物や伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質その他の有害物質の投棄、
処分を自然環境の中で行うことは現代の社会生活を営む上で避けることはできないもの
の、環境を持続的に利用していくためには、これらの行為が適切に制限されなければな
らない。すなわち、環境に有害物質等を排出する行為等は、国家が設けた規準を遵守し
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
ea839496617de7eb&spos=15&epos=15&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
（2011）松刑初字第 1222 号 2013/２/８上海市松江市人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad30000013625ba59ecbf957219&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=16&epos=16&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
61司法解釈第３条において、刑法 338 条における「結果が特に重い」に属する情況を例示す
る。詳しくは「表２中国罰則表と司法解釈」を参照。第３条第 10 号：「１人以上に重い傷害
或いは中級程度の障害を与えた行為、又は器官組織の損害によって重大な機能障害を引き起
こし、及び５人以上に軽い傷害或いは軽い障害を与えた行為、又は器官組織の損害によって
一般的な機能障害を引き起こした行為」。	 
62例えば、（2011）桃刑初字第 190 号 2011/10/17 湖南省桃江県人民法院	 
（http://app.westlawchina.com.ez.wul.waseda.ac.jp/maf/china-
cn/app/document?&docguid=i3cf76ad30000013bdc4c986539513f21&srguid=i0ad82a410000014f
ea839496617de7eb&spos=17&epos=17&td=19&crumb-action=append&context=5&lang=cn&crumb-
label=文件	 2015/９/20）。	 
63張明楷『刑法学〔第４版〕』（法律出版社、2011 年）995 頁、周光権『刑法各論[第２版]』
（中国人民大学出版社、2011 年）369 頁、呉献萍・前掲注（7）166−167 頁、馮軍ほか・前掲
注（31）24 頁、劉彩靈ほか・前掲注（23）66 頁。	 
64	 データベース「Westlaw	 China」2015 年６月 24 日までの「汚染環境罪」の裁判データを素
材とする。具体的な判決は注（57）注（58）注（59）注（60）注（62）を参照することがで
きる。	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て行わなければならない。本罪は、そのために、国家が設けた「法に違反した」有害物
質の環境における排出等の行為のみを処罰対象とした、というわけである65。	 
	 この見解によれば、国家規定に違反しない場合の排出行為等は、本罪の処罰対象にな
らない。しかし、排出行為等は、それが国家規定に違反するものでない限り、およそ環
境法益を侵害する余地がない行為だと言い切れるのか疑問が残る。そこで、国家規定違
反と、法益侵害の存否との関係について検討してみなければならない。	 
	 環境罰則の形成過程からすると、環境汚染行為は、当初、公共の安全を害する犯罪の
一種として取り扱われていた。その際には、公共の安全を害しさえすれば処罰の対象と
されたのであり、それに加えて「国家規定」に違反したということは要求されていなか
ったのである。そこで、環境を汚染し、よって公衆の生命・身体などの公共の安全を侵
害した場合に、特に「国家規定に違反して」という限定がはたして必要不可欠なのか、
という点が問題となる。また、環境汚染行為が、公衆の生命・身体以外の法益を侵害す
る可能性を否定することができないとすれば、その場合に援用されるべき「国家規定」
には一体どのような規定が入るのか、という点も検討されるべきである。つまり、保護
法益の類型ごとに、どのような「国家規定」の援用が許されるかを検討することが適切
である。	 
	 また、前述した司法解釈第１条第１号から第５号は、行為類型の観点から「環境を著
しく汚染した」例を規定していたのに対して、同条第６号から第 13 号は、結果の観点か
ら「環境を著しく汚染した」例を規定している。司法実務においては、司法解釈第１条
第１号から第５号にかけて定められた行為に関しても、また同条第６号から第 13 号にか
けて定められた行為に関しても具体的にどのような行政規定、行政命令に違反している
かという点については格別考慮されることなく、司法解釈の中の一定の条項に該当しさ
えすればそれで環境犯罪が成立する、と考えられるようである。司法判決が行政規定と
の関係で考慮しているのは、汚染物質の概念と排出基準値だけである。例えば、放射性
廃棄物の概念、伝染病病原体を含む廃棄物の概念、及び具体汚染物の排出基準である。
これは、行政概念従属性に近い実態だと言えよう。	 
	 しかし、行為類型の観点からの諸規定に関しては、これらが具体的な行為態様を浮き
彫りにしている以上、それに重ねて「国家規定に違反して」という限定が更に必要とさ
れるのか、という点を問題にしなければならない。結果の観点からの諸規定に関しては、
これらの規定自体が具体的な行為態様を限定していない以上、「国家規定に違反して」
という要件を通じて行為様態を限定すべきであるか、そして、いかなる限定を行うべき
であるか、という点が検討課題となる。上述した司法実務におけるやり方には問題があ
り、「国家規定に違反して」という限定と司法解釈との関係について、司法解釈の具体
的な条項ごとに検討していかなければならない。	 
	 
三	 日本環境罰則規定の参照可能性	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
65黎宏『刑法学』（法律出版社、2012 年）864 頁。	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 日本の環境罰則規定は行為類型ごとに詳細な規定を置いている。このような日本の環
境罰則は、中国の環境犯罪の処罰類型を確定する際に参照する価値があると思われる。	 
	 
（一）解釈論	 
	 中国刑法 338 条において定められている行為の範囲はかなり広範である。「排出」と
は、有害物質を土地、水域、大気に放出する行為であり、ポンプで排出する行為、溢れ
出させる行為、漏出させる行為、噴出させる行為等を含む。「投棄」とは、船舶、航空
機又はその他の搭載された設備から、有害物質を土地、水域、大気に放出する行為であ
る。「処分」とは、有害物質の化学的又は物理的な性質を変化させる方法、例えば、焼
却又は埋めるという方法によって、有害物質の量を減少させ、体積を縮小させる行為で
ある66。	 
	 ここにいう排出行為は、日本の「大気汚染防止法」や「水質汚濁防止法」において定
められている事業者の生産活動に伴う排出行為を当然内包する概念であるし、ここにい
う投棄行為は、日本の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」において定められている
不法投棄行為を当然内包する。また、上記の処分行為は、日本の「廃棄物の処理及び清
掃に関する法律」において定められているような廃棄物の不法焼却行為等を当然に含む
概念である。このように中国刑法 338 条において定められている行為は、日本の環境行
政法において定められる環境媒体に直接作用する行為様態のすべてを包含している。そ
れゆえ、日本の環境行政法が詳細に規定している違法行為の類型は、中国刑法 338 条に
おいて処罰対象とされるべき行為を画定する際にも、大いに参考になるのである。	 
	 
（二）立法論	 
	 中国刑法 338 条の規定には、日本のすべての環境行政罰則が処罰対象としている行為
のうち「環境に直接作用しない行為」に当たるような種類の行為は含まれ得ない。例え
ば、届出義務違反行為、報告・記録義務違反行為、施設検査の拒否行為、廃棄物処理担
当者の資格の許可違反行為、無資格の廃棄物処理者への廃棄物処理の委託行為、廃棄物
処理行為の監督としての管理票の記録及び保全義務違反行為等がそれである。	 
	 上述した司法解釈第７条によれば、「行為者は、他人が経営許可証を持たず又は経営
許可証の許される範囲を超えて経営しているということを知っているにもかかわらず、
他人に危険廃棄物を提供し、又は危険廃棄物の収集、貯蔵、利用、処分を委託する行為
を行い、環境を著しく汚染した場合、他人と共犯となる」。この規定からすると、廃棄
物の不法委託行為も刑罰の処罰対象になるように見える。しかし、「他人が経営許可証
を持たず又は経営許可証の許される範囲を超えて経営しているということを知っている
にもかかわらず、他人に危険廃棄物を提供し、又は危険廃棄物の収集、貯蔵、利用、処
分を委託する行為」が環境汚染罪の共犯となるためにも、「環境を著しく汚染した」と
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
66呉献萍・前掲注（7）167 頁、李希慧ほか・前掲注（25）188—189 頁、馮軍ほか・前掲注
（31）24ー25 頁、劉彩靈ほか・前掲注（23）67 頁、陳興良『罪名指南（第２版）下』（中国
政法大学出版社、2007 年）1214 頁。	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いう結果の発生がその必要条件となるのであり、これは、委託しさえすれば処罰される
という日本の規定形式と異なる。	 
	 また、上述した司法解釈第４条67に、環境監督検査又は突発環境事故の調査を阻止す
る行為があれば重く処罰する、ということが定められ、一見すると、ここでは検査忌避
行為も処罰されるかのように見える。しかし、司法解釈第７条と同様に、「環境を著し
く汚染した」結果が発生してはじめて、このような検査忌避行為を量刑事由として考慮
することができる、というのにとどまるのであり、日本のような、独立した違法行為と
しての処罰形式とは異なっている。	 
	 中国刑法 338 条の規制対象行為は、「環境媒体に直接作用する行為」にとどまり、
「環境媒体に直接作用しない行為」は規制対象外に置かれている。「環境に直接作用し
ない行為」に対する罰則規定は、日本における環境行政罰則の中でも、これを非犯罪化
するべきかしないかという論争の最も激しいところである。これらの行為は、環境に直
接作用しないものの、環境法益侵害に全く関係ないとまで断言できない。もし環境に直
接作用しない行為を環境法益侵害に関連させて考えることができるのであれば、つまり、
その行為の処罰の正当性を（環境法益侵害という観点から）証明することができれば、
立法論上、中国の環境犯罪の処罰範囲も、「環境に直接作用しない行為」にまで拡張さ
せることができるように思われる。	 
	 また、序章で述べたように、現在中国の土壌環境状況が深刻である68にもかかわらず、	 
土壌汚染除去と土壌浄化の規制、及び規制違反の刑罰規定は欠けている。中国において、
汚染土壌の処理についていかなる規制がなされるべきであるか、汚染土壌の処理に関す
る罰則を導入するべきであるかという問題に関しては、日本の「土壌汚染対策法」の規
制仕組みと罰則規定とを参考することができる。	 
	 
四	 中国環境罰則の問題点	 
	 以上の中国環境犯罪に関する論述からすると、次の課題が明らかになる。中国の環境
罰則においては、①刑法 338 条の処罰範囲が曖昧であるので、解釈によって刑罰に値す
る行為を確定しなければならない。処罰範囲を確定する際には、環境汚染罪の保護法益、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
67この司法解釈の第４条によれば、以下で挙げられる状況があれば、重く処罰しなければな
らない。すなわち、（一）環境監督検査又は突発環境事故の調査を阻止する行為；（二）汚
染防治施設を使わずに置く又は撤去し、又は汚染防治施設を正常に運行させない行為；（三）
医院、学校、住宅地などの人口が集中している地区又はその付近に、国家規定に違反して、
放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、
投棄し、又は処分する行為；（四）整頓・改革される間に、国家規定に違反して、放射性廃
棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄し、
又は処分する行為である。	 
68環境保護部・国土資源部「全国土壌汚染状況調査公報」（2014 年４月 17 日）
（http://www.zhb.gov.cn/gkml/hbb/qt/201404/W020140417558995804588.pdf	 	 2015/１/23）
を参照。	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及び「国家規定に違反して」と「環境を著しく汚染した」という文言の意味を明確にす
る必要がある。具体的な処罰類型を確定する際に、日本における「環境に直接作用する
行為」の処罰規定を参考にすることができる。刑法 338 条の実質的な処罰範囲を確定す
る際には、法益論に基づいて導き出された適正な処罰範囲を根拠として、司法解釈の合
理性、及び司法解釈が例示列挙している各行為以外の、処罰に値する環境汚染行為の範
囲について、検討を及ぼす必要がある。②次に立法論に関して言えば、中国の環境犯罪
の処罰範囲も、日本で処罰対象とされている「環境に直接作用しない行為」にまで拡張
させるべきであるか、汚染された環境媒体（主に汚染された土壌）に対する処理行為に
関する罰則も加える必要があるか、という点が検討に値する。	 
	 改正された環境汚染罪の処罰範囲は以前のものより拡大された、と言えるものの、条
文規定が抽象的にすぎるので、具体的にどの行為がどのような侵害の程度に至れば処罰
に値するかという点はあまり明確ではない。すなわち、中国の環境犯罪の構成要件が、
行政規定と刑罰規定との間で切り離された形で規定されているがゆえに、行政規定と刑
罰規定との対応関係が不明確になり、結局、どのような環境侵害行為を処罰するべきで
あるかということも不明確になるのである。また、法益の理解に関わる不明確性が、環
境犯罪の処罰範囲の確定を一層困難にさせている。	 
	 旧 338 条と比べて、新 338 条においては、侵害結果の規定の仕方が変わっており、そ
こに保護法益の拡張が含意されている。すなわち、新 338 条における「環境を著しく汚
染した」という文言によって、環境犯罪の法益を人の生命・身体・財産という伝統的な
法益に限定して考える必然性がなくなり、他の法益もそこに包含して考えることもでき
るようになる。しかし、「環境を著しく汚染した」という文言は、環境汚染という侵害
結果しか提示しておらず、保護法益の具体的な内実を示していない。したがって、ここ
で想定しているような「他の法益」というものが何か考えられるのか、考えられるとす
ればそれは具体的に何かということが検討に値するのである。この問題は法益論の部分
で詳しく検討していくことにする。
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第２章	 環境犯罪の保護法益	 
	 
第１節	 環境犯罪の保護法益を巡る議論状況	 
	 
	 環境犯罪の処罰範囲の研究において基礎におかれるべき問題は環境犯罪の保護法益で
ある。	 環境犯罪の保護法益を確定することで、法益侵害がない行為を刑罰による処罰か
ら解放することができる。また、環境犯罪の保護法益の内容は、環境犯罪の構成要件の
解釈に影響を与えることによって、環境犯罪の処罰範囲に影響を与える。	 
	 第一に、環境犯罪の保護法益は刑法によって規制される環境侵害行為の範囲の判断の
基礎である。刑事制裁は全ての法律の中で最も厳しい最終的な手段であり、その発動は
他の手段では処理し得ないときに限ってなされるべきである。法益は刑事立法に合目的
性を持たせることができる。否定的に評価されるすべての行為が刑法によって処罰され
るわけではなく、倫理規範あるいは生活習慣による評価として非難されるにすぎないこ
ともある。立法者には法益を侵害する行為のみを犯罪とすることが要求される。すなわ
ち、刑法には、法益を侵害するないし法益を危殆化する行為しか規定されるべきでない。
刑法的介入が必要とされる範囲およびその限界づけの前提として、法益の具体的内容を
厳密に明らかにしなければならない1。非犯罪化するべきであるかどうかという判断は、
法益侵害の有無によるべきである。法益侵害がない行為は、非犯罪化し、刑罰以外の手
段によって規制すべきである。	 
	 第二に、環境犯罪の保護法益は環境犯罪の構成要件解釈の指導概念である。構成要件
における法益を確定するのは、刑法各論の法条の解釈にとって、最も重要かつ優先的に
すべきことである。法益は各構成要件の正当性を基礎づけるのである2。いかに構成要件
の言葉を解釈するか、またいかに正義に適い合理的な処罰範囲を確定するかという問題
の解決の重要な鍵となるのは、法益である。法益の捉え方が異なれば、構成要件の解釈
や処罰の範囲にも違いが生じることになる。たとえば、窃盗罪の法益は占有か本権かと
いう理解の相違は、所有者が自分の財物を窃盗犯のところから取り戻す行為について、
異なる結論を導く3。環境犯罪の法益が何かという問題への解答は、環境犯罪の構成要件
の解釈に直接関わり、環境犯罪の処罰範囲に直接関係する。日本における廃棄物不法投
棄罪のような簡潔な構成要件だけを定める犯罪の処罰範囲は、法益を明確にしてはじめ
て、確定することができるようになる。中国における環境汚染罪のような具体的な行為
類型を提示しない環境犯罪の処罰範囲も、法益を明確にしなければ、確定することがで
きない。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1内藤謙「法益論の一考察」平場安治・平野龍一・高田卓爾・福田平・大塚仁・香川達夫・内
藤謙・松尾浩也編『団藤重光博士古稀祝賀論文集	 第三巻』（有斐閣、1984 年）27—28 頁。	 
2シューネマン（何頼傑訳）「法益保護原則ー刑法構成要件及其解釈之憲法限界」許玉秀・陳
志輝編『不移不惑献身法与正義』（春風煦日学術基金、2006 年）229 頁。	 
3平野龍一『刑法概説』（東京大学出版会、1977 年）40 頁。	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一	 環境犯罪の保護法益の方向	 
	 これまで環境犯罪の保護法益について、大別して三つの学説が存在している。すなわ
ち、エコロジー論を前提として、環境そのものと捉える生態学的法益論、人間の利益、
つまり伝統的な人間の生命、身体、自由、財産などに還元させられるという人間中心的
法益論、及び生態学と人間中心を折衷する生態学的＝人間中心的法益論である。	 
	 	 
（一）生態学的法益論	 
	 	 日本において、生態学的法益論は二つの種類に分けられる。一つは、環境そのものを
法益とする見解である4。この見解に対しては、局所的な環境悪化だけに注意を払い、全
体的に環境問題を把握することができず、絶対的保護に至る危険性があるという批判が
投げかけられている5。生態学的法益論の、もう一つの種類の見解としては、環境媒体・
環境要素の相互作用のダイナミズムを機能させている自然システム全体としての生態系
が環境法益の内容であるとする見解が挙げられる。すなわち、自然それ自体は多種の自
己保護機能を有しており、法による保護は自然を保護するための一つの手段である。ま
た、自然はそれ自体のために保護されなければならず、自然の保護によって人も保護さ
れるのは、自然保護の反射効にすぎない。自然保護は静態的孤立的環境要素や環境媒体
の保護ではなく、環境における各要素の相互作用によって形成された動態的機能統一体
の保護である。自然環境の循環的システムを維持するために、人間の利益のある程度の
犠牲が許容される6。	 
	 表面的にみれば、生態学的法益論は環境そのものを独立して重視しており、前述の三
つの学説の中で、環境の保護について最も十分に配慮した学説であるように思われる。
しかし、必ずしもそうとはいえない。生態学法益論には、以下にみるようにいくつかの
問題がある。	 
	 まず、もし環境そのものを法益として考えれば、自然に影響を与えるすべての改変が
環境法益の侵害となりうる。そうすると、法益は無限定となり、処罰範囲を限定するこ
ともできない。この見解に対しては、環境全体の形質、形状の変更を処罰対象とするか、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
4伊藤司「環境（刑）法各論（一）ー特に鶏の大量「飼育」と野鳥の保護に関して」法政研究	 	 
67 巻１号（2000 年）54 頁。	 
5伊東研祐「保護法益としての『環境』」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003
年）55—56 頁。	 
6伊東研祐「環境刑法における法益保護と保護態様」松尾浩也・芝原邦爾編『刑事法学の現代
的状況：内藤謙先生古稀祝賀』（有斐閣、1994 年）330 頁、伊東・前掲注（5）54—56 頁。中
国においても、このような生態法益の見解もある。例えば、生態利益保護を提唱する専門書
として、廖華『従環境法整体思維看環境利益的刑法保護』（中国社会科学出版社、2010 年）
が挙げられる。また、陳洪兵「解釈論視野下的汚染環境罪」政治与法律７号（2015 年）26−
27 頁、劉彩靈・李亜紅『環境刑法的理論与実践』（中国環境科学出版社、2012 年）42ー44
頁、曽粤興「論我国環境刑法与環境行政法之間的協調与銜接」河南財経政法大学学報６号
（2013 年）42—43 頁においても、生態的法益論は提唱されている。	 
	   84	  
それとも局所的に環境への影響を処罰対象とするか、具体的にどのような程度の危険性
を備えると処罰対象になるか、環境に対する開発行為ひいては一切な人間行為が環境侵
害行為になってしまうか、という疑問が投げかけられている7。生態機能統一体の法益論
は、これらの疑問を回避することができるように見えるが、もし、生態学的法益論の対
象が生態系の保全存続機制であれば、その前提として、生態学のメカニズムは変わらな
いと考えなければならないことになる。しかしながら、生態系はリジッドなシステムで
はなく、大きく変動する可能性があるとの指摘がなされている8。	 
	 次に、「自然の権利」を認め、「自然」を権利主体として認めるべきだとする、環境倫
理における有力な考え方9に基づいて提起される生態学的法益論によれば、環境犯罪を処
罰する目的は、環境保全に係る行政規制違反の回復だけではなく、環境保全に向けた
人々の倫理感を覚醒させ、維持することにあるとされる。この場合、生態学的法益論は、
刑法が一般人の倫理感を保護するという発想と結びつく。しかし、法益概念は、倫理違
反から犯罪を区別するための批判的基準として導入されてきたのである。法益のみを保
護することは近代刑法の進歩の一つであることからすれば、生態学的思考方法は刑法の
後退といわざるをえないであろう。	 
	 さらに、生態学的法益論は、環境刑法の法益を生態系一般にまで拡大し、法益概念を
希薄化・広範化させる傾向を有している。しかし、すべての環境侵害・危殆化、すべて
の環境負荷に対して、ただちに刑罰を科するのは適切でない。環境負荷の中には、その
規模に応じて、一定地域の生態系を侵害する場合もあれば、地球規模の生態系にまで影
響を与える場合もあるのであって、どの程度の環境侵害を犯罪とするかということがま
さに問題とされなければならない10。	 
	 最後に、生態学的法益と人間の利益が矛盾する場合、生態学的法益論によれば、人間
の重大な利益が犠牲とされる可能性があるが、これは受け入れ難い結論である。日本国
憲法の基礎は、人間存在ないし個人の優位性にあるので、人間存在との関連性のない環
境そのものを法益とすることは認められない11。ましてや、人間の重大な利益と矛盾す
る環境を法益と認めることはなおさらできないだろう。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
7三枝有「環境刑法の新展開ー環境保護政策と法規制のあり方」法政論叢 45 巻１号（2008 年）
18 頁。	 
8齋野彦弥「環境刑法の保護法益」現代刑事法４巻２号（2002 年）32 頁。	 
9伊東研祐「『環境の保護』の手段としての刑法の役割」平場安治・平野龍一・高田卓爾・福
田平・大塚仁・香川達夫・内藤謙・松尾浩也編『団藤重光博士古稀祝賀論文集	 第三巻』
（有斐閣、1984 年）24—25 頁、伊東・前掲注（5）48—57 頁。	 
10神山敏雄「環境刑法の概念」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概
説』（成文堂、2003 年）12 頁。	 
11嘉門優「法益論の現代的意義」刑法雑誌 50 巻２号（2011 年）126 頁。	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（二）人間中心的法益論	 
	 人間中心的法益論からは、法益が人格的発展の前提条件に限定されなければならず、
生命・健康・身体の安全のみが法益としての資格を持つということが主張される12。ま
た、この立場からは「悪しき環境から人間を守るために刑法は用いられるべきであって、
悪しき人間から環境を守るためにではない」と主張される13。つまり、環境を保護する
ことによって、人間の法益が直接的に又は間接的に保護されるのである。環境侵害は少
なくとも人間の法益に対する危険犯である14。	 
	 人間中心的法益論は、伝統的な法益論を堅持する。問題となるのは、伝統的な法益だ
けを環境犯罪の法益とすると、処罰範囲が狭すぎるようになるかということである。つ
まり、環境犯罪は環境媒体を侵害する犯罪である以上、人の生命・健康を侵害しうるほ
か、人の別個の利益を侵害する側面も有しているのではないか、という疑問を差し挟ま
なければならない。この問題は、環境犯罪の保護法益に関する具体的な学説を論じる際
に検討する。	 
	 
（三）生態学的＝人間中心的法益論	 
	 この見解は、環境そのものを独立の法益として刑法による保護することを承認しつつ、
人間との関連性も必要とする15。すなわち、環境犯罪の保護法益は、人間中心主義と生
態系中心主義のいずれの主張をも踏まえて、総合的に理解するべきであると考えるので
ある。環境刑法においては、人間の重要な利益に関係する限りにおいて、環境保持の利
益も刑罰によって担保されるべきであるとされる16。	 
	 生態学的法益と人間中心的法益との関係に基づいて、生態学的＝人間中心的法益論は
二つの種類に分けられる。一つは、生態学的法益の人間的法益への最終的な関連性を要
求する見解である。すなわち、人間の生命、身体、自由、財産に還元可能な限りで生態
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
12Olaf	 	 Hohmann,	 Das	 Rechtsgut	 der	 Umweltdelikte:	 Grenzen	 der	 strafrechtlichen	 
Umweltschutzes,	 	 P.Lang,	 1991,	 S.201.	 
13町野朔「序説	 概観——日本の環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、
2003 年）５頁。	 
14伊藤司「環境（刑）法総論—環境利益と刑法的規制—」九州大学法政研究 59 巻３・４号
（1993 年）673 頁、700 頁。	 
15Rudolf	 	 Rengier,	 Zur	 Bestimmung	 und	 Bedeutung	 der	 Rechtsgüter	 im	 Umweltstrafrecht,	 
NJW	 1990,	 S.2506;	 Olaf	 	 Hohmann,	 Von	 den	 Konsequenzen	 einer	 personalen	 
Rechtsgutsbestimmung	 im	 Umweltstrafrecht,	 GA	 1992,	 S.81;	 Kraus	 Rogall,	 
Gegenwartsprobleme	 des	 Umweltstrafrechts,	 in:	 Festschrift	 der	 
Rechtswissenschaftliche	 Fakultät	 zur	 600-Jahr-Feier	 der	 Universität	 zu	 Köln,	 
C.Heymann,1988,	 S.512.	 
16今井猛嘉「環境犯罪」西田典之編『環境犯罪と証券犯罪—日中刑事法シンポジウム報告書—』
（成文堂、2009 年）	 70 頁。	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学的法益が環境法益となる。もう一つは、生態学的法益は、人間中心的法益に抵触しな
い限度で独立して保護されるとするものである17。	 
	 第一の場合の生態学的＝人間中心的法益論は人間中心的法益論と実質的に異ならない。
生態学的＝人間中心的法益論は、環境媒体の悪化行為について生態学的法益が現実に侵
害される侵害犯とするのに対して、人間中心的法益論は、環境媒体の悪化行為を人間の
法益に対する危険犯とするのである。しかし、法益を拡張しておいて侵害犯とすること
と、法益を限定して抽象的な危険犯とすることの間には、実質的な差異はない。	 
	 第二の場合、人間中心的法益と無関係の生態学的法益が保護の対象となりうる。この
場合には、環境媒体に独立した価値が見出される。もっとも、「無関係」というのは、人
間の法益と全く関わらないことではなく、人間に対して有害ではないという意味である。
したがって、生態学的法益の保護が、人間の法益と全く関係がないとは言えない。	 
	 生態学的＝人間中心的法益概念は、純粋生態学的法益概念とともに、純粋人間中心的
法益概念をも排除する18。表面的には、生態学的＝人間中心的法益論は生態系と人間双
方の利益の並存を承認するものであるように見えるが、実際上、環境保全が人間の生存
より優先されることはない。生態学的法益として保護されているものの実質は人間が環
境に対して有する利益なのであり、保護法益の主体は人間であることに変わりはなく、
保護法益の判断基準はやはり人間の立場に求められるのである。ドイツ通説の「生態—人
間中心的」見解を支持する Rengier も、環境保護の終極的目的が人間の利益であり、環
境という法益が最終的には人間に還元されるものであるということを承認している19。
生態学的＝人間中心的法益概念は、人間中心的法益論と実質的な差異がないのである。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
17齋野・前掲注（8）33 頁。	 
18町野・前掲注（13）７頁。	 
19Rudolf	 	 Rengier,	 a.a.O.(Anm.15),S.2515.	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（四）これまでの学説の問題点と私見	 
１環境犯罪の保護法益をめぐる論争の問題点	 
	 第一に、生態学的法益論にせよ、生態学的＝人間中心的法益論にせよ、空虚な概念が
用いられ、保護法益の具体的な内実はほとんど論じられていない。たとえば、生態学的
法益論における「生態系」は広すぎる概念である。その中で、刑法による保護に値する
具体的な範囲はどこまでかが問題となるのに、生態学的法益論にはそれを示していない。
動態的機能統一体も曖昧な概念であり、具体的な内実を示していない。生態学的＝人間
中心的法益論における人間との関連性は具体的にどのような「関連」を含むのか、人の
生命・健康との「関連」だけを指すのか、それとも、ほかの「関連」も含まれるのか、
ということを生態学的＝人間中心的法益論は述べていない。このような空虚な法益論は、
内容が明瞭である古典的な法益から抽象的で無内容な法益へ転換するものであると指摘
される20。抽象的で無内容な法益は、本来の法益概念の機能を失うものである。	 
	 第二に、生態学的法益論にせよ、人間中心的法益論にせよ、生態学的＝人間中心的法
益論にせよ、いずれも環境犯罪の保護法益を確定する方向性を示すにすぎない。すなわ
ち、環境犯罪の保護法益を判断する際に、生態系の立場からみるか、人間の立場からみ
るかということのみを示しているのである。そこで、法益の内実をさらに具体化するこ
とが必要である。	 
	 第三に、今までの生態学的法益論と人間中心的法益論の議論において、評価対象と評
価基準が混同されている点が指摘できる。法益を確定する際には、法益の評価対象と評
価基準とを区別しなければならない。法益の評価対象は行為の客体であり、法益そのも
のではない。財産罪の保護法益が財物ではなく、人の財産権である21。たとえある利益
が伝統的な人間の利益ではなく、生態学的な利益であると言えても、それは評価対象か
らの結論であり、評価基準が生態系であることを意味しない。	 
	 
２評価基準としての人間中心主義の妥当性	 
	 ここでは環境法益の評価基準を確定する必要性がある。利益は主体に応じて相対的で
あり得るので、一つの基準に基づいた法益を確定しなければならない。	 
	 環境問題は人類の存続の問題であり、人間「中心」の基準によって対応しなければな
らない22。また、法は人間によって人間のために制定されるものであるので、人間を評
価基準として法益への侵害を計らざるをえない23。人間を中心としなければ法は適用さ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
20嘉門・前掲注（11）120 頁。	 
21町野・前掲注（13）６－７頁。	 
22齋野彦弥「公害刑法と環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）
89 頁。	 
23三枝・前掲注（7）18 頁。	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れなくなる24。さらに、法益を人間の利益に限定してはじめて、刑法の最終手段性を基
礎づけることができる25。	 
	 生物が生命活動を行うときは、常に環境の変更を伴う。生態系は範囲が大きすぎ、ま
た抽象的すぎるものである。法益侵害の基準を生態系とすると、侵害の認定を不可能に
させ、刑法の処罰限定機能を果たすべき法益論を形骸化させる。また、生態系の基準は
人の世界観を動物に押し付け、人の立場から動物の利益を確定するものであって、動物
の立場から動物の利益を確定するものではない26。	 
	 刑罰は「人間の共同生活に不可欠な条件」を侵害してはじめて発動が許される。また、
環境基本法等の「生活環境の保全」の規定も環境と人間との関連性を示している。それ
ゆえ、人の生活と関係がない行為を処罰することは許されない27。こうして、人間を離
れて単独に環境を論述するのは適切ではない28。環境侵害が人間に関係があってはじめ
て意義をもつ29。環境は人間にとって刑罰による保護に値する利益である30。環境はそれ
自体のために保護されるのではなく、人のために人の攻撃から保護されるのである。つ
まり、環境は人間の健康と生存の需要の媒介として保護されている31。したがって、環
境法益の評価基準は依然として人間であるべきである。	 
	 要するに、環境媒体を侵害する犯罪の保護法益は、依然として人間中心主義を維持す
るべきである。しかし、人間中心主義は環境犯罪の法益を確定する方向性に過ぎない。
環境法益の具体的な内実と範囲について、人間中心主義の内部で、様々な議論がある。
以下では、人間中心主義の方向において、環境犯罪の法益の具体的な内実と範囲を検討
することにしたい。	 
	 
二	 環境犯罪の保護法益の具体的な学説	 
（一）行政利益説	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
24京藤哲久「行政と環境刑法」現代刑事法４巻２号（2002 年）43 頁。	 
25金尚均『危険社会と刑法—現代社会における刑法の機能と限界—』（成文堂、2000 年）194
頁。	 
26京藤哲久「環境犯罪の構成要件」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）	 
324—325 頁。	 
27川口浩一「環境刑法の基礎理論（一）」奈良法学会雑誌６巻２号（1993 年）６—７頁。	 
28佐久間修「環境刑法の役割とその限界」新美育文・松村弓彦・大塚直編『環境法大系』
（商事法務、2012 年）342 頁。	 
29三枝・前掲注（7）17 頁。	 
30山中敬一「環境刑法の現代的課題」奥貫清編『ジュリスト増刊〈新世紀の展望２〉環境問
題の行方』（有斐閣、1999 年）84 頁。	 
31	 Winfried	 Hassemer,	 Grundlinien	 einer	 personalen	 Rechtsgutslehre,	 in:	 Jenseits	 des	 
Funktionalismus:	 Arthur	 	 Kaufmann	 zum	 65.	 Geburtstag,	 Lothar	 Philipps/	 Heinrich	 
Scholler	 (Hrsg.),	 Decker	 u.	 Müller,	 1989,	 S.92.	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 行政利益説は、環境犯罪の保護法益32は国家の環境生態系及び自然資源に対する保護
制度であるとする説である33。この説は、自然環境及び自然資源に関する領域において、
中国の伝統的な「管理制度」という抽象的な概念によって、環境犯罪の保護法益を説明
する34。ドイツにおいて、この見解と同様、官庁によって管理された環境を重視し、環
境法益を行政法益として捉える考え方もある35。そのほか、中国において、環境媒体を
侵害する犯罪の法益を社会管理秩序と理解する見解もある36。このように解される理由
は、社会管理秩序が環境犯罪を規定する類罪37のタイトルだからである。中国において、
社会管理秩序は、社会生活の行為準則及び国家の管理活動により調整されるものであっ
て、社会モデル、構造体系および社会関係の秩序性と安定性及びその連続性として理解
されるものである38。環境犯罪の保護法益は環境領域の社会管理秩序である39。	 
	 本説は、日本においては批判にさらされている。すなわち、官庁が行政を通じて環境
を保全していることや、国家による環境保護についての管理制度などを環境犯罪の保護
法益とすることで、法益を生態系とするか人間の利益とするかの争いは避けられるもの
の、環境行政それ自体を刑法上の法益とされるのは適切ではない。刑法の保護対象は人
の権利、自由、財産のような社会的基本条件であって、刑法によって行政目的を担保す
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
32	 中国において、「法益」という文言が普遍的に認められているとまではいえない。法益は
中国の伝統的な刑法理論における犯罪客体に相当する。中国の伝統的な刑法理論によれば、
犯罪客体は犯罪行為が侵害し、刑法が保護する社会主義社会関係である。環境犯罪の保護法
益を社会関係と概括する主張もあるが（付立忠『環境刑法学』（中国方正出版社、2001 年）
203 頁、王秀梅「環境犯罪刑事立法」河北法学１期（1996 年）20―22 頁、呉志良・李永生
「環境犯罪的構成要件」中国環境科学１期（1998 年）25―28 頁）、刑法が保護するすべての
利益を、社会関係に包括することができるので、この主張は環境犯罪の保護法益の実質的内
容を提示するものではない。	 
33高西江『刑法的修訂与適用』（中国方正出版社、1997 年）711 頁、高銘暄・馬克昌『刑法
学〔第六版〕』（北京大学出版社・高等教育出版社、2014 年）575 頁。	 
34馮軍・李永偉ほか『破壊環境資源保護罪研究』（科学出版社、2012 年）23 頁。	 
35	 Dieter	 Dölling,	 	 Umweltstraftat	 und	 Verwaltungsrecht~	 Zur	 Bedeutung	 von	 
Verwaltungsakten	 und	 materiellem	 Verwaltungsrecht	 für	 die	 Strafbarkeit	 des	 Bürgers	 
wegen	 eines	 Umweltdelikts,	 JZ	 1985,	 S.461.	 
36王秀梅・杜澎『破壊環境資源保護罪』（中国人民公安大学出版社、1998 年）11 頁、王作富
『刑法分則実務研究（下）〔第五版〕』（中国方正出版社、2013 年）1389 頁。	 
37「類罪」とは一類型の罪を意味する。中国の刑法典において、保護法益の性質が同じであ
る罪は一つの章に規定される。その章のタイトルがこの章において規定される罪の保護法益
を示している。	 
38張明楷『刑法学〔第４版〕』（法律出版社、2011 年）914 頁。	 
39社会管理秩序には環境のほか、公共衛生や文化財、国境の管理秩序なども含まれる。	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るのは刑法の謙抑性に反するので、単なるルール違反の鎮圧策として刑罰を用いること
は避けるべきであるとされる40。	 
	 行政利益は環境犯罪の保護法益ではない。理由は以下の通りである。	 
	 まず、行政義務違反行為に対する罰則にせよ、一般的な刑法の罰則にせよ、その制裁
の性質は変わりがなく、発動の条件と基準を変える理由はない。つまり、社会倫理非難
性を持つ刑罰を科するという点で、行政犯と刑事犯とは共通である41。行政犯も行政秩
序を保護するわけではなく、人が生活上享受するべき利益を保護するので、一般的な犯
罪と異ならない42。行政義務に違反しても、具体的な利益を侵害しない場合、刑罰の対
象とはならない43。行政義務違反行為に対して罰則を科する際に、通常の法益を必要と
せず、単なる行政義務または行政管理制度それ自体を法益とすれば、刑罰発動の基準は
不当に引き下げられてしまう。	 
	 次に、環境行政罰則は、確かに行政義務又は行政命令を担保する機能を有する。形式
からみると、行政義務又は行政命令に違反する行為に対して罰則を科することの直接の
目的は、当該行政義務又は行政命令の実現を担保することである。しかし、行政義務の
制定や行政命令の発出は、ある法目的の実現の手段にすぎない。刑罰により担保される
ものは、当該行政義務又は行政命令が実現しようとする法目的である。行政義務又は行
政命令が実現しようとする法目的は、行政義務の規定と行政命令の発出の正当化の根拠
である。この法目的は、人の利益を内容としての法益に求めなければならない。そこで、
行政義務・行政命令の確保又は行政管理それ自体の保護を法益とするのは、問題の実質
を見誤るものである。刑法は最も厳しい法律として、「制度」そのものを保護するべきで
はなく、「制度」の背後の法益、すなわち、「制度」が設定する目的を保護すべきである。	 
	 さらに、行政管理制度や行政義務の担保などの行政利益を環境犯罪の法益とする前提
は、環境侵害行為は倫理色彩が薄い法定犯である44という考え方である。つまり、川に
汚染物を排出する行為も犯罪となるわけではない。人の健康被害がない、魚介類の被害
のみを引き起こす行為は、排出基準又は行政命令に違反してはじめて、犯罪行為となる。
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
40	 神山・前掲注（10）14 頁、16 頁。	 
41田中利幸「行政と刑事制裁」雄川一郎・塩野宏・園部逸夫編『現代行政法大系	 第２巻』
（有斐閣、1984 年）264—267 頁、271—271 頁。一部の見解は行政犯と一般的な刑事犯を区別
することを図るが、様々な問題が存在し、通説にまだなっていない。詳しい紹介は同書４ー
20 頁を参照。	 
42西田典之編『環境犯罪と証券犯罪—日中刑事法シンポジウム報告書—』（成文堂、2009 年）
〔討議の質疑応答部分	 今井猛嘉の発言〕171 頁。	 
43神山敏雄「『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』における犯罪と刑罰」中山研一・神山
敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）237 頁。	 
44近藤和哉「環境保護法制における刑事制裁の今後のあり方について」町野朔編『環境刑法
の総合的研究』（信山社、2003 年）381 頁。	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そこで、環境犯罪は法定犯であり、自明の「犯罪」ではないと主張される45。しかし、
環境犯罪を法定犯とする見解に賛成しがたい。	 
	 法定犯とは、法規において具体的な行為規範の内実が示される犯罪類型とされる46。
具体的な行為規定の内実を示さなければならないのは、このような犯罪が反倫理的なも
のではなく、違法行為の内実が自明できないからである47。自然犯はそれ自体が倫理違
反性を有するゆえに、違法行為の内実を具体的に浮き彫りにする必要はない48。これに
対して、法定犯は倫理違反の色彩をもたず、社会倫理によって否定的に評価されず、「規
制法規があってはじめて存在する」犯罪であるとされる49。	 
	 しかし、具体的な違法行為の内実を明示するということと、行為が倫理違反性を有し
ないため違法行為の内実が自明でないということとの間に、必然的な対応関係はない。
違法行為の「すべてを刑罰の対象となることは不可能である」50。そのような違法行為
の中で一部を許容しなければならないことから、処罰されるべきである行為の類型を、
法律規定を通じて明らかにしなければならない。このような行為の違法性は、「規制法規
があってはじめて存在する」わけではなく、このような行為はもともと倫理違反性を有
するのである。法律規定はただ処罰の限界を画するものにすぎない。	 
	 環境犯罪はこの代表例である。すなわち、環境に悪い影響を与える行為は、倫理違反
性を持たず排出基準・処理基準に違反してはじめて違法行為となる、というわけではな
い。環境に悪い影響を与える行為は、法律規定の有無に関係せず、もともと人の生活基
盤を侵害する、社会倫理によって否定的に評価される行為である。ただ、物質文明を一
切拒否することができない以上、一定の排出基準を超えない排出行為は甘受されなけれ
ばならない51。この甘受の程度は、行政規定によって確定される。「その基準にいたらな
い実害をも、技術の開発可能性や当該産業の必要性との相関関係においてできるだけ抑
制」52すべきであり、「薄めさえすれば有害物質を排出してもよいという安易な気持ちを
捨てなければならない」53。	 	 
	 要するに、行政制度や行政利益は一般的な刑法の法益とまったく異なるものである。
抽象的で空虚的な行政管理制度はもともと法益になる資格を備えない。刑罰の対象は必
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
45松宮孝明「環境犯罪と行政法との関係」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著
『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）39—40 頁、42 頁。	 
46松宮・前掲注（45）39—40 頁。神山・前掲注（43）204 頁。美濃部達吉『行政刑法概論』
（勁草書房、1949 年）６頁。	 
47松宮・前掲注（45）42 頁。	 	 
48美濃部・前掲注（46）６—７頁。	 
49神山・前掲注（43）236 頁。	 
50松宮・前掲注（45）40 頁。	 
51西原春夫『犯罪各論	 訂補準備版』（成文堂、1991 年）59 頁。	 
52西原・前掲注（51）59 頁。	 
53藤木英雄『公害犯罪	 第３版』（東京大学出版会、1979 年）12 頁。	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ず刑罰を科する実質を備えなければならない54。それゆえ、環境行政義務違反の罰則を
特別視し、一般的な法益と異なるものを「法益」とするのは許されない。形式上行政義
務違反行為としての環境侵害行為が、実質的にどのような法益を侵害するかということ
を検討しなければならない。	 	 
	 	 
（二）人の伝統的な法益論	 
	 人の伝統的な法益論は、健康説と公共危険説を含む。健康説は、人の健康を環境犯罪
の保護法益とし、環境犯罪は公害犯罪と同じく、健康を侵害する侵害犯又は危険犯であ
るとする55。公共危険説は、環境犯罪の保護法益が不特定多数人の生命、健康及び重大
な公私財産の安全であるとする説である56。つまり、環境侵害行為は不特定多数人の生
命、健康及び重大な公私財産の侵害犯または危険犯である。公共危険説と健康説とは、
財産の保護の点で上差異があるものの、人の伝統的な法益を維持する点は共通である。
そこで、この二つの法益論を人の伝統的な法益論として、合わせて検討する。	 
	 人の伝統的な法益論のメリットは、法益の内実の明確性である。人格的法益概念又は
純粋的人間中心的法益概念を前提とする人の伝統的な法益論を主張する目的は、環境法
益が生態系へ無限界に拡張するのを防止するということであり、この法益論は、法益の
希薄化・広汎化を防止し、すべての環境侵害・環境負荷に刑罰を科することに反対する
という点で、一定の正当性を持っている57。しかし、以下での各種の拡張説からすると、
環境犯罪において、人の伝統的な法益論の処罰範囲が狭すぎることにコンセンサスがあ
る。そこで、環境犯罪の保護法益に人の伝統的な法益を含むことには問題がなく、問題
となるのは、人の伝統的な法益以外の環境犯罪の保護法益の範囲をいかに拡張するかと
いうことである。この問題を解決するため、これまで三つの見解が存在している。第一
の見解は人間という概念を未来世代の人間まで拡張するという次世代の法益論の主張で
あり、第二の見解は環境侵害と人の生命・身体などの関連性を緩和するという累積犯の
提案であり、第三の見解は人間の利益の内実を拡張するという見解である。以下で、各
見解を検討することにする。	 
	 
（三）次世代の法益論	 
	 1987 年の環境と開発に関する世界委員会（ブルントラント委員会）において、「共時
的・同時代的」な横の関係と「将来的・世代間」の縦の関係の「生命権」の２つの方向
性が示唆された58。この背景の下で、「人間」は未来世代の人間を包括するものであり、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
54田中・前掲注（41）282 頁。	 
55川口・前掲注（27）13—17 頁。	 
56王力生・牛広義「環境犯罪及其立法的完善」当代法学	 ３号（1991 年）65 頁以下。	 
57町野・前掲注（13）６頁。	 
58World	 Commission	 on	 Environment	 and	 Development（環境と開発に関する世界委員会）
1987年の報告書"Our	 Common	 Future"（「地球の未来を守るために」）（www.un-
documents.net/wced-ocf.htm	 2015/09/20）を参照。	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公害刑法が「現世代の生命」を保護する法律であるのに対して、環境刑法は「人類存続
の危機」という地球環境問題に対応する法律であるので、「次世代の生命」を究極的な保
護法益とし、「人間の公益的な享有財」を汚染・破壊から保護するべきである、という次
世代の法益論が主張されるようになった59。具体的には、現世代と次世代の間の「生存
基盤」の不平等を解消するため、「未来世代の生存権」こそ、環境犯罪の新たな法益とし
て保護されるべきであるという60。国家は未来世代も享受できる「自然の生存基盤」を
保護するべきであり、「未来世代の生命・生存」を新たな社会的生存権として措定するべ
きである61。そうすると環境犯罪は「次世代の生命」に対する「抽象的危険犯」であり62、
現代の環境立法の基本目的は、現世代の生命のための環境保全だけではなく、将来の世
代の生命のための環境保護も包括するべきことになる。「次世代の生命」を保護するとい
う長期的な視点から、「環境」を法益として保護し、「法益保護の早期化・包括化」を推
進することで、「現世代の生命」を実効的に保護することができると主張される63。	 
	 次世代の法益論は、財産に類似した「環境財」という概念を提示するが、保護法益は
依然として人の生命・身体・財産に限定すべきという理解は堅持される。すなわち、人
の生命は「始源的包括的な法益」であり、他の一切の法益は生命に関係するものである。
その中で、財産は生命を維持する「手段的法益」である。「環境財」はこのような「財産
財」に類似している。そこで、「環境財」も人の生命を維持する「手段的法益」であると
理解できる。ただ、ここでの人の生命は現世代だけではなく、次世代の生命も含まれる。
「環境財」と「財産財」の区別は権利の主体における公共と個人の区別の反映にすぎな
い。環境法益は「公共的財産」であり、「財自体の価値」を持っているのみならず、「生
命を担保する価値」も持っている。さらに、放火罪のように、財産の侵害よりも、生命
に対する危険にこそ保護の重点と目的がある。環境犯罪は、環境要素の侵害によって、
人の生命に対する「危険適性犯罪」であるので、両面性を持っていると主張される64。	 
	 このような次世代の生命を環境法益とするという試みは、法益主体を次世代に拡大す
るが、法益の内容は依然として「生命」という伝統的な法益の保護に限定するのである。
他方で、環境は次世代の生存基盤であり、「環境」の保護は次世代の生命の早期の保護を
意味するのであって、「環境」が人の生命から独立的な保護対象としての意味を有するこ
とは認められない。現世代の生命の保護から説明できない環境保護の必要性を、次世代
の生命の保護という論理によって、基礎付けることが本説の出発点である。	 	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
59長井圓「日本の公害刑法から環境刑法への展開」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信
山社、2003 年）183 頁。	 
60長井圓「環境刑法の基礎・未来時代法益」神奈川法学 35 巻２号（2002 年）448 頁以下。	 
61長井圓「環境刑法における保護法益・空洞化の幻想」横浜国際社会科学研究９巻６号
（2005 年）690 頁。	 
62長井・前掲注（60）431—432 頁、449 頁。	 
63長井・前掲注（59）184 頁。	 
64長井・前掲注（59）198—200 頁。	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 次世代の法益論は様々な批判にさらされる。例えば、このような法益論は、理想を法
益として保護し、環境犯罪の保護法益を一層空洞化するもので、刑法の解釈運用を限界
づけるという法益の機能を失わせるようになると指摘される65。つまり、次世代の生命
という法益は生命という法益概念を用いているが、法益主体は現実には存在しないので、
法益は仮想的なものであり、その侵害も仮定的なものにすぎない。しかし、刑法は仮定
的な利益を保護すべきではない。仮定的な利益を法益とすると、法益の具体性を確保で
きなくなる、という。また、次世代の主体としての地位について、仮にドイツ基本法第
20 条ａのように「国家は、将来の世代に対する責任においても、…保護する」と宣言し
たとしても、それは未来世代の人権主体としての地位が承認されることを意味しない。
そしてそのような規定のない日本国憲法においては、未来世代の生存権の承認に対する
疑問はさらに大きく生じると指摘される66。未来世代の価値観、関心、願望、考え方、
生き方は、現世代と一致する保障はなく、現世代と共通する環境倫理を基礎におくこと
は困難であろう。未来世代の法益論は、現世代が将来世代に対する「パターナリズム」
であると批判される67。また、現世代の人の生命の維持と現在の環境の保全を行いさえ
すれば将来の世代も保護されることができるので、人類の公共財を保護するのは、結局
現世代の生命の維持を考慮するからであるという批判もある68。このような批判のほか、
次世代の法益論は以下の問題も指摘できる。	 
	 長井教授によれば、次世代の生命の保護を目的とするのは、現世代の生命の実効的な
保護のためである。しかし、なぜ次世代の生命の保護に基づく環境保護が、現世代の生
命を実効的保護に繋がるか、は明らかではない。また、次世代の生命を現世代の生命と
等しく保護するべきであると主張するが69、次世代の生命のための環境の保護と現世代
の生命の保護とが衝突する場合、どう扱うべきであるかも明らかではない。現世代が自
分の生存のため、次世代の生存基盤として環境の一部を汚染し、破壊することは許容さ
れるだろうか。さらに、次世代と現世代の生命とを同等に保護することは、現行刑法規
定と相容れない。長井教授は、胎児と出生した人との生命の価値は同等であり、堕胎行
為はもともと殺人行為と同じ程度の違法性を有するものの、堕胎行為の「責任」（刑罰に
よる規範的感応性）がより低く、重罰による予防効果が乏しいので、軽い法定刑を規定
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
65神山・前掲注（10）15 頁。	 
66謝煜偉『抽象的危険犯論の新展開』（弘文堂、2012 年）169—170 頁。	 
67謝・前掲注（66）170 頁。	 
68伊藤司「環境刑法総論・再論ー公害刑法から環境刑法へ？」吉田敏雄・宮澤節生・丸山治
編『小暮得雄先生古稀記念論文集	 罪と罰・非情にして人間的なるもの』（信山社、2005 年）
３頁。	 
69長井・前掲注（60）451—452 頁。	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すると主張するが70、一般的な理解によれば、胎児と出生した人との生命の価値が等し
いという理解は受け入れられない71。	 
	 また、次世代の法益論は、環境を一種の公共的財と見なすという点で、注目に値する。
しかし、長井教授は環境犯罪の生命と財産の両面性に言及するが、実質的に、環境には
公共的財として独立に保護する意義は認められず、「環境」の保護は次世代の生命の保護
の手段にすぎないとされる。しかしたとえば、財産は生命を維持する「手段的法益」で
あるが、刑法上、財産に独立した価値を認め、保護している。そうすると、財産と同じ
機能を果たしている「人間の公益的な享有財」としての環境が、なぜ独立して保護され
る価値がなく、次世代の生命のためにしか保護することができないか、という疑問を挟
まなければならないのである。	 
	 つまるところ、次世代の法益論はさまざまな問題があるので、採用することができな
い。ただ、環境を「人間の公益的な享有財」や「公共的財産」などとみなす考え方は、
環境が人間にとってどのような有用性を持っているかという問題に、一定の示唆を与え
るのである。	 
	 
（四）累積犯説	 
	 環境の変更と人間中心的法益侵害は常に一致し、環境犯罪は人間の生命・身体・自
由・財産等の法益に対する危険犯である72と解したとしても、その危険の程度を確定す
ることが問題になる。つまり、犯罪の成立には具体的な危険を必要とするか、それとも
より抽象的な程度の危険さえあれば足りるか、という問題を検討しなければならない73。
大気汚染防止法が定める排出基準違反行為は、必ずしも個人の健康に害を及ぼし、又は
個人の健康に対する具体的な危険を創出するものに限られない74。現在の環境侵害行為
は蓄積的な特徴を有しており、行為と人の健康との関係が薄くなっているのである。人
の伝統的な法益論を堅持しながら、このような環境侵害行為の可罰性を説明するために
は、環境と人の関係性を緩和しなければならないとされる75。一般的には、環境法益の
独自性を認める法益論は、人の伝統的な法益を堅持する法益論よりも、処罰範囲が広く
なる傾向にあるが、仮に「法益危殆化」を拡張し、危殆化の程度を希薄化するのであれ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
70長井・前掲注（60）452 頁。	 
71胎児と出生した人とは違うということこそが、堕胎罪を独立に規定する理由である。胎児
は「人」ではないので、胎児がいつ人となるかという問題について、さまざまな学説が存在
する。曽根威彦『刑法各論〔第五版〕』（弘文堂、2012 年）５−６頁、36 頁、山口厚『刑法
各論〔第２版〕』（有斐閣、2010 年）9 頁、大谷實『刑法各論〔第 4版〕』（成文堂、2014
年）9 頁、松宮孝明『刑法各論講義〔第３版〕』（成文堂、2012 年）12 頁。	 
72	 Olaf	 	 Hohmann,	 a.a.O.(Anm.15),	 S.83－84.	 
73神山・前掲注（10）15 頁。	 
74梅崎進哉「個人の保護と社会法益の構造」刑法雑誌 35 巻２号（1996 年）187—188 頁。	 
75齋野・前掲注（22）87 頁。	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ば、人の伝統的な法益論の立場からも処罰範囲は必ずしも狭くはならないと主張される
76。	 
	 しかし、法益に対する危険の程度を希薄化するのであれば、それは、法益概念の処罰
限界機能に甚大な影響を与えることになる。それゆえに、危険の程度を希薄化すること
に反対する見解も多い。例えば、人の生命・身体などの伝統的な法益のみの保護に固執
しながら、抽象的危殆化犯、ひいては形式犯までをも認めるならば、それは環境と人の
関連性を要求しないことと同義であり77、法益の内容を生態系に求める場合と同様に、
何らの限定もなくなり、すべての環境の変更が人の生命・身体などに関係することにな
ってしまうと批判されるのである78。法益を人の生命・身体に限定する一方で、抽象的
な危険で犯罪の成立を認める考え方は、法益保護の早期化の考慮に入れ、市民の安全
感・不安感を根拠とした行政と司法の融合現象であるとも指摘されている79。	 
	 しかし、危険の程度を希薄化せずに、具体的危険犯に限定してしまうと、処罰範囲が
狭くなり過ぎることも否定できない。すなわち、環境犯罪の法益を人の生命・身体など
の伝統的な利益に限定する場合、一方で、犯罪の成立範囲を具体的危険の発生の場合だ
けに限定すれば実効性がなくなってしまう、他方で、抽象的な危険犯にまで拡張すれば
成立範囲が広すぎて限定できなくなる、という「ジレンマ」が生じてしまうのである80。
こうした背景の下で、危険の程度を希薄化させつつも、一定の限定も加えるようとする
「累積犯」概念が提唱されたのである。	 
	 累積犯という概念を提唱した Kuhlen によれば、累積犯とは、それだけでは法益侵害な
いしその危険に至ることは要求されない個別的な行為が大量に反復して行われるならば、
それらの共同作用によって、将来一定の法益の侵害、危殆化をもたらす可能性がある行
為態様を指す81。つまり、もし、同様の行為が反復・大量に行われ、その蓄積によって
環境汚染を生じさせうるのであれば、その行為自体は汚染に対する寄与が軽微であって
も、犯罪行為として、刑罰によって規制されることができると解するのである82。	 
	 累積犯概念を用いることは、刑法と行政法の規制対象を混同させることになる。刑法
の規制対象は市民の具体的利益に具体的な侵害を与える行為であるので、累積作用によ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
76齋野彦弥「侵害犯と危険犯」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）338
頁。	 
77	 伊東・前掲注（5）54 頁。	 
78齋野・前掲注（22）84—85 頁。	 
79浅田和茂「日本における環境刑法学の生成と発展」松本博之・西谷敏・佐藤岩夫編『環境
保護と法——―日独シンポジウム――』（信山社、1999 年）557 頁。	 
80	 中山研一「環境刑法の役割――行政規制との関連を中心に――」中山研一・神山敏雄・斉
藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）25 頁。	 
81Lothar	 Kuhlen,	 Der	 Handlungserfolg	 der	 strafbaren	 Gewasserverunreinnigung	 (§324	 
StGB),	 GA	 1986,	 S.399．	 
82金尚均「環境刑法における蓄積犯罪—水域汚染を中心にー」龍谷法学 34 巻３号（2001 年）
324 頁。	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って将来的に侵害をもたらしうると予見しても、当該行為それ自体が具体的な危険性を
備えない以上、処罰することはできない。累積作用によって侵害をもたらしうる行為は、
まさに行政規制の対象なのである。行政は、将来的に重大な侵害をもたらしうる個々の
行為を対象とする予防的なシステムを構築し、このような個々の行為を行政処分によっ
て規制するべきである。これこそが行政機関の責務である。このような行為の規制を刑
法に課するのは、責任の転換であるとさえいえる83。したがって、人の健康に対する危
険が抽象的な段階にとどまる場合、その危険の具体化は行政措置によって阻止されるべ
きであって、具体的な危険が生じてはじめて、刑法が介入できるようになるのである84。	 
	 また、刑法は、具体的な個別行為が法益侵害またはその危険と因果関係を有している
場合にのみ介入するべきであって、将来の類似行為を考慮することで法益侵害またはそ
の危険との因果関係を肯定してはならない。つまり、将来の不確実な行為も加味した上
で、現在の行為の可罰性を判断するべきではないのである。具体的な当該行為のみの可
罰性が問われるべきであって、他人の行為を根拠に刑事責任を認めることはできない。
それゆえ、累積犯は、現行の規定を検討するツールを提供するに過ぎず、立法背景を説
明するだけであって、具体的な行為の可罰性の具体的基準を示すことはできず、立法批
判機能も有していない85。つまり、累積犯の処罰は、ある行為を行った者に、類似の行
為全体の結果を負担させるものであって、責任主義に違反する疑いがあるのである。	 
	 また、刑罰の量は生じさせた損害と比例にすべきであるので、行為それ自体が軽微で
あり、蓄積作用によってはじめて重大な損害を生じさせうる場合、この軽微な行為に対
して科される刑罰は、蓄積作用によって生じうる重大な結果に相応する刑罰の量に比例
するものであってはならない86。	 
	 これらの問題点のほか、累積犯に対しては以下の点も指摘できる。	 
	 最初に指摘できる問題は、累積犯の性質である。Kuhlen は、累積犯は危険犯ではない
と明示している87。これに対しては、しかし、累積犯を危険犯と解する主張もある。嘉
門教授は現行法上の抽象的危険犯を法益論の観点から詳細に分析・分類し、それぞれの
類型ごとの正当化根拠を検討している。そして、そのうちの「潜在的な危殆化」という
類型の典型例として累積犯を挙げている88。累積犯の性質をめぐって対立がある以上、
認定基準を確定することは困難である。その性質が曖昧である以上、要件を明確にする
ことも不可能だからである。また、たとえ累積犯を危険犯と解しても、累積犯は抽象的
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
83神山・前掲注（10）18-19 頁。	 
84米田泰邦「公害・環境侵害と刑罰—公害刑法と環境刑法」石原一彦・佐々木史朗・西原春
夫・松尾浩也編『現代刑罰法大系	 第２巻	 経済活動と刑罰』（日本評論社、1983 年）190
頁。	 
85金・前掲注（82）324ー325 頁。	 
86金・前掲注（82）335 頁。	 
87Lother	 Kuhlen,	 ,	 a.a.O.(Anm.81),	 S.400.	 
88嘉門・前掲注（11）129−130 頁。	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危険犯よりも希薄な危険性しか有していないので、これを認定する場合、抽象的危険犯
以上に無限定になりかねず、ひいては単なる挙動犯にもなってしまいうる89。	 
	 累積犯が行為者の処罰を早めすぎる点も指摘できる。累積犯の処罰根拠は、行為者の
行為が他人の「ありうる」類似行為と合わさって、将来の「ありうる」法益侵害を引き
起こすという点にある。つまり、他人の類似行為の実行が「ありうる」だけでなく、法
益侵害結果も「ありうる」ものである。「ありうる」仮定的な状態だけで、行為者を処罰
するのは早すぎると言わざるを得ない。	 
	 最後に、累積犯説の是非を問うにあたっては、累積犯を提唱しようとした動機を考慮
しなければならない。累積犯を提唱した動機は人の伝統的な法益論の堅持にある。すな
わち、法益侵害は人の生命・身体などの侵害に限定され、かつ、処罰対象となる行為は
必ず法益侵害に関連し、特定の法益の侵害またはその危険を惹起するものでなければな
らないと考えるのである。この出発点の下、人の生命・身体に対する抽象的な危険さえ
有していないにもかかわらず、ある行為を処罰することを正当化するには、抽象的な危
険よりも希薄な法益関連性を示す累積犯という概念を導入する必要性がある。しかし、
この出発点それ自体の正当性、すなわち人の伝統的な法益に固執する必要性について疑
問を呈する余地がないわけではない。人の伝統的な法益以外に、新たな法益を認める可
能性もある以上、たとえある行為が人の生命・身体に対する抽象的な危険さえ有してい
なくても、別の新たな法益を侵害するのであれば、その処罰を正当化することは不可能
ではない。もし別の新たな法益を侵害することもなければ、処罰の必要性はそもそも認
められない。	 	 
	 実のところ、累積犯説が主張する環境汚染と人の伝統的な法益の侵害との関連性は、
未然防止の意味における関連性に過ぎない。例えば、「水質汚濁防止法」の法益は「健康
保護と生活環境の保全」と規定されてはいるが、究極的な目的は「健康保護」であって、
未然防止の考慮から「生活環境の保全」もあわせて定められていると解する見解90は、
このような考え方に基づくものである。つまり、生活環境を汚染する行為は、未然防止
の意味において人の伝統的な法益の侵害との関連性があるとされるのである。しかし、
未然防止原則を刑法に適用することはできないと思われる。	 
	 環境領域においては、科学的な法則が未だ確立されておらず、不確実性を伴う分野が
多く残されている。そして、ここにおいては、そのような不確実性を含む分野に対して、
どのような手段によって対応するべきかが問題となる。この点、リスクと科学的不確実
性を含む環境領域の対応原則としては、未然防止原則又は予防原則がある91。このこと
から、環境刑法も、従来の基本的な刑法観を修正し、未然防止又は予防原理を基礎にし
た上で、環境に対する危険の未然防止を目指さなければならないとする見解も主張され
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
89	 Jens	 Christian	 Müller-Tuckfeld,	 Traktat	 für	 die	 Abschaffung	 des	 
Umweltstrafrechts,	 in:Vom	 unmöglichen	 Zustand	 des	 Strafrechts/Institut	 für	 
Kriminalwissenschaften	 Frankfurt	 a.	 M.	 (Hrsg.),	 P.Lang,	 1995,	 S.465.	 
90北村喜宣『環境法（第３版）』（弘文堂、2015 年）	 342 頁。	 
91大久保規子「環境法制の展開と課題」ジュリスト 1414 号（2011 年）43—44 頁。	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るのである92。しかし、	 環境領域において未然防止又は予防原則を採用することに争い
はないが、だからといって、環境刑法においても同原則を採用しなければならないわけ
ではない93。未然防止又は予防原則は、リスクは認められるが、危険の存在は立証でき
ない場合に適用される原則である。危険の存在を立証できない場合に刑罰を適用するこ
とは、刑法の過度な介入である。刑罰を適用する際に考慮すべきなのは、ある行為が法
益の侵害又その危険を惹起したか、他の手段によって規制し得ないか、という問題であ
る。未然防止だからといって、危険が不確実な段階で刑罰を適用してよいわけではない。
刑法は、行為と結果の因果関係が立証され、危険の存在が確証される領域のみに介入し
うるのである。	 
	 累積犯説自体を支持することはできないとしても、累積犯説は、「累積」という方法も
環境媒体を侵害する方法の一つであることを明らかにした点に、その意義を有している。
すなわち、環境媒体への侵害行為を考慮する際には、一回限りの行為、一時的な破壊だ
けではなく、行為が「累積」することによっても環境侵害を引き起こしうるということ
も考慮するべきである。行為の累積作用は、環境に作用する個人行為の許される範囲を
確定する際に、考慮される要素の一つになるのである。	 
	 
（五）法益内実拡張説	 
	 以下では、法益の内実を拡張しようと試みる見解を検討する。	 
１具体的生活利益への拡張説	 
	 法益を具体的生活利益にまで拡張する見解は、大要、以下の通りである。法益を過度
に抽象化する場合、法益の空洞化をもたらしかねないため、「環境保全」や「環境行政」
といったものを法益と解すことはできない。人の健康などの伝統的な利益だけを法益と
すると、内容的には具体的ではあるが、範囲が狭過ぎ、保護が不十分となる。それ以外
の具体的な生活利益も保護に値するからである。例えば、廃棄物不法投棄行為は、健康
などを侵害しなくても、他人の土地の利用という具体的な利益侵害するのである。それ
ゆえ、環境犯罪の法益は、「人間の生命、身体、健康、財産、生活上の平穏などの具体的
利益」と解されるのである。また、刑法は人の具体的な利益を保護しなければならない
ので、環境犯罪の成立範囲は侵害犯と具体的危険犯に限定されることになる94。	 
	 神山教授が主張する法益論の特徴はその「具体性」にある。まず、法益の内容は「具
体的な利益」でなければならないと強調した上で、最低限「具体的危険犯」の程度に達
していなければならないとする。「具体性」とは、内容が明確ではない抽象的なものに対
置される概念である。それゆえ、刑法の法益保護原則に固執しつつ、法益の空洞化を避
けるようとするからといって、伝統的な利益の保護のみに限定されなければならないわ
けではなく、法益内容の具体性を要求するに過ぎない。新たな利益であっても、その内
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
92山中・前掲注（30）82—83 頁。	 
93もっとも、一切の妥協が許されないわけではない。例えば、疫学的因果関係は、「環境侵
害の不確実性」と「刑法（因果関係の認定方法）」の妥協点の一つである。	 
94神山・前掲注（10）15-16 頁、17−18 頁、神山・前掲注（43）236−237 頁。	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容が具体的であれば、法益になりうるのである。というのは、具体的な内実を有する利
益は法益の空洞化を招くわけではなく、法益の処罰範囲限界機能を損なわせるわけでも
ないからである。	 
	 神山教授が主張する法益内容の具体化の要請は、環境法益を確定する際に顧慮するべ
き原則である。しかし、「生活上の平穏」という「具体的利益」には、たとえ「具体的」
という文言があったとしても、その内容は依然として具体的でも、明確でもない。この
具体的な「生活上の平穏」という利益が何を意味するのかをさらに検討しなければなら
ない。また、「具体」的利益は「個人」的利益と同義ではない。法益の空洞化を避けると
いう意味おける「具体的」とは、法益の内容の明確性を指すからである。したがって、
公共的な性質の利益であっても、その内実が具体的かつ明確に定義されるのであれば、
それを法益と解すことも可能となるのである。	 
	 
２環境権への拡張説	 
	 豊かな自然環境を享受する権利がますます認められてきている現代においては、環境
犯罪の法益としても、伝統的法益にとどまらず、新しい法益としての環境権を認めるべ
きであるとする立場が登場する。つまり、環境法益においては、個人の生命、身体とい
う伝統的個人法益と、豊かな自然環境を享受する権利である環境権との２つが存在して
いるという見解が現れる95。この環境権は社会法益に属するものであって、その享有主
体は現在世代に限られず、将来世代も含まれる。また、各環境要素に関する人の権利の
刑法的な要保護性は個別に検討し、個別的な環境財に関する権利を環境権として保護す
ることで、環境権の内容が不明確になることはない、と主張される96。	 
	 環境権は民法学において提起された概念である。民法上の環境権は人権の一種として
公害被害において主張された。公害問題が典型的人格権侵害の例として議論される中で、
司法的救済の可能性を開くために環境権の確立が目指されたのである。その後、環境権
は、個人の生命・健康・財産への被害が生じる前に、環境被害の原因行為を中止させ被
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
95山本輝之「『法益の保護』、『刑法の謙抑性』の原則は維持できるか？」法学教室 223 号
（1999 年）18 頁、町野朔「環境刑法と環境倫理（下）」上智法学論集 43 巻２号（1999 年）
16 頁、町野朔「環境刑法の展望」現代刑事法３巻４号（2001 年）82 頁、中国において、環
境権論の主張もますます増えるようになる。例えば、李希慧・董文輝・李冠煜『環境犯罪研
究』（知識産権出版社、2013 年）55—67 頁、呉献萍『環境犯罪与環境刑法』（知識産権出版
社、2010 年）32—34 頁、李衛紅「環境犯罪論」煙台大学学報２号（1996 年）22−28 頁、鄒清
平「論危害環境罪」法学評論３号（1986 年）50―53 頁、曹子丹・顔九紅「関于環境犯罪若干
問題的探討」法制与社会発展４号（1998 年）38 頁、周利平「試析破壊環境資源保護罪」湖南
師範大学社会科学学報２期（1998 年）21 頁。	 
96町野朔「環境倫理、環境法、環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、
2003 年）18 頁、町野・前掲注（13）６—７頁。	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害を未然防止するという民事差止訴訟、特に公共事業と大規模の開発が引き起こす環境
変化に対する住民の民事訴訟において、広汎に主張されるようになった97。	 
	 確かに、現在の社会において、環境権が注目に値する権利の一種であることは否定で
きないが、民法上の環境権を刑法の保護法益として主張することは、以下の理由から適
切でないものと思われる。	 
	 まず、環境権の性質は不明確である。民法上環境権の概念は、もともと個人の生命・
健康・財産と関係しない環境状態を変化させる行為を制約するために、人格権、物権と
並ぶ権利として、提示された98。しかし、このような環境権の主張に対しては、個人の
生命・健康・財産と関係しない以上、人格権や物権と並ぶ絶対権とは認められないとの
批判が投げかけられている。個人利用自由の理念を前提とする、個人権としての「環境
権」は、公衆間の利用を調和し制限しなければならないといった環境利用の原則と相容
れないためである99。つまり、環境権の主張においては、環境損害の集団性・拡散性の
性格と権利の個別性・限定性の性格との矛盾が最大の問題点として指摘されるのである
100。この問題を解決するために、主体の限定がなく、個人権にも属しない自然享有権が
提示された101。しかし、自然享有権に対しては、個人権を基調とする権利システムの中
で、解釈によって非個人権を作り出すことは許されないのではないか、という批判にさ
らされる102。現行の法律規定から、個人権に属しない自然享有権を導き出すことはでき
ず、このような権利の創出は法律上の根拠を欠くものである。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
97北村・前掲注（90）49 頁、磯野弥生「環境権と環境配慮義務」新美育文・松村弓彦・大塚
直編『環境法大系』（商事法務、2012 年）60—61 頁。著名な環境権訴訟として、①大阪国際
空港公害訴訟第一審判決（大阪地方裁判所昭和 49 年２月 27 日昭和４６年（ワ）第２４９９
号・昭和４６年（ワ）第５６６９号・昭和４４年（ワ）第７０７７号：最高裁判所民事判例
集３５巻１０号１６２１頁・訟務月報２０巻５号５９頁・判例時報７２９号３頁・判例タイ
ムズ３０６号１１７頁）、②伊達火力発電所建設等差止請求訴訟判決（札幌地方裁判所昭和
55 年 10 月 14 日昭和４７年（ワ）第９２９号・昭和４８年（ワ）第４１８号・昭和４９年
（ワ）第１１７１号：判例時報９８８号３７頁・判例タイムズ４２８号１４５頁）、③琵琶
湖総合開発計画工事差止請求事件判決（大津地方裁判所平成１年３月８日昭和５１年（ワ）
第３１号：判例時報１３０７号２４頁・訟務月報３５巻８号１４５０頁・判例タイムズ６９
７号５６頁・判例地方自治６０号３２頁）、④東北電力女川原発訴訟第一審判決（仙台地方
裁判所平成６年１月３１日昭和５６年（ワ）第１８５２号：判例タイムズ８５０号１６９
頁・判例時報１４８２号３頁）は挙げられる。	 
98北村・前掲注（90）48 頁。	 
99北村・前掲注（90）50 頁。	 
100小野寺倫子「人に帰属しない利益の侵害と民事責任（２）	 :	 純粋環境損害と損害の属人的
性格をめぐるフランス法の議論からの示唆」北大法学論集 63 巻１号（2012 年）87ー88 頁。	 
101北村・前掲注（90）51 頁。	 
102北村・前掲注（90）51 頁。	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 環境権が個人的な権利であるか、それとも、集団的な権利であるか、という権利の性
質は、現在の民法において、依然として明確ではない。環境権の展開過程からみれば、
環境権は、人格権に属する個人権として検討されてきた。それは支配権であることから
排他性をもつと共に、自身と関係のある環境全体に及び、具体的な被害が何人に生じて
いるかにもかかわらず行使できるものとされる103。しかし、環境権を人格権と理解すれ
ば、環境本来の公共的性質と矛盾するであろう。これに対して、環境権を非個人権とし
ての自然享有権と理解することについては、法律上の根拠を欠く点が問題視されなけれ
ばならない。したがって、環境権を個人権と捉えるにせよ、公共的な権利と捉えるにせ
よ、民法上の環境権を刑法上の保護法益として主張することはできない。	 
	 さらに、環境権の包括性は刑法上の法益に関する具体化の要請とも相容れない。民法
上の環境権は、包括的な環境に対する権利であり、個々の具体的な利益を区別するもの
ではない。このような環境権は、その内実、範囲、構成要素が不明確なものである。こ
れに対して、刑法における保護対象は明確でなければならないことから、以上の意味で
の環境権を保護対象として設定することは不適当である、と指摘される104。内容的限定
のない環境権を法益と解すれば、刑法による保護範囲を限定することはできず、法益概
念の明確性にも反する105。また、環境要素ごとに人が享有する権利をそれぞれ検討する
としても、環境権の内実が明確になるとは限らない。例えば、清浄空気権、清浄水権と
いった表現は、環境要素に基づく表現であるが、その内実が明確であるとは言えないだ
ろう。	 
	 	 以上の問題点に鑑みれば、環境が一つの「権利」として刑法によって保護されると解
するのは適切でない。もっとも、環境権が提示する環境と人との関係自体は、環境媒体
が人間にとってどのような有用性を持っているかを確定する際に、参考とすることがで
きる。つまり、環境が人間に対して、一定の効用を持っているからこそ、環境「権」を
考える余地が生じるのである。環境権を基礎づけるのは、環境が人間に対して有する効
用である。環境権の論者による主張、すなわち、環境が万人の共有の物であり、個人が
排他的に独占的に利用してはならないということ、及び、環境の人間に対する効用が、
健康上の効用に限定されないということは、一定の参考価値を有しているのである。	 
	 
三	 小括	 
	 環境媒体を汚染することによって、伝統的な個人法益を侵害する行為は、典型的な環
境犯罪である。このような環境犯罪を定める規定としては、日本の公害罪法の規定と中
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
103村田哲夫「環境権の意義と生成」人間環境問題研究会編『環境権と環境配慮義務	 環境法
研究	 第 31 号』（有斐閣、2006 年）7 頁。	 
104米田泰邦「公害・環境侵害と刑罰—公害刑法と環境刑法」石原一彦・佐々木史朗・西原春
夫・松尾浩也編『現代刑罰法大系	 第２巻	 経済活動と刑罰』（日本評論社、1983 年）169
頁。	 
105伊東・前掲注（5）56—57 頁。	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国刑法旧 338 条の重大環境汚染事故罪の規定を挙げることができる。環境犯罪の保護法
益が人の生命・健康などの伝統的な個人法益を含むことには異論がない。	 
	 しかし、以上で論述したように、環境犯罪において、伝統的な個人法益だけを保護す
るだけでは処罰範囲が狭すぎる。環境が人間の生活基盤として存在している以上、人間
にとって、生命、健康のレベルでの有用性のほかに、別個のレベルでの有用性がないか
ということが問わなければならず、もしあるならば、その新たな法益の具体的な内実は
何か、その法益を刑法によって保護に値するか、という問題が検討されなければならな
い。以下の章節で、これらの問題を検討していくことにする。
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第２節	 新たな環境法益としての「環境公共財」への拡張	 
	 
一	 環境犯罪の法益内実を再考する必要性・可能性	 
	 ここでの「新たな法益」の提唱は、人間関連性を放棄するためのものではなく、あく
まで人間関連性を保ちつつ、しかしさしあたり生命、身体からはなれた人間にとっての
有用な利益をつくろうという意図に出たのである。	 環境犯罪は環境媒体を侵害する犯罪
である以上、人の伝統的な法益を侵害する犯罪に限る必然性がなく、環境媒体に表され
る環境犯罪の法益は何かということを再考する必要性がある。すなわち、環境媒体が人
にとって一体どのような効用を持っているか、この効用の中で何が刑法によって保護に
値するか、ということを検討すべきである。環境犯罪の保護法益を確定することで、法
益侵害の基準に基づいて、刑罰に値する行為を確定することが可能となる。人の伝統的
な法益との関連性がなく、かつ環境犯罪の新たな保護法益との関連性もない行為は、法
益侵害行為といえず、処罰することはできない。	 
	 
（一）法益内実を再考する必要性	 
１法益主体の拡張又は法益侵害との関連性緩和の不合理性	 
	 前述したように、法益主体を次世代に拡張するという次世代の法益論と、環境侵害と
人の伝統的な法益との関連性を緩和するという累積犯論は、いずれも適切ではない。そ
こで、別途に処罰範囲を拡張する道を探索しなければならない。	 
	 
２法益の内実を再考する現実上の需要	 
	 日本において最初の環境汚染は、「比較的少数の有害物質が、全体としてみれば、多
量かつ狭域に集中して放出され、それを直接あるいは食物連鎖を経て体内に取り込んだ
特定の人間への影響が、短時間のうちに確実に発生した」というような特徴があった1。
そこで、当時の公害罪法の保護範囲は、人の健康への侵害犯または危険犯に限定したの
である。このような範囲は、当時の環境違法行為をほぼカバーするものであった。とい
うのは、人の健康への侵害犯または危険犯に属しない環境汚染行為は当時あまり存在し
なかったからである。環境汚染行為と人の健康への侵害または危険との間の因果関係の
証明もあまり困難ではなかった。つまり、産業公害段階における環境犯罪は、主に人の
生命・身体に対する犯罪であり、具体的な侵害が生じなくても、危険犯の概念によって
処罰範囲を拡張すると足りるのである2。そこで、環境が人の健康にとっての有用性の以
外、人間にとってその他の有用性を見出す必要がない。	 
	 しかし、現在の環境汚染は、少量、広域、及び人の健康への影響の不確実性という特
徴があり3、産業公害段階の法益に関係しない「生活の質」の保護も要請されるようにな
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1北村喜宣『環境法（第３版）』（弘文堂、2015 年）４頁。	 
2齋野彦弥「公害刑法と環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）
79 頁。	 
3北村・前掲注（1）５頁。	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る4。つまり、伝統的な産業公害が主に住民の健康への侵害を与えるのに対して、現代的
都市公害が主に生活環境への悪化を与えるものとなり5、「環境の快適さ」も求められる
ようになる6。	 
	 現在において、もし環境の人間にとっての有用性を依然として健康に限定し人の健康
への侵害または危険が生じてはじめて処罰を発動すれば、以下の二つの結果をもたらし
うる。一つは、環境汚染行為を放置し、重大な侵害を引き起こすという結果である。も
う一つは、人の健康への危険を抽象化ないし危険を擬制することで法益の侵害・危険の
ない行為も処罰対象とすることで、刑法の法益保護原則に違反することになるという結
果である。それゆえ、伝統的な法益論は環境媒体へ十分な保護を与えることができない
と指摘される7。以上の二つの結果を避けるため、環境の人間にとっての有用性を再び考
える必要がある。環境の人間にとっての有用性に基づいて環境犯罪の保護法益を確定す
ることで、環境汚染行為の法益侵害性の有無によって合理的な処罰範囲を画することが
可能になるのである。	 	 	 
	 現行法上の多くの環境行政罰則で規制される行為は、人の生命・身体・財産に直接に
侵害を与える行為と言えないのに、重い法定刑が規定されている。他方、このような行
為は、人の生命・身体・財産の侵害との牽連性に欠けるゆえに、実務上刑罰の適用をた
めらう場合も少なくない。このような状況は、「刑事制裁の使用に対して促進的／抑制
的に作用する要因が混在する」という現象をもたらすと指摘される8。現存している環境
行政罰則において、人の生命・身体・健康に対する危険の見地のみでは、正当化されえ
ない罰則は少なくない。	 
	 この疑問に対して、多くの環境罰則において定められる行為が人の生命、身体の保護
の見地からみると形式犯であるものの、「究極的法益」が人の生命・健康であるという
反論も展開される9。この反論は、多くの環境罰則に定められる行為を形式犯と認める一
方で、「究極的」な法益関連性を根拠として、形式犯の処罰を正当化しようとするもの
である。	 しかし、「究極」が何を意味するのかが問われなければならない。もし、「究
極」が「最終的」を指すと理解すれば、すべての保護の目的は最終的には生存をはじめ
とする人々の利益であるので、すべての形式犯は法益との関連性を有するということに
なり、処罰の限界がなくなってしまうようになる。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
4齋野・前掲注（2）79 頁。	 
5黒川哲志「公害規制の法と政策ー伝統的公害規制法の基本的発想とその展開」法学セミナー
658 号（2009 年）18 頁。	 
6平野龍一「日本における自然環境の刑罰的保護」刑法雑誌 23 巻１＝２号（1979 年）188 頁。	 
7丸山雅夫「環境刑法」ジュリスト 1270 号（2004 年）110 頁。	 
8近藤和哉「環境保護法制における刑事制裁の今後のあり方について」町野朔編『環境刑法の
総合的研究』（信山社、2003 年）383—384 頁。	 
9前野育三「環境問題と刑事政策」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法
概説』（成文堂、2003 年）56ー57 頁。	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 そこで、これらの罰則を正当化するために、刑法の任務を法益保護に求める立場を維
持しつつ、新たな法益の存在の可能性を追求すべきである10。つまり、この現実の要請
からみると、法益を人の生命、身体等の伝統的な法益に限定するべきではなく、法益の
範囲を再考することが求められる。環境行政罰則を対象とする行為の真の処罰根拠は何
か、人の生命・身体・財産以外の刑罰による保護に値する利益を侵害しないかを検討す
るべきである。この利益の内実を明確にできれば、実務の刑罰の適用をためらう状況を
改善することができるかもしれない。もし、他の利益の侵害がなければ、非犯罪化し、
刑罰以外によって対処するべきである。	 
	 
（二）法益の内実を再考する可能性	 
１環境犯罪と公害犯罪の異質性	 
	 「公害犯罪」または「公害事犯」という概念は、人の健康被害の事件に伴って普及し、
「人の健康に係る」ものを公害犯罪または公害事犯の実質とする「人の健康に係る公害
犯罪の処罰に関する法律」の制定によって定着した。それゆえ、伝統的な理解によれば、
人の生命、身体、健康に影響がない行為は「公害犯罪」、「公害事犯」にならない。こ
れに対して、「環境刑法」においては、「人の健康に係る」と言えない廃棄物の不法投
棄行為、大気汚染や水質汚濁などの環境媒体の侵害行為も規制対象となる11。そこで、
こうして、環境刑法と公害刑法とは異なるものであって、環境刑法の処罰範囲は公害刑
法の処罰範囲に限定するべきではないと指摘される12。実際、多くの環境行政罰則に定
められる行為は、人の生命、身体、健康に対する危険を持つ行為と言い難い13。	 
	 大気汚染防止法と水質汚濁防止法における排出基準規定に違反した行為が、公害罪法
の違法行為にもなるという見解があるが14、環境が有害物質によって汚染されることを
防止しようとする大気汚染防止法と水質汚濁防止法は、有害物質の作用から国民の生命
や健康を保護することを狙いとする公害罪法と、目的や趣旨において異なり、有害物質
の無制約な排出を禁止することが健康被害の発生の防止に繋がるとしても、有害物質の
無制約な排出と健康被害の惹起とは別個のものであり、それぞれ独立に規制を加えてい
る異なる法律は、解釈・適用上、原則として互いに干渉することはないという反論もあ
る15。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
10京藤哲久「環境犯罪の構成要件」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003 年）
325—326 頁。	 
11京藤・前掲注（10）322 頁。	 
12町野朔「序説	 概観——日本の環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、
2003 年）３—４頁。	 
13京藤・前掲注（10）325 頁。	 
14日比幹夫「人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律（８）」判例時報 653 号（1972 年）
４頁。	 
15沼野輝彦「公害罪法における危険の意義」藤木英雄編『公害犯罪と企業責任』（弘文堂、
1975 年）43 頁。	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 数多くの環境関連の法律は「健康で文化的な生活の確保」16、「生活環境の保全」17
を目的としている。「環境基本法」第２条第３項によると、生活環境とは、「人の生活
に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を
含む」というものであって、人の健康とは異なるものである。学説においても、生活環
境は大気や水の清浄さを含むものであり18、立法裁量が広い、「人間と社会にとっての
効用の観点から対象を把握」するべきであると主張され19、統一的な明確的な解釈が存
在しないものの、確定できるのは、生活環境それ自体が人間にとって一定の有用性を持
ち、かつ、その有用性が生命・健康上の効用と別個に存在しているということである。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
16	 例えば、「環境基本法」第１条に「この法律は、環境の保全について、基本理念を定め、
並びに国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにするとともに、環境の保全に関
する施策の基本となる事項を定めることにより、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画
的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人
類の福祉に貢献することを目的とする」と定められている。	 
17例えば、「大気汚染防止法」第１条に「この法律は、工場及び事業場における事業活動並
びに建築物等の解体等に伴うばい煙、揮発性有機化合物及び粉じんの排出等を規制し、有害
大気汚染物質対策の実施を推進し、並びに自動車排出ガスに係る許容限度を定めること等に
より、大気の汚染に関し、国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、並びに大気の
汚染に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠償の責任について定
めることにより、被害者の保護を図ることを目的とする」と定められている。「水質汚濁防
止法」第１条に、「この法律は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び
地下に浸透する水の浸透を規制するとともに、生活排水対策の実施を推進すること等によっ
て、公共用水域及び地下水の水質の汚濁（水質以外の水の状態が悪化することを含む。以下
同じ。）の防止を図り、もつて国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、並びに工
場及び事業場から排出される汚水及び廃液に関して人の健康に係る被害が生じた場合におけ
る事業者の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的とす
る」と定められている。「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第１条に「この法律は、廃
棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理を
し、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るこ
とを目的とする」と定められている。また、「土壌汚染対策法」第１条に「国民の健康の保
護」だけを定めているが、生活環境の保全を保護する必要がないということを意味しない。
実は、生活環境の侵害は多種多様であり、範囲を確定し難いので、有効かつ確実に環境侵害
行為を対応するため、土地汚染対策法は範囲がより明確である人の健康だけを保護対象とし、
範囲があいまいである生活環境侵害を規制対象外におくという立法政策上の考慮がある（北
村喜宣「環境法規制の仕組み」高橋信隆・亘理格・北村喜宣編著『環境保全の法と理論』
（北海道大学出版会、2014 年）132 頁）。	 
18大塚直『環境法（第３版）』（有斐閣、2010 年）30 頁。	 
19北村・前掲注（1）８頁。	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 生活環境保全の究極的な目的が人の生存状態の保護であると言えても、生活環境を侵
害する行為が常に人の生命・健康に対する危険犯であるとは言えない。法的保護の究極
目的が人の生存であると言っても、刑法は各種の法益をそれぞれ保護しているのであり、
人の生命だけを法益としているわけではない。法的保護の究極目的の意味での関連性は、
危険犯意味での危険といった関連性ではなく、より抽象な関連性である。	 
	 生活環境の保護は人の生命、健康の保護と異なる独立の意味を持っている。公害罪法
における処罰対象は「人の生命又は健康を害する行為」に限られ、「生活環境を害する
行為」を含まない20以上、「生活環境」と「人の生命又は健康」とはもともと同一では
ない。保護法益を人の生命、健康に限定するのは、公害罪法の要請ではあっても、環境
犯罪の要請ではない。「公害は『環境』の一部ではなく、環境価値を表現する言葉でも
ない」21という指摘はすでに存在しているのである。	 
	 公害罪法の存在が環境刑法の処罰範囲や、法益に関する検討を阻害しているという指
摘が存在する22。環境侵害と人の生命・身体との関連性を重視するというのは、日本の
環境犯罪の議論の特徴であるとされる23。日本においては、長年にわたり環境に関する
犯罪を公害犯罪として扱ってきたとされる24。いわば公害刑法から環境刑法への移行は、
「レッテルの貼り替え」にすぎず、環境刑法の法益も人間を中心とする伝統的な法益概
念に限定されてきたと指摘されている25。	 
	 公害罪法から独立した固有の環境刑法、公害罪法の法益以外刑罰による保護に値する
法益の存在する可能性を認めるべきである。この法益こそ、公害罪法から独立にした固
有の環境刑法の規制対象であるという見解26が支持されるべきである。	 
	 要するに、環境犯罪行為の対象は環境媒体であり、環境と人間との関連は、もともと
人の生命、健康上の関連に限定する必然性がなく、侵害法益は公衆の生命、健康に限定
する必然性もない。各環境行政法の目的は、人の健康の保護のほか、生活環境の保全も
含む。生活環境の保全も環境行政罰則の目的の一つであり、生活環境の保全が人の生命、
健康の保護と並ぶものである以上、生活環境を保全する根拠となる法益の具体的な内実
を検討することが必要となる。生活環境の保護はどのようなものを保護するか、生活環
境の侵害はどのようなものを侵害するか、ということが問われるのである。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
20平野・前掲注（6）185 頁。	 
21畠山武道「環境の定義と価値基準」新美育文・松村弓彦・大塚直編『環境法大系』（商事
法務、2012 年）38—39 頁。	 
22京藤・前掲注（10）334 頁。	 
23川端博・町野朔・伊東研祐「《鼎談》環境刑法の課題と展望」現代刑事法 34 号（2002 年）
６ー７頁〔伊東研祐の発言〕。	 
24川口浩一「環境刑法の基礎理論（一）」奈良法学会雑誌６巻２号（1993 年）２頁。	 
25丸山雅夫「公害の処罰から環境の保護へー刑法の役割—」南山法学 28 巻３号（2005 年）73
頁。	 
26京藤・前掲注（10）324 頁。	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２伝統的な利益と異なる利益の実在性	 
	 社会的現実をみると、人の伝統的な利益と異なる利益が実在することは疑いない。つ
まり、生活環境への侵害は、「公害」を超える環境汚染も存在しているのである27。民
法上の不法行為において純粋環境損害が問題とされるのは、この損害が人の生命、健康
に還元することができないゆえに、一般的な民法原理によって対応することができない
からである28。	 
	 「環境損害」には、①環境影響に起因する損害一般（広義の環境損害）と②環境影響
起因の損害のうち、人格的利益や財産的利益に関する損害以外のもの（狭義の環境損害）
という二つの意味が含まれている29。②の損害は、純粋環境損害とも呼ばれている30。純
粋環境損害は、人間の生命や健康に関係がある損害ではなく、「人に影響の及ばない段
階にある環境侵害」と言われる31。純粋環境損害は環境自体に対する侵害であり、そこ
で侵害する利益は純粋環境利益と呼ばれる32。こうして人の生命・身体・財産という伝
統的な利益に還元されえない環境利益は、社会生活上確かに定在している。例えば、遠
く離れた地域や海洋で発生した汚染行為に、必ずしも具体的な被害者がいるとは限らな
い33。このような「環境利益」の侵害の具体例として、海水油濁等によって生ずる損害
が挙げられる。	 
	 環境媒体は人間の基本的な生活基盤であり、その機能は多岐にわたるので、その侵害
は必ずしも人の伝統的な法益の侵害に関係するとは限らない34。環境媒体は、人々の多
方面の需要を満しうる。例えば、生物と環境空間とによって構成される総合的な生態系
は人類の生存の基本条件を提供している。加えて、環境に備わっている浄化能力は、人
間にとって経済的価値がある。そのほか、人間にとって、環境は美学的、教育的な価値
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
27長井圓「環境刑法の基礎・未来時代法益」神奈川法学 35 巻２号（2002 年）431 頁。	 
28小野寺倫子「フランス民事責任法における『純粋環境損害（préjudice	 écologique	 pur）』
の概念について」松久三四彦・藤原正則・須加憲子・池田清治編『民法学における古典と革
新	 藤岡康宏先生古稀記念論文集』（成文堂、2011 年）461—462 頁。	 
29大塚直「環境訴訟における保護法益の主観性と公共性・序説」法律時報 82 巻 11 号（2010
年）119—120 頁。	 
30小野寺倫子「人に帰属しない利益の侵害と民事責任（１）	 :	 純粋環境損害と損害の属人的
性格をめぐるフランス法の議論からの示唆」北大法学論集 62 巻６号（2012 年）42 頁、44 頁。	 
31小野寺倫子「人に帰属しない利益の侵害と民事責任（3・完）	 :	 純粋環境損害と損害の属
人的性格をめぐるフランス法の議論からの示唆」北大法学論集 63 巻４号（2012 年）100—101
頁。	 
32大塚・前掲注（29）121—122 頁。	 
33陳君「対『刑法修正案（八）』関於汚染環境罪規定的理解与探討」北京理工大学学報（社
会科学版）14 巻６号（2012 年）111 頁。	 
34神山敏雄「環境刑法の概念」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概
説』（成文堂、2003 年）13 頁。	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等を持っている35。環境は人間の生存の基盤だけではなく、人間の精神的な創造活動に
もきっかけを提供する。環境は人類の存続、繁栄発展の基盤でもある36。そこで、人間
にとっての環境の効用は、生命・健康上の有用性にとどまらず、法益を拡大する可能性
を開くものである。	 
	 保護対象となる環境には、人の健康に関係するものに限られず37、「人間らしい生活
と人間の将来の生存の条件」であるので、環境そのものを刑法によって保護するべきで
ある38、とする見解はすでに存在している。	 
	 
３法益と社会的要請	 
	 法益概念は憲法的目的の枠内で、歴史的変化と経験的認識の進歩に対して開かれてい
る39。時代が発展すると共に、法益概念の内包は変わってきた。ある法益は刑法によっ
て保護される価値を失い、ある利益は刑法が保護すべき法益となる。法益とは、そのと
きの文化的・歴史的状況において人格的発展の前提・条件であり、侵害可能な現実的な
存在である40。そこで、時代と社会の変動に応じた人格発展と共同生活に不可欠な利益
であれば、新たな法益となる可能性がある41。	 
	 人の生命、身体の完全性という利益は異論なく法益としての資格を有する。しかし、
これは人の生命、身体の完全性という利益だけが法益になる資格を備え、他の利益が法
益になる資格を備えないということを意味しない。人間中心主義を前提としても、公害
罪法の保護法益以外の法益を侵害する行為も環境刑法の処罰対象になりうる42。	 
	 	 
４環境倫理の基礎	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
35廖華「湖北環境汚染第一案と環境監管失職罪」武漢科技学院学報 19 巻９号（2006 年）70
頁。	 
36北村・前掲注（1）３頁。	 
37米田泰邦「公害・環境侵害と刑罰—公害刑法と環境刑法」石原一彦・佐々木史朗・西原春
夫・松尾浩也編『現代刑罰法大系	 第２巻	 経済活動と刑罰』（日本評論社、1983 年）169
頁。	 
38山中敬一「環境刑法」ジュリスト 1015 号（1993 年）125 頁。	 
39Claus	 Roxin,	 	 Strafrecht.	 	 Allgemeiner	 Teil,	 Band	 I	 Grundlagen	 Der	 Aufbau	 der	 
Verbrechenslehre,	 4.	 Aufl.,	 C.H.Beck,	 2003,	 S.13.	 
40Olaf	 	 Hohmann,	 Das	 Rechtsgut	 der	 Umweltdelikte:	 Grenzen	 der	 strafrechtlichen	 
Umweltschutzes,	 	 P.Lang,	 1991,	 S.	 201.	 伊東研祐「環境刑法における法益保護と保護態様」
松尾浩也・芝原邦爾編『刑事法学の現代的状況：内藤謙先生古稀祝賀』（有斐閣、1994 年）
316—318 頁。	 
41長井圓「環境刑法における保護法益・空洞化の幻想」横浜国際社会科学研究９巻６号
（2005 年）698 頁。	 
42京藤・前掲注（10）333—334 頁。	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 倫理とは、道徳上の共通認識を求めるものであるとされる43。つまり、倫理は、人々
が一つの道徳問題に対する受け入れ可能な解決策を意味する。法律は直接に倫理を保護
することはできないとしても、「倫理は法律の内在的な根拠であり、それぞれの倫理に
は、それに相応しい法律がある」44ということは承認されよう。刑法は一定の範囲で倫
理を「下敷き」にし45、「国家が刑罰を用いて国民に倫理を強制することは許されない
が、国民に対する刑罰権の行使自体は、倫理的にみて正当なものでなければならない」
46。つまり、国家が国民の領域に介入する範囲は、人々の道徳上の共通認識としての倫
理によって正当化されなければならない。刑法が環境保護に対してどの程度介入するか
は、その時代の環境倫理観と密接に結びついている。刑法の目的が倫理保護ではないと
しても、ある領域における刑法の処罰範囲の確定に際しては、当該領域の倫理観を考慮
しなければならない。当該領域の倫理観から進みすぎた刑法も遅れた刑法も、国民に受
け入れられることができず、刑法としての役割を十分に果たすことはできない。	 
	 環境倫理への配慮は、環境倫理学が主張する一切の利益を刑法によって保護すること
を意味しない47。環境保護における「環境」の意味は漠然であり、すべての環境を法に
よって保護し、すべての環境侵害を刑法で罰するのは適切でも、可能でもない。どのよ
うな環境が法によって保護されるべきか、どのような環境侵害行為が法によって禁止さ
れるべきか、を判断する際に、環境倫理の動向を考慮し、環境倫理の支持を求めるべき
であるという見解48は、環境犯罪の法益の確定における環境倫理性の役割を明らかにし
たものといえる。つまり、環境法と環境倫理学との関係は、医事法と生命倫理学との関
係と同様であり、環境倫理は環境問題を検討する基本的な立場の確定に重要な役割を果
たしている49。	 
	 現在の日本の環境倫理によれば、環境の保護はもはや人の生命・健康・名誉・財産に
限定されず、「良き環境」それ自体が保護に値する価値と認められ、「豊かな、人間ら
しい生活」を侵害すれば、規制の必要性があると認められる以上、「豊かな自然」や
「均衡した生態系」といった環境利益が法の保護から排除される理由はない50。実際上、
公害刑法から環境刑法への処罰範囲の変化は、人の生命・健康・財産のみならず環境に
関するより広い利益を保護するべきである、という環境倫理の発展によって基礎付けら
れる51。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
43甘紹平「応用倫理学的論証問題」『中国社会科学』１号（2006 年）135 頁。	 
44江山『人際同構的法哲学』（中国政法大学出版社、2002 年）310 頁。	 
45川端ほか・前掲注（23）10 頁〔町野朔の発言〕。	 
46曽根威彦『刑法総論〔第四版〕』（弘文堂、2008 年）10 頁。	 
47川口浩一「環境刑法の基礎理論（二）」奈良法学会雑誌７巻２号（1994 年）98 頁。	 
48町野朔「環境倫理、環境法、環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、
2003 年）20 頁。	 
49川口・前掲注（47）98 頁。	 
50町野・前掲注（48）24−26 頁、34 頁。	 
51町野・前掲注（12）５頁。	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 現在中国において、一部の学者は人と自然の関係を再考し、人を自然環境の一部と見
なし、環境は「工具価値」のみならず「内在価値」も有すると認めて、人と環境とを調
和させ、共同受益の関係を形成するという新たな環境倫理も提唱されている52。環境が
人の生命、健康のみを維持する「道具」にすぎないという環境倫理観は変容してきた。
現在、環境侵害行為が人間の伝統的な法益を侵害しなくても処罰される必要性があると
いう意識は一般的になっている。例えば、中国の深刻な大気汚染問題に対する国民の意
識は「大気汚染は私たちの健康に何か危険を与えるか」ということよりも、「空気の清
浄さを回復したい。そのために、いかなる対応措置をとるべきであるか」というもので
ある。	 
	 要するに、人の健康に関係しない環境法益の保護について世界的な範囲での合意がす
でに存在し、人の健康に関係しない環境法益を保護すべきであるという環境倫理の基礎
が強固となっている以上、この環境法益を刑法によって保護することは必要かつ可能と
いえる53。	 
	 	 
二	 新たな環境法益の具体的な内実	 
	 以上で、環境犯罪において新たな法益の存在の必要性と可能性を論述した。以下では、
この新たな法益の具体的な内実を検討する。	 
	 前述のように、環境犯罪の法益の内実を拡張する学説はすでに存在している。すなわ
ち、具体的生活利益説と環境権説である。しかし、前述したように、この二つの学説に
は様々な問題が存在し、これを直接に刑法の保護法益とするのは適切ではない。要する
に、具体的生活利益説は、法益の具体性を強調しながら、生活利益の具体的な内容を提
示していない。環境権説については、各環境要素に基づいて環境の効用を確定するとい
う点では支持されるべきであるものの、この具体的な効用を観念的で不明確な「権利」
として構成する必要性はなく、人間にとっての利益として保護すれば足りるのである。	 
	 この新たな法益が刑法上の「法益」として認められるためには、「経験的な実在性」
と「人間関係的有用性」54という二つの性質を備えなければならない。「経験的な実在
性」（以下では論述の便宜上「経験実在性」と呼ぶ）を要求することで、法益の精神化
を避けることができる。「人間関係的有用性」（以下では論述の便宜上「人間有用性」
と呼ぶ）は、法とは人間の利益のため制定されるという法の本来の属性から導き出され
る要請である。この新たな環境法益は行為客体としての環境媒体に具現化されているの
で、経験実在性は問題なく認められる。問題となるのは、人間有用性の具体的な内実で
ある。	 
	 
（一）環境権の示唆	 
１環境権の参考可能性	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
52呂欣『環境刑法之立法反思与完善ー以環境倫理為視角』（法律出版社、2012 年）39−41 頁。	 
53町野・前掲注（48）37 頁。	 
54松原芳博『刑法総論』（日本評論社、2013 年）16 頁。	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 「環境権」というのは、人間が豊かで清浄な自然、美しい景観、生態系の均衡、種の
多様性の恵みを享受する権利である55。「国民は環境を支配し、良き環境を享受しうる
権利があり、みだりに環境を汚染し、われわれの快適な生活を妨げ、あるいは妨げよう
としている者に対してはこの権利に基づいてこれが妨害の排除または予防しうる」56。
また、環境権は所有権・占有及び人格権と違って、一定の公共性を持っている57。つま
り、「環境は、ある土地の上に固定的にのみあるものではなく広く周囲の土地の環境と
交流するものであるから」、「環境に対する支配の権能は、これと係わりのある地域住
民が平等にこれを共有しているものであり、誰もが自由にかつ平等に利用しうるもの」
である58。	 
	 環境権の主張は日本の裁判所によってほぼ否定されているものの、否定する理由は、
主に憲法 13 条、25 条の定める抽象的一般的な権利から具体的個別的な権利をただちに
導出することができず、環境権の成文法上の根拠が存在しない（①）、各個人の権利の
対象となる環境の範囲・基準が不明確である（②）ということである59。	 
	 しかし、①について、権利として認めることに抵抗があっても、環境権の基礎として
の利益が客観的な利益として存在し、人の生存と発展に関わることに疑問が呈されてい
るわけではない。②について、環境権の内容・範囲の曖昧さは環境権が表している人間
有用性それ自体を否定する理由とはならない。そこで、環境権の内実を参考し、この新
たな法益の人間有用性を検討するのは可能である。	 
	 
２環境権の内実	 
（１）環境権に関する国際宣言	 
	 1970 年には、東京公害国際会議で「公害問題国際シンポジウム東京決議」Ⅰの五にお
いて、「とりわけ重要なのは、人たるもの誰もが、健康や福祉を侵す要因にわざわいさ
れない環境を享受する権利と、将来の世代へ現在の世代がのこすべき遺産であるところ
の自然美を含めた自然資源にあずかる権利とを、基本的人権の一種としてもつという原
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
55町野・前掲注（12）３−５頁	 、町野・前掲注（48）26 頁。	 
56山村恒年「地球環境時代の自治体環境政策」ジュリスト 1015 号（1993 年）129 頁。	 
57大塚直・北村喜宣編『環境法学の挑戦——淡路剛久教授・阿部泰隆教授還暦記念——』（日本
評論社、2002 年）48—49 頁、51 頁〔中山充執筆〕、村田哲夫「環境権の意義と生成」人間環
境問題研究会編『環境権と環境配慮義務	 環境法研究	 第 31 号』（有斐閣、2006 年）7 頁。	 
58仁藤一・池尾隆良「『環境権』の法理」大阪弁護士会環境権研究会編『環境権』（日本評
論社、1973 年）53—54 頁。	 
59琵琶湖総合開発計画工事差止請求事件判決においてこのような理由を言い渡した（大津地
方裁判所平成１年３月８日判決昭和５１年（ワ）第３１号：判例時報１３０７号２４頁・訟
務月報３５巻８号１４５０頁・判例タイムズ６９７号５６頁・判例地方自治６０号３２頁）。	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則を、法体系の中に確立するよう、われわれが要請することである（下線は引用者）」
60と宣言された。	 
	 1972 年、ストックホルムで開催された人間環境会議では、その宣言の中で、「自然の
ままの環境と人によって作られた環境は、ともに人間の福祉、基本的人権ひいては、生
存権そのものの享受のため基本的に重要である」61として、「人は尊厳と福祉を保つに
足りる環境で、自由、平等及び十分な生活水準を享受する基本的権利を有するとともに、
現在および将来の世代のため環境を保護し改善する厳粛な責任を負う（下線は引用者）」
62と、宣言された。	 
	 1992 年リオ・デ・ジャネイロで開催された「環境と開発のための国連会議」では、
「人類は、自然と調和しつつ健康で生産的な生活を送る権利を有する（下線は引用者）」
63と強調された。	 
	 
（２）日本の環境権の表現	 
	 1970 年日本弁護士連合会第 13 回人権擁護大会公害シンポジウムにおいて、大阪の弁
護士グループにより、日本において「環境権」が初めて提唱された。環境権とは、「良
き環境を享受し、かつこれを支配しうる権利」であり、「人間が健康な生活を維持し、
快適な生活を求めるための権利」であると定義されたのである64。環境は人間が健康で
文化的な生活を営む上で必要不可欠なものであり、その環境を破壊から守るため、人間
が環境を支配し、良き環境を享受しうる権利、及びこの権利に基づいて、環境を汚染し、
快適な生活を妨げる行為を排除し又は予防する権利が、「環境権」として、万人に平等
に保障されていなければならないとされる65。	 
	 環境権の性質は、日本国憲法 13 条及び 25 条に基づく基本的人権であり、「一切の自
然的・社会的環境に対して地域住民がもつ排他的な支配権」であるとされる66。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
601970 年３月 12 日「公害問題国際シンポジウム東京決議」月刊自治研 12 巻４号（1970 年）
66—67 頁。	 
61国連人間環境会議（1972	 年ストックホルム会議	 ）「人間環境宣言」１頁
（http://www.env.go.jp/council/21kankyo-k/y210-02/ref_03.pdf	 2015/09/10	 ）。	 
62国連人間環境会議・前掲注（61）２—３頁。	 
63環境と開発のための国連会議「環境と開発に関するリオデジャネイロ宣言」（リオ宣言）
１頁（http://www.env.go.jp/council/21kankyo-k/y210-02/ref_05_1.pdf	 2015/09/10）。	 
64西垣立也・真鍋正一ほか「環境権の確立」大阪弁護士会環境権研究会編『環境権』（日本
評論社、1973 年）85 頁。	 
65仁藤ほか・前掲注（58）50—51 頁。	 
66久保井一匡・滝井繁男ほか「環境権承認の効果」大阪弁護士会環境権研究会編『環境権』
（日本評論社、1973 年）109 頁。	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 第 13 条	 	 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する
国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の
尊重を必要とする。	 
	 第 25 条１項	 	 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。	 
	 
３環境権からの示唆	 
	 以上で援用され条文の内実は抽象的にすぎるが、これらの条文において注意すべきは、
「健康や福祉を侵す要因にわざわいされない環境」、「尊厳と福祉を保つに足りる環境
で、自由、平等及び十分な生活水準を享受する基本的権利」、「自然と調和しつつ健康
で生産的な生活を送る権利」、「健康な生活を維持し、快適な生活を求めるための権
利」、「人間が健康で文化的な生活を営む上で必要不可欠なもの」という点である。つ
まり、環境媒体の有する人間への有用性を抽象的に言えば、幸福で快適な生活の追求の
保障として、健康で文化的な生産的な生活水準・生活条件を維持し・提供するというこ
とである。	 
	 
（二）純粋環境損害の示唆	 
	 すでに述べたような純粋環境損害という概念は、一体どのような損害を意味するのか、
また、「人に関係がない環境損害」という表現67は、一体どういう意味であるかが問わ
れなければならない。純粋環境侵害の実体法上の性格について、民法において以下の三
つの見解がある。第一は「集団的損害構成」である。すなわち、環境は国民の共同財産
であるので、環境損害は社会構成員全体に属する損害とみるものである68。第二は、
「客観的損害構成」である。すなわち、環境損害を人と一切関係がない、人から独立す
る損害とみるものである69。第三は、「環境への権利構成」である。環境への権利の具
体内容は、環境の保護・保全・改良であるとする70。すなわち、伝統的な民法の占有権、
所有権の以外、他の新な権利を創設することによって、環境損害を人に帰属させるので
ある。	 
	 「客観的損害構成」という考え方は環境損害が人と関係しないと主張するので、刑法
上の法益の人間有用性と相容れず、この新たな法益の人間有用性の確定に何ら示唆を与
えない。「環境への権利構成」は前述の環境権に近いので、提供している示唆も環境権
が提供する示唆と同様であるので、ここで繰り返さない。最も参考の価値があるのは、
「集団的損害構成」である。「集団的損害構成」の見地から、環境損害は、個人の財産
の侵害とパラレルな全体の国民の「公共財」・「生活基盤」・「社会インフラ」への損
害とみなすことができる。つまり、この新たな法益は、全体の国民の「公共財」・「生
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
67小野寺・前掲注（31）100—101 頁。	 
68小野寺倫子「人に帰属しない利益の侵害と民事責任（２）	 :	 純粋環境損害と損害の属人的
性格をめぐるフランス法の議論からの示唆」北大法学論集 63 巻１号（2012 年）66 頁。	 
69小野寺・前掲注（68）69 頁。	 
70小野寺・前掲注（68）79 頁。	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活基盤」・「社会インフラ」の意味での利益である。	 
	 
（三）次世代の法益論の示唆	 
	 次世代の法益論は、環境法益の主体を次世代の人々に広げることに伴って、「財産財」
に相当する「環境財」の概念を持ち出し、「環境財」が「人間の公益的な享有財」の性
質を持って保護すべきであると主張する71。すなわち、水や大気などの環境媒体は、あ
る個人に属すると言えず、公共のものであるので、環境財は個人が所有・占有するもの
ではなく、万人の公共財産であるとされる72。この法益論は、環境媒体が財産に類似す
る利用可能性を備えることを説くものであって、環境媒体の「公共財」の性質を裏付け
る。	 
	 
（四）新たな環境法益の内実のまとめ	 
	 以上の示唆に基づいて、この新たな法益の人間有用性は、環境が全体の国民の「公共
財」・「生活基盤」・「社会インフラ」という意味での有用性を意味する。そこでこの
新たな法益を「環境公共財」と称するのである。環境公共財としての環境媒体は、以下
の特徴を持っていることが必要となる。	 
	 第一に、この環境媒体は、そもそも公衆の一定需要を満たし、人間らしい生活を維持
することに価値がある状態である。すなわち、この環境媒体それ自体が一定の価値を持
っており、一定の生活条件を提供するものとして、保護・保全される必要性のあるもの
である。一言でいえば、この環境媒体は人の生活基盤として機能している環境媒体でな
ければならない。	 
	 第二に、人間は長期にわたりその環境の中で生活し、その環境に馴染み、環境に依存
している。すなわち、人間は環境とのつながりを確立し、その環境媒体を「社会インフ
ラ」として利用している。また、この利用状態は、長期にわたって事実上形成されてき
たものである。したがって、環境公共財は観念的なものではなく、現存性を備える法益
である。また、環境公共財の主体は、抽象的・一般的な人間ではなく、当該環境媒体を
利用している一定地域の住民である。	 
	 
三	 環境公共財の刑法保護の必要性	 
	 最後に、このような環境公共財を刑法によって保護する必要性を検討することが必要
である。	 
	 刑法による保護に値するものは一定の希少性を備えたものに限られる。環境公共財と
しての環境媒体は希少性を有するものである。つまり、産業活動の発展に伴い、かつて
のような清澄な水、きれいな空気、清浄な土壌、閑静な生活空間といった状態が失われ、
生活環境が顕著に悪化してきた。産業の発展や人口の集中は、空気や水等の誰もが等し
く自由に使うことができたものを、希少な価値物に変えたのである。われわれは、きれ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
71長井・前掲注（41）690 頁。	 
72長井・前掲注（41）691 頁。	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いな水の使用や、汚い水の浄化のために、費用を支払わなければならない。環境の「自
由財」から「価値物」への変化は、環境が法的権利として保護される要件を備えさせる
に至った73。「環境は、その稀少性ゆえに、利用にあたり適正な使用料を支払うべき対
象として経済的な価値付けがなされている」74ようになる。環境媒体の希少性・価値性
はそれを刑法によって保護することを基礎付ける。	 
	 水や大気などの環境媒体は、ある個人に属しない、	 万人の共有する「公共財」である。
このような環境状態は人が人間らしい生活を維持することに重要である。つまり、環境
が人類発展の物質的条件であり、個人及び国家にとって、不可欠な効用を持ち、良好な
環境も「人格的発展の前提条件」になる。個人が自己に属する私的財を享受することを
認める以上、公衆が公衆に属する公共の財としての環境を享受できることを否定する理
由はない。個人財産が完全な状態で存在することが、個人にとって一定の価値を持つよ
うに、環境媒体が完全な状態で存在すること自体が、公衆にとって一定の価値を持つの
である。環境公共財と財産財とは、帰属主体が異なるだけである。環境公共財は財産財
よりも人間にとっての有用性が低いわけではない。環境媒体を破壊する行為が、たとえ
公衆の生命、健康に実害又は危険をもたらすまでに至らなくとも、公共財たる環境が人
の人間らしい生活を維持することに重要な役割を果たすかぎり、この公共財の享受の侵
害は刑法による制裁の対象になりうるのである。	 
	 社会が乏しいとき、経済の発展によって生存条件を確保し改善することが優先され、
環境汚染に目をつぶらなければならなくても、社会が豊かになり余裕ができると、生活
条件の確保と改善が要求され、環境を汚染する行為は生存を脅すまでに至らなくても、
人間らしい生活を脅かす限り禁止されるようになる。日本で公害罪法を制定した当時は、
刑法の最終手段性を考えると、新たな刑事立法による犯罪化が認められるのは、原則と
して、人の生命・身体・自由・財産を保護する場合に限られると考えられていたので、
公害罪法の処罰対象は人の健康に係る公害に限定された75。このような出発点は高度成
長期の日本には適合的な考え方であった。	 
	 これに対して、公害犯罪における保護法益を人間の生命・身体に限る必要はなく、市
民の生活を脅かす環境破壊をも対象とする社会法益に対する犯罪としてとらえるべきで
あるという見解76は公害罪法制定時からすでに存在していた。しかし、当時の経済発展
水準と人の生活条件を考慮すると、人の生命・身体を侵害する公害現象のような生存に
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
73仁藤ほか・前掲注（58）50—51 頁。	 
74三枝有「環境法におけるサンクションの在り方—環境刑法を中心としてー」法政論叢 33 巻
（1997 年）185 頁。	 
75内藤謙「刑法の機能」内藤謙・西原春夫編『刑法を学ぶ：基本テーマの解説とゼミナール』
（有斐閣、1973 年）31 頁、平野龍一「環境の刑法的保護—第 10 回国際比較法学会大会での一
般報告ー」刑法雑誌 23 巻１・２号（1979 年）167 頁、稲川龍雄「いわゆる『公害罪法』の諸
問題」法律のひろば 24 巻６号（1971 年）４—５頁、前田宏・佐藤道夫・堀田力「『人の健康
に係る公害犯罪の処罰に関する法律』について」法曹時報 23 巻２号（1971 年）20 頁。	 
76庭山英雄「公害犯罪と刑法（下）」判例タイムズ 248 号（1970 年）17 頁。	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関するものだけを法益として保護することにしたのは自然なことであった。これに対し
て、現在では、人間の生活条件の改善とともに、保護法益の範囲を拡張することが可能
且つ必要となった。すなわち、人の生命・身体利益以外の人の生活基盤としての環境公
共財を刑法によって保護する必要性があるのである。	 
	 
四	 環境犯罪の保護法益のまとめ	 
	 環境犯罪の保護法益は、人の生命・身体などの伝統的な法益のほか、人の「生活基盤」
又は「社会インフラ」としての環境公共財も含む。	 
	 人間の「生活基盤」としての環境公共財を保護することの究極的な目的が人間の生存
の維持と言えても、環境公共財を刑法によって独立的に保護する必要性は否定できない。
財産も生存を維持する「手段的法益」であっても、刑法は、財産に独立の価値を認め、
独立に保護している。そこで、財産と同じ機能を果たしている「環境財」が、たとえ現
世代の生存・未来世代の生存を維持する「手段的法益」であっても、依然として独立に
保護される必要性はある。	 
	 もとより、すべての法益侵害行為を刑法によって処罰するというわけではない。どの
ような法益侵害の程度に達すれば、環境犯罪の処罰対象となりうるか、ということを次
の章節で検討していくことにする。
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第３章	 環境公共財侵害の刑罰規制範囲	 
	 
	 人の生命・身体・財産に対する実害又は危険を与える違法行為は、刑法規制の核心領
域に属するので、環境媒体を汚染することによって人の生命・身体・財産を侵害する場
合、直接に刑罰を用いて規制されることが許される。これに対して、生活基盤又は社会
インフラとしての環境公共財は新たな法益であり、刑法規制の核心領域に属しないので、
環境媒体を汚染することによって環境公共財を侵害する場合における刑罰の適用範囲は
検討に値する。	 
	 
一	 環境規制における刑罰の補充性	 
	 法益の中には、一つの法分野によって保護すれば足りるものと、複数の法分野を協力
させることで共同的に保護すべきものの両者が存在する。環境は複数の法分野の共同保
護を必要とする領域である。複数の法分野が共同保護を行う際に、主導的な役割を果た
す法律もあれば、補充的な役割を果たす法律もある。	 
	 経済の発展は、必ず環境汚染をもたらす1。経済学の見地からすると、環境汚染は生産
と消費に伴う出費であり、できるだけ社会に最も適合する状態にまで減少させることし
かできず、ゼロにすることはできない。さもないと生産と消費は停滞状態に陥るからで
ある2。そこで、環境保護のメカニズムを構築する際に、複数の要素を考慮し、複数の利
益を調和させなければならない。そうすると、より柔軟的な行政法規によって環境を保
護する方が望ましい。	 
	 また、環境を一旦破壊すれば、取り戻しがつかない。そこで、事後的な制裁と比べて、
事前的な予防のほうがより重要であり、事前予防を重視する行政法規のほうが事後制裁
を重視する刑法よりも適切である3。環境破壊の予防及び現状の回復に対して、より有効
な手段は行政手段であり、多くの場合、環境刑法は第二次的性格しか持たないと指摘さ
れる4。つまり、環境媒体の保護において、過去の行為の責任を追及し懲罰することより
も、直ちに環境媒体の侵害行為を停止させたり、環境媒体の汚染状況を改善させたりす
るほうがより重要である。	 
	 さらに、刑罰で規制することのコストを考慮しなければならない。環境犯罪の刑罰コ
ストは、刑罰の適用程度と刑罰の実現可能性により決定される5。環境犯罪はもともと発
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1町野朔「環境倫理、環境法、環境刑法」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山社、2003
年）39 頁。	 
2有村俊秀「環境経済学」高橋信隆・亘理格・北村喜宣編著『環境保全の法と理論』（北海道
大学出版会、2014 年）400—401 頁。	 
3三枝有「環境刑法の新展開ー環境保護政策と法規制のあり方」法政論叢 45 巻１号（2008 年）
20—21 頁、23 頁。町野・前掲注（1）39 頁。	 
4今井猛嘉「環境犯罪」西田典之編『環境犯罪と証券犯罪—日中刑事法シンポジウム報告書—』
（成文堂、2009 年）73 頁。	 
5陳庚「対環境犯罪控制対策的経済分析」山西大学学報４号（2002 年）10 頁。	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覚しにくいし、因果関係の判断も複雑であるので、環境侵害行為に対する刑罰の適用範
囲を拡大すれば、環境犯罪の捜査を一層困難にし、刑罰の実現可能性を一層減少させ6、
刑罰規制のコストを一層増加させ、その結果刑罰を適用するコストが刑罰の規制効果を
はるかに超えるようになる。そこで、環境侵害行為に対して、他のより効率的な規制手
段が存在している場合、刑罰を用いないほうが適切である。例えば、事業者の汚染物排
出といった自ら経済的負担なしに行いうる行為に対して、まず経済手段によってそのコ
ストを行為者に帰せしめ、経済的手段が役に立たない場合になってはじめて、刑罰の発
動を考慮するのが妥当である7。	 
	 環境保護においても、刑罰は補充性を有するゆえにできるだけ限定的に使用するべき
であるということがすでに一般的に認められている。環境保護に対する最も有効な方法
は、刑罰による「鎮圧」ではなく、完備な行政基準を設定し、行政手段によってそれら
の基準を確保することであるといわれる8。行政義務違反行為を抑止するため、安易に刑
罰化・厳罰化するのではなく、多角的に対策を探すべきであり9、環境保全におけるソフ
トな行政手段が多用されるべきであり、刑罰に対する過大な期待をかけてはならないと
も指摘される10。環境破壊に対して行政手段が有効である場合、刑法の謙抑性から、行
政措置の履行を犯罪の成立要件とするほうが望ましいとされる11。	 
	 環境領域においては、リスクが確定できない場合が多い。この場合、予防原則に基づ
いて、手続規制と任意規制を用いることが有用であり、刑罰を適用するのは適切ではな
い。強制規制を必要とする場合であっても、必ずしも直接的に刑罰を発動するのではな
く、行政命令を先行させるべき場合がある。すなわち、制裁手段として刑罰よりも、即
時かつ柔軟に下せる行政停止命令、改善命令を優先的に用いることの方が望ましい。	 
	 環境保護における行政主導性は、行政管理の規制が及ぶ環境に属しない限り環境保護
の対象にはならないということを意味しない。環境保護の範囲は、行政官庁の裁量しか
に任せないというわけではない。環境保護の範囲は、国会の立法による決定される。行
政手段は環境保護に対する重要な手段といえるものの、唯一の手段ではない。どのよう
な環境侵害行為が行政手段によって対応するべきであるか、どのような環境侵害行為が
刑法によって対応するべきであるか、というこうは緻密な考慮に基づいて決定されるべ
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
6江海「論我国環境犯罪『軽軽重重』的刑事対策」巣湖学院学報１号（2007 年）26 頁。	 
7長井圓「日本の公害刑法から環境刑法への展開」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山
社、2003 年）202 頁。	 
8平野龍一「環境の刑法的保護ー第 10 回国際比較法学会大会での一般報告ー」刑法雑誌 23 巻
１＝２号（1979 年）178 頁。	 
9筑紫圭一「環境への行政的規制の現状と課題」刑事法ジャーナル 33 号（2012 年）27 頁。具
体的な対策については、同 27—28 頁を参照。	 
10立石雅彦「環境保全法の罰則について」『中山研一先生古稀祝賀論文集（第二巻）経済と
刑法』（成文堂、1997 年）136 頁。	 
11今井・前掲注（4）72 頁。	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きである12。そこで、環境規制における刑罰の補充性は、環境罰則の発動が完全に行政
によるコントロールされるということを意味しない。行政が環境侵害行為を放置してい
る場合、または行政が環境侵害行為を十分に抑制することができない場合には、刑罰に
よる環境侵害行為の規制が正当化される。	 
	 以下で、環境規制における刑罰の補充性ということを原則として、環境公共財侵害の
刑罰の規制範囲を検討していくことにする。	 
	 
二	 環境公共財侵害の刑罰規制範囲	 
	 環境公共財の内実を確定した上で、環境犯罪の処罰範囲を明確にするため、どの程度
の法益侵害程度に至った場合に刑罰を科することができるようになるかということも確
定しなければならない。つまり、侵害犯だけ処罰するか、具体的な危険犯、さらには抽
象的な危険犯まで処罰するかということである。環境公共財は、生活基盤の意味での公
共財の性質を持つ法益であるので、刑法が財産の利用を害する犯罪の基本形態である器
物損壊罪の未遂を処罰しない以上、環境公共財の未遂犯が刑法によって処罰されるのは
均衡を失わせる。また、環境規制における刑罰の二次的地位を考慮するなど、環境公共
財の重大な侵害は刑罰を適用する必要条件であり、環境公共財の侵害が重大な程度に達
してはじめて、刑罰を適用することが許される。	 
	 	 しかし、環境公共財への重大な侵害行為は、すべて刑罰によって規制されるべきとい
うことにはならない。刑法の謙抑性、刑罰と行政規制との特徴と機能、及び規制対象と
なる行為の具体的な性格などを考慮して、規制の手段を選択するべきである。そこで、
環境公共財の保護に刑罰を用いるかどうかの判断は、以下の二つの段階を経ることを要
すると解すべきである。第一の段階は、環境公共財への侵害の重大性の判断である。比
例原則によれば、侵害が軽微である場合には刑罰を科するべきではない。第二の段階は、
たとえ第一の段階の重大性の要請を満たしても、他の手段による対応するほうがより適
切であるかどうかという判断である。もし、ほかの対応手段がより適切であれば、優先
的に他の手段を用いるべきである。	 
	 
（一）環境公共財侵害の重大性	 
	 第一の段階は、刑罰発動の必要条件としての環境公共財侵害の重大性の判断基準であ
る。	 私見によれば、環境公共財への侵害の重大性は以下の要素によって判断される。	 
	 
１環境媒体それ自体を深刻に破壊すること	 
	 環境媒体は社会インフラとしての生活基盤であるので、それ自体が深刻に破壊されれ
ば、必然的に環境媒体の利用に重大な侵害を与えることになる。環境媒体それ自体への
深刻的な破壊といえるのは、以下で挙げられる二つの場合を含む。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
12町野・前掲注（1）39—40 頁。	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（１）第一は、環境媒体の自浄能力を超える場合である。「環境の自浄能力を超える」
汚染物を排出した場合、すなわち、排出した汚染物が自然の生態学的循環の回復能力を
超える場合には、刑法による規制が必要となる。なぜならば、この場合、自然の循環の
中に永久に還元されない物質や自然の回復能力を超える大量の汚染物が排出されること
によって、環境が急速に破壊され、人間がその環境媒体をもはや利用できなくなり、人
間が生存するための基盤を崩壊させるおそれがあるからである。例えば、ウクライナの
チェルノブイリ原発事故は環境の自浄能力を超える環境公共財への侵害事態であり、刑
罰の規制を必要する。「環境自体の自浄能力を超える」環境公共財への侵害は、環境媒
体の本来の性質を改変し、環境媒体の人々の利用に供する属性を失わせる。	 
	 「環境自体の自浄能力を超える」とは、環境自身の力では汚染される前の状態に戻す
ことが不可能ということである。これには、二つの場合がある。一つは、①環境の状態
が完全には回復できない場合であり、もう一つは、②人の努力によって回復できるもの
の、極めて長い時間がかかる場合である。	 
	 ①の場合、環境の汚染・破壊は、たとえ人間の生命・身体・財産という伝統的法益を
侵害しなくても、あるいはその証明ができない場合であっても、環境の元の状態が人間
にとって有用な状態、つまり人間の需要を満たす状態であり、かつ、汚染された環境媒
体が、人間にとって本来の用途によって永久に利用できなくなる場合には、あたかも毀
棄罪において財物を完全に物理的に破壊する場合のように、環境汚染行為が公共財の性
質を有する環境媒体への重大的な侵害を与えると認めるべきである。例えば、川の水質
の水準が、侵害前に直接に飲料できる水準であったものの、侵害後に人工浄化してはじ
めて飲料水の質に達する水準になった場合、環境媒体への重大な侵害に属する。	 
	 ②の場合、元の状態を回復することはできるものの、長い時間にわたって人々は元の
環境媒体で生活できず、環境媒体を利用することができなくなるので、長時間の使用窃
盗と同様に、環境公共財への重大的な侵害となる。	 
	 環境媒体の自浄能力の強弱は、環境媒体の性質に依存する。土壌を汚染する行為は大
気や水質を汚染する行為と比べて、環境媒体の自浄能力を超える程度に達しやすい。そ
れゆえ、有害物の地下浸透行為と廃棄物の不法投棄行為は環境媒体に重大な侵害をもた
らしやすい。	 
	 
（２）第二に、環境媒体に与えた損害の額を算定することができ、その損害額が高い場
合である。侵害額が損害程度を表すものであるので、環境媒体に与えた損害の額が高い
場合、人にとって公共財としての環境媒体へ侵害程度が深刻になるといえる。環境媒体
に与えた損害の額は、環境の回復にかかる費用と環境媒体それ自体の価値の減少を含む
13。前者は、環境媒体の侵害程度を徴表する重要な指標である。後者は、科学的専門的
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
13アメリカでは「自然資源損害」を確定する際に、自然資源の回復費用及び回復までの間の
価値の減少も考慮される（大塚直「環境訴訟における保護法益の主観性と公共性・序説」法
律時報 82 巻 11 号（2010 年）120 頁）。中国の環境犯罪に関する司法解釈（2013 年 6 月 19
日最高人民法院、最高人民検察院による「関与辦理環境汚染刑事案件応用法律若干問題的解
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方法によって算定される、侵害前の利用価値と侵害後の利用価値の差額である。環境媒
体の価値は場所によって異なる。例えば、水源地としての川や湖などは、一般的な川と
湖よりも高い価値を有するので、水源地を汚染した行為が、環境媒体への重大な損害額
をもたらしやすく、環境犯罪になりやすい。	 	 
	 
２他人の環境媒体の利用を侵害すること	 
	 器物毀損罪が財物それ自体を損壊しないものの他人の財物の利用を侵害する場合にも
成立するように、環境媒体それ自体を重大に侵害するとは言えないが、他人の環境媒体
への利用を重大に侵害することも環境犯罪となりうる。これには、以下の二つの場合が
含まれる。	 	 
	 
（１）第一は、自己に割り当てられた環境媒体の利用の限界を超える場合である。環境
媒体は社会構成員全体の「公共の財産」、「社会インフラ」、「生活の基盤」として、
社会構成員全体が利用できるものである。しかし、無制限に環境の利用が許されるなら、
環境の復元力を超えて、環境基盤を潰すことになり、経済学上の「共有地悲劇」が起こ
る。それゆえ、環境資源が有限であり、環境利用行為を一定のルールを設定し、人の行
動の自由に一定の制限を加えなければならない14。つまり、「公共財」としての環境媒
体は、個人に属するものではなく、人々が共有するものであるので、個人が無制限に利
用するのは許されず、個人に割り当てられた限度内で利用しなければならない。環境媒
体は汚染物を収容する能力があるので、人間にとって汚染物を収容する効用を有する。
環境媒体に汚染物を排出・投棄することは、環境媒体への利用の一つの様態であるが、
個人は、他人の汚染物の排出・投棄という環境媒体の利用を妨害しない限度でしか、汚
染物を排出・投棄するのは許されない。	 
	 
（２）第二は、当該環境媒体を心理的に長期間利用不能にする場合である。物を心理的
に利用不能とすることが器物損壊罪に当たるのとパラレルに、公共財としての環境媒体
が、当該環境媒体を利用する一般人にとって、長期間心理上利用不能にする行為は、環
境媒体の利用に対する重大な侵害行為といえる。	 	 
	 この点に関しては、次の中国における事件15が参考になる。上海市の南西部に位置す
る「松江区」を流れる「横潦涇（おうろうけい）」と呼ばれる流域で、大量の豚の死骸
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
釈」第９条）によれば、環境汚染が引き起こした財産の損失の中に、「実際価値の減少、汚
染の拡大を防止する又は汚染を取り除くために採取した措置から生じた費用」も含まれる。	 
14北村喜宣『環境法（第３版）』（弘文堂、2015 年）３—４頁、12 頁、町野・前掲注（1）27
—30 頁、川端博・町野朔・伊東研祐「《鼎談》環境刑法の課題と展望」現代刑事法 34 号
（2002 年）11 頁〔町野発言〕。	 
15	 事件の詳細について、http://sankei.jp.msn.com/world/news/130330/chn13033012000007-
n1.htm	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が見つかった。松江区の関係部門が同区内の黄浦江流域でローラー作戦を展開して豚の
死骸を探索し、2013 年 3 月 9 日までに 929 頭の豚の死骸を回収し、回収された死骸は市
内の“奉賢区”にある「上海動物無害化処理センター」へ移送して処理した。死骸の大
部分は“身元”を示す耳の標識が切り取られており、不法投棄の疑いが濃厚だった。死
骸の大半は子豚で、一部から子豚が感染しやすい豚サーコウイルスが検出された。黄浦
江は上海市の南東部４区の飲料水の水源に指定されており、取水口がいくつかあり、上
海の家庭の水道に直結し、給水量は市全体の２２％に上るため、市民の不安は高まった。
このため、市の水道局は１０日以降、取水口付近と水道水の検査結果を公表し、「水質
は国家基準に合致しており、大腸菌などは未検出」「飲用水の安全に大きな影響はない」
「豚サーコウイルスは人間には感染しない」と沈静化に努め、水道局の副局長自身が
「（問題地域の）浄水場の水を飲んでいる」と強調してみせた。専門家の中には「プー
ルにハエが数匹浮いているようなものだ。気持ちは悪いが、水質に影響はない」と主張
する者もいた。これに対して、主要河川に腐敗しかけたブタの死骸が流れているのに、
衛生上問題がないのはなぜであるかという懐疑的な見方も示された。	 
	 本件で、上海市の水道局と専門家は、水質の客観的測定数値を根拠として、水質が国
家基準に合致しており、大腸菌などは未検出であって、飲用水の安全に大きな影響はな
いという結論を下している。しかしながら、水質が国家基準に合致することだけで、環
境公共財侵害を否定することはできない。本件において、水質の客観的測定数値におい
て、人の健康に悪影響がないとはいえ、サーコウイルスに感染し死んだ豚が飲料水の水
源とする川に流れたならば、当該環境媒体を利用する一般人の心理上、長期的にその水
を飲料水として利用することができなくなるので、川に豚の死骸を投棄する行為は、環
境媒体の利用の重大な侵害行為に属し、	 環境公共財への重大な侵害として、環境汚染罪
になるのである。	 
	 
（二）刑罰適用の慎重性	 
１考慮要素	 
	 第二の段階では、刑法の謙抑性が考慮されなければならない。この段階で、環境公共
財への侵害程度のほか、刑罰を即刻に発動するかどうかということを判断する際に、法
益侵害程度のほか、構成要件の明確性、立証の困難性及び刑罰運用のコスト等を総合的
に考慮しなければならない16。	 
	 公害規制について、「害の大きさの程度に応じて」直ちに刑法を適用するか、それと
も、刑罰を行政規制に従属させるかという問題に対して、「最終最善の解答」はないが、
後者の方が処罰の限界を明確にするのに役立つ場合があるという指摘がある17。そこで、
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
又は http://www.cnn.co.jp/world/35029347.html 又は
http://business.nikkeibp.co.jp/article/world/20130320/245309/?rt=nocnt などの報道を
参照（2013/11/22）。	 
16阿部泰隆『行政の法システム（下）〔新版〕』（有斐閣、1997 年）464 頁。	 
17平野・前掲注（8）173 頁、178 頁。	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環境公共財への侵害が重大な程度に達し、可罰性を有する場合であっても、「政策上の
優劣18」から、直接罰か命令前置式の間接罰かを選択する必要がある。	 
	 直罰制か命令前置式の間接罰か、どちらを採用するべきかは、さまざまな要素によっ
て左右され、確固たる立法原則は存在しないが、以下のような傾向が見られる。すなわ
ち、義務の内容が法律上明確に示されている一般性義務の違反の場合に直罰制が採用さ
れ、義務内容が明確ではない場合に命令前置式の間接罰が採用される。また、すべての
義務違反行為が刑罰に値する程度の「悪質性」ないし「非難可能性」を有するとは言え
ない場合、違法の成立が一定の時間的継続を必要とする場合、履行の期待可能性が乏し
い場合にも、命令前置式の間接罰が採用される。これに対して、行政の対応が遅すぎ、
被害が広がる懸念がある場合、命令を一旦履行しても再び違反する可能性が高い場合、
行政リソースの不足のため、違法行為に対して行政命令を出すのが困難である場合には、
一般に直罰制が採用される傾向にある、とされる19。	 
	 以下で挙げられる具体例は、以上で述べた直罰制と命令前置式の間接罰の採用原則を
裏付ける。	 
	 
２直罰制を採用する具体例	 
	 2004 年「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成十六年法律
第四十号）」によって、「指定有害廃棄物」の処理基準に違反する処理行為の罰則規定
（廃掃法 16 条３項）が改正された。この罰則はもともと改善・措置命令前置式の間接罰
規定であったが、改善・措置命令の発出後に、違法行為者が逃げることが特に多く、命
令に実効性がなかったので、直接罰に改められたのである20。これは行政の対応が遅く
なりすぎ、被害が広がる懸念がある場合での直接罰の適用に属する。	 
	 これに対して、同法の廃棄物不法焼却罪（廃掃法 16 条２項）が直罰制を採用するのは、
改善命令が 1 回の焼却行為を停止させるものでしかなく、再度の焼却行為に対して、も
う一度改善命令を出さなければならず、規制の実効性が低い、ということを考慮したか
らである21。これは、一旦命令を履行しても再び違反する可能性が高いために直接罰を
採用した例である。	 
	 
３命令前置式の間接罰を採用する具体例	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
18	 前野育三「環境問題と刑事政策」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑
法概説』（成文堂、2003 年）55 頁。	 
19北村・前掲注（14）183—184 頁。北村喜宣「行政罰・強制金」磯部力・小早川光郎・芝池義
一編『行政法の新構想Ⅱ	 行政作用・行政手続・行政情報法』（有斐閣、2008 年）135—136
頁。	 
20大塚直『環境法（第３版）』（有斐閣、2010 年）481 頁。	 
21廃棄物処理法編集委員会編著『廃棄物処理法の解説	 平成 24 年度版』（日本環境衛生セン
ター、2012 年）358 頁。	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 産業廃棄物の処理基準違反行為（廃掃法 19 条の３）に対して、まず行政命令を規定し、
行政命令に違反してはじめて刑罰を科するのは、処理基準の内容を「一義的に明確」に
表現することができないからである22。	 
	 土地汚染調査規定（土壌汚染対策法３条３項、４条２項、５条１項）の違反について
間接罰方式が採用されているのは、調査義務負担者が客観的な原因で、調査義務の発生
の時、直ちに調査に着手することができず、調査を行うことの期待可能性が乏しい場合
が多いからである23。	 	 
	 特定粉じんの基準違反（大気汚染防止法 18 条の 11）に対して直罰を規定しないのは、
粉じんの環境に対する影響がばい煙のそれよりも小さいので、法益侵害程度からすると、
すべての基準違反行為を刑罰に値するまでとはいえないからである24。	 
	 
三	 小括	 
	 環境媒体を汚染することによって、刑法の核心領域に属する伝統的な人の生命・身
体・財産を侵害する場合、直接に刑罰を用いて規制することに問題はないのに対して、
生活基盤又は社会インフラとしての環境公共財は新たな法益として、それに対する侵害
が重大な程度に達してはじめて、刑罰を適用する基礎を備えるようになる。それゆえ、
環境犯罪の規制対象は、人の生命、健康への侵害または危険、または環境公共財への重
大な侵害を引き起こす、環境媒体を汚染した行為である。	 
	 環境公共財を著しく侵害したとしても、直ちに刑罰を適用しなければならないわけで
はなく、複数の要素から総合的に判断することによって、まず行政命令などの行政手段
によって対応し、行政命令に違反してはじめて刑罰を科するという方式が適切な場合も
ある。
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
22北村・前掲注（14）464 頁。	 
23土壌環境法令研究会編『逐条解説	 土壌汚染対策法』（新日本法規、2003 年）38 頁。	 
24平本喜禄「大気汚染防止法」平野龍一・佐々木史朗・藤永幸治編『注解特別刑法３公害編
Ⅲ』（青林書院、1985 年）74 頁。	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第４章	 環境罰則の処罰範囲の試論	 
	 
第１節	 日本における環境罰則の処罰範囲	 
	 
一	 日本環境罰則の保護法益	 
	 日本刑法における飲料水に関する犯罪の保護法益は、公衆の健康だけではなく、環境
公共財も含む。つまり、「浄水を心理的に使用不能ならしめた場合には、公共の健康な
いし衛生に脅威を与えたとは、かならずしも、いいえない」、「刑法第一四二条は、公
衆の健康ないし衛生と、飲料水の利用ないし便益それ自体とを、合わせ、その保護法益
としているものである」1という指摘がほぼ妥当であると思われる。そこで、一般人の心
理上の利用不能の程度での浄水侵害行為も飲料水に関する犯罪の処罰対象となりうるの
である。具体的に言えば、142 条と 143 条の保護法益は、環境公共財である。144 条は
142 条に対応し、146 条の前段は 143 条に対応している。144 条と 146 条の前段は浄水又
は水源に人の健康を害すべき物という毒物を混入する行為を規定し、毒物が人の健康を
害すべき物である以上、144 条と 146 条の前段の保護法益は公衆の健康である。146 条の
後段は、人の健康などを侵害する危険を有する行為が実害結果を引き起こした場合の加
重規定であり、保護法益は人の健康である。	 	 
	 日本の環境行政法における「生活環境の保全」2の規定は、環境公共財を法益として規
定している。そこで、日本の環境行政罰則の保護法益は人の生命・健康などの伝統的な
法益と環境公共財という両方を含むのである。	 
	 環境行政罰則に違反し、人の生命・健康を侵害する場合、公害罪法との関係を考慮す
る必要性がある。公害罪法は人の健康を保護する規定であり、人の生命または健康を保
護法益として、人の生命または健康を侵害した行為と侵害する具体的な危険がある行為
を処罰対象とするのである。環境媒体を侵害したことによって、人の生命又は健康を侵
害し、あるいは侵害する危険を生じさせた場合、環境行政罰則と公害罪法の罰則との競
合の可能性が生じる。例えば、大気汚染防止法または水質汚濁防止法における排出基準
に違反し、人の生命または健康を侵害したあるいは侵害する危険を生じさせた場合、大
気汚染防止法または水質汚濁防止法における相応した罰則と公害罪法の罰則とは観念的
競合になり、重い罪に問われるべきである。	 
	 
二	 解釈論上環境行政罰則の処罰範囲の類型化検討	 
	 現在、日本の環境行政罰則は氾濫している。形式的な行政罰則の規定に対して、「刑
法的観点からの実質的な吟味」が必要である3。刑罰を「真に処罰に値する」行為に限定
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1斉藤誠二「食用紅の混入と浄水汚穢罪の成否」警察研究 34 巻 11 号（1963 年）110 頁。	 
2例えば、「大気汚染防止法」第１条、「水質汚濁防止法」第１条、「廃棄物の処理及び清掃
に関する法律」第１条の規定である。	 
3立石雅彦「環境保全法の罰則について」『中山研一先生古稀祝賀論文集（第二巻）経済と刑
法』（成文堂、1997 年）149 頁。	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するという観点からは、立法上の整備が行われなければならないとの指摘もある4。整備
の方策として、比例原則に即して、行政罰の介入程度を決し5、刑罰がまさに悪質な行為
という必要な範囲に限定することで、軽微な違法行為または法益保護に関係がない形式
犯の規定を非犯罪化させ、刑罰以外の抑止効果がより高い手段、例えば過料や強制金な
どの行政制裁によって対応するべきであると主張される6。つまり、現在環境行政罰則に
よって処罰される行為の中から、まさに刑罰によって処罰に値する行為を選別し、この
ような行為だけに刑罰を科すべきである。以下で、環境罰則の類型に従って、各罰則に
おける「まさに刑罰によって処罰に値する行為」の具体的な範囲を検討していく。ここ
では、筆者が主張する新たな法益である、環境公共財の侵害を中心に検討を行う。	 
	 
①環境に直接作用する行為	 
①−１環境に直接作用する行為への直罰規定	 
①—１−１排出基準違反	 
	 排出基準違反の場合の処罰範囲を検討する際に、排出基準の性質、設定理由及び排出
基準違反と法益侵害との関係を明確にしなければならない。	 
	 
（ⅰ）排出基準の性質と法益侵害関連性を巡る議論	 
	 汚染状態の許容限度を越えた排出行為は、通常、環境媒体を汚染し、人の健康または
生活環境の被害を生じさせる可能性を有するので、排出基準は、国民の健康及び生活環
境に対する被害を生じさせる可能性を持つ状態を、事前に取り締まるという目的のため
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
4北村喜宣「環境刑法の制度と運用」法学セミナー531 号（1999 年）61 頁。	 
5長井圓「日本の公害刑法から環境刑法への展開」町野朔編『環境刑法の総合的研究』（信山
社、2003 年）1错误!	 未指定“自动图文集”词条。92 頁。	 
6浅田和茂「環境刑法の体系」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概説』
（成文堂、2003 年）37 頁、浅田和茂「大気汚染・悪臭」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅
田和茂編著『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）118 頁、浅田和茂「日本における環境刑法
学の生成と発展」松本博之・西谷敏・佐藤岩夫編『環境保護と法——日独シンポジウムー』
（信山社、1999 年）548 頁、556 頁、神山敏雄「『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』に
おける犯罪と刑罰」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概説』（成文
堂、2003 年）236 頁、米田泰邦「公害・環境侵害と刑罰—公害刑法と環境刑法」石原一彦・
佐々木史朗・西原春夫・松尾浩也編『現代刑罰法大系	 第２巻	 経済活動と刑罰』（日本評
論社、1983 年）191 頁、北村喜宣『環境法（第３版）』（弘文堂、2015 年）186 頁、北村喜
宣「行政罰・強制金」磯部力・小早川光郎・芝池義一編『行政法の新構想Ⅱ	 行政作用・行
政手続・行政情報法』（有斐閣、2008 年）147 頁、阿部泰隆・淡路剛久編『環境法（第４
版）』（有斐閣、2011 年）51 頁〔阿部泰隆執筆〕、阿部泰隆『行政の法システム（下）〔新
版〕』（有斐閣、1997 年）461 頁、464 頁、山中敬一「環境刑法の現代的課題」奥貫清編
『ジュリスト増刊〈新世紀の展望２〉環境問題の行方』（有斐閣、1999 年）85 頁。	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に、数値・指標で表して類型化することによって、明確に設定されるものであるとされ
る7。	 	 
	 しかし、このような排出基準の性質についての解説は、排出基準違反行為が法益侵害
との結びつきが弱く、技術的・政策的要素が濃厚であり、「犯罪の希薄化」をもたらすと
いう批判にさらされる8。つまり、排出基準の性質をこのように理解すると、排出基準違
反と法益侵害の連動性が否定されるため、排出基準違反が必ずしも法益侵害と直結しな
いことになる。	 
	 この批判に対しては、以下のような反論が加えられている。すなわち、個々の汚染行
為それ自体が必ずしも人の生命、健康に危険を与えないとしても、長期的に見れば、「そ
の集積が人々の生命や健康に害を及ぼす」ことになる、とされるのである9。例えば、河
川に非常に少量の廃油を排出する行為それ自体の危険は大きくなくとも、それが繰り返
されることによって、重大な危険あるいは侵害が引き起こされる。このような場合にお
いて、非常に少量の廃油を排出するという標準化された行為を禁止する根拠が存在する
とされる10。	 
	 この見解によると、排出基準に違反している個別行為は、それ自体の危険は重大では
なくとも、それが繰り返されることによって重大な侵害を引き起こすので、そのような
個別行為を刑罰によって禁止することができるようになる。この見解は、累積犯の考え
方に基づいている。第２章第１節法益学説の部分で、累積犯の問題点はすでに論述した
ので、ここで改めて詳述しない。累積犯の考え方は支持しがたいと言わざるを得ない。	 
	 
（ⅱ）排出基準の性質と法益侵害関連性の私見	 
	 私見によれば、環境犯罪の保護法益は人の伝統的な法益及び環境公共財であるので、
排出基準違反は人間の伝統的な法益の侵害と連動する必然性はない。行政排出基準11は
人々の汚染物の排出行為の境界線を決めるものであると思われる。行政排出基準とは、
特定の地域の環境状況に基づき算定される、環境自浄能力を超えない、有害物質排出の
許容総量によって、確定される個別の排出量というものである12。個人の単独的な排出
量が微量であるものの、過密な社会において個々の排出量を合わせる排出総量が、自然
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
7山中敬一「環境刑法」ジュリスト 1015 号（1993 年）125 頁、花井哲也「水質汚濁防止法」
伊藤栄樹・小野慶二・荘子邦雄編『注釈特別刑法（第七巻）：公害法・危険物法編』（立花
書房、1987 年）189 頁。	 
8花井・前掲注（7）189 頁。	 
9平野龍一「環境の刑法的保護ー第 10 回国際比較法学会大会での一般報告ー」刑法雑誌 23 巻
１＝２号（1979 年）168 頁、山中・前掲注（6）83 頁。	 
10川口浩一「環境刑法の基礎理論（一）」奈良法学会雑誌６巻２号（1993 年）16—17 頁。	 
11総量規制基準も含まれる。総量規制基準は排出基準と性質上や機能上ほぼ一致であるので、
ここでは排出基準を代表例として検討する。	 
12松宮孝明「環境犯罪と行政法との関係」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著
『環境刑法概説』（成文堂、2003 年）41 頁。	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の浄化能力を超える重大な環境汚染をもたらすことから、行政排出基準によって、個々
人の責任を明確にする必要がある13。	 
	 行政排出基準の意義は、人々がすべて排出基準以下で汚染物を排出すれば、環境の汚
染物の収容能力を超えないことを保障することができ、許されない程度の環境媒体への
侵害をもたらしはしないということである。したがって、排出基準を超えて汚染物を排
出する場合、他人がたとえ排出基準以下で汚染物を排出しても、許されない程度の環境
媒体への侵害をもたらしうるので、排出基準を超える排出行為は他人環境媒体の利用を
侵害する行為である。排出基準を超えて汚染物を排出する行為は、財産を共有する場合
において、自己の権限を越えて共有財産を処分する場合と同様に、他人と共有する環境
公共財への重大な侵害として評価することが可能であり、それゆえに環境犯罪を構成す
るものと考えられる。排出基準違反は、他人の環境媒体への利用を侵害するという意味
で、環境公共財という法益の侵害と関連性を有する。	 
	 そこで、基準違反行為はすでに可罰的な環境公共財への重大な侵害行為である以上、
行政命令を待つ必要がなく、直接に刑罰を科することができる。従って、排出基準違反
行為に対して、直罰方式を採用することも許される。ただし、行政基準違反は刑罰発動
の必要条件であり、十分条件ではない。ほかの要素を考慮した上で、まずは行政改善命
令により対処することも許されるのである。行政改善命令への違反がなされる場合には、
行政手段による対応が十分にできないことが明らかとなるために、刑罰を科する可能性
が生じる。つまり、行政命令前置式の間接罰方式を採用することも許されると考えられ
る。	 	 
	 
①—１−２廃棄物不法投棄	 
（ⅰ）廃棄物不法投棄罪の成立の実質的な限定	 	 
	 廃棄物の不法投棄行為は必ずしも環境を破壊しない14ので、すべての廃棄物の不法投
棄行為を処罰するのは適切ではない。ある論者は、適切な処罰範囲を画することを目的
として、「みだりに」を「社会通念上許されるか否か」の問題として検討し、「捨てる」
については、「廃棄物を『適切な処理が期待できない状態』に置くことで、周辺環境に影
響を生じさせること」に限定すべきである、と主張している15。また、「みだりに」とい
う要素を満たしても「捨てる」という要素を満たさない場合、廃棄物不法投棄罪の未遂
になるのに対して、「捨てる」という要素を満たすものの「みだりに」という要素を満た
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
13阿部泰隆「環境法制の課題」ジュリスト 1000 号（1992 年）78 頁。	 
14佐久間修「環境刑法の役割とその限界」新美育文・松村弓彦・大塚直編『環境法大系』
（商事法務、2012 年）345 頁。	 
15今井康介「廃棄物の不法投棄と廃棄物処理法 16 条の解釈について」早稲田法学会誌 65 巻
１号（2014 年）76—77 頁。	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しない場合、廃棄物処分基準に合致している行為に属し、そもそも廃棄物不法投棄罪に
ならないとされる16。	 
	 以上の見解の中でも、「周辺環境に影響が生ずる」ということが廃棄物不法投棄罪の成
立に重要な考慮要素であるという主張は考慮に値する。しかし、私見によれば、この要
素は環境公共財という法益への侵害に含まれるものであって、「捨てる」という行為に含
まれる要素ではない。また、「みだりに」と「捨てる」とを分けるのは適切ではない。論
者も「みだりに」ではない「捨てる」行為がもともと不可罰であると主張している。そ
こで、「みだりに」は「捨てる」行為への限定要素であり、「捨てる」が「みだりに」と
一緒に考えてはじめて意味を備えるようになる。「みだりに」「捨てる」行為は、刑罰に
よって処罰に値するという法益侵害の程度に達する廃棄物投棄行為を意味し、廃棄物不
法投棄罪の処罰対象である。	 
	 廃棄物不法投棄の規定は簡潔であるので、廃棄物不法投棄罪の処罰範囲を確定する際
に、環境犯罪の法益を基準として、法益侵害行為を選別し、解釈によって実質的に正当
な処罰範囲を限定するという作業が必要である。つまり、法益保護原則を堅持する見地
から、刑法の謙抑性が考慮されなければならず、処罰に値する行為は、可罰的な程度に
大きな違法性を有するか否かによって選出される必要がある。実際上も、すべての廃棄
物不法投棄行為が検挙されているわけではなく、検挙の際には、「可罰性」も考慮されて
おり、「真に刑罰に値する違反」行為だけが処罰の対象となっている17。廃棄物不法投棄
罪の可罰性の基準をできるだけ明確にすることは、実践的にも有意義であろう。	 
	 具体的に言えば、みだりに廃棄物を捨てる行為は、環境自体の自浄能力を超えさせる
場合、環境媒体の損害額が高いという結果をもたらす場合、または廃棄物の投棄行為は
他人に当該環境媒体を利用させないようにする場合に、廃棄物不法投棄罪になり、処罰
の対象となる。例えば、廃棄物不法投棄行為が、他人の土地への利用に対する重大な侵
害を与える場合、健康などの侵害がなくても、土地の利用という具体的な利益を保護す
る必要性があるので廃棄物不法投棄罪になるとされる18。	 
	 
（ⅱ）廃棄物不法投棄行為の法益侵害の程度に影響する要素	 
	 廃棄物の投棄行為の処罰について、1970 年立法においては、もともと詳細な構成要件
を規定されていた。	 1976 年の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び産業廃棄物処
理施設整備緊急措置法の一部を改正する法律」（昭和 51 年法律第 68 号）によって、有
害廃棄物が加えられたものの、基本的な仕組みに変更はなかったのである。このような
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
16今井康介「廃棄物を捨てる行為を罰する特別刑法上の諸犯罪について」早稲田法学会誌 65
巻２号（2015 年）57 頁。	 
17北村・前掲注（4）60 頁。	 
18神山敏雄「環境刑法の概念」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑法概
説』（成文堂、2003 年）15-16 頁、17−18 頁、神山・前掲注（6）236−237 頁。	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詳細な規定方式については、適用が困難であると指摘されることもあるが19、廃棄物の
不法投棄行為の法益侵害の程度を考慮する際に、一定の参考価値を有する。	 
	 
	 1970 年当時の 16 条の規定は以下の通りである。	 
	 第 16 条	 何人でも、みだりに次に掲げる行為をしてはならない。	 
	 一	 第六条第一項に規定する区域20内又はその地先海面において廃棄物を捨てること。	 
	 二	 第六条第一項に規定する区域外の区域内における下水道又は河川、運河、湖沼そ
の他の公共の水域に一般廃棄物を捨てること。	 
	 三	 第六条第一項に規定する区域外の区域内又はその地先海面において産業廃棄物を
捨てること。	 
	 
	 1976 年の改正によって、産業廃棄物の一部が特別規定として第 16 条１項で定められ
た。第２項の規定は第１項の規制対象外の産業廃棄物を規制対象として定められたので
ある。以下では、1976 年の改正で定められた 16 条を挙げる。	 
	 第 16 条	 何人も、みだりに廃油、第 12 条第５項第１号に規定する産業廃棄物その他
の政令で定める産業廃棄物21を捨ててはならない。	 
	 2	 	 何人も、みだりに次に掲げる行為をしてはならない。	 	 	 
	 一	 第六条第一項に規定する区域内又はその地先海面において廃棄物（前項に規定す
る産業廃棄物を除く。）を捨てること。	 	 	 
	 二	 第六条第一項に規定する区域以外の区域内における下水道又は河川、運河、湖沼
その他の公共の水域に一般廃棄物を捨てること。	 	 	 
	 三	 第六条第一項に規定する区域以外の区域内又はその地先海面において産業廃棄物
（前項に規定する産業廃棄物を除く。）を捨てること。	 
	 
	 	 1976 年の改正によって、人の健康への危害性の高い有害廃棄物が特に定められ、よ
り重い法定刑も定められるようになった。これは廃棄物それ自体の有害性の程度を考慮
する規定であった。	 
	 1970 年の規定と 1976 年の改正からすると、廃棄物投棄行為の法益侵害の程度に影響
する要素は、廃棄物それ自体の性質と投棄の場所である。廃棄物それ自体の性質は主に
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
19土本武司「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」平野龍一・佐々木史朗・藤永幸治編『注
解特別刑法３公害編Ⅱ』（青林書院、1985 年）32 頁、古田佑紀「廃棄物の処理及び清掃に関
する法律」伊藤栄樹・小野慶二・荘子邦雄編『注釈特別刑法（第七巻）：公害法・危険物法
編』（立花書房、1987 年）262 頁。	 
20「第六条第一項に規定する区域」とは、一般廃棄物についての市町村が処理責任を負う処
理区域を指す。	 
21「廃油、第 12 条第５項第１号に規定する産業廃棄物その他の政令で定める産業廃棄物」と
は、人の健康に架かる被害を引き起こすおそれがある物質を含む産業廃棄物を指す（土本・
前掲注（19）33 頁、古田・前掲注（19）258—259 頁）。	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廃棄物が人の健康や環境媒体の質と効用に対する侵害性を指す。立法を通じて、廃棄物
不法投棄罪における廃棄物を「危険な」廃棄物に限り、廃棄物の危険性又は環境負荷性
を類型化させることで、「みだりに捨てる」の範囲を限定するべきであるという見解も
ある22。立法的な解決に踏み込むかどうかについては更なる検討を要するが、少なくと
も、廃棄物の性質が廃棄物不法投棄の法益侵害の程度に影響を与えることは否定できな
い。廃棄物不法投棄罪が成立しやすい投棄場所は、河川、運河、湖沼、公共の水域など
の水質汚濁を引き起こす可能性の高い区域だけではなく、土壌を汚染する可能性の高い
区域も含まれるべきである。また、人の生活基盤にとって重要な価値を有し、保護され
る必要性が高い場所、例えば自然保護区や水源地なども、廃棄物不法投棄罪が成立しや
すい場所であると考えられる。これに対して、人の生活基盤にとってあまり重要ではな
く、保護される必要性が低い場所での廃棄物不法行為については、廃棄物不法投棄罪の
成立範囲はより厳格に定められなければならない。例えば、「奥深い山の中に捨て」る行
為は廃棄物不法投棄罪を構成しないとの指摘がなされている23。	 
	 ここで特に検討に値するのは、廃棄物を当該廃棄物の処分場に投棄する行為が、廃棄
物不法投棄罪を構成するか否かという問題である。一般的な見解によれば、廃棄物処分
場は自由に投棄する行為が許される場所わけではなく、処分場は廃棄物の性質や数量に
基づいて処分計画を制定し、処分計画によって廃棄物を処分する場所であるので、任意
に廃棄物を処分場に投棄すると、廃棄物の処分計画を乱し、処分行為を適切に行わせる
ことができなくなる。したがって、廃棄物処分場への投棄行為にも廃棄物不法投棄罪の
成立を認めることができる。ただ、量刑情状の一つとして考慮することは不可能ではな
いと主張される24。	 
	 平成１６年１０月２８日福岡地方裁判所第一審判決（平成１５年（わ）第 1057 号平成
１５年（わ）第 1184 号）25も、「一般廃棄物よりはるかに多量といわれる産業廃棄物を、
状態・性質・安全性の程度に差がないばかりに、様々な理屈を設けて、実質的には無制
約に、一般廃棄物処理施設に搬入して事足れりとすることをも是とする事態を招きかね
ないこととなる。それは当該一般廃棄物処理施設の処理能力を超え、生活環境の保全と
公衆衛生とを直接的に損なう一般的な危険性をはらむことであるばかりか、まさしく法
が予定する廃棄物処理の方法、過程を著しく混乱させ、公正な費用負担と廃棄物排出量
の抑制という考え方を損ない、排出者責任の原則という法が意図したところと真っ向か
ら対立するものといえるのであって、到底容認できるところではない」と判示されたの
である。	 
	 法益侵害という観点からすると、当該廃棄物の処分場への廃棄物の投棄は、一般的な
場所と比べて、法益侵害の程度が低いので、処分場投棄行為の不法投棄罪の成立範囲は
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
22阿部ほか編・前掲注（6）305—306 頁〔川口浩一執筆〕。	 
23北村喜宣「環境法規制の仕組み」高橋信隆・亘理格・北村喜宣編著『環境保全の法と理論』
（北海道大学出版会、2014 年）133 頁。	 
24土本・前掲注（19）36 頁、古田・前掲注（19）267—268 頁。	 
25最高裁判所刑事判例集６０巻２号３１３頁。	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一般的な場所での不法投棄と比べて、より限定されるべきである。処分場投棄行為は、
それが処分計画に影響を与えず、正常な処分行為を乱さない場合、環境法益への侵害の
程度がかなり低いといえることから、廃棄物不法投棄罪を構成しないものと考えられる。	 
	 廃棄物それ自体の性質と投棄場所のほか、廃棄物の投棄数量も犯罪の成立に影響があ
る要素である。中国の環境犯罪の司法解釈において、「３トン以上の危険廃棄物を不法に
排出し、投棄し、又は処分した行為」を環境犯罪の成立条件となるという規定がある26。
この規定は後述するように、形式的すぎる点で問題があるものの、少なくとも廃棄物不
法投棄行為の法益侵害の程度が投棄の数量によって影響されることを示す点では正当で
ある。また、日本において平成１６年２月２日福島地方裁判所会津若松支部第一審判決
（平成１４年（わ）第 124 号）27は、廃棄物投棄行為が周囲の一般環境に影響を与えた
かどうかということを判断する際に、廃棄物投棄の数量を考慮している。	 
	 そこで、廃棄物不法投棄罪の処罰範囲を確定する際には、環境公共財を重大に侵害す
るかどうかという実質的な基準を用いるべきである。廃棄物の投棄行為が環境公共財へ
重大な侵害を与えるかどうかに影響がある要素の中には、廃棄物それ自体の性質、投棄
の場所及び投棄の数量が含まれる。	 
	 
（ⅲ）廃棄物不法投棄の規制手段の多様性	 
	 廃棄物不法投棄に対する罰則がますます強化しているにもかかわらず、依然として抑
止効果が十分ではないという現実からすると、廃棄物の不法投棄行為に対して、刑罰の
みにより十分な規制を図ることは不可能と考えられる。現在で用いているによって十分
に抑止することができない行為に対して、刑罰を導入・強化することによって、抑止効
果を高めるという必然性はない28。	 
	 廃棄物不法投棄行為を抑止する肝心なことは、投棄した後の処罰だけではなく、最初
から廃棄物の産生をできるだけ減らすことや29、廃棄物処分場の充足を確保すること、
行政監視体系を完備させること30、などである。廃棄物不法投棄の罰則がますます強化
されるということは適切ではない。	 	 
	 
①—１−３事故時・緊急時の行政命令	 
	 事故時・緊急時に出される行政命令は、事故状態又は緊急状態での排出基準などの行
政法規の補助として機能し、当該状況における修正された排出基準とみなすことができ
るので、	 通常の排出基準と性質は同じである。事故時・緊急時の行政命令は、事故時・
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
262013 年 6 月 19 日に最高人民法院、最高人民検察院により「関与辦理環境汚染刑事案件応用
法律若干問題的解釈」第１条第３号。	 
27判例時報１８６０号１５７頁。	 
28中山研一「公害犯罪—企業活動と刑事責任—」中山研一・西原春夫・藤木英雄・宮澤浩一編
『現代刑法講座第５巻	 現代社会と犯罪』（成文堂、1982 年）103 頁。	 
29松宮・前掲注（12）43 頁。	 
30神山・前掲注（18）19 頁、神山・前掲注（6）251 頁。	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緊急時の人々の環境媒体への使用限度を定める。通常の状況で排出基準に違反する行為
が他人の環境媒体への利用に侵害を与えると評価されるのと同様、事故時・緊急時の行
政命令違反は、当該特定状況における自己の環境媒体への利用限界を超え、他人の環境
媒体への利用を侵害する行為であり、環境公共財への重大な侵害に属することから、処
罰することが認められるのである。事故時・緊急時の行政命令違反は、他人の環境媒体
への利用を侵害するという意味で、環境公共財という法益を侵害するのである。	 
	 
①−２環境に作用する行為への間接罰規定	 
①—２−１環境を汚染するおそれがある場合の行政命令	 
	 環境公共財を侵害するおそれがある場合、まず行政改善命令を出し、後に行政改善命
令に違反された際に、罰則を科す規定がある。この場合、問題となるのは、この事前予
防性質の行政命令違反に対する罰則の発動時期である。	 	 
	 私見によると、侵害する前に行政手段で対応するほうがより適切であるため、行政命
令に違反し、かつ環境公共財を現実に侵害してはじめて、刑罰を発動することができる
ようになる。環境公共財を侵害しない場合、行政命令違反に対して刑罰を科するのは、
刑罰によって行政命令それ自体の遂行が担保されるようになる。繰り返し述べたように、
行政命令それ自体の担保のために刑罰を適用するのは許されないと思われる。そこで、
文言からすると行政命令に違反すればただちに刑罰を科することができるようになると
見えるものの、私見によれば、法益侵害の重大性を考慮することで、限定的に解釈を行
う必要性がある。すなわち、行政改善命令を無視し、環境公共財へ重大な侵害をもたら
してはじめて、刑罰を科することができるようになる。以下で具体的な行政命令に基づ
いて刑罰の発動時期を検討していくことにする。	 
	 
（ⅰ）排出基準違反のおそれがある場合	 
	 排出基準違反のおそれがある場合、行政停止・改善命令が出され、この行政命令に違
反し、施設構造を改善しないまたは排出方法を改善しないものの、排出行為が再びは排
出基準に違反しない場合にも刑罰を発動することができるか、それとも、直罰制と同様
に、行政命令に違反し、かつ排出基準違反の状態に達してはじめて、刑罰を発動するこ
とができるようになるか、ということが問題となる。	 
	 私見によれば、改善命令違反の罰則は、行政命令に違反し、かつ排出基準違反の状態
に達してはじめて、刑罰を発動することができるようになる。というのは、排出基準違
反の排出行為を行ってはじめて、他人の環境の利用侵害を生じ、刑罰によって処罰に値
する環境公共財の侵害行為となり、かつ行政の手段が十分に対応できない場合に属する
からである。排出基準に違反するおそれがある段階に環境公共財を侵害する危険がある
にとどまるので、前述したように、刑罰によって処罰に値する行為に属しない。	 	 
	 改善命令を導入する趣旨は私見に合理性を与える。排出基準違反への改善命令を規制
する趣旨は、繰返しの排出基準違反行為を防止し、排出基準違反の「累犯」行為を防止
するということである。すなわち、排出基準に違反した場合、まず刑罰を適用し制裁さ
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れる。それから、排出基準違反行為を繰り返すということを防止するため、改善命令を
出す。もとより、改善命令の発動条件について、排出基準違反の「おそれ」という文言
を規定している以上、基準違反行為を行わなくても、改善命令を出すのは可能であるが、
改善命令が最も多用される場合は、排出基準に違反した排出行為が継続的に排出基準に
違反する「おそれ」がある場合である31。そこで、改善命令違反の罰則の規定対象は、
もともと排出基準に違反した後で、継続に排出基準に違反する行為を想定するものであ
る。	 	 
	 また、法定刑の軽重からすると、行政命令違反の罰則は排出基準違反の罰則よりも重
いため、規定の体系性と均衡性を考慮した上で、行政命令違反の罰則の発動は排出基準
に違反した後に開始されるべきである。排出基準違反の罰則と行政改善命令違反の罰則
は排出基準の遵守の担保上共通的な性質を持っている。ただ、排出基準は一般的、定型
的行政命令であるのに対して、行政改善命令は個別的、具体的な行政命令であるという
違いが存在する。これは、「定型的な行政命令違反を直ちに処罰するという直罰措置と
改善命令等の個別の行政命令違反の処罰を併置」32するという規制方式である。行政改
善命令は常に「排出基準や総量規制基準の違反者への将来の予防措置」とみられ、行政
命令違反罪の法定刑が排出基準違反罪の法定刑よりも重いのは、行政命令に違反するこ
とが「再犯」の性質を有するからである33。つまり、行政命令違反の罰則が直罰より重
いのは、行政命令を受けたにも関わらず「なお」排出基準に違反する行為が一層重い悪
質性を有するからである34。反対に排出基準に違反してない場合に出された行政命令へ
の違反に、排出基準違反罪の刑罰より重い刑罰を科すと、処罰上の均衡性は失われる。
そこで、行政改善命令に違反しても、排出行為が排出基準をまだ超えない場合、刑罰を
科するべきではない。	 
	 
（ⅱ）その他の命令違反の場合	 
	 廃棄物・汚染土壌の処理基準に違反し、人の健康被害又は生活環境保全上の支障を生
じさせるおそれがある場合又は汚染土壌における特定有害物質の汚染が拡散するおそれ
がある場合、改善命令や汚染土壌の搬出に対する措置命令、生活環境支障の除去命令、
指定地域汚染土壌に対する汚染除去命令などの行政命令を出すことができる。これらの
命令に違反した場合、刑罰を発動することができる。刑罰の発動時期について、行政命
令に違反しさえすれば刑罰を発動することができるか、それとも、行政命令に違反しか
つ人の健康被害又は生活環境保全上の支障が生じてはじめて、または汚染土壌における
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
31西川俊幸「水質汚濁防止法」金沢良雄監修『注釈公害法大系	 第二巻	 公害規制法（１）—
水—』（日本評論社、1972 年）61 頁。	 
32荒川雅行「水質汚濁・海洋汚染」中山研一・神山敏雄・斉藤豊治・浅田和茂編著『環境刑
法概説』（成文堂、2003 年）159 頁。	 
33荒川・前掲注（32）158—160 頁。	 
34阿部・前掲注（6）454 頁。	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特定有害物質の汚染が拡散してはじめて、刑罰を発動することができるようになるか、
が問題となる。	 
	 私見によれば、この場合、侵害法益の類型が異なるゆえに、刑罰の発動時間も異なる。
人の健康被害が生じるおそれがある場合、人の健康という伝統的な法益を侵害する危険
が生じると意味するので、行政命令に違反しさえすれば、刑罰を適用することができる
ようになる。	 
	 
②−２−２排出基準に違反してはじめて出される行政命令	 
	 この場合行政命令の発動も排出基準に違反した後であるので、このような行政命令違
反の規定方式には、①—２−１の規定方式のような刑罰発動の時期の問題が存在しない。
しかし、このような規定方式は、排出基準に違反し重大な法益侵害を引き起こす場合で
あってもまず行政改善命令を出す必要があるため、命令に前置して直接に刑罰を用いた
法益侵害行為の規制ができず法益保護の遅延問題を引き起こすおそれがある。	 
	 上述したように、排出基準違反行為に対して、直接に刑罰を科することは許される。
ただし、行政基準違反は刑罰発動の必要条件であり、十分条件ではない。刑罰の謙抑性
などを考慮すると、排出基準に違反した場合、行政改善命令をまず出すことも許される。
つまり、行政命令前置式の間接罰方式も採用することも許されるのである。そこで、こ
の規定方式は法益保護が遅くなりすぎるおそれがあるが、立法者意思を尊重するべきで
ある。もとより、人の生命・健康などの伝統的な法益を侵害する場合、刑罰の発動は行
政に従属する必要はなく、行政命令を待たずに、刑罰を適用することができる。	 
	 
②環境に直接作用しない行為	 
	 これらの犯罪は全て形式犯と言われている。もしこれらの犯罪が形式犯であるとすれ
ば、私見によれば、そのような単なる行政義務違反行為に対して、刑罰を科す必要はな
い。しかし、環境に直接作用しないからといってただちに形式犯になるというわけでは
ない。形式犯であるかどうかを判断する前に、これらの行為と環境法益侵害との関係を
明らかにしなければならない。	 
	 
②—１行為が適正に行われることを物的に保障する義務	 
（ⅰ）物の保障義務の法益関連性	 
	 施設届出義務の規定及び届出後の一定期間の使用制限規定は、行政基準の確保に対し
て重要な役割を演じることができるとされている35。汚染物質排出施設又は廃棄物処理
施設の情況についての届出などの義務規定は、排出行為又は処理行為を適切に行うため
の「ハードウェア」レベルでの保障である。	 計画変更命令は、行為の計画段階から規制
し、適正な計画にすることで、それに基づく行為の適切性の保障を図るものである。	 	 
	 そうすると、事前的物的保障措置の全体は、環境に作用する行為の一部と見なすこと
ができる。行為の時期、場所が行為の性質を限定する要素であり、行為それ自体の一部
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
35立石・前掲注（3）141 頁。	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と見なすことができるように、「ハードウェア」又は「プログラム」としての事前的物
的保障措置も排出・処理行為の一部と見なすことができる。環境に作用する行為は、抽
象的な排出行為又は処理行為ではなく、特定施設、特定行為計画の下での特定の具体的
な排出行為、処理行為である。施設設置と行為計画が法的な要請を満たしてはじめて、
排出行為、処理行為は環境法益を侵害しない行為になりうる。施設設置と行為計画が法
的な要請を満たさない場合、排出行為・処理行為それ自体も排出基準・処理基準に適合
することは不可能である。	 
	 
（ⅱ）刑罰発動の時期	 
	 問題となるのは、事前的物的保障措置という義務違反に対して、どの時期から刑罰を
適用することができるようになるか、ということである。ここでは、義務違反行為がど
の時点から、環境犯罪の法益を侵害する危険を生じさせるかを明確にしなければならな
い。	 
	 届出義務違反罪は、もともと事前監督のためあくまでも「設置しようとする」時点で
あることが前提となっているので、条文の文言によれば、施設の設置に着手する時点ま
でに所定の届出をしないことによって届出義務違反罪は成立し、虚偽の届出をすること
によって虚偽届出罪は成立すると理解される36。しかし、施設を「設置しようとする」
時点では、事実上環境媒体に対して何も影響を与えることはない。	 
	 この問題について、大気汚染防止法や水質汚濁防止法の施設設置の届出義務違反の既
遂時期を、設置を開始したときと解するのが通説である。施設設置の意思が確定した時
点を認定することは困難であり、刑事罰の発動時点とすることは難しい。また、現実に
施設が設置されない限り、環境に対する影響も生じないので、施設設置行為をもって既
遂に達するとするのが適切であると主張される37。すなわち、主観的にそのような計画
を実現としようとしたときではなく、現実に、施設の設置または変更の工事に着手した
ときであるとされる38。届出義務違反の既遂時期をこのように解するのであれば、届出
をしない設置行為が処罰されることになる。従って、「届出をしない」不作為を罰する
という表現は適切でなく、「届出をしないで設置している者」などとすべきであると指
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
36渡部正和「大気汚染防止法」伊藤栄樹・小野慶二・荘子邦雄編『注釈特別刑法（第七
巻）：公害法・危険物法編』（立花書房、1987 年）83−85 頁、花井・前掲注（7）210 頁、山
口裕之「最近における公害規制立法について——罰則規定を中心として——」判例タイムズ 699
号（1989 年）39 頁、平本喜禄「大気汚染防止法」平野龍一・佐々木史朗・藤永幸治編『注解
特別刑法３公害編Ⅲ』（青林書院、1985 年）17 頁。	 
37山口・前掲注（36）39 頁。	 
38花井・前掲注（7）210 頁、原田國男「水質汚濁防止法」平野龍一・佐々木史朗・藤永幸治
編『注解特別刑法（第三巻）：公害編』（青林書院、1985 年）64 頁。	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摘される39。このような立場を一歩進めて、むしろ施設の使用、すなわち、届出のない
排出行為を処罰の要件とすべきであるという見解もある40。	 	 
	 以上で述べた処罰限定的な見解は、義務に違反しさえすれば直ちに処罰されるわけで
はなく、届出義務に違反し、かつ環境媒体に対する一定の作業を行ってはじめて、処罰
されるという点で、共通する。	 施設はその設置行為ではなく、排出行為又は処理行為を
通じて環境媒体に影響を与えるので、施設の設置行為を処罰対象とすると処罰時期が早
くなりすぎる。また、排出行為又は処理行為自体は、排出・処理基準違反や行政改善命
令違反の罰則の処罰対象となるので、届出義務違反の処罰対象を届出のない排出・処理
行為とすると、届出義務違反の罰則と排出・処理基準違反や行政改善命令違反の罰則の
処罰範囲に差がなくなってしまう。そうすると、届出義務違反の罰則は、排出行為又は
処理行為を行う直前の時点で、発動されるべきである。同様の理由により、実施制限と
計画変更命令違反の罰則の発動時期も排出行為又は処理行為を行う直前とすべきである。	 
	 
（ⅲ）量刑上の区別	 
	 計画変更命令違反行為と、基準違反への行政改善命令違反行為とを、同じ法定刑とし
て規定することは適切ではないという点も指摘しなければならない。計画変更命令と改
善命令とは、いずれも事前予防措置のための特定行為の類型化とされるが41、計画変更
命令が特定施設設置前の命令であり、計画変更命令違反の罰則の発動時期が排出行為又
は処理行為を行う直前という時点であるのに対して、改善命令は特定施設設置後の命令
であり、改善命令違反の罰則の発動時期は基準に違反した後という時点である。したが
って、同じ命令違反行為であるものの、計画変更命令違反行為と改善命令違反行為とは、
危険の程度及び切迫性が異なるので、同じ法定刑として規定することは適切でない。立
法論的に言えば、計画変更命令違反罪は、改善命令違反罪に比べて、より軽い法定刑を
規定すべきである。現行法のもとでは、計画変更命令違反と改善命令違反との危険の程
度と切迫性における差異を量刑上考慮すべきである。	 	 
	 
②−２行為を実施する状況の監視、記録義務	 
（ⅰ）監視、記録義務の法益関連性	 
	 一般的に、環境媒体に作用する行為それ自体が適法であれば、監視、報告、記録行為、
検査行為又は管理票記録、交付行為なども、適正に行われる。逆に、報告、記録行為、
検査行為又は管理票の記録、交付行為が、適正に行われない場合、事実上、環境媒体に
作用する行為それ自体に違法な状況が存在する可能性が高いと言える。報告、記録行為、
検査行為又は管理票の記録、交付行為は、いわば行為プロセスを追跡し記録する「プロ
グラム」である。このような義務規定は違法行為を発見するための証拠として、重要で
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
39山口・前掲注（36）41 頁。	 
40立石・前掲注（3）142 頁。	 
41花井・前掲注（7）172 頁。	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ある。報告義務や記録閲覧義務、管理票制度、立入検査等の環境侵害を防止する行政義
務の適正な履行の確保42として、罰則を規定することは許されるのである。	 
	 
（ⅱ）処罰上の制限	 
	 記録や報告、検査などの対象行為それ自体の違反に対して行政命令前置式の罰則が規
定されている場合に、不適正な記録、報告または検査の拒否に対して、直接罰を規定す
るのは、不均衡になる。というのは、不適正な記録、報告または検査拒否する行為を処
罰する根拠は、その対象行為の高度な違法可能性にあるからである。そこで、記録義務
などの違反行為の処罰は、命令を前置するか、直接に発動するか、ということを決定す
る際に、記録などの対象行為の罰則規定方式と一致させるべきである。	 
	 また、記録義務などに違反するものの、環境媒体に作用する行為それ自体に違法な状
況が存在しないことを証明できる確実な証拠が存在している場合、対象行為が違法であ
る可能性を処罰根拠とする記録義務違反行為などが、依然として処罰されうるだろうか。
私見によれば、この場合の記録義務違反行為などは、実質的な法益侵害の危険のない単
なる行政義務の違反にすぎず、処罰されるべきではない。	 
	 注意に値するのは検査忌避行為である。検査忌避行為は公務妨害行為の性質を有する
ため、処罰根拠には対象行為としての環境に作用する行為が違法である可能性のほか、
異なる法益侵害も含むので、その刑罰の発動が、対象行為の罰則規定方式と一致しなけ
ればならない必要性がなく、環境に作用する行為に違法な状況が存在しないという反証
があっても、依然として処罰しうる。	 
	 
②—３汚染物処理の担当者の資格を保障する義務	 
（ⅰ）担当者の資格保障義務の法益関連性	 
	 汚染物又は廃棄物の処理のためには、一定の専門的な処理能力を備えなければならな
い。もし、処理担当者に適正な資格がなければ、処理行為の適正性も確保することがで
きなくなる。そこで、公益上の必要性を考量し、産業廃棄物処理業を原則一律禁止し、
一定の要件を満たしてはじめて、禁止が解除される43。	 	 
	 汚染物又は廃棄物処理の担当者は環境に作用する行為の操作者であり、その処理能力
が処理過程中の汚染物又は廃棄物の環境を汚染する可能性の高低と密接に関係する。廃
棄物の処理等が業として行われる場合、一般にその取扱量が大きく、これが無秩序に行
われれば環境保全上重大な影響を与え、廃棄物の処理計画を乱すこととなり、廃棄物処
理法の目的の達成を阻害することになる44。無許可処理業の罪を規定することで、行政
規制から離脱することでの廃棄物の不適正な処理を防ごうとしている45。そうすると、
処理担当者の処理能力を担保する処理資格の許可制度や、名義貸し禁止規定、不当委
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
42北村・前掲注（6）176—177 頁、477—478 頁。	 
43筑紫圭一「『廃棄物処理法』の適用」法学教室 408 号（2014 年）25 頁。	 
44古田・前掲注（19）238 頁。	 
45古田・前掲注（19）244 頁。	 
	   141	  
託・受託禁止規定などは、純粋な形式犯ではなく、環境法益侵害の危険と密接に関係す
る義務規定であるので、刑罰を用いることができる。	 
	 
（ⅱ）量刑上の区別	 
	 また、許可を受けずに行う環境に影響を与える行為と不正に行政許可を受けようとす
る行為とでは、環境に影響を与える可能性が異なる。不正に行政許可を受けようとする
行為は処理資格保障の観点から、環境に作用する行為と無関係とは言えないが、環境に
直接作用する行為ではない。これに対して、許可を受けずに行う処理行為は環境に直接
作用する行為である。二つの行為は環境を侵害する可能性と切迫性が異なるのである。
立法論的にいえば、環境を侵害する可能性と切迫性が異なる二つの行為類型に対して、
同じの法定刑を規定することは妥当ではない。少なくとも実務的には量刑上、この二つ
の行為を区別して取り扱うべきである。	 
	 
三	 立法論としての環境犯罪の一般規定の提唱	 
	 公害罪法の以外の日本の環境刑法は、各種環境行政法の罰則の集合体にすぎない。環
境犯罪を規制する上位の基本的規定は存在しない。実質的な環境犯罪行為のみを処罰し、
また環境犯罪の罰則を体系化するため、立法論上、環境犯罪の保護法益を侵害する行為
を一般的に定めた規定が必要である。環境法益へ侵害または危険を与える行為のみが環
境犯罪の実質を備えるので、環境犯罪の構成要件は環境法益への侵害犯または危険犯の
形式をとる46。つまり、人の生命・健康に実害又は危険を与える行為、及び環境公共財
に重大な実害を与える行為が、一般的な環境犯罪の処罰対象となる。	 
	 2011 年３月 11 日東日本震災が引き起こした放射性物質の汚染について、日本では放
射性物質を規制する行政法があるものの、放射性物質の拡散によりもたらされる環境媒
体の汚染に対して、法的な対応がなされていない47。現在日本において環境媒体の保護
はすべて行政基準によって行われている。放射性物質の放出や拡散について、行政基準
がないため、放射性物質が環境媒体を汚染し、環境公共財を侵害する場合に法的な規制
ができない。環境犯罪の一般的規定を設けることで、放射性物質が環境媒体を汚染し、
環境公共財への侵害が重大な程度に達する場合、すなわち環境自体の自浄能力を超えさ
せる場合や、環境媒体の損害額が高額にのぼるという結果をもたらす場合、または他人
に当該環境媒体を利用させないようにする場合などは、環境犯罪の一般規定による処罰
が必要であり、適切である。	 
	 ここで検討しなければならないのは、環境犯罪の一般規定と現行の環境行政罰則との
関係である。	 
	 ①現行の環境行政罰則が規制しない行為について、環境法益を侵害し、犯罪とすべき
場合、環境犯罪の一般規定によって処罰される。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
46京藤哲久「行政と環境刑法」現代刑事法４巻２号（2002 年）47 頁。	 
47三枝有「環境刑法と原発規制」信州大学法学論集 24 号（2014 年）11 頁。日本の放射性物
質を規制する行政法の詳しい紹介と評価については、同３—７頁参照。	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 ②現行の環境行政罰則によってすでに規制されている行為、例えば排出基準違反行為
や廃棄物投棄行為などについては、現行の各具体的な環境行政罰則の規定によって処罰
される。	 
	 ③現行の環境行政規定を遵守しているにもかかわらず、環境法益を侵害し、実質的に
環境犯罪の程度に達する場合、例えば排出基準を遵守しているものの、当時の特定の具
体的な状況で、環境媒体の浄化能力を超えた場合、環境媒体への損害が多額になる結果
を引き起こした場合、あるいは当該環境媒体を利用する人の利用不能になるという結果
を引き起こした場合などでは、環境犯罪の成立可能性を肯定するべきである。ただし、
排出基準を遵守している以上、故意・過失、違法性認識の可能性や期待可能性などとい
った責任の段階で、非難可能性が否定される余地はある。	 
	 日本の環境犯罪の保護法益は人の生命・健康などの伝統的な利益と環境公共財の双方
を含むので、環境罰則の処罰範囲を確定する際に、どちらの法益と関連性を有するか考
慮すべきである。現行の日本の環境罰則にはいわゆる形式犯は存在せず、すべてが環境
法益侵害に関係する実質犯と考えるべきである。ただ、法益に対する侵害の程度と刑法
の謙抑性観点から、刑罰の発動は慎重にすべきであり、非刑罰的な規制手段も積極的に
探求するべきである。また、環境犯罪の一般規定も立法論的には導入する必要がある。
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第２節	 中国における環境罰則の処罰範囲	 
	 
一	 中国環境罰則の保護法益	 
	 刑法 338 条の文言によると、中国の環境犯罪の処罰対象は、国家規定に違反して、環
境を著しい汚染を引き起こした、汚染物質の排出、投棄、又は処分行為である。ここで
の環境の汚染とは、環境媒体に対する汚染という環境犯罪の結果を示し、環境犯罪の中
核要素である。「著しく」という文言は、刑罰によって処罰に値するという法益侵害の
程度限定する要素である。すなわち、国家規定に違反して、環境の汚染を引き起こし、
かつ「著しく」という刑罰に値する法益侵害の程度に達してはじめて、環境犯罪になる
のである。	 
	 第２章で明らかにした環境犯罪の保護法益に基づいて、以下に挙げるような法益侵害
の程度に達すれば、刑罰に値する程度に達する。一つは、人の生命、身体、健康などに
実害または危険を与えることであり、もう一つは、環境公共財に重大な侵害を与えるこ
とである。環境公共財への重大な侵害とは、具体的に言えば、環境媒体の自浄能力を超
えること、環境媒体の損害額が高額にのぼるという結果も引き起こすこと、他人が環境
媒体を利用する行為を妨害すること、及び当該環境媒体を利用する一般人の心理的に長
期利用不能にすることを含む。そこで、中国刑法338条における「環境を著しく汚染した」
という規定は、人の健康を侵害しうる程度の侵害結果だけではなく、環境公共財に重大
な侵害を与える程度の侵害結果も含む。	 
	 中国の環境犯罪における「公共財産」の損失は、個人財産の損失だけではなく、環境
公共財のそれ自体の価値の損失も含む。中国刑法338条において、すべての「放射性廃棄
物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄
し、又は処分した」行為が環境汚染罪として処罰すべき行為というわけではない。人の
健康に関わる排出、投棄、処分行為と環境公共財を侵害する排出、投棄、処分行為だけ
が刑法338条によって禁止される行為である。	 
	 2013 年 6 月 19 日に最高人民法院、最高人民検察院により出された「関与審理環境汚
染刑事案件応用法律若干問題的解釈」の第１条は、汚染物の数量や汚染物排出の場所、
汚染物排出行為の回数、汚染物排出行為の態様、処罰に値する法益侵害の程度に達した
侵害結果など、それぞれの角度から、法益侵害の程度を例示する。司法解釈は刑法 338
条の規定範囲を超えるものではない。つまり、行為結果としての「環境を汚染した」は
司法解釈も認め、司法解釈からも肯定されなければならず、行為結果を必要としない行
為犯や危険犯を創造されるわけではない。	 
	 司法解釈１条９号における「公私財産を30万以上損失させる行為」という規定と、同
条11号において「30人以上を中毒させる行為」という規定と、同条12号における「３人
以上に軽い傷害或いは軽い障害を与える行為、又は器官組織の損害によって一般的な機
能障害を引き起こす行為」と同条13号における「１人以上に重い傷害或いは中級程度の
障害を与える行為、又は器官組織の損害によって重大な機能障害を引き起こす行為」と
いう規定は、もともと旧338条において定められていた「公私の財産に重大な損失を与え
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又は人を死傷させる重大な結果を発生させた」行為であり、人の生命、健康という伝統
的な法益への侵害行為である。	 
	 司法解釈１条６号における「郷鎮ランク以上の行政区域における集中的に供水する水
道の水源からの取水を12時間以上中断させる行為」という規定と、同条10号における
「群衆を5000人以上分散し移動させる行為」という規定は、公共財又は社会インフラ又
は生活基盤としての環境媒体が破壊されたことによって重大な利用不能を生じさせる行
為の規定であり、人の環境公共財への重大な侵害行為である。	 
	 司法解釈１条７号における「５畝以上の基本農用地、保安林地、特殊用途林地に、10
畝以上の他の農用地	 、20畝以上の他の土地について	 、それらの基本的な機能を喪失さ
せ、またはそれは永久性的に破壊される行為」という規定と同条８号における「森林又
は他の林木を50立方メートル以上枯死させ、又は幼い樹木を2500株以上枯死させる行為」
という規定は、公共財としての環境媒体それ自体に重大な損失を与える行為の規定であ
り、人の環境公共財への重大な侵害行為である。	 
	 以上の「環境を著しく汚染した」に対する解釈は、処罰に値する法益侵害の程度に達
した侵害結果の具体例を提示するものであり、行為それ自体への制限を示すものではな
い。行為を制限する要素として刑法338条における「国家規定に違反して」という文言の
具体的な内実を検討しなければならない。	 
	 司法解釈１条１号から５号にわたり、それぞれ特定区域への排出、一定数量の廃棄物
の投棄、排出基準を超える排出、特定的排出行為態様での排出、行政処分を受けた複数
回の排出ということは定められている。これらの規定は具体的な行為の内容を示す以上、
行為制限でもある刑法 338 条における「国家規定に違反して」ということとの関係を検
討する必要がある。また、これらの規定と実質上の法益侵害程度との関係も検討しなけ
ればならない。	 
	 	 
二	 解釈論上の環境汚染罪の処罰範囲	 	 
	 第１章第２節中国の環境罰則を巡る議論の部分で述べたように、中国の環境汚染罪の
規定は抽象的な基準しか提示しえていない。司法解釈があっても、司法解釈の規定それ
自体が適切であるかを検討する余地がある一方、司法解釈規定以外の環境犯罪の処罰類
型も確定する必要がある。以下では、前述した環境法益の類型と侵害基準に基づいて、
日本の環境犯罪の類型を参照しつつ、中国刑法 338 条の環境汚染罪の具体的な処罰類型
を検討する。	 
	 
（一）人の生命・健康を侵害する環境犯罪の類型	 
	 人の生命・健康を侵害する行為は環境犯罪の伝統的で典型的な処罰類型である。人の
生命・健康を侵害する環境犯罪を規定する典型的な立法例は日本の「人の健康に係る公
害犯罪の処罰に関する法律」、すなわち公害罪法である。中国では、公害罪法のような
公害犯罪規定は存在せず、人の生命・健康を侵害する行為は刑法 338 条に含まれる。法
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改正の前後に関わらず、刑法 338 条の環境汚染罪の規定は人の生命・健康を侵害する行
為を含むことについて異論はない。	 
	 
１人の生命・健康を侵害する環境犯罪の行政独立性	 	 	 
	 日本の公害罪法には行政従属性が存在しないが、環境汚染によって不特定または多数
人の生命・健康の侵害を引き起こす行為に対する規制の方式について、行政規制を先行
させるべきであるという見解も存在する1。すなわち、公害犯罪の抑止と明確性原則や、
個人責任の原則、「疑わしきは被告人の利益に」といった刑法及び刑訴法上の大原則と
の間に対立関係が存在するので、公害規制において、環境基準を設け、有害物質の排出
の許容限度を定め、行政官庁が企業に対しその基準の遵守を指導・助言し、それでも守
られないときに行政命令を出して改善を求め、行政改善命令が無視されてはじめて、刑
罰を用いるという行政刑法の規制方式のほうがより適切であるというのである。	 
	 以上の見解に対して以下のような批判が展開される。上述の見解からは、公害は正当
な企業活動、産業開発に伴う必要悪であり、公衆の生命、健康及びよい生活環境の保持
という要請が産業発展と調和すべきであることから、企業活動が経済発展と国民の生活
に豊かさをもたらすために、国民の側もある程度の被害を我慢すべきであると主張され
る。しかし、公害は正当行為に伴う必要悪ではない。少なくとも生命・健康を直接に侵
害する公害は、明確な刑法犯であり、環境基準を守らなかったことを理由に処罰される
という単なる法定犯・行政犯ではない。環境基準がいまだ定められていない有害物質に
よる被害も公害犯罪の対象となりうる2。生命・健康に直接に危険を及ぼす公害行為は、
人の生命・身体に対する犯罪として、刑法犯的な実質を持っていることは否定できない3。
環境破壊行為が人の基本的な諸利益を侵害し又は侵害するおそれがある場合、行政規定
違反の有無を問わず、犯罪になる4。	 
	 そうすると、人の生命・健康を侵害又は危険を罰する環境犯罪は、人の伝統的な法益
を侵害する犯罪に属する以上、人の健康・身体を侵害する犯罪と同樣に、行政規定を処
罰発動の要件とする必要はなく、合理性もない。人の生命・健康を侵害する環境犯罪は
行政従属性を持たず、人の健康等の伝統的な法益を侵害した又は侵害する危険の有無を
基準として、処罰対象を確定するべきである。	 
	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1垣口克彦「公害犯罪立法問題に関する一考察」阪南論集社会科学編 18 巻４号（1983 年）47
—49 頁、垣口克彦「公害犯罪処罰法の問題性」阪南論集社会科学編人文・自然科学編合併 17
巻４号（1982 年）84 頁。	 	 
2藤木英雄「公害処罰法の問題点」商事法務研究 544 号（1970 年）２−３頁、藤木英雄「公害
処罰法の意義と問題点」法律のひろば 24 巻１号（1971 年）31 頁。	 
3平野龍一「公害と刑法—刑事制裁と行政的規制との関連—」『公法の理論：田中二郎先生古稀
記念．下２』（有斐閣、1977 年）2419 頁。	 
4今井猛嘉「環境犯罪」西田典之編『環境犯罪と証券犯罪—日中刑事法シンポジウム報告書—』
（成文堂、2009 年）71 頁。	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２「国家規定」違反の行政独立性の解釈	 
	 中国刑法 338 条において「国家規定に違反して」という文言が定められる以上、環境
犯罪の成立には環境管理と汚染防止の行政規定が必要であり、環境汚染行為が環境犯罪
の他の要件を満たしても具体的に違反する「国家規定」が存在しない場合、環境犯罪と
すべきではないという見解がある5。排出基準を超えない排出行為は依然として社会危害
性を持ち、犯罪になる可能性はあるが、環境汚染罪は「国家規定に違反して」というこ
とを必要とするので、排出基準を超えない、排出行為は環境汚染罪に当たらず、過失致
死傷罪や過失毒性物質を投棄する罪などの過失犯罪になりうるとされる6。	 
	 しかし、人の生命・健康を侵害する環境犯罪は行政規定から独立して成立するべきで
あるので、環境を汚染し、人の生命・健康を侵害する場合、以上の見解は適切ではない。
中国刑法 338 条が人の生命・健康を侵害する環境犯罪を含む以上、「国家規定に違反し
て」という文言が行政従属性を意味しない場合があるという解釈の可能性を検討しなけ
ればならない。	 
	 日本において論じられる行政従属性とは、実質的な行政従属性である。すなわち、犯
罪の成否を確定する際に、行政法規あるいは行政命令の内容を必ず考慮しなければなら
ない。これに対して、中国の刑法において用いられている文言は実質的な行政従属性を
意味する場合のほか、時に処罰される行為が「違法」な行為に限定されることを示し、
さらに慣習的にその用語が用いられているにすぎない場合がある。この場合、客観的に
刑法に規定される行為を実行すれば、行為はこの犯罪の構成要件を該当することになり、
具体的にどの規定に違反するかということを明確にする必要はない。なぜならば、この
場合には刑法の条文自体に、行政法規あるいは行政命令の内容が行為の態様として規定
されているからである。例えば、中国刑法 339 条１項の「国家規定に違反して、境外の
固体廃棄物を境内において投棄し、放置し又は処分した者」にいう「境外の固体廃棄物
を境内において投棄し、放置し又は処分した者」は、国家規定、すなわち「固体廃棄物
汚染環境防治法」第 24 条の具体的内容を記述している。この場合、「国家規定に違反」
という文言は、当該犯罪が違法な行為であることを強調し、あるいは「境外の固体廃棄
物を境内において投棄し、放置し又は処分した」ことの同格語としての意味しか持たず、
実質的な意味はない7。	 
	 人の生命・健康を侵害するすべての排出、投棄、処分行為は刑法によって禁止される
べき違法な行為であり、「国家規定に違反して」という文言によって行為類型を限定する
必要はない。つまり、「国家規定に違反して」という文言は「排出」し、「投棄」し、
「処分」する行為にかかる限定語ではない。従って、行為が人の生命・健康を侵害する
犯罪として処罰される場合、すなわち有害物質を環境媒体に排出し、投棄し、又は処分
した行為が、人の生命・健康を侵害する又は侵害の危険を惹起する場合には、338 条に
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おける「国家規定に違反して」という文言は行政従属性を示すのではなく、処罰される
行為が「違法」な行為に限定されることを強調し、慣習的にその用語が用いられている
にすぎないと解するべきである。このような解釈によれば、行政従属性を刑罰の前提か
ら排除することになる。	 
	 したがって、司法解釈１条９号、11 号、12 号、13 号において規定されている結果を
生じさせた場合、特定の国家規定の違反を処罰の前提とする必要はない。第１章第２節
において論述したように、実際上、中国の司法実務において、有害物質を環境媒体に排
出し、投棄し、又は処分した行為によって、人の生命・健康を侵害する場合、具体的に
どのような行政規定に違反するかということを考慮せず、直接に司法解釈の規定によっ
て裁判がなされている。	 
	 
３現行刑法 338 条と刑法 114 条、刑法 115 条との関係	 
	 中国刑法典 114 条および 115 条によれば、有毒物質、放射性物質、伝染病の病原体そ
の他の物質を投げ込むことにより、公共の安全に危害を及ぼした者、或いは人に重傷を
負わせ若しくは人を死亡させ、又は公共の財産に重大な損害を生じさせた者は処罰され
る。この犯罪類型は一般的に「危険物質投放罪」と呼ばれる。中国刑法 338 条の改正前
の条文によると、	 環境を侵害することによって、故意に人に重傷を負わせ若しくは人を
死亡させ、又は公共の財産に重大な損害を生じさせた行為は、「事故」に含まれないた
め、一般に同法 114 条、115 条によって処罰されていた。改正後の 338 条と公共安全罪
としての 114 条と 115 条の関係は検討が必要である。	 
	 環境汚染罪と危険物質投放罪は大きく異なっているとする見解8がある。この見解は以
下のように主張する。まず、主観面からみると、環境汚染罪において、最終的な結果に
対する心理状態は過失でなければならないのに対して、危険物質投棄罪の心理状態は故
意である。次に客観面からみると、環境汚染罪の行為態様は排出、投棄、処分であり、
危険物質投放罪の行為態様は投放である。また、環境汚染罪において排出し、投棄し、
または処分される対象は放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質又
はその他の有害物質であるが、これらはいずれも廃棄物である。その中の「毒性物質」
は、毒性物質を含む廃棄物をいうものであって、毒性物質それ自体ではない。これに対
して、危険物質投放罪における有毒物質、放射性物質、伝染病の病原体はその物質自体
を指す。たとえ左の物質を他の物質に混入して投放しても、廃棄物として排出し、投棄
したといえない。しかし、行為者が故意のもとで、土地、水域、大気に危険廃棄物を不
法に排出し、投棄し、または危険廃棄物を不法に処分した行為によって、不特定或いは
多数人の生命、健康、財産を侵害する場合には、環境汚染罪の範囲を超えることになり、
危険物質投放罪として処罰すべきだ、というのである9。	 
	 以上の見解には、次のような疑問点が存在する。第一に、そもそも環境汚染罪の主観
面に故意が必要と解するか、過失で足りるかについては争いがある。中国刑法修正案八
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
8黎宏『刑法学』（法律出版社、2012 年）865 頁。	 
9黎宏・前掲注（8）865 頁。	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による改正後は、故意が必要であると解するのが適切であると思われる。たとえ環境汚
染罪の主観面は過失で足るとしても、中国刑法典 115 条２項において、過失を要件とす
る危険物質投放罪が規定されているので、両罪を客観面から区別する必要がある。第二
に、客観面からの区別の試みに対しては、114 条・115 条における行為態様である「投放」
が包括的な概念であり、排出と投棄を含むから、両罪の決定的な相違点となり得ないと
の批判がある。第三に、行為対象からすると、「廃棄物」であるか否かは客観的な基準
により判断されるものであり、主観的にその物質を廃棄物と見做すか否かによって判断
されるわけではない。加えて、放射性物質、伝染病の病原体、毒性物質を含有する廃棄
物と、放射性物質、伝染病の病原体、毒性物質それ自体とに、本質的な区別は存在しな
い。廃棄物中の各物質の含有量が百パーセントに至る場合に各物質それ自体になるとい
えるのだし、また科学的にみれば各物質それ自体も純度百パーセントということはあり
えず、わずかな不純物は含まれている。第四に、本見解は、環境汚染罪と危険物質投放
罪とではその行為態様が異なると解する一方、故意のもとでのいわゆる環境汚染罪に属
する行為態様による違法行為を、危険物質投放罪として処罰する余地は依然として存在
すると主張する。これは整合性を欠いた解釈といわざるを得ない。	 
	 以上の検討から明らかになったように環境汚染罪と危険物質投放罪とで、その行為態
様、行為対象等において、重なり合う部分が存在する。したがって、一つの行為が同時
に両罪の構成要件に該当する可能性がある。その場合、両罪の罪数関係は観念的競合と
して、重い罪によって処罰することが適切であると思われる。	 
	 刑法 338 条と 114 条及び 115 条の適用上の関係は、第１章第２節で述べた司法解釈の
第８条によって規定されている。つまり、同条は「国家規定に違反して、毒性物質、放
射性廃棄物、伝染病の病原体等を含有する汚染物質を排出し、投棄し、又は処分した者
が、同時に汚染環境罪、輸入固体廃棄物不法処理罪及び危険物投放罪を該当する場合、
処罰が一番重い罪によって罪を決定し処罰を科する」と定めている。以上の各犯罪の関
係の検討に基づき、この規定が合理的であると思われる。	 
	 
（二）環境公共財の侵害類型	 
	 環境公共財を侵害する場合、一定の侵害程度に達してはじめて、処罰することができ
るようになる。以下では、環境公共財侵害の重大性を基準として、日本の環境行政罰則
の規定を参考しつつ、中国の具体的な規定に基づいて、中国の環境公共財を侵害する環
境犯罪の処罰類型を検討することにする。	 
	 中国の環境犯罪の規定によると、環境公共財の侵害を重大な程度に限定する機能を果
たす要素は「国家規定に違反して」と「環境を著しく汚染した」という二つの要素であ
る。こうした要素は日本の「大気汚染防止法」のばい煙排出基準違反罪と「水質汚濁防
止法」の排水基準違反罪に現れている。当然「国家規定に違反した」という片方の要素
を満たすすべての行為が環境犯罪の処罰対象であると言えず「環境を著しく汚染した」
という制限も必要である。また、両要素は相互に関係し合うものであり「国家規定」の
具体的な内実の変化によって、「環境を著しく汚染した」という制限も異なる様態が現
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れるようになる。そこで、以下では「国家規定」の異なる類型に基づいて、その具体的
な類型における「環境を著しく汚染した」という要素の具体的な内実を検討し、環境犯
罪の処罰範囲を確定していくことにしたい。	 
	 	 
１「国家規定」の類型	 
	 第１章第２節中国の環境罰則を巡る議論の部分で述べたように、国家規定は、主に
「大気汚染防治法」「水汚染防治法」「固体廃物汚染環境防治法」「海洋環境保護法」
「環境保護法」等の法律及び国務院より出された実施細則を指すとされる10。つまり、
中国の一般的な理解によれば、「国家規定」は環境行政法と環境行政法に関する実施細
則の規定である。しかし、私見によれば、環境行政法の規定と環境行政法に関する実施
細則の規定は、国家規定の一部にすぎず、国家規定は環境違法行為に関する行政命令と
刑法 338 条に対する司法解釈も含むべきである。なぜなら、刑法 338 上に対する司法解
釈は、国家法律の執行を担う最高人民法院、最高人民検察院により制定される国家法律
への公式的な解釈であるので、もとより「国家規定」に属するからである。	 
	 行政法規は環境侵害を防止するためのすべての行為者に対して向けられた一般的な規
定であり、行政命令は環境侵害を防止するための個別的な行為者に対して向けられた具
体的な規定である。しかし、行政命令と行政法規とには、内実上、実質的な差異が存在
しない。環境違法の判断は困難なであるためすべての違法行為を事前的に行政法規のよ
うな抽象的・一般的な規定によって防止するのは不可能である。そこで、典型的な違法
行為を、一般的な行政法規によって規制しているのに対して、具体的な違法行為を、そ
の具体的な状況に応じて侵害結果を防止するための行政命令によって規制している。行
政法規を制定する主体は国家の立法機関と行政官庁であり、行政命令を出す主体は行政
官庁であるから、いずれも「国家規定」の規制主体である。したがって、具体的な状況
に向けられた行政命令と一般的な状況での行政法規とは、内実上や機能上、実質的な相
違点がなく、かつ規制主体も一部で同様であるので、行政規定が「国家規定」と認めら
れる以上、行政命令を「国家規定」から排除する根拠は無い。	 
	 そこで以下では、司法解釈、行政法規と行政命令といった「国家規定」の類型に基づ
いて、環境犯罪の処罰範囲を検討する。	 
	 
２司法解釈の場合	 
	 第１章第２節中国の環境罰則を巡る議論の部分で述べた 2013 年 6 月 19 日に最高裁判
所、最高人民検察院による「関与辦理環境汚染刑事案件応用法律若干問題的解釈」第１
条第１号から第５号によって、行為の具体化がなされるとともに、「国家規定に違反し
て」という要素の内実もの具体的に示された。こうした具体化を前提とすれば、司法解
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
10張明楷『刑法学〔第４版〕』（法律出版社、2011 年）995 頁、周光権『刑法各論[第２版]』
（中国人民大学出版社、2011 年）369 頁、呉献萍『環境犯罪与環境刑法』（知識産権出版社、
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釈第１条第１号から第５号にかけて規定される行為に該当しさえすれば、「国家規定に
違反して」、「環境を著しく汚染した」、「放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する
廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄し、又は処分した」行為になる
と言え、別途「国家規定」を探す必要はない11。第１章第２節において論述したように、
中国の司法判決の状況からすると、実際上、中国の司法実務はこのようになされている。	 
	 
（１）排出基準違反	 
	 環境媒体に対する一定程度の侵害は、現代の社会生活を営む上で避けられえないので、
一定の程度の環境侵害は甘受されなければならない。そこで、環境媒体に有害物質を排
出する行為に対して、排出基準が制定されている。	 
	 その例として、司法解釈の第１条第３号は「汚染物排出基準の３倍を超えて、非法に
重金属を含有する汚染物、残留性有機汚染物等の環境又は人の健康に重大な損害を引き
起こす汚染物を排出した行為」と規定している。既に日本の環境罰則の検討の部分で述
べたように、排出基準は公共財としての環境媒体に対する人々の利用限界であるから、
基準に違反しさえすれば、刑罰が発動されうる。しかし、これは、排出基準に違反しさ
えすれば必ず刑罰を適用しなければならないことを意味しない。なぜなら、基準違反行
為に対して、ほかの手段による規制で解決可能であれば、刑罰の謙抑制の観点から刑罰
を適用する必要はないからである。	 
	 刑法 338 条の処罰範囲の制限としての排出基準は、時々行政法規と司法解釈の規定の
両方に現れるものの、司法解釈において排出基準違反行為の処罰をすでに規定している
ため、排出基準違反の場合、具体的な行政法規の規定を探し適用する必要はない。例え
ば、中国の「大気汚染防治法」の第 48 条は、本法の規定に違反して、大気に排出された
汚染物を国家あるいは地方に規定する排出基準を超えて排出した者について、規定する
期間内に改善することを命令し、一万元以上十万元以下の罰款12に処すると規定してい
る。ここでの「本法の規定」とは「大気汚染防治法」第 13 条の規定を指すとされている。
同法第 13 条は、大気に排出する汚染物の排出濃度は国家と地方が規定する排出基準を超
えてはならないことを規定している。私見によればここでの排出基準違反の禁止規定は
すでに司法解釈に含まれるので、排出基準の３倍を超えて排出する場合、排出基準の遵
守を命じるという「大気汚染防治法」第 48 条の規定を、「国家規定に違反して」として、
適用する必要がなく、直接に司法解釈第１条第３号を適用すれば足りるようになる。	 
	 
（２）具体的な基準の定めがない規定	 
	 司法解釈第１条第１号、第２号、第４号及び第５号は、排出基準のない環境汚染行為
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
11もとより、司法解釈１条１号から４号にかけて定められる違法行為を判断する際に、特定
区域や排出基準などの規定を参照する必要がある。しかし、その特定区域の規定や排出基準
の規定への「従属性」は、行政概念への従属に類似し、命令又は禁止規範としての行政規定
への従属に属しないのである。	 
12	 罰款は行政制裁の一種であり、過料の性質とほぼ同じである。	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を定めている。すなわち、①飲料水水源一級保護地域又は自然保護核心区域において、
放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質を排出し、投棄し、又は処
分した行為；②３トン以上の危険廃棄物を非法に排出し、投棄し、又は処分した行為；
③無断で地下パイプを設置し、又は排水用の井、排水用の竪穴、裂け目、石灰洞を利用
して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質を排出し、投棄し、
又は処分した行為；④国家規定に違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する
廃棄物、毒性物質を排出し、投棄し、又は処分した行為を行ったことを理由に二次以上
の行政処分を受けた者が、二年以内に再び以上の行為を行ったこと、を規定する。	 
	 
	 ①は特定の物質と特定の区域についての特別規定である。列挙された特定の物質は環
境に対する有害成分を含むため、一旦大量に排出したら一般に環境を侵害する結果をも
たらす。また、列挙された特定の区域は常に人間の存続、環境の保護、生態の均衡にお
いて重要な区域であり、その点で一般的な区域と比べて、より脆弱であるため、その区
域に対する侵害が一旦発生すれば、不可逆的で深刻な危害をもたらされる。すなわち、
一方で特定の物質は侵害性が非常に高く、他方で特定の区域は人間にとって重要な環境
公共財であり重大な価値を持つため、一定の行為を禁止しており、これらの行為は法益
侵害の程度が高い環境汚染行為、つまり「環境を著しく汚染した」行為と解するべきで
ある。したがって、特定の区域へ特定の物質を排出し、投棄し、又は処分する行為が、
環境媒体の価値に重大な損害を与え、環境媒体の損害額を多額にさせるという行為であ
り、同時に環境公共財に重大な侵害をもたらす行為でもあるので、処罰されることは妥
当である。この司法解釈の規定は適切であり、中国の環境犯罪にこの行為類型を含ませ
るべきである。	 
	 その場合での「国家規定」は、特定物質と特定区域の範囲を画定する国家規定と解す
べきである。つまり、特定の物質が国家規定における有害物質に属し、行為を行った区
域が国家規定における特別保護に値する区域に属しさえすれば、その行為は「国家規定
に違反して」「環境を著しく汚染した」ものである。例えば、中国には、放射性廃棄物、
伝染病の病原体を含有する廃棄物という特定物質を規制する「国家危険廃物名録」と
「重点環境管理危険化学品名録」があり、自然保護核心区域という特定区域を規制する
「湿地保護管理規定」がある。私見によれば「国家危険廃物名録」と「重点環境管理危
険化学品名録」において規定される物質を排出し、「湿地保護管理規定」によって保護
される湿地に属する地域を汚染した場合、「国家規定に違反し」、「環境を著しく汚染
した」行為と認めるべきである。	 
	 
	 ②は日本の廃棄物不法投棄、不法焼却に関する規定に類似している。日本には具体的
な数量の規定がないのに対して、中国には「３吨」という具体的な数量を定めた規定が
ある。	 
	 既に述べたように汚染物質の排出は一定程度で甘受されなければならないのに対して、
廃棄物の不法投棄や不法焼却は絶対に禁止される行為に属するため両者は異なる。もっ
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とも、「絶対に禁止する」ということは、すべての廃棄物投棄行為や焼却行為が刑罰に
よって処罰されなければならないこと意味しない。環境公共財の侵害の重大性に達して
はじめて、廃棄物の投棄・焼却行為に対して刑罰を適用することができるようになる。	 
	 廃棄物の投棄・焼却の数量が環境公共財の侵害程度に関係することを否定できないも
のの、投棄数量だけが関係するわけではなく、廃棄物それ自体の毒害性、投棄場所など
の要素にも関係する。つまり、廃棄物それ自体の毒害性が高い場合、又は投棄場所が重
要である場合、３吨の投棄数量に達しなくても、環境公共財の重大な侵害を引き起こし
うるのに対して、廃棄物の性質と投棄場所も考慮した結果、３吨の投棄数量に達しても
環境公共財の重大な侵害を引き起こしえないという判断の可能性がないわけではない。
こうした理解から、廃棄物投棄、焼却の場合、実質的な基準、つまり環境媒体の浄化能
力を超えるかどうか、汚染された環境媒体の損害額を多額にさせるかどうか、当該環境
媒体を利用する人々が本来の利用を続けることができるかどうか、という基準に基づい
て、廃棄物不法投棄、不法焼却の法益侵害性を実質的に判断し、合理的な処罰範囲を確
定するべきである。司法解釈のこの規定は形式化すぎるものであり、適切ではない。	 
	 
	 ③は汚染物質の排出・投棄・処分行為の様態に関する特定規定である。地下パイプを
設置し、又は排水用の井、排水用の竪穴、裂け目、石灰洞を利用して、汚染物質を排出
し、投棄し又は処分する行為様態は、隠蔽性が高いため発見が困難であり、即刻に中止
させることは事実上不可能であるから、環境媒体に長期間の侵害を与えるようになる。
また、排水用の井、排水用の竪穴、裂け目、石灰洞を利用した侵害の場合、汚染物質を
集中的かつ頻繁に排出するゆえに、侵害された環境媒体がそれ自体の自浄能力によって
汚染物質を浄化するのはほぼ不可能である。さらに、このような汚染物の排出方式は、
汚染を除去し、環境媒体の原状を回復することを困難にさせ、環境整備費用を多額にさ
せるため侵害の程度は高い。つまり、この様態の汚染物排出行為は、環境媒体へ重大な
侵害を引き起こす行為である。こうした汚染物排出の手段の悪質性と法益侵害程度の高
さを考慮した上で、このような行為を「国家規定に違反して」「環境を著しく汚染した」
ものと、司法解釈において規定するのは適切である。	 
	 
	 ④は行政処分を受けた複数回の環境汚染行為の処罰規定である。条文の形式的理解に
よれば、排出基準違反行為を行いさえすれば刑罰発動の必要条件が備わるようになり、
直接に刑罰を科することは許されるものの、刑罰の謙抑性などの実質的な考慮をすべき
であり、排出基準に違反しても直ちに刑罰を科されるわけではない。司法解釈第１条第
３号において、汚染物排出基準の３倍を超えてはじめて、汚染物を排出した行為が処罰
されるようになるという規定は、排出基準の下限を設けることで可罰性に一定の制限を
加えている。この規定は、日本の行政罰則における①−２−２のように、排出基準違反し
た場合はまず行政命令を出し、行政命令に違反してはじめて刑罰を科するという規定と
類似している。	 	 
	 
	   153	  
３行政法規の場合	 
	 司法解釈第１条第 14 号は「その他の環境を著しく汚染した行為」と定めているので、
13 号までに具体的列挙されていない行為司法解釈において規制されない行為は必ずしも
環境公共財を侵害する行為ではないとは限らない。司法解釈が法益侵害の程度を例示す
る以上、少なくとも、司法解釈において個別に列挙されている行為が引き起こした法益
侵害と同程度の環境汚染行為は、「その他の環境を著しく汚染した行為」として、処罰
することのは許される。「その他」の行為の範囲を確定する際には、環境行政法規や行
政命令を考慮しなければならない。また、司法解釈１条６号、７号、８号、10 号のよう
に汚染結果だけが規定されている場合、具体的にいかなる「国家規定」に違反するかと
いうことも、行政法規の具体的な規定又は行政命令によって確定しなければならない。
そこで、以下で行政法規と行政命令といった「国家規定」に違反することによって成立
する環境汚染罪の処罰範囲を検討していくことにする。	 
	 「国家規定」としての行政法規を参照する際には、具体的にどの行政法規に違反する
かというが明確にされなければならない。中国の現行の規定形式、即ち、行政法規と刑
法典とが別個に規定され、後者が前者を明示的に指示していない規定形式において、刑
罰を根拠づけることになる「国家規定」の確定には大きな困難が伴う。それでも、司法
機関は具体的な行政法規を示さなければならない。そして、行政法規のタイトルを挙げ
るだけでなく、当該行政法規の中で具体的にどの条文に違反するかということも明確に
しなければならない。中国において、環境犯罪の成立に関係する行政規定には以下の類
型がある。	 
	 	 
（１）総量規制基準	 
	 総量規制基準は、以下の理由に基づいて規定される。例えば、工場又は事業所が集中
し、個々の事業所に対するばい煙の排出基準だけによって環境基準を確保することがで
きない場合、ばい煙の排出の総量規制基準を定めることが必要となる13。また、複数の
汚染源が集中する閉鎖性水域において、汚染の排出基準だけによって水質の環境基準を
達成させることが難しい場合、当該水域の汚染負荷を全体的に削減するために総量規制
基準の採用が必要となる14。そうすると、総量規制基準は特別情況の下での局部的な規
制であり、排出基準の補充規定である。そこで、総量規定基準が、特別情況でのより厳
しい排出基準であって、排出基準と性質や機能の点で異なるものではない。	 
	 司法解釈は排出基準違反の行為だけを列挙しているが、排出基準違反と同じ性格をも
つ総量規制基準の違反も「その他」の違法行為として処罰されるべきである。総量規制
基準を規定する代表例は「大気汚染防治法」の第 15 条の規定である。同条によると、国
務院又は省、自治区、直轄市の人民政府は、大気環境質量基準に達しない区域と酸性雨
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
13	 鎌形浩史・伊奈川秀和・池田幸士「大気汚染防止法」帝国地方行政学会編『公害関係法
令・解説集	 平成２年版』（帝国地方行政学会、1990 年）179 頁。	 
14	 角智就・西村泉「水質汚濁防止法」帝国地方行政学会編『公害関係法令・解説集	 平成２
年版』（帝国地方行政学会、1990 年）559 頁。	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規制区、二酸化硫黄汚染規制区の中に、主要な大気汚染物質排出総量規制区を指定する
ことができる。大気汚染物質排出総量規制の遵守義務を負う企業は、大気汚染物質排出
総量及び排出許可における排出条件に従って、汚染物質を排出しなければならない。
「大気汚染防治法」には大気汚染物質排出総量を超える行為に対する行政責任が規定さ
れていないものの、私見によれば、排出基準と同様に、大気汚染物質排出総量基準も環
境公共財の保護のために設定され、公共財としての環境媒体の人々の利用制限であるの
で、大気汚染物質排出総量を超える排出行為は環境媒体の利用を侵害する行為であって、
排出基準違反と同様に、刑罰を科することができるのである。もとより、排出基準違反
と同様な理由に基づいて、総量規制基準に違反しさえすれば必ず刑罰を科しなければな
らないというわけではなく、総量規制基準の数倍を超えてはじめて刑罰を科すると定め
るのは許されるのが適切な場合もある。	 
	 
（２）具体的な基準の定めがない行政規定	 
	 具体的な基準の定めがない環境汚染行為の規制に関する規定の例は「大気汚染防治法」
の第 56 条である15。本条によると、本法の規定に違反して、以下の行為の一つがあれば、
関係する部門が違反行為の停止を命令し、期間を指定して改善することを命令し、その
違反に対しては五万元以下の罰款に処することができる。	 
	 （一）有効な措置を取らず、大気に粉塵、悪臭気体或いは他の毒性物質を含む気体を
排出した行為；	 
	 （二）環境保護行政主管部門の許可を受けず、大気に転炉気、アセチレンガス、電気
炉による黄燐廃気、有機炭化水素廃気を排出した行為；	 
	 （三）密閉措置又は他の保護措置を取らず、有毒・有害な気体或いは粉塵を発散する
物質を運輸し、積み降ろしし、貯蔵した行為；	 
	 （四）飲食業を営む従業者が有効な汚染防治措置を取らず、よって、排出した油煙が
付近に住んでいる人の生活環境を汚染した行為。	 
	 
	 以上の四つの違反行為に相応する義務を規定している条文がそれぞれ存在する。第１
号に関しては、第 36 条、第 39 条と第 40 条において、それぞれ大気に粉塵、悪臭気体或
いは他の毒性物質を含む気体を排出する際、有効な措置をとるべきであるという義務が
規定されている。同様に、第２号に関しては 37 条の２項に、第３号に関しては第 42 条
に、第４号に関しては第 44 条において、違反行為に相応する義務が規定されている。し
かしながら、すべての義務は簡潔な記述にとどまっており、具体的な基準が提示されて
いるわけではない。	 
	 義務を簡潔に記述する規定は環境公共財侵害の重大性に達する行為と達しない行為の
両方も含むので、以上の義務違反行為は、環境公共財への重大な侵害の程度に達しては
じめて、環境犯罪として刑法 338 条を適用する可能性が生じるようになる。環境公共財
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
15	 類似する規定は、57 条２項、58 条１項である。これらの法条において規定される行為は具
体的な基準の定めがない行為である。	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への重大な侵害の程度に達するという基準は、前述のように、環境媒体の自浄能力を超
えること、環境媒体の損害額を多額にさせること、および当該環境媒体の利用を妨げる
ことを含むのである。	 
	 もとより、この基準を具体化させる司法解釈１条６号、７号、８号、10 号のいずれの
結果を生じさせた場合、環境媒体への重大な侵害に属し、環境汚染罪になりうるのであ
る。そのほか、司法解釈において定めている複数の結果を生じさせるものの、その 1 つ
1 つは司法解釈の程度に達しない場合、例えば環境汚染行為が公私財産を 30 万以下損失
させ、29 人を中毒させ、２人を軽い傷害を与える場合、また、排出基準を３倍以上超え
ないものの排出基準を超えて、長時間にわたって汚染物を排出する場合、環境公共財へ
の重大な侵害の程度に達するという基準に基づいて、実質上、環境公共財侵害の重大性
に達すると認められる場合、環境汚染罪になるのである。	 
	 
（３）事故時・緊急時の行政措置命令	 
	 前述したように、事故時・緊急時の行政措置命令は、特定情況での排出基準であると
いえ、特定状況での環境媒体の利用限界規定であるので、排出基準違反の処罰の根拠と
同様に、事故時・緊急時の行政措置命令に違反した場合、処罰される必要条件が備わる
ことになる。	 
	 「大気汚染防治法」第 20 条第２項は、「大気を著しく汚染し、人の健康と安全を侵害
するおそれがある緊急の状況の下で、当地政府は即刻に当地住民に汚染状況を通告し、
汚染物を排出している事業者に汚染物排出停止命令を出すといった強制性の応急対策を
取らなければならない」と定められている。この場合に出される「汚染物排出停止命令」
は当時の特定状況での環境媒体への利用限界規定である。つまり、当時の特定状況では、
少しでも排出すれば犯罪となる。関係事業者は、この行政停止命令に違反し汚染物を排
出する場合、排出行為は、環境媒体への利用限界を超える行為に属し、環境犯罪の処罰
対象になるのである。	 
	 
４行政命令の場合	 
	 行政命令は、行政法規と同じく、「国家規定」の一種と認められるべきである。それゆ
え、日本の環境行政罰則と同様に、以下で挙げられる汚染除去措置命令違反の場合に、
環境犯罪として刑罰を科することができると思われる。	 
	 日本では、廃棄物処理または汚染物処理の過程中、生活環境保全上の支障を生じさせ
る場合、処理者に対して、支障除去措置命令を出すことができる。支障除去措置命令に
違反する場合、刑罰を科することができる16。中国の場合、廃棄物処理の先行行為によ
って、環境媒体への汚染を引き起こした場合、汚染除去の行政措置を受けたにもかかわ
らず、汚染を除去しない場合、刑法 338 条によって処罰されるのは可能であると思われ
る。	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
16日本の「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第 25 条１項５号、「土壌汚染対策法」第 65
条１号を参照。	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 この問題は、環境犯罪の不作為犯に及ぶ。廃棄物の処理行為によって、環境媒体を著
しく汚染した場合、先行行為としての廃棄物処理行為が無過失で非難されることができ
ない行為であっても、引き起こした環境汚染に対して汚染を除去するという作為義務が
生じる。しかし、汚染を除去しないという不作為に対する非難の程度は、汚染物質を直
接に環境媒体に排出するという作為に対する非難の程度よりも低いので、まず汚染除去
措置命令を出し、汚染除去措置命令に違反してはじめて、刑罰を科するという行政命令
前置式の規制方式のほうがより適切である。	 
	 そうすると、汚染除去行政措置命令という「国家規定に違反して」、「環境を著しく汚
染した」という自己行為の結果を除去しないという不作為は、刑法 338 条によって処罰
されることができる。	 
	 
三	 立法論上環境犯罪処罰範囲の拡張	 
（一）環境に直接作用しない行為	 
	 中国において、一部の論者は、環境汚染罪において危険犯を設ける必要性があると指
摘される。すなわち、中国も日本の規定を参考し、環境犯罪においても、実害犯のみな
らず、危険犯の規定を加え、早い段階から環境を保護するべきであると主張される17。	 
	 危険犯を加える理由は以下の通りである。すなわち、環境汚染は長期性、持続性、隠
蔽性、潜在性という特徴があり、侵害結果を現段階で予知し、計算することが困難であ
り、結果が生じた点ではすでに訴追時効が成立し、刑事訴追が不可能になり、大量な環
境犯罪行為を放任するようになるので、結果が生ずる前に刑事訴追を可能にする危険犯
の規定を加える必要があるとされる18。また、法益を早期に保護し、リスク社会におい
て環境安全を保障するため、また環境行政法に定められる環境危険に刑罰で対処するこ
とができるようにするため、司法解釈が 338 条の文言を超えて、本条が行為犯を規定す
るものと解釈していることには無理があるとして、「環境を著しく汚染するに足りる危
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
17李希慧・董文輝・李冠煜『環境犯罪研究』（知識産権出版社、2013 年）197 頁、曽粤興・
周兆進「汚染環境罪危険犯研究」中国人民公安大学学報（社会科学版）174 号（2015 年）76
頁。	 
18陳君「対『刑法修正案（八）』関於汚染環境罪規定的理解与探討」北京理工大学学報（社
会科学版）14 巻６号（2012 年）111 頁、馮恵敏「汚染環境罪若干問題探討」山東警察学院学
報 136 号（2014 年）76 頁、劉清生「論汚染環境罪的司法解釈」福州大学学報（哲学社会科学
版）117 号（2013 年）68—69 頁、李勁「重大環境汚染事故罪構成要件新探」渤海大学学報
（哲学社会科学版）５号（2011 年）36—37 頁、皮勇・劉俊「汚染環境罪の犯罪客体及其危害
結果問題」『生態文明的法制保障—2013 年全国環境資源法学検討会論文集』中国重要会議論
文＠CPCD	 (China	 Proceeding	 of	 Conference	 database)（2013 年）563 頁、曽粤興ほか・前
掲注（17）72ー73 頁、林芳恵「汚染環境罪立法的反思と重構」福建農林大学学報（哲学社会
科学版）17 巻６号（2014 年）97 頁、汪維才「汚染環境罪主客観要件問題研究—以『中華人民
共和国刑法修正案（八）』為視角」法学雑誌８号（2011 年）74 頁。	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険」という危険犯を設けるべきであるとされる19。さらに環境犯罪の因果関係を証明す
るのが困難であることからも、危険犯を設けるのは必要になるとされる20。	 
	 論者によれば、危険の程度については、抽象的な危険行為は社会危害性が小さいので、
行政の手段によって対応されるべきであり、具体的な危険犯は刑罰によって規制される
べきであるとされる21。具体的に言えば、有害物質の特性、排出基準を超える程度、
「重大な環境汚染事故を生じさせ、公私の財産に重大な損失を与え又は人を死傷させる
重大な結果を発生させる」という危険を持つ軽微的な中間結果の発生、環境汚染行為が
引き起こした環境媒体の性質、人の身体状況へのある変化などのことを総合的に考慮し、
危険が生じるかどうかということを判断するべきであるとされる22。	 
	 以上で述べた危険犯を設けるという提案は肯定に値するのであるが、問題となるのは、
どのような行為が「環境を著しく汚染するに足りる危険」をもたらす行為に属するかと
いうことである。この点について日本の規定が参考になる。	 
	 中国刑法 338 条の規定は、環境に直接作用する行為だけを規定対象とし、環境に直接
作用しない行為は刑法 338 条の規定に含めることはできない。日本における環境罰則の
検討の部分で述べたように、環境に直接作用しない行為に対する規定は、②−１行為を適
正に行うことを物的保障する義務、②—２行為を実施する情況の監視記録義務および②−
３汚染物処理を担当する者の資格を保障する義務という三つの種類に分けられるのであ
る。②−１は環境に作用する行為の一部と見なすことができ、②−２は対象行為としての
環境に作用する行為自体の違法であることを徴表とみることができ、②−３の処理者の能
力が処理過程における環境汚染の可能性の高低と密接に関係するので、いずれも形式犯
ではなく、環境に直接作用する行為に密接に関係する義務規定であり、その違反が環境
法益への侵害をもたらす危険を含んでいるので、刑罰による規制に適切するものといえ
る。そこで、中国でもこのような義務違反に対する罰則を導入する必要がある。特に②−
１行為を適正に行うことを物的に保障する義務は、排出行為・処理行為の適切さに必然
的な関連があるので、排出行為・処理行為の一部といっても過言ではない。環境を有効
に保護するため、この義務違反行為は、「環境を著しく汚染するに足りる危険」を有す
る抽象的危険犯として、刑罰によって規制されるべきである。	 
	 中国の環境行政法においては、環境に直接作用しない行為に対して、行政命令や行政
制裁を規定している。例えば、中国の「大気汚染防治法」、「水汚染防治法」及び「固
体廃物汚染環境防治法」においては、汚染排出施設と廃棄物処理施設の届出義務、報告
義務、立入検査規定、排出行為の記録義務、廃棄物処理業の許可規定などの違反に対し
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
19張洪成・蘇恩明「風険社会下汚染環境罪之処罰拡張問題研究」太原理工大学学報（社会科
学版）33 巻３号（2015 年）36 頁、曽粤興ほか・前掲注（17）74 頁。	 
20張飛飛「汚染環境罪立法完善問題研究」重慶理工大学学報（社会科学）27 巻５号（2013 年）
52 頁、曽粤興ほか・前掲注（17）72ー73 頁、曽粤興「論我国環境刑法与環境行政法之間的協
調与銜接」河南財経政法大学学報６号（2013 年）43 頁。	 
21張飛飛・前掲注（20）54 頁。	 
22李希慧・董文輝「重大環境汚染事故罪的立法修改研究」法学雑誌９号（2014 年）10—11 頁。	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て、停止命令、許可取消命令、定期改正命令及び警告、罰款という行政制裁を定めてい
る23。それゆえ、中国では、環境に直接作用しない抽象的危険犯としての義務違反につ
いては、原則として、これらの行政命令違反を前置した間接罰方式が望ましいと考えら
れる。環境に直接作用しない行為への罰則の規定方式は、行政命令前置式を採用するこ
とができるのである。	 
	 
（二）汚染土壌処理行為	 
	 中国の環境規制においては、汚染された土壌の処理に関する規制と罰則が存在しない。
土壌汚染には以下の特徴がある。すなわち、①汚染源が特定しにくいうえ、②汚染され
た状態が外見からは判別できないし、③いったん汚染されるとその状態が長年経続する、
ということである。それゆえ、汚染土壌の処理についての規制の必要性は大きい。日本
の土壌汚染処理に関する規制には合理性が認められるので、中国でも日本の規制方式を
参考するべきである。	 
	 日本の汚染土壌規定の仕組みは次のようなものである。まず、土壌汚染の可能性の高
い地域を調査によって、有害物質基準を超えるかを確定する。有害物質が基準を超える
場合、この地域を指定地域として台帳に記入する。次に、指定地域の汚染土壌が人の健
康被害を引き起こすおそれがある場合、当該地域の汚染土壌の責任主体に対して、汚染
除去措置命令を出す。汚染除去措置命令に違反があった場合、刑罰を発動する。また、
指定地域の土地の形質を変更する場合、事前の届出規定と計画変更命令規定によって、
形質変更行為が汚染範囲を拡大しないようにする。届出義務違反と計画変更命令違反の
場合、刑罰を適用する。調査対象としての土地には、類型的に汚染された可能性が高い
土地、と土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがある土地を含む24。その中で、「土
壌汚染による健康被害が生ずるおそれがある」ということを確定するのに、「土壌汚染
の蓋然性」と「人による摂取の可能性」または「人の曝露の可能性」という二つの要件
を必要とする25。汚染土壌が健康を侵害する経路は、「汚染土壌の摂食や皮膚からの吸
引による」という「汚染土壌の直接摂取」経路と「地下水の飲用等による摂取」という
間接経路とを含む26。	 
	 土壌汚染処理においては、前述したような汚染源発見の困難性や処理の必要性が高い
という特徴がある。したがって日本のように、事前に調査し汚染地域を指定地域として
特定した上で、必要に応じて刑罰により担保しつつ土壌汚染処理をする方式は合理的で
あり、中国においても参考にすることができる。
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
23具体的な内実について「表２中国罰則表と司法解釈」という附表を参考することができる。	 
24日本「土壌汚染対策法」第３条、第５条の調査対象を参照した。	 
25土壌環境法令研究会編『逐条解説	 土壌汚染対策法』（新日本法規、2003 年）62ー64 頁。	 
26土壌環境法令研究会編・前掲注（25）19-20 頁。	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終章	 日中環境犯罪の規定方式と環境特別刑法の提唱	 
	 
一	 環境犯罪の規定方式の日中対比	 
	 環境犯罪を規定する形式には、中国のように刑法典の内部に定めるものと、日本のよ
うに、基本的に行政法規において刑罰を規定する方式とがある。しかし、いずれの規定
方式も以下に述べるように環境犯罪を規定する方式としては不十分である。	 
	 中国の環境犯罪のように刑法典の内部で定める方式は、たしかに以下のような長所が
ある。まず、刑法典で規定することで大きな威嚇力を持ち、ひいては環境犯罪の予防面
において大きな役割を果たすことができる。また、集中的、統一的に規定することによ
って、どの行為が環境犯罪に該当するか明確になり、国民の行為の限界を明確にできる。
さらに、刑法典の中に環境犯罪を規定することで、国家が環境犯罪を重視している姿勢
を国民に示すことができる。	 
	 しかしながら、この規定方式には以下のような欠点がある。	 
第一に、中国の環境犯罪では、一般的に「国家規定に違反」したという抽象的な文言
が用いられるが、この「国家規定」の具体的な内容、つまりどの行政法規に従属してい
るのかが分かりにくいため、処罰範囲が不明確となる。	 
	 第二に、刑法典において、どのような行政法規に従属しているかが分かりにくいだけ
でなく、行政法においてもどの違反行為が環境犯罪となるかが明確に規定されていない
ため、環境行政法規に違反する行為が環境犯罪となるかについて、司法機関や行政機関
が速やかに判断することができない。このことは、司法機関と行政機関が連携して環境
犯罪を抑止することを困難にする。	 
	 これに対して、日本の環境犯罪のように、環境行政法の中で直接に刑罰を規定する方
式を取ることには、以下のような長所がある。	 
第一に、この方式では、環境行政法と環境犯罪との対応は明確であり、環境行政法の
禁止内容が明らかとなれば、環境犯罪の構成要件も比較的明確となる。したがって、環
境犯罪の認定が容易となる。	 
	 第二に、環境行政法の禁止内容によって、環境犯罪の構成要件が明確となるので、司
法機関や行政機関に対して、環境犯罪行為が明らかとなる。したがって、中国の場合と
異なり、司法機関と行政機関の連携は容易となり、環境犯罪を抑制することが可能とな
る。	 
	 第三に、この規定方式は、環境犯罪の予防に有益である。環境行政法の中に、直接刑
事責任を規定することで、行政責任のみならず、刑事責任をも認識することができる。	 
	 しかし、この規定方式には、以下のような欠点がある。	 
第一に、刑法典に規定する方式と比べると、威嚇力が弱い。したがって、環境犯罪に
対する抑止力も弱くなってしまう。日々深刻化する環境犯罪に対しては、より強い威嚇
力を持って抑止することが必要であると考えられる。	 
第二に、この規定方式において、環境犯罪は個々の行政法規に散在し、個々の行政罰
則の集合体にすぎなくなってしまうことで、それを束ねる総論的な環境犯罪の位置づけ
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がなくなってしまう点が挙げられる。環境犯罪は、すべてにおいて行政規定に従属して
しまうため、行政規定がカバーできない環境侵害行為は、不可罰となってしまう。	 
	 	 
二	 環境犯罪特別刑法の規定方式の提唱	 
	 一で述べた日中 2 つの規定方式の長所を生かしつつ欠点を克服するためには、「特別
刑法」の形式を採用することが必要になると考えられる。特別刑法による規定方式は以
下のような長所がある。	 
	 まず、日本の環境犯罪の規定方式の弱い威嚇力ではなく、中国の環境犯罪の規定方式
の強い威嚇力をもたせるために、「刑法」と名のついた特別刑法によって規定すること
がより適切である。また、刑法典の内部で規定するのではなく、特別刑法として独立に
規定することによって、行為類型が複雑な環境犯罪を明確に規定することができる。そ
して、特別刑法に規定することで、日本の規定方式のように、行政従属型の環境犯罪だ
けでなく、行政独立型の環境犯罪をも規定することができる。さらに、環境犯罪に対し
て、刑罰だけでなく、事前的な予防手段のようなさまざまな規制手段と連携させること
が可能となる。	 
	 以上のように、特別刑法による規定方式が妥当であるとすると、具体的にどのような
構成になるかが次に問題となる。これに関しては、環境犯罪の保護法益論から展開させ
ることが適切であると思われる。	 
	 環境犯罪の法益としては、公衆の生命・身体という伝統的な法益と環境公共「財」と
いう新しい法益の２つに大別することができる。	 
	 前者の法益、すなわち、公衆の生命・身体に害又は危険を及ぼした場合については、
公害犯罪の形式での処罰が認められる。ここでは、行政規定から独立した規定方式が採
られるべきであろう。その際、公共の危険の捉え方や、因果関係の推定などの点につい
ては、日本の公害罪法の規定が参考になると思われる。	 
	 これに対して、後者の法益、すなわち、環境公共財を侵害する犯罪については、環境
汚染の防止という観点から、予め行政基準を定め、その基準違反に対して刑事罰を科す
るという規制方法がより適切である。この行政基準には、社会構成員全体の「公共の財
産」としての環境公共「財」に対する、個人の利用限界を定めるという意義が認められ
る。行政基準に違反する行為は、そのような利用限界を逸脱することで、他人の環境媒
体への利用を侵害するものであり、その点に法益侵害性を見出すことができる。	 
	 基準違反行為に対する刑罰の方式としては、直ちに刑事罰を科する直罰方式と、まず
改善命令などの行政措置を施して、当該命令に対する違反があった場合に刑事罰を科す
る間接罰方式の両者を併置することが考えられる。いずれの方式によるかは、環境公共
財の侵害の程度及び政策的考慮によって個別に判断される必要があろう。この点につい
ては、日本の大気汚染防止法や水質汚濁防止法等の規定が参考となる。	 
	 以上のように、保護が必要な環境公共財の範囲は、可能な限り、予め行政基準を定め
ておくことが望ましいが、新たな危険物質や、危険物質の相互作用による被害に対して
は、事前的規制が有効に機能しないため、別の方策が必要となる。具体的には、公衆の
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生命・身体に対する公害犯罪の場合と同様に、行政規定から独立した刑罰規定により対
処することが考えられる。そのような規定としては、中国刑法 338 条が参考となるだろ
う。	 
	 
三	 環境特別刑法の体系の構想	 
	 以下で、環境特別刑法の大まかな構造を提示する。	 
	 
	 
環境特別刑法	 
１	 立法目的	 
	 
２	 人の生命・健康を侵害する環境汚染罪	 
	 2.1	 故意犯	 
	 	 2.1.1	 侵害犯	 
	 	 2.1.2	 危険犯	 
	 2.2	 過失犯	 
	 
３	 環境公共財を侵害する環境汚染犯罪	 
	 3.1	 一般規定（基本的な上位規定）	 
	 	 	 	 
	 3.2	 環境媒体による個別規定（行政従属規定）	 
	 	 3.2.1	 大気汚染	 
	 	 3.2.2	 水汚染	 
	 	 3.2.3	 土壌汚染	 
	 	 	 …	 	 …	 
	 3.3	 廃棄物に関する規定（行政従属規定）	 
	 3.4	 特別地域の特別保護規定（行政従属規定）	 
	 3.5	 緊急状態に関する特別規定（行政従属規定）	 
	 …	 	 	 	 …	 
	 	 
４	 附則	 
	 
	 
	 環境犯罪において、因果関係の認定、例えば疫学的因果関係の要否や、環境犯罪の責
任形式、例えば過失で環境を汚染する行為に対する処罰の必要性や、環境犯罪の制裁方
式、例えば自由刑と罰金刑以外他の制裁方式の可能性などは、残された課題として、将
来の研究テーマとなる。
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表１日本環境行政罰則表	 
①環境媒体に直接作用する行為	 
①−１直罰規定	 
	 規定	 罰則	 
廃棄物投
棄、焼却	 
廃棄物の投棄禁止規定（16 条）、又は廃棄
物の焼却禁止の規定（16 条の 2）に違反し
て、廃棄物を捨てた者、焼却した者	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
不法投棄罪（25 条第１項第 14 号）又は不
法焼却罪（25 条第１項第 15 号）を犯す目
的で廃棄物の収集又は運搬をした者	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金が科され、
又はこれを併科される	 
（廃棄物の処理及び清掃に
関する法律 25 条 1 項 14
号、15 号）未遂罰（25 条
２項）	 
	 
三年以下の懲役若しくは三
百万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科する	 （予
備性質罰）（26 条１項６
号）	 
有害廃棄
物処理	 
指定有害廃棄物の処理の禁止規定（16 条
の３）に違反して、指定有害廃棄物の保
管、収集、運搬又は処分をした者	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金が科され、
又はこれを併科される（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 25 条 1 項 16 号）	 
ばい煙排
出基準・
総量規制
基準	 
ばい煙排出基準に違反してばい煙を排出し
た行為（13 条１項）、又は特定工場等にお
ける総量規制基準違反に違反してばい煙を
排出した行為（13 条の２第１項）	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金が科される
（大気汚染防止法 33 条の
２第１項１号）	 
排水基準	 排水基準に違反して排出した行為（12 条 1
項）	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金が科される
（水質汚濁防止法 31 条１
項 1 号）	 
汚染土壌
運搬命令	 
要措置区域又は形質変更時要届出区域外に
おいて汚染土壌を運搬に関する基準規定
（17 条）に違反して、汚染土壌を運搬し
た者	 
三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金に処する（土
壌汚染対策法 66 条２号）	 
ばい煙事
故時、緊
急時命令	 
ばい煙事故時における事業者等に対する必
要措置の命令（17 条 3 項）、緊急時にお
けるばい煙排出者に対する必要措置命令
（23 条 2 項）に違反した者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金が科される
（大気汚染防止法 33 条の
２第１項 2 号）	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水質汚染
事故時、
緊急時命
令	 
事故時の応急措置命令（14 条の２第 4
項）、緊急時の措置命令（18 条）に違反
した者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金が科される
（水質汚濁防止法 31 条１
項 2 号）	 
廃棄物施
設事故時
命令	 
一般廃棄物の処理施設又は産業廃棄物の処
理施設の事故時の措置命令（21 条の２第
２項）に違反した者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 29 条 17 号）	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①—２間接罰規定	 
	 規定	 罰則	 
基準に適合
しない排出
に対する改
善命令（ば
い煙、排発
物、敷地特
定粉じん）	 
ばい煙の排出基準に適合しない継続的な排
出のおそれがある場合の改善・変更・使用
停止命令（14 条１項）、総量規制基準に適
合しない継続的な排出のおそれがある場合
の改善・変更・使用停止命令（14 条 3
項）、揮発性化合物排出基準に適合しない
継続的な排出の場合の改善・変更・使用停
止命令（17 条の 11）、特定粉じんの敷地境
界基準に適合しない継続的な排出の場合の
改善・変更・使用停止命令（18 条の 11）
に違反する者	 
一年以下の懲役又は百万
円以下の罰金が科される
（大気汚染防止法 33 条）	 
基準に適合
しな	 排出
に対する改
善命令（一
般粉じん、
工場特定粉
じん）	 
一般粉じん施設に対する基準適合に適合し
ない継続的な排出の場合の改善・変更・使
用停止命令（18 条の４）、	 特定工場施工
者の特定粉じん排出作業に関する基準に適
合しない継続的な排出の場合の改善・変
更・使用停止命令（18 条の 19）に違反す
る行為	 
六月以下の懲役又は五十
万円以下の罰金が科され
る（大気汚染防止法 33 条
の２第１項 2 号）	 
燃料使用制
限	 
大気の汚染が生じ、又は生ずるおそれがあ
る場合季節による燃料使用制限基準遵守命
令（15 条 2 項）、又は指定地域の基準に適
合しない燃料使用制限基準遵守命令（15
条の 2 第 2 項）に違反した行為	 
三月以下の懲役又は三十
万円以下の罰金が科され
る（大気汚染防止法 34 条
2 号）	 
基準に適合
しない行為
に対する改
善命令	 
排水基準に適合しない排出の恐れがある場
合の改善・変更・使用停止命令（13 条 1
項）、総量規制基準に適合しない排出の恐
れがある場合改善・変更・使用停止命令
（13 条 3 項）、規定に遵守しない特定地下
浸透水を浸透させるおそれがある場合の改
善措置命令（13 条の 2 第 1 項）、有害物質
貯蔵の規定を遵守しない場合の措置命令
（13 条の３第１項）、地下水の水質浄化に
おける人の健康に係る被害が生じ、又は生
ずるおそれがある場合の措置命令（14 条
の 3 第 1 項・2 項）に違反した者	 
一年以下の懲役又は百万
円以下の罰金が科される
（水質汚濁防止法 30 条）	 
一般・産業
廃棄物処理
における生
活環境支障
除去命令	 
一般廃棄物の収集、運搬又は処分が行われ
た場合で生活環境の保全上の支障の除去等
の措置を講ずる命令（19 条の４第１項、
19 条の４の２第１項）、産業廃棄物の収
集、運搬又は処分が行われた場合で生活環
境の保全上の支障の除去等の措置を講ずる
命令（19 条の５第１項、19 条の６第１
項）に違反した者	 
五年以下の懲役若しくは
千万円以下の罰金に処
し、又はこれを併科する
（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 25 条１項５
号）	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一般・産業
廃棄物適正
処理命令	 
一般廃棄物又は産業廃棄物の適正な処理に
対する改善・停止命令（19 条の３）に違
反した者	 
	 
三年以下の懲役若しくは
三百万円以下の罰金に処
し、又はこれを併科する
（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 26 条２号）	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
汚染土壌処
理命令	 
特定施設に係る工場又は事業場の敷地であ
った土地の汚染状況の調査・報告命令（３
条第３項）、土壌汚染のおそれがある土地
の形質の変更が行われる場合の土地の汚染
状況の調査・報告命令（４条第２項）、土
壌汚染による健康被害が生ずるおそれがあ
る土地の汚染状況の調査・報告命令（５条
第１項）、指定された要措置区域における
土地の汚染の除去等の措置命令（７条第４
項）、要措置区域又は形質変更時要届出区
域内の汚染土壌の搬出に対する措置命令
（19 条）、汚染土壌処理業者の基準に適
合しない汚染土壌の処理に対する改善命令
（24 条）に違反した者	 
一年以下の懲役又は百万
円以下の罰金に処する
（土壌汚染対策法 65 条１
号）	 
	   5	  
	 
②環境媒体に直接作用しない行為	 
②—１環境媒体に作用する行為を適正に行うことを物的保障する義務	 
	 規定	 罰則	 
廃棄物施設
許可	 
一般廃棄物処理施設を設置することに対す
る許可（８条第１項）、産業廃棄物処理施
設を設置することに対する許可（15 条第１
項）、一般廃棄物処理施設の許可申請書に
おける記載事項において廃棄物処理種類、
処理能力と施設位置及び構造、維持計画と
いう事項の変更許可（９条第１項）、産業
廃棄物処理施設の許可申請書における記載
事項において廃棄物処理種類、処理能力と
施設位置及び構造、維持計画という事項の
変更許可（15 条の２の６第１項）をうけな
いまま、一般廃棄物処理施設又は産業廃棄
物処理施設を設置し又は当該事項を変更し
た者、又は不正手段により以上の許可又は
変更許可をうけた者	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金に処し、又
はこれを併科する（廃棄物
の処理及び清掃に関する法
律 25 条１項８号ー11 号）	 
廃棄物施設
改善命令	 
一般廃棄物処理施設に対する改善・停止等
命令（９条の２）、産業廃棄物処理施設に
対する改善・停止等命令（15 条の２の７）
に違反した者	 
三年以下の懲役若しくは三
百万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科する（廃棄
物の処理及び清掃に関する
法律 26 条２号）	 
廃棄物施設
譲り受け・
借り受け許
可	 
一般廃棄物処理施設の譲り受け・借り受け
に対する許可（９条の５第１項）、産業廃
棄物処理施設の譲り受け・借り受けに対す
る許可（15 条の４）に違反して、一般廃棄
物処理施設又は産業廃棄物処理施設を譲り
受け、又は借り受けた者	 
三年以下の懲役若しくは三
百万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科する（廃棄
物の処理及び清掃に関する
法律 26 条３号）	 
廃棄物施設
変更届出	 
一般廃棄物処理施設の変更についての届出
規定（９条第６項）、産業廃棄物処理施設
の変更についての届出規定（15 条の２の６
第３項）、産業廃棄物を生ずる事業場の外
において産業廃棄物の保管についての届出
規定（12 条第３項）、特別管理産業廃棄物
を生ずる事業場の外において特別管理産業
廃棄物の保管についての届出規定（12 条の
２第３項）に違反して、届出をせず、又は
虚偽の届出をした者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 29 条１号）	 
廃棄物施設
変更確認前
の使用禁止	 
合格確認前の一般廃棄物処理施設の使用禁
止（８条の２第５項）、変更合格確認前の
一般廃棄物処理施設の使用禁止（９条第２
項）、合格確認前の産業廃棄物処理施設の
使用禁止（15 条の２第５項）、変更合格確
認前の産業廃棄物処理施設の使用禁止（15
条の２の６第２項）の規定に違反して、一
般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設
を使用した者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 29 条２号）	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廃棄物施設
軽微変更、
廃止、休
止、再開時
の届出	 
一般廃棄物処理施設の軽微な変更、施設の
名称変更、施設の廃止、休止、再開時等の
届出規定（９条第３項）、産業廃棄物処理
施設の軽微な変更、施設の名称変更、施設
の廃止、休止、再開時等の届出規定（15 条
の２の６第３項）、一般廃棄物の最終処分
場に係る埋立処分の終了後の届出規定（９
条第４項）、産業廃棄物の最終処分場に係
る埋立処分の終了後の届出規定（15 条の２
の６第３項）、一般廃棄物処理施設の相継
の場合の届出規定（９条の７第２項）、産
業廃棄物処理施設の相継の場合の届出規定
（15 条の４）による届出をせず、又は虚偽
の届出をした者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 30 条２号）	 
大気汚染物
排出施設の
届出、変更
届出	 
ばい煙発生施設設置の届出（６条１項）、
ばい煙発生施設の構造等の重要な事項1の変
更の届出（８条１項）、揮発性有機化合物
排出施設の設置の届出（17 条の５第１
項）、揮発性有機化合物排出施設の構造等
の重要な事項の変更の届出（17 条の７第１
項）、特定粉じん発生施設の設置の届出・
構造等の変更の届出（18 条の６第１項・３
項）、特定粉じん排出作業の実施計画の届
出（18 条の 15 第１項）の義務に違反し、
届出をせず、又は虚偽の届出をした者	 
三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金が科されてい
る（大気汚染防止法 34 条１
号）	 
一般施設が
大気汚染物
排出施設に
変更した時
の届出	 
施設設置者の施設がばい煙発生施設となっ
た場合の届出（７条１項）、施設設置者の
施設が揮発性有機化合物排出施設となった
場合の届出（17 条の６第１項）、一般粉じ
ん施設の設置の届出・構造等の変更の届出
（18 条１項・３項）、施設設置者の施設が
一般粉じん施設となった場合の届出（18 条
の２第１項）、施設設置者施設が特定粉じ
ん施設となった場合の届出（18 条の７第１
項）の義務に違反し、届出をせず、又は虚
偽の届出をした者	 
三十万円以下の罰金が科さ
れている（大気汚染防止法
35 条１号）	 
大気汚染物
排出施設届
出期間の使
用禁止	 
ばい煙施設の設置の届出・構造等の変更の
届出後 60 日間の実施制限（10 条 1 項）、揮
発性有機化合物排出施設の設置の届出・構
造等の変更の届出後 60 日間の実施制限
（17 条の 9）、特定粉じん施設の設置の届
出・構造等の変更の届出後 60 日間の実施
制限（18 条の 9）に違反した行為	 
三十万円以下の罰金が科さ
れる（大気汚染防止法 35 条
２号）	 
	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  
1	 重要な事項とは、一般的に発生施設の構造、使用方法についての事項を指す。以下で使う
「重要な事項」は同じ意味である。重要ではない事項の変更、例えば、法人代表者の氏名等、
を届出しない場合、行政罰を規定する。水質汚濁防止法の 35 条、大気汚染防止法の 37 条を
参照。	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大気汚染物
排出施設・
排出計画の
改善命令	 
ばい煙排出基準に適合しない施設設置・構
造、行為計画等等の廃止・変更命令（9
条）、ばい煙の総量規制基準に適合しない
施設設置・構造、行為計画等等の廃止・変
更命令（9 条の 2）、揮発性化合物排出基準
に適合しない施設設置・構造、行為計画等
等の廃止・変更命令（17 条の８）、特定粉
じんの敷地境界基準に適合しない施設設
置・構造、行為計画等等の廃止・変更命令
（18 条の 8）に違反する者	 
一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金が科される（大
気汚染防止法 33 条）	 
特定粉じん
作業計画の
改善命令	 
特定粉じん排出作業基準に適合しない作業
方法計画の廃止・変更命令（18 条の 16）
に違反する行為	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金が科される
（大気汚染防止法 33 条の２
第１項 2 号）	 
水質汚染物
排出施設の
届出、変更
届出	 
特定施設の設置の届出（５条）、特定施設
の構造等の変更の届出（7 条）の義務に違
反し、届出をせず、又は虚偽の届出をした
者	 
三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金が科されてい
る（水質汚濁防止法 32 条）	 
一般施設が
水質汚染物
排出施設に
変更した時
の届出	 
政令で特定施設が追加された際の既設の特
定施設の事後届出（６条１項）、政令で指
定地域が指定された際の既設の特定施設の
事後届出（６条２項）の義務に違反し、届
出をせず、又は虚偽の届出をした者	 
三十万円以下の罰金が科さ
れている（水質汚濁防止法
33 条１号）	 
水質汚染物
排出施設届
出期間の使
用禁止	 
特定施設の設置の届出・構造等の変更の届
出後 60 日間の実施制限（９条 1 項）に違
反した行為	 
三十万円以下の罰金が科さ
れる（水質汚濁防止法 33 条
２号）	 
水質汚染物
排出施設、
排出計画の
改善命令	 
排水基準に適合しない施設設置・構造、行
為計画等の廃止・変更命令（8 条）、総量規
制基準に適合しない施設設置・構造、行為
計画等等の廃止・変更命令（8 条の 2）に
違反した者	 
一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金が科される（水
質汚濁防止法 30 条）	 
土壌処理時
の行為計画
の変更命令	 
形質変更時要届出区域内における土地の形
質の変更計画に対する変更命令（12 条第４
項）、要措置区域又は形質変更時要届出区
域内の汚染土壌の搬出時の計画に対する変
更命令（16 条第４項）に違反した者	 
一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する（土壌
汚染対策法 65 条１号）	 
土壌処理時
の行為計画
届出	 
人の健康に係る被害が生ずるおそれがない
土地の利用の方法の変更の届出規定（３条
第４項）、土壌汚染のおそれがある土地の
形質の変更の届出規定（４条第１項）、形
質変更時要届出区域内における土地の形質
の変更の届出規定（12 条第１項）、要措置
区域又は形質変更時要届出区域内の汚染土
壌の搬出時の届出規定（16 条第１項）、要
措置区域又は形質変更時要届出区域内の汚
染土壌の搬出時の届出事項の変更時の変更
届出規定（16 条第２項）による届出をせ
ず、又は虚偽の届出をした者	 
三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金に処する（土
壌汚染対策法 66 条１号）	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②−２環境媒体に作用する行為を実施する情況の監視、表現義務	 
	 規定	 罰則	 
廃棄物管理
票又は電子
記録の適正
記載・登
録・交付・
報告義務	 
事業者の産業廃棄物管理票の交付規定（12
条の３第１項）、国外廃棄物を輸入した者
の産業廃棄物管理票の交付規定（15 条の４
の７第２項）に違反して、管理票を交付せ
ず、又は規定する事項を記載せず、若しく
は虚偽の記載をして管理票を交付した者、
又は産業廃棄物運搬受託者の管理票の写し
の送付規定（12 条の３第３項前段）に違反
して、管理票の写しを送付せず、又は規定
する事項を記載せず、若しくは虚偽の記載
をして管理票の写しを送付した者、又は産
業廃棄物管理票交付者の管理票の回付規定
（12 条の３第３項後段）に違反して、管理
票を回付しなかつた者、又は産業廃棄物処
分受託者の管理票の写しの送付規定（12 条
の３第４項、第５項）に違反して、管理票
の写しを送付せず、又は規定する事項を記
載せず、若しくは虚偽の記載をして管理票
の写しを送付した者、又は産業廃棄物管理
票交付者の管理票の写しの保存規定（12 条
の３第２項、第６項）、産業廃棄物運搬受
託者の管理票または管理票の写しの保存規
定（12 条の３第９項）、産業廃棄物処分受
託者の管理票の保存規定（12 条の３第 10
項）に違反して、管理票又はその写しを保
存しなかつた者、又は受託していない産業
廃棄物の運搬又は処分者の虚偽の管理票の
交付の禁止規定（12 条の４第１項）に違反
して、虚偽の記載をして管理票を交付した
者、又は管理票の交付を受けていない産業
廃棄物の運搬受託者又は処分受託者の産業
廃棄物の引渡しの受ける禁止規定（12 条の
４第２項）に違反して、産業廃棄物の引渡
しを受けた者、又は産業廃棄物運搬受託者
又は処分受託者の虚偽の管理票の写しの送
付禁止または虚偽の報告禁止規定（12 条の
４第３項、第４項）に違反して、送付又は
報告をした者、又は電子情報処理組織の使
用の場合の産業廃棄物運搬・処分の委託者
の登録規定（12 条の５第１項）、電子情報
処理組織の使用の場合の国外廃棄物の輸入
者の登録規定（15 条の４の７第２項）によ
る登録をする場合において虚偽の登録をし
た者は、又は電子情報処理組織の使用の場
合の運搬受託者又は処分受託者の報告規定
（12 条の５第２項、第３項）に違反して、
報告せず、又は虚偽の報告をした者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 29 条３号—12 号）	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廃棄物管理
票、電子記
録の改正命
令	 
管理票規定、登録規定、報告規定に関する
不適正な行為に対する措置命令（12 条の６
第３項）に違反した者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 29 条 13 号）	 
廃棄物処理
困難の時の
通知義務	 
産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処
分業者の処理困難の時の通知規定（14 条第
13 項）、特別管理産業廃棄物収集運搬業者
及び特別管理産業廃棄物処分業者の処理困
難の時の通知規定（14 条の４第 13 項）、
産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処
分業者の処理困難の時の通知の写しの保存
規定（14 条第 14 項）、特別管理産業廃棄
物収集運搬業者及び特別管理産業廃棄物処
分業者の処理困難の時の通知の写しの保存
規定（14 条の４第 14 項）に違反して、通
知せず、又は虚偽の通知をした者、又は通
知の写しを保存しなかつた者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 29 条 14 号、15 号）	 
廃棄物処理
業者の帳簿
の用意、記
載、保存義
務	 
一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処
分業者の帳簿の用意及び記載規定（７条第
15 項）、保存規定（７条第 16 項）、産業
廃棄物が生じる事業者の帳簿の用意及び記
載規定、保存規定（12 条第 13 項）、特別
管理産業廃棄物が生じる事業者の帳簿の用
意及び記載規定、保存規定（12 条の２第
14 項）、産業廃棄物収集運搬業者及び産業
廃棄物処分業者の帳簿の用意及び記載規
定、保存規定（14 条第 17 項）、特別管理
産業廃棄物収集運搬業者及び特別管理産業
廃棄物処分業者の帳簿の用意及び記載規
定、保存規定（14 条の４第 18 項）に違反
して帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若し
くは虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しな
かつた者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 30 条１号）	 
廃棄物施設
の検査協力
義務	 
一般廃棄物処理施設に対する定期検査規定
（８条の２の２第１項）又は産業廃棄物処
理施設に対する定期検査規定（15 条の２の
２第１項）による検査を拒み、妨げ、又は
忌避した者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 30 条３号）	 
廃棄物処理
施設情況の
記録義務	 
一般廃棄物処理施設の維持に関する管理記
録及び閲覧規定（８条の４）、一般廃棄物
の無害化処理に関する管理記録及び閲覧規
定（９条の 10 第８項）、産業廃棄物処理
施設の維持に関する管理記録及び閲覧規定
（15 条の２の４）、産業廃棄物の無害化処
理に関する管理記録及び閲覧規定（15 条の
４の４第３項）に違反して、記録せず、若
しくは虚偽の記録をし、又は記録を備え置
かなかつた者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 30 条４号）	 
廃棄物処理
の報告義務	 
廃棄物処理に関する報告の徴収規定（18
条）による報告をせず、又は虚偽の報告を
した者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 30 条６号）	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廃棄物処理
情況の検査
協力義務	 
廃棄物処理に関する立入検査規定（19 条第
１項、第２項）による検査若しくは収去を
拒み、妨げ、又は忌避した者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 30 条７号）	 
ばい煙排出
量の測定、
記録義務	 
ばい煙量等の測定（16 条）の義務に違反し
て、記録をせず、虚偽の記録を、又は記録
を保存しなかった者	 
三十万円以下の罰金が科さ
れる（大気汚染防止法 35 条
3 号）	 
大気汚染物
排出事業者
の報告、検
査協力義務	 
事業者に対する報告の徴収および環境省職
員による立入検査（26 条 1 項）の義務に違
反して、報告をせず、若しくは虚偽の報告
をし、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌
避した者	 
三十万円以下の罰金が科さ
れる（大気汚染防止法 35 条
4 号）	 
水質汚染物
の測定、記
録義務	 
排出水の汚染状態の測定、記録、保存義務
等（14 条 1 項）、総量規制基準が適用され
た指摘地域の排出水の汚濁負荷量の測定、
記録、保存義務等（14 条 2 項）、有害物質
使用特定施設の定期に点検、記録、保存義
務など（14 条５項）の規定に違反して、記
録せず、虚偽の記録をし、又は記録を保存
しなかった者	 
三十万円以下の罰金が科さ
れる（水質汚濁防止法の 33
条 3 号）	 
水質汚染物
排出事業者
の報告、検
査協力義務	 
事業者に対する報告の徴収および環境省職
員による立入検査（22 条 1 項）、特定地域
汚濁負荷量の増加原因となる排出者に対す
る報告の徴収（22 条 2 項）の規定に違反し
て、報告をせず、若しくは虚偽の報告を
し、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避
した者	 
三十万円以下の罰金が科さ
れる（水質汚濁防止法 33 条
4 号）	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土壌処理の
管理票適正
記載、交付
義務	 
汚染土壌の運搬又は処理の委託者の管理票
の記載・交付規定（20 条第１項）又は非常
災害のために必要な応急措置としての汚染
土壌の運搬又は処理の委託者の管理票の記
載・交付規定（20 条第２項）に違反して、
管理票を交付せず、又は規定事項を記載せ
ず、若しくは虚偽の記載をして管理票を交
付した者、又は汚染土壌運搬受託者の運搬
委託者へ管理票の写しを送付する規定（23
条第３項前段）又は汚染土壌処理受託者の
処理委託者へ管理票の写しを送付する規定
（23 条第４項）に違反して、管理票の写し
を送付せず、又はこれらの規定に規定する
事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし
て管理票の写しを送付した者、又は汚染土
壌運搬受託者の汚染土壌処理受託者へ管理
票を回付する規定（23 条第３項後段）に違
反して、管理票を回付しなかった者は、汚
染土壌運搬・処理委託者の管理票の写しの
保存規定（20 条第５項）、汚染土壌運搬受
託者の管理票又は管理票の写しの保存規定
（20 条第７項）又は汚染土壌処理受託者の
管理票の保存規定（20 条第８項）に違反し
て、管理票又はその写しを保存しなかった
者、又は汚染土壌の運搬の受託なし者の虚
偽記載の管理票の交付禁止規定（21 条第１
項）又は汚染土壌の処理の受託なし者の虚
偽記載の管理票の交付禁止規定（21 条第２
項）に違反して、虚偽の記載をして管理票
を交付した者、又は汚染土壌運搬受託者又
は汚染土壌処理受託者の処分終了前の管理
票又は管理票の写しの送付禁止規定（21 条
第３項）に違反して、送付をした者	 
三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金に処する（土
壌汚染対策法 66 条４号ー９
号）	 
土壌処理情
況の記録義
務	 
汚染土壌処理業者の汚染土壌の処理に関す
る事項の記録・記録用意規定（22 条第８
項）に違反して、記録せず、若しくは虚偽
の記録をし、又は記録を備え置かなかった
者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（土壌汚染対策法 67 条１
号）	 
土壌処理情
況の報告、
検査協力義
務	 
土地の汚染状況、当該汚染の除去等の措置
若しくは土地の形質の変更の実施状況等に
ついての報告・検査規定（54 条第１項）、
汚染土壌の運搬を行った者に対する汚染土
壌運搬状況についての報告・検査規定（54
条第３項）、汚染土壌処理業者に対する汚
染土壌処理状況についての報告・検査規定
（54 条第４項）、指定調査機関又は指定支
援法人に対する業務又は経理状況について
の報告・検査規定（54 条第５項）による報
告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は
これらの規定による検査を拒み、妨げ、若
しくは忌避した者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（土壌汚染対策法 67 条３
号）	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②—３汚染物処理を担当する者の資格を保障する義務	 
②−３−１担当者の資格に関する規定	 
	 規定	 罰則	 
廃棄物処理
を業とする
資格の許
可、事業範
囲変更許可	 
一般廃棄物の収集又は運搬を業として行う
ことに対する許可（７条第１項）と許可の
更新、（７条第２項）と範囲変更許可（７
条の２第１項）、一般廃棄物の処分を業と
して行うことに対する許可（７条第６項）
と許可の更新（７条第７項）と範囲変更許
可（７条の２第１項）、産業廃棄物の収集
又は運搬を業として行うことに対する許可
（14 条第１項）と許可の更新（14 条第２
項）と範囲変更許可（14 条の２第１項）、
産業廃棄物の処分を業として行うことに対
する許可（14 条第６項）と許可の更新（14
条第７項）と範囲変更許可（14 条の２第１
項）、特別管理産業廃棄物の収集又は運搬
を業として行うことに対する許可（14 条の
４第１項）と許可の更新（14 条の４第２
項）と範囲変更許可（14 条の５第１項）、
特別管理産業廃棄物の処分を業として行う
ことに対する許可（14 条の４第６項）と許
可の更新（14 条の４第７項）と範囲変更許
可（14 条の５第１項）をうけないまま、一
般廃棄物又は産業廃棄物の収集若しくは運
搬又は処分を業として行った者（25 条１項
１号）、又は不正手段により以上の許可と
許可の更新をうけた者（25 条１項２号）、
又は以上の範囲変更許可をうけないまま、
一般廃棄物又は産業廃棄物の収集若しくは
運搬又は処分を業として行った者（25 条１
項３号）、又は不正手段により以上の範囲
変更許可をうけた者（25 条１項１号）	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金に処し、又
はこれを併科する（廃棄物
の処理及び清掃に関する法
律 25 条１項１号ー４号）	 
廃棄物輸出
資格の確認	 
によると、一般廃棄物を輸出することに対
する確認（10 条第１項）、産業廃棄物を輸
出することに対する確認（15 条の４の７第
１項）の規定に違反して、一般廃棄物又は
産業廃棄物を輸出した者	 
	 
	 
以上であげられた廃棄物不法輸出罪を犯す
目的でその予備をした者	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金に処し、又
はこれを併科する（廃棄物
の処理及び清掃に関する法
律の 25 条１項 12 号）（未
遂罰）（25 条２項）	 
	 
二年以下の懲役若しくは二
百万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科する（予備
罰）（27 条）	 
廃棄物輸入
資格の許可	 
産業廃棄物の輸入に対する許可（15 条の４
の５第１項）をうけないまま、国外廃棄物
を輸入した者、又は産業廃棄物の輸入に対
する許可に付せられた生活環境の保全上必
要な条件（15 条の４の５第４項）に違反し
た者	 
三年以下の懲役若しくは三
百万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科する（廃棄
物の処理及び清掃に関する
法律 26 条４号、５号）	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廃棄物処理
業者の事業
範囲変更の
届出	 
一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処
分業者の事業の範囲の変更についての届出
規定（７条の２第４項）、産業廃棄物収集
運搬業者又は産業廃棄物処分業者の事業の
範囲の変更についての届出規定（14 条の２
第３項）、特別管理産業廃棄物収集運搬業
者又は特別管理産業廃棄物処分業者の事業
の範囲の変更についての届出規定（14 条の
５第３項）に違反して、届出をせず、又は
虚偽の届出をした者	 
六月以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する（廃
棄物の処理及び清掃に関す
る法律 29 条１号）	 
廃棄物処理
業者の事業
廃止、住所
等の変更の
届出	 
一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処
分業者の事業の全部若しくは一部の廃止又
は住所等の変更の時の届出規定（７条の２
第３項）、産業廃棄物収集運搬業者又は産
業廃棄物処分業者の事業の全部若しくは一
部の廃止又は住所等の変更の時の届出規定
（14 条の２第３項）、特別管理産業廃棄物
収集運搬業者又は特別管理産業廃棄物処分
業者の事業の全部若しくは一部の廃止又は
住所等の変更の時の届出規定（14 条の５第
３項）による届出をせず、又は虚偽の届出
をした者	 
三十万円以下の罰金に処す
る（廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 30 条２号）	 
土壌処理を
業とする資
格の許可、
事業内容変
更許可	 
汚染土壌の処理を業として行うということ
に対する許可規定（22 条第１項）、汚染土
壌処理業者の関係事項の変更に対する変更
許可規定（23 条第１項）に違反して、汚染
土壌の処理を業として行った者は、又は不
正の手段により汚染土壌の処理を業として
行うということに対する許可（22 条第１
項）又は汚染土壌処理業者の関係事項の変
更に対する変更許可（23 条第１項）を受け
た者	 
一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する（土壌
汚染対策法 65 条３号ー５
号）	 
土壌処理業
者の資格の
取り消し、
事業の停止
命令	 
汚染土壌処理業者に対する許可を取り消
し・事業停止命令（25 条）、汚染土壌処理
業者の許可の取消し等の場合の措置命令
（27 条第２項）に違反した者	 
一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する（土壌
汚染対策法 65 条１号）	 
土壌処理業
者の事業休
止・再開・
変更許可	 
汚染土壌処理業者の環境省令で定める事項
に係る軽微の変更時又は氏名・場所の変更
時の届出規定（23 条第３項）、汚染土壌処
理業者の処理の事業の休止・廃止・再開の
ときの届出規定（23 条第４項）による届出
をせず、又は虚偽の届出をした者	 
三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金に処する（土
壌汚染対策法 66 条１号）	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②−３−２資格を持っている処理者の名義貸しの禁止の規定	 
	 規定	 罰則	 
廃棄物処理
業者の名義
貸し禁止	 
一般廃棄物収集運搬業者及び一般廃棄物処
分業者の名義貸しの禁止規定（７条の５）
産業廃棄物収集運搬業者及び産業廃棄物処
分業者の名義貸しの禁止規定（14 条の３の
３）特別管理産業廃棄物収集運搬業者及び
特別管理産業廃棄物処分業者の名義貸しの
禁止規定（14 条の７）に違反して、他人に
一般廃棄物又は産業廃棄物の収集若しくは
運搬又は処分を業として行わせた者	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金に処し、又
はこれを併科する（廃棄物
の処理及び清掃に関する法
律 25 条７号）	 
土壌処理業
者の名義貸
し禁止	 
汚染土壌処理業者に対する名義貸しの禁止
の規定（26 条）に違反して、他人に汚染土
壌の処理を業として行わせた者	 
一年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する（土壌
汚染対策法 65 条６号）	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②−３−３資格なし処理者に委託禁止、資格なし処理者の受託禁止規定	 
	 規定	 罰則	 
資格なし廃
棄物処理者
への委託禁
止	 
一般廃棄物の運搬又は処分を法律などで定
める者以外の者に委託できないという委託
制限（６条の２第６項）、産業廃棄物の運
搬又は処分を法律などで定める者以外の者
に委託できないという委託制限（12 条第５
項）、特別管理産業廃棄物の運搬又は処分
を法律などで定める者以外の者に委託でき
ないという委託制限（12 条の２第５項）に
違反して、一般廃棄物又は産業廃棄物の処
理を他人に委託した者	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金に処し、又
はこれを併科する（廃棄物
の処理及び清掃に関する法
律 25 条６号）	 
資格なし廃
棄物処理者
の受託禁止	 
産業廃棄物収集運搬業者、処分者以外の者
の産業廃棄物の処理の受託禁止（14 条第
15 項）特別管理産業廃棄物収集運搬業者、
処分者以外の者の特別管理産業廃棄物の処
理の受託禁止（14 条の４第 15 項）に違反
して、産業廃棄物の処理を受託した者	 
五年以下の懲役若しくは千
万円以下の罰金に処し、又
はこれを併科する（廃棄物
の処理及び清掃に関する法
律 25 条 13 号）	 
廃棄物処理
業者への委
託基準、委
託禁止	 
事業者に対する一般廃棄物の運搬又は処分
を委託する場合での基準規定（６条の２第
７項）、一般廃棄物収集運搬業者、処分業
者に対する一般廃棄物処理の委託禁止規定
（７条第 14 項）、事業者に対する産業廃
棄物の運搬又は処分を委託する場合での基
準規定（12 条第６項）、産業廃棄物収集運
搬業者、処分業者に対する産業廃棄物処理
の委託禁止規定（14 条第 16 項）、事業者
に対する特別管理産業廃棄物の運搬又は処
分を委託する場合での基準規定（12 条の２
第６項）、特別管理産業廃棄物収集運搬業
者、処分業者に対する特別管理産業廃棄物
処理の委託禁止規定（14 条の４第 16 項）
に違反して、一般廃棄物又は産業廃棄物の
処理を他人に委託した者	 
三年以下の懲役若しくは三
百万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科する（廃棄
物の処理及び清掃に関する
法律 26 条１号）	 
土壌処理委
託の限制、
禁止	 
汚染土壌の運搬時の汚染土壌処理の委託規
定（18 条第１項）、非常災害のために必要
な応急措置としての汚染土壌の運搬時の汚
染土壌処理の委託規定（18 条第２項）、汚
染土壌処理業者の汚染土壌の処理を他人に
委託する禁止規定（22 条第７項）に違反し
て、汚染土壌の処理を他人に委託した者	 
三月以下の懲役又は三十万
円以下の罰金に処する（土
壌汚染対策法 66 条３号）	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表２中国環境罰則表と司法解釈	 
中国罰則表	 
①環境に作用する行為	 
行為規定	 罰則	 日本規定との対応	 
国家規定に違反し
て、放射性廃棄物、
伝染病の病原体を含
有する廃棄物、毒性
物質又はその他の有
害物質を排出し、投
棄し、又は処分した
（338 条）	 
汚染物排出基準の３
倍を超えて、非法に
重金属を含有する汚
染物、残留性有機汚
染物等の環境又は人
の健康に重大な損害
を引き起こす汚染物
を排出した（司法解
釈１条３号）	 
３年以下の有期懲役
又は拘役に処し、罰
金を併科又は単科す
る	 
排出基準違反罪	 
飲料水水源一級保護
地域又は自然保護核
心区域において、放
射性廃棄物、伝染病
の病原体を含有する
廃棄物、毒性物質を
排出し、投棄し、又
は処分した（司法解
釈１条１号）	 
３年以下の有期懲役
又は拘役に処し、罰
金を併科又は単科す
る	 
廃棄物不法投棄罪・
不法焼却罪	 
３トン以上の危険廃
棄物を非法に排出
し、投棄し、又は処
分した（司法解釈１
条２号）	 
無断で地下パイプを
設置し、又は排水用
の井、排水用の竪
穴、裂け目、石灰洞
を利用して、放射性
廃棄物、伝染病の病
原体を含有する廃棄
物、毒性物質を排出
し、投棄し、又は処
分した（司法解釈１
条４号）	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②環境に直接作用しない行為（行政制裁）	 
	 行政規定	 行政制裁	 日本規定との対応	 
②−１物的事前保障	 大気汚染防治施設の
建設工事が完了しな
い、又は国家の環境
保護基準に達しない
にも関わらず、施設
を使用しはじめる
（大気汚染防治法
47 条）	 
使用停止命令	 
１万元以上 10 万元
以下罰款	 
施設届出、行為計画
変更命令、改善命令
などの違反	 
大気汚染防治施設を
正常に使用せず、又
は許可を受けないま
ま、施設を勝手に撤
去し又は使わずに置
く（大気汚染防治法
46 条３号）	 
違法行為停止命令	 
改善命令	 
警告	 
５万元以下罰款	 
水汚濁防治施設の建
設工事が完了しな
い、又は査収されな
い、又は査収が合格
に達しないにも関わ
らず、施設を使用し
はじめる（水汚染防
治法 71 条）	 
使用停止命令	 
５万元以上 50 万元
以下罰款	 
固体廃棄物環境汚染
防治施設の建設工事
が完了しない、又は
査収しない、又は査
収が合格に達しない
にも関わらず、施設
を使用しはじめる
（固体廃物汚染環境
防治法 69 条）	 
使用停止命令	 
10 万元以下罰款	 
②−２監視・表現	 国務院環境保護行政
官庁が定めている大
気汚染物の排出に関
する事項を報告しな
い、又は虚偽報告す
る（大気汚染防治法
46 条１号）	 
環境保護行政主管官
庁その他の監督機関
の立入検査を拒否
し、又は検査妨害行
為を行う（大気汚染
防治法 46 条２号）	 
違法行為停止命令	 
改善命令	 
警告	 
５万元以下罰款	 
測定・報告義務違反	 
検査忌避	 
環境保護主管官庁そ
の他の監督官庁の立
入検査を拒否し、又
改正命令	 
１万元以上 10 万元
以下罰款	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は検査妨害行為を行
う（水汚染防治法
70 条）	 
国務院環境保護主管
官庁が定めている水
汚染物の排出に関す
る事項を報告しな
い、又は虚偽報告す
る（水汚染防止法
72 条１号）	 
水汚染物排出の自動
監視測定設備を設置
しない、又は環境保
護主管官庁の監視測
定設備に繋がりな
く、監視測定設備を
正常に運用させない
（水汚染防治法 72
条２号）	 
排出した汚水を測定
しない、又は測定記
録を保存しない（水
汚染防治法 72 条３
号）	 
改正命令	 
１万元以上 10 万元
以下罰款	 
環境保護主管官庁そ
の他の監督官庁の立
入検査を拒否し、又
は検査妨害行為を行
う（固体廃物汚染環
境防治法 70 条）	 
改正命令	 
２千元以上２万元以
下罰款	 
②−３処理担当者資
格保障	 
許可を受けない、又
は許可の規定に違反
し、危険廃棄物を収
集し、利用し又は処
分する（固体廃物汚
染環境防治法 77
条）	 
停止命令	 
違法収入没収	 
許可取り消し	 
違法収入３倍以下罰
款	 
処理担当者資格規定
違反	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司法解釈	 
	 2013年6月19日に最高裁判所、最高人民検察院により「関与辦理環境汚染刑事案件応用
法律若干問題的解釈」における論文に関連する条項	 
	 
第１条	 以下で挙げられる状況は「環境を著しく汚染した」に属する。すなわち、	 
（一）飲料水水源一級保護地域又は自然保護核心区域において、放射性廃棄物、伝染病
の病原体を含有する廃棄物、毒性物質を排出し、投棄し、又は処分した行為；	 
（二）３トン以上の危険廃棄物を非法に排出し、投棄し、又は処分した行為；	 
（三）汚染物排出基準の３倍を超えて、非法に重金属を含有する汚染物、残留性有機汚
染物等の環境又は人の健康に重大な損害を引き起こす汚染物を排出した行為；	 
（四）無断で地下パイプを設置し、又は排水用の井、排水用の竪穴、裂け目、石灰洞を
利用して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質を排出し、投棄
し、又は処分した行為；	 
（五）国家規定に違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物
質を排出し、投棄し、又は処分した行為を行ったことを理由に二次以上の行政処分を受
けた者が、二年以内に再び以上の行為を行ったこと；	 
（六）郷鎮ランク以上の行政区域における集中的に供水する水道の水源からの取水を12
時間以上中断させた行為；	 
（七）５畝以上の基本農用地、保安林地、特殊用途林地に	 、10畝以上の他の農用地に	 、
20畝以上の他の土地について	 、それらの基本的な機能を喪失させ、または永久性的に破
壊させた行為；	 
（八）森林又は他の林木を50立方メートル以上枯死させ、又は幼い樹木を2500株以上枯
死させる行為；	 
（九）公私財産を30万以上損失させた行為；	 
（十）群衆を5000人以上分散し移動させた行為；	 
（十一）30人以上を中毒させた行為；	 
（十二）３人以上に軽い傷害或いは軽い障害を与える行為、又は器官組織の損害によっ
て一般的な機能障害を引き起こした行為；	 
（十三）１人以上に重い傷害或いは中級程度の障害を与える行為、又は器官組織の損害
によって重大な機能障害を引き起こした行為；	 
（十四）その他の環境を著しく汚染した行為。	 
	 
第２条	 刑法339条、408条において定められる行為を行って、よって本解釈１条６号か
ら13号にかけて定められる結果を引き起こした場合、「公私の財産に重大な損失を与え、
又は人の健康に重大な危害を及ぼした」又は「公私の財物に重大な損失を与え、又は人
を死傷させた」と認められるべきである。	 
	 
第３条	 以下で挙げられる情況は「結果が特に重い」に属する。すなわち、	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（一）県ランク以上の行政区域における集中的に供水する水道の水源からの取水を12時
間以上中断させた行為；	 
（二）15畝以上の基本農用地、保安林地、特殊用途林地に	 、30畝以上の他の農用地に	 、
60畝以上の他の土地について	 、それらの基本的な機能を喪失させ、または永久性的に破
壊させた行為；	 
（三）森林又は他の林木を150立方メートル以上枯死させ、又は幼い樹木を7500株以上枯
死させた行為；	 
（四）公私財産を100万以上損失させた行為；	 
（五）群衆を15000人以上分散し移動させた行為；	 
（六）100人以上を中毒させた行為；	 
（七）10人以上に軽い傷害或いは軽い障害を与えた行為、又は器官組織の損害によって
一般的な機能障害を引き起こした行為；	 
（八）３人以上に重い傷害或いは中級程度の障害を与えた行為、又は器官組織の損害に
よって重大な機能障害を引き起こした行為；	 
（九）１人以上に重い傷害或いは中級程度の障害を与えた行為、又は器官組織の損害に
よって重大な機能障害を引き起こし、及び５人以上に軽い傷害或いは軽い障害を与えた
行為、又は器官組織の損害によって一般的な機能障害を引き起こした行為；	 
（十）１人以上に死亡させまたは高級程度の障害を与えた行為；	 
（十一）その他の結果が特に重い情況である。	 
	 
第４条	 以下で挙げられる情況があれば、重く処罰しなければならない。すなわち、	 
（一）環境監督検査又は突発環境事故の調査を阻止する行為；	 
（二）汚染防治施設を使わずに置く又は撤去し、又は汚染防治施設を正常に運行させな
い行為；	 
（三）医院、学校、住宅地などの人口が集中している地区又はその付近に、国家規定に
違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を含有する廃棄物、毒性物質又はその他の有
害物質を排出し、投棄し、又は処分する行為；	 
（四）整頓・改革される間に、国家規定に違反して、放射性廃棄物、伝染病の病原体を
含有する廃棄物、毒性物質又はその他の有害物質を排出し、投棄し、又は処分する行為
である。	 
	 
第７条	 行為者は、他人が経営許可証を持たず又は経営許可証の許される範囲を超えて
経営しているということを知っているにもかかわらず、他人に危険廃棄物を提供し、又
は危険廃棄物の収集、貯蔵、利用、処分を委託する行為を行い、環境を著しく汚染した
場合、他人と共犯となる。	 
	 
第８条	 国家規定に違反して、毒性物質、放射性廃棄物、伝染病の病原体等を含有する
汚染物質を排出し、投棄し、又は処分した者が、同時に汚染環境罪、輸入固体廃棄物不
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法処理罪及び危険物投放罪を該当する場合、処罰が一番重い罪によって罪を決定し処罰
を科する。	 
	 
第９条	 公私財産に与える損失は、環境汚染行為が直接に引き起こした財産の損壊、実
際価値の減少、及び汚染の拡大を防止する又は汚染を取り除くために採取した措置から
生じた費用を含む。	 
	 
	 
旧司法解釈（2013 年６月 19 日に廃止された）	 
	 旧司法解釈において、環境犯罪の成立基準について以下の通り定められた。	 
	 
第１条	 以下で挙げられる条項は「公私の財産に重大な損失を与え」るという重大な結
果に属する。すなわち、	 
（一）公私財産を 30 万以上損失させた行為；	 
（二）５畝以上の基本農用地、保安林地、特殊用途林地に	 、10 畝以上の他の農用地に	 、
20 畝以上の他の土地について	 、それらの基本的な機能を喪失させ、または永久性的に
破壊させた行為；	 
（三）森林又は他の林木を 50 立方メートル以上枯死させ、又は幼い樹木を 2500 株以上
枯死させた行為である。	 
	 
第２条	 以下で挙げられる条項は「人を死傷させる」という重大な結果、又は「人の健
康に重大な危害を及ぼした」ことに属する。すなわち、	 
（一）１人以上に死亡させ、３人以上に重い傷害を与え及び 10 人以上に軽い傷害を与え
た行為、又は１人以上に重い傷害を与え及び５人以上に軽い傷害を与えた行為；	 
（二）伝染病を発生させ、流行させ、又は「国家突発公共衛生事件応急予案」において
定めているⅢ級公共衛生事件の程度に達する人を中毒させ、よって人の健康に重大な危
害を及ぼした行為；	 
（三）その他の「人を死傷させた」という重大な結果、又は「人の健康に重大な危害を
及ぼした」ことを引き起こす行為である。	 
	 
第３条	 以下で挙げられる条項は、「結果が特に重い」場合に属する。すなわち、	 
（一）公私財産を 100 万以上損失させた行為；	 
（二）水源を汚染させ、よって「国家突発公共衛生事件応急予案」において定めている
Ⅱ級公共衛生事件の程度に達する人員分散転移の状態を引き起した行為；	 
（三）15 畝以上の基本農用地、保安林地、特殊用途林地に	 、30 畝以上の他の農用地に	 、
60 畝以上の他の土地について	 、それらの基本的な機能を喪失させ、または永久性的に
破壊させた行為；	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（四）森林又は他の林木を 150 立方メートル以上枯死させ、又は幼い樹木を 7500 株以上
枯死させた行為；	 
（五）３人以上に死亡させ、10 人以上に重い傷害を与え及び 30 人以上に軽い傷害を与
えた行為、又は３人以上に重い傷害を与え及び 10 人以上に軽い傷害を与えた行為；	 
（六）「国家突発公共衛生事件応急予案」において定めているⅡ級公共衛生事件の程度
に達する伝染病を発生させ、流行させた行為；	 
（七）その他の結果が特に重いことを引き起こした行為である。
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